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序

　

説

　

最近の地方財政の状況

昭和39年度の地方財政

　

(一)経済運営の基本的態度

　

昭和38年度における景気の急速な上昇の結果、国際収支は次第に悪化し、

消費者物価の上昇傾向も強まり、景気過熱化の現象がみられた。また、対外的

には、本格的な開放経済への移行の時期を迎え、わが国経済は、従来にも増し

て経済体質を改善し、産業の国際競争力を強化することが強く要請されていた。

　

したがって、昭和39年度の経済運営にあたっては、一面においては貿易自

由化に対処してわが国経済の構造的なひずみの是正｡など経済の質的強化を一層

推し進めるとともに、他面においては国際収支と消費者物価の安定を図るため

に内需を適度に抑制し、経済の安定成長に資することをその基本的態度とし

た。この基本線に沿って想定された昭和39年度の国民総生産の規模は、おお

むね24兆円、経済成長率は、実質7.0％(名目9.7％)である。

　

（ニ）国の財政運営の基本方針

　

昭和39年度の国の予算編成に当っては、このような経済運営の基本方針に

のっとり、わが国経済の安定的成長と質的強化に資するため、金融面における

諸施策と相まって、国際収支の改善と物価の安定を図ることを目途としつつ、

引き続き健全均衡財政を堅持し、経費および資金の効率的、重点的配分に努

め、大幅な減税を実施するとともに、農林漁業および中小企業の近代化、社会

保障の充実、社会資本の整備等重要施策を着実に推進することをもって財政運

営の基本とした。この基本方針に基づいて編成された一般会計岑算は、３兆

2,554億円で、前年度当初予算に比して4,054億円、14.2%の増加となった。

（三）地方財政計画

- １－



　

昭和39年度における地方財政計画は、このような国の財政運営の基本方針

を背景とし、これと同一の基調により健全均衡財政を堅持しつつ、地方行政水

準の一層の向上を図り、かつ、地域開発の促進と地域格差の是正を図ることを

目途として、つぎの基本方針に基づき前年度より5,045億円、19.2％増加の３

兆1,381億円の規模で策定された。

　

１

　

産業経済の発展に即応し、国民生活水準の向上を期するため、道路、港

湾等の産業基盤施設、下水道等の環境衛生施設面よび住宅等の整備を促進する

ため、補助事業および単独事業を通じて、公共投資の充実を図ること。

　

２

　

地方独立財源を充実しつつ、地方税負担の合理化を図るため、

　　

（１）昭和39年度および昭和40年度の２年度間において、市町村民税の

　

課税方式を本文方式に統一するとともに、現行の準拠税率を標準税率に改め

　

ること。

　　

（２）電気ガス税の税率を1％引き下げるとともに、これによる減収を補

　

てんするため、たばこ専売益金の委譲により市町村たばこ消費税の税率を

　

1.6％引き上げること。

　

３

　

地域格差の是正を促進するため、地方交付税制度を改正して引き続き財

政力の貧弱な地方団体の財源の充実を図るとともに、辺地における公共的施設

の総合的な整備を促進するため、地方債の増額を図ること。

（四）経済の推移と地方財政措置

　

昭和39年度のわが国経済は、前述のとおり引締め政策のもとに推移したが、

年度前半における生産は根強い増勢を続けた。この間輸入が高水準ながら落着

きをみせた反面、輸出が大幅な増加を示したため、国際収支は予想以上に早い

立直りをみせた。下期に入り、国内需要も落着いてくる等引締め効果の浸透が

みられるにいたっだので、39年末から逐次引締め緩和措置が実施されたが、

従来の景気調整過程とは異なり景気は容易に回復せず、むしろ次第に不況の色

を濃くしていった。

　

このような経済の推移を反映して、国税収入は法人税、物品税等を中心に伸

び悩み、その結果予算計上額に対して176億円の減少となったj地方税にあっ
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ても法人関係の諸税において同様の傾向がみられ、住民税法人分および事業税

法人分の増加率はいずれも前年度を下回った。一方地方財政の歳出面では、地

方財政計画策定後において39年６月の新潟地震その他の災害、39年９月から

の公務員の給与改定の実施等に伴う新たな需要が発生した。

　

公務員の給与改定は、39年８月の人事院勧告に基づき、国家公務員について

９月１日から実施されることとなり、地方公務員についてもこれに準じて実施

されることとなったが、これが一般財源所要額については、上記のような地方

財政事情にもかんがみ、地方税の地方財政計画計上額に対する増収見込額およ

び国税３税の補正に伴う地方交付税の増のみでは、既定経費の節減を考慮に入

れても、なお相当額の不足を生ずることとなったので、特別措置として交付税

及び譲与税配付金特別会計において150億円を借り入れ、これを昭和39年度

分の地方交付税に加算して地方団体に配分することとされた。また、現年発生

災害については、新潟地震をはじめとして７災害について激甚災害の指定が行

なわれ、現年発生災害に伴う地方負担の増加等に対しては地方債の枠の増加、特

別交付税の配分等によって災害復旧事業の施行に支障のないよう措置された。

（五）昭和39年度の地方財政の決算の概況

１

普通会計の状況

　

昭和39年度の普通会計の決算を通観すると、一般財源収入が伸び悩んだに

もかかわらず、前年度に引き続き、人件費、扶助費等義務的経費が増嵩した上

に地方行政水準の維持向上を図るため、普通建設事業費等に極力財源を振りむ

けざるを得なかったので、地方団体は、税の徴収率の向上、一般管理部門の経

費の節減等、歳入歳出両面にわたる財政合理化の努力により一般財源の捻出に

っとめるとともに、地方債等に財源を求めて財政需要の増加に対処したが、結

果としての収支尻は前年度よりも悪化し、かっ、財政構造は硬直化傾向を強

めた。

　

以下、昭和39年度決算にあらわれた普通会計財政の特徴を摘記するとおお

むねっぎのとおりである。
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（１）経済の不況を反映して一般財源が伸び悩んだこと。

　

地方税、地方交付税等一般財源は、前年度に対し15,､3％増加したが、前年

度の増加率(16. 1％）を下回っている。これはヽ地方交付税の伸び､（14,6％）

が、いわゆる精算分（昭和37年度国税３税の自然増収額の28,9％の額）り減

少もあって、前年度(19.2^)｡より4.6％も低下したことに加え、地方税にお

いてその大宗をなす住民税および事業税が税制改正による減税と景気の停滞と

を反映して伸び悩んだため、地方税全体としても前年度に引き続き低調な伸び

に推移したことによるものである。

　

（２）一般財源の伸びの鈍化を補うため事帚費等の財源として地方債が大巾

に伸びたこと。

　

一般財源以外の歳入については、地方債が対前年度比32.6% (前年度9.6％〉

と非常に高い伸びを示した。これは昭和39年度において市町村民税臨時減税補

てん債(150億円）が創設されたことに､もよるが、これを除いてみても23.4^

とその伸長は著しい。地方債の伸長の結果、歳入総額に占める地方債の割合は

5.4％となり前年度（4.7％）よりその比重を増した。

　

（３）給与改定の実施等により‘人件費が引き続き増嵩傾向を続け、これに対

する一般財源の充当割合が増加していること。

　

人件費の増加率は16.5％で、前年度（20.1％）より低くなっているが、これ

は主として、共済組合負担金および退職金の増加率が、それぞれ13.9％（前年

度89.2％）、22.3％（前年度62.1%)と制度改正の影響をうけて、とくに増加

率の高かった前年度を下回ったためである。

　

しかし、基本給（本俸、暫定手

当、扶養手当）の増加率にっいてのみみれば、昭和39年度は15.3%で前年度

（14.8％）を上回っており、その結果人件費全体としての伸びは前年度に引き

続き歳出総額の伸びをよ回る高率となった。これに伴い、人件費に対する一般･

財源の充当割合は46.5％と前年度（４５.７％）よりさらに高くなった。・

　

（４）一般財源の伸びの鈍化にもかかわらず、地方債等り特定財源の増加に

支えられて普通建設事業費の伸長が著しかったこと。

　

普通建設事業費はヽ前年度に対して18.5％（前年度11.8％）増加し、その伸

長度は著しかったといえる。普通建設事業費のうち国直轄事業負担金の増加
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率は21.8% (前年度20. ＼%)で最も高く、ついで補助事業費が19.9% (前年

度14.4%)の高率となっている。単独事業費は市町村においては対前年度比

21.2% (前年度10.1％）と高い伸びを示したが、都道府県においては9.9％

（前年度3.8X）と前年度に引き続き伸び悩んだ。目的別にみると土木費（道路

橋りよう、治山治水、住宅建設等）および衛生費（し尿処理施設、清掃施設）

関係の普通建設事業費の伸びが著しい。なお、普通建設事業費の財源構成比に

おいては前年度に比べて一般財源の比重が低下し、これとうらはらに地方債等

の特定財源の比重が上昇している。

　

（５）地方公営企業および国民健康保険事業にかかる会計の財政悪化に伴い

これに対する繰出額が増加したこと。

　

昭和39年度の地方公営企業に対する繰出額（繰出金、出資金、貸付金および

補助金の合計額）は669億円であるが、資金繰りのための普通会計からの短期

融資分57億円を控除すると実質612億円であり、前年度に対して110億円、

21.9％増加している。

　

また、国民健康保険事業会計に対する繰出金は95億円で、前年度に比して

23億円、32.1％の大幅な増加となっている。

　

公営企業に対する繰出金には、本来一般会計で負担すべき費用にかかるもの

のほか、累積赤字解消のための財政援助額を含んでおり、国民健康保険事業会

計に対する繰出金は、そのほとんどが財源補てんのためのものである。

　

（６）以上の歳入歳出の諸要因により結果として財政構造は更に硬直性を強

めたこと。

　

歳入面で一般財源が伸び悩みの状態にあるにもかかわらず、歳出面において

人件費および扶助費が引き続いて増嵩を続けたため、義務的経費（人件費、扶

助費、公債費の合計額）に対する一般財源の充当割合は53.3%となり前年度

（52.9％）を上回ることとなった。昭和37年度までは財政構造は漸進的に改善

されてきたが、昭和37年度を境（50.8％）として義務的経費の比重は再び上昇

傾向に転じ、財政構造は硬直化しつつある。

　

（７）財政構造の硬直化に伴い財政収支はさらに悪化したこと。

　

財政構造は硬直性を強めたにもかかわらず、地方団体は、国の施策に沿いっ
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つ、地方行政水準の維持向上のため普通建設事業費等を大きく伸ばさざるを得

なかった結果単年度収支は;48億円の赤字となった。

　

また、実質収支の赤字団

体の赤字額は前年度(273億円）より99億円増加して372億円となった。‥

　

なお、財政収支の状況を団体別にみると町村の収支は前年度に比べやや好転

しているのに反し、都道府県および中都市の収支は著しく悪化している。

　

２

　

地方公営企業の状況

　

昭和39年度に｡おける地方公営企業の経営の状況をみると、ここ数年来のわ

が国経済の高度成長、都市人口の増大、消費水準の向上等の要因に支えられ、

昭和39年度も引き続き事業数、規模ともに飛躍的な拡大をみせ、事業数では

5,798、決算規模では8,956億円、普通会計規模の約23％に達したが、反面、

その経営面においては赤字がさらに増大し、赤字事業数は企業会計を採用して

いる企業では、その３割にあた?Ξ）400事業を数え、その額は累積にして659億

円（年間料金収入の22. 8%)に達するにいたった。　　　　　　　■■■■■

　

事業別にみる､と、交通は=70％、水道、工業用水道は34％、病院ぱ30％の事

業が赤字であるが、とくに交通、水道、工業用水道の経営悪化が著しく、交通

の累積欠損金は438億円で、対前年度70％増、水道は137億円、工業用水道は

14億円で、いずれも対前年度100％増と急速な増加を示し､。とりわけ交通事

業にあっては累積欠損金は、年間料金収入の62.9％に達している。

　

このように地方公営企業の経営が39年度において、さらに悪化したのは、

企業ごとに種々の原因があるが一般的には、

　

（１）昭和39年度も前年度尽引き続き給与改定等による人件費の増嵩、施

設の建設拡張に伴う資本費の増加が大きく、コストの大幅な上昇をみたこと。

　

（２）このような原価の上昇に対応して料金改定を必要とする段階にきた企

業があったにもかかわらず、39年度は「公共料金１年間据置」措置等もあり、

ほとんどの企業がその改定を翌年度に見送ったこと。

　

（３）経営の合理化が不十分であったこと。

等があげられる。

　

このためヽこのような赤字を解消するとともに地方公営企業のあり方にっい
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て再検討を行なうぺく昭和39年７月、自治大臣の諮問機関として、地方公営

企業制度調査会が設置され、同年11月、当面とるべき方策としてとりあえず

昭和40年度の単年度収支の均衡をはかることを目途として、①料金の適正化、

②経営の合理化、③負担区分の明確化をはかることにより直ちに経営の健全性

を回復すべきであるとの中間答申が行なわれた。

　

３

　

国民健康保険事業の状況

　

昭和39年度における国民健康保険事業の決算状況を、歳入歳出差引額から

翌年度に繰り越すべき財源、財源補てん的な都道府県支出金および他会計繰入

金を控除し、財源補てん的な繰出金を加えた場合の実質上の収支でみると、事

業勘定の収支が赤字となった団体は、全実施団淮の65.4%にあたる2,229団

体（前年度1,411団体）、その赤字額は205億円（前年度n2億円）で、赤字団

体数、赤字額ともに激増した。このように国民健康保険財政が前年度に引き続

き悪化した原因としては、

　

（１）給付の改善、医療費の緊急是正が行なわれたことに加え、受診率の急

激な上昇もあって保険給付費、とくに療養諸費がこれらに対してとられた財政

措置を上回って急増したこと。

　

（２）保険税（料）は対前年度比で22.8％、被保険者１世帯当り額で1,130

円増加したものの、なおかっ医療費の増加におよばなかったこと。

　

（３）事務費に対する国庫負担金が十分でなかったこと。

等があげられる。

二

　

昭和40年度の地方財政

　

（一）経済運営の基本的態度

　

昭和40年度のわが国経済の運営に当っては、国際収支の前途にはなお楽観

を許さないものがあるとみられたこと、経済の高度成長に伴って生じた経済の

構造的なひずみが顕在化してきたこと等の諸情勢にかんがみ、財政金融政策を

中心とする経済政策の適切な運用により、経済の安定的成長を図り、国際収支
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の均衡確保および消費者物価の安定化に努めるとともに、経済各分野における

質的充実に意を用い、経済の均衡ある発展およびそれと調和のとれた社会開発

を推進することをも｀つてその基本的態度とした。この基本的態度に基づき、昭

和40年度における経済成長の姿として想定された国民総生産の規模はおおむ

ね28兆円、経済成長率は、実質7.5％（名目11.0％）である。

　

（ニ）国の財政運営の基本方針

　

昭和40年度の国の予算編成にあたっては、この経済見通しと経済運営の基

本的態度吐のっとり、社会経済の各分野、各地域にわたり均衡のとれた発展を

期するため、国民生活の向上とその環境の整備、低生産性部門の近代化等経済

構造の是正、地域格差の解消、過密都市対策の促進等社会開発を推進する重要

諸施策を積極的に展開することとしレ限られた財源の範囲､内でこれらの重要諸

施策を着実に推進するため、予算にういては健全均衡財政を堅持して予算の合

理化とその規模の圧縮を図り、財政投融資については、民間資金の活用を図り

つつ、その重点的効率的運用に配慮することをもって財政運営の基本とした。

このような基本方針に基づいて編成された一般会計予算規模は３兆6,581億

円、前年度当初予算に比べて4,027億円、12.4％の増加となった。

　

（三）地方財政計画

　

昭和40年度の地方財政計画は、このような国の財政運営の基本方針と同一

の基調に立脚し、経費の重点化、効率化を図ることにより、健全均衡財政を堅

持しつつ、社会開発を推進し、地方行政水準の一層の向上を図ることを目途と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

･I

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
して、次の基本方針に基づき、前年度に比べて4,740億円、15.1%増加の３兆

6,121億円の規模で策定された。

　　　　　　　　

し

１

地方税負担の軽減合理化を推進しつつ、地方財政の健全化と地方行政水

準の引上げを図るため、つぎにより地方財源を充実すること。

　　

Ｕ）地方交付税率を0.6％引き上げて、29.5%とすること。

　　

（２）前年度に引き続き、住民税負担の軽減を行なうこととし、これによ

　

る減収については、市町村民税臨時減税補てん債により補てんすること。
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申､ｊ
　　

（３）新たに石油ガス譲与税を創設し、自動車税および軽自動車税の税率

　

を改定するとともに、法人税の税率引下げによる減収を回避するため住民

　

税法人税割の税率について所要の調整を行なうこと。

　

２

　

経済の高度成長に伴なって生じたひずみを是正し、調和のとれた社会の

発展を期するため、つぎにより社会開発を推進すること。

　　

（１）地域開発を促進して、地域格差の是正をはかるため、新産業都市の

　

建設等の事業に対する国の財政援助措置を確立すること。

　　

（２）住宅、上下水道等の生活基盤施設の整備を促進するため必要な地方

　

債を確保すること。

　　

（３）過密化した大都市の再開発を促進するため必要な地方債資金の増額

　

を図ること。

　　

（４）地方交付税制度を改正し、前年度に引き続き財政力の貧弱な地方団

　

体の財源を充実すること。

　

３

　

その他地方公営企業等の健全化に資するため地方債の充実等所要の措置

を講ずること。

　

（四）経済の推移と国の公債発行

　

既にのべたように、昭和40年度の国の当初予算は、当初の経済見通しにか

んがみ、従来通りの均衡財政の方針によって編成された。予算規模もその伸び

はここ数年の最低にとどめて財政面からいたずらに景気を刺激しないようにす

ることとされた。その後において経済の予想以上の停滞に伴い、国税収入の減

少が予想されたので、今後における補正予算の財源を確保するための配慮もあ

って、歳出予算の１割留保の措置がとられた。

　

一方、経済の停滞は、昭和40年度に入ってからも回復の兆をみせず、当初

経済見通しで予想された以上に深刻の度を加えてきた。このような経済の動向

に対処して７月には上記１割留保の措置が解除されたほか、積極的に金融緩和

措置、財政投融資計画の拡大、公共事業の早期実施の促進等金融財政両面から

する一連の景気刺激対策がとられた。

　

このような経済の停滞を反映して国税収入は当初見込み額に比して大きく減
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少するものと見込まれるに至り、他方、歳出面における災害その他の追加需要

に応ずる必要もあって編成された12月の補正予算においては、租税収入の減

少を補うため臨時特例的な公債を発行することとしたが、追加需要に対する財

源は、既定経費の節減、税外収入の増額等公債以外の財源をもって賄うことと

された。

　

（五）地方財政運営の推移

　

（１）このような昭和40年度における経済の動向は、地方財政にも深刻な

影響をおよぼすこととなった。すなわち、地方税収入は国税収入と軌を一にし

て伸びなみ､地方財政計画計上額に対して大幅な減少が見込まれ、また、国税三

税の減少に伴い、地方交付税についても大幅な落ち込みが必至となってきた。

一方公共事業の完全実施が強く要請されるほか、災害対策、公務員の給与改定

の実施等歳出に新たな増加要因が加わり、そのままの状態では公共事業の早期

完全実施があやぶまれるような情勢となった。

　

このような地方財政の窮迫事態を救済するため、40年11月、地方財政に対

する当面の措置としてっぎのような措置がとられた。

　　

（ｉ）地方税の減収対策として公共事業関係の｀地方債め枠を400億円増額

　

すること。

　　

(ii)国税三税の減収に伴う地方交付税の落ち込みについては、これを減

　

額せず、当初予算計上額どおりとすること。

　　

(iii)給与改定財源所要額については、300億円を交付税及び譲与税配付

　

金特別会計において借り入れ、交付税として地方交付税の交付団体に配分す、

　

’ること。

　

以上の措置と相まって、地方団体側においても、その財政運営に抜本的検討、

を加え、経費の節約、財源の効率的使用を図るとともに、公共事業については

国の施策に即応してその完全消化に特段の努力を払った。

　

こうして地方財政の40年度における当面の問題は、一応解決された。

　

（２）地方公営企業については、昭和40年度は昭和39年11月行なわれた

地方公営企業制度調査会の中間答申の趣旨にのっとり、昭和40年度単年度の
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収支の均衡を目途として、それぞれ実情に応じて料金の適正化、経営の合理

化、負担区分の明確化の措置がある程度講じられた。

　

すなわち、40年１月以降６大都市のバス料金の改定をはじめ、経営悪化のた

め真にやむを得ない中小都市の電車、バス料金について改定が認可されたほ

か、40年度より100をこえる水道事業が料金改定を行ない、病院事業について

は、40年１月より9.５％の社会保険診療報酬の緊急是正が行なわれた。

　

一方各企業おいても経営合理化の諸措置が講じられ、また、国においても企

業再建を促進するため経営合理化計画を策定し、企業の再建に努力する企業に

対しては、資金ぐりの緩和をはかるための短期資金のあっせんを行なうととも

に、慢然と赤字を出し再建の努力を行なわない企業に対しては起債を制限する

措置を講じることとした。

　

しかし、料鳶改定にも限度があり、経営の合理化にも種々の障害があり遅々

としてその実効があらわれない現況からみて、全般的には中間答申の指摘する

昭和40年度単年度収支均衡を確保することには、かなりの困難を伴うものと

思われる。

　

なお、昭和40年10月、地方公営企業制度調査会は地方公営企業の基本的あ

り方および財政再建方策について最終答申を行なったが、この答申の線にした

がい制度の改正および財政援助措置についてその準備が進められているので、

地方公営企業の経営の建直しは、結局これら各種の措置が具体的に講じられる

昭和41年以降に期待される。

　

（３）最後に国民健康保険事業にっいてぱ、その財政状況の悪化の事態にか

んがみ、その健全化を図るため、昭和40年度においてっぎのような特別措置

が講じられた。

　　

（Ｏ

　

昭和39年度療養給付費負担金等未精算分111億円（国民健康保険組

　

合分を含む。）が40年６月および８月に繰上げ交付され、また、臨時財政調

　

整補助金40億円か40年９月に予備費から支出交付されたこと。（既述の39

　

年度における赤字団体の赤字額は療養給付費負担金等未精算分を考慮すると

　

134億となり、さらに臨時財政調整補助金を考慮するとおおむね103億円と

　

なる。）
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(ii) 12月補正予算において、昭和39年度療養給付費負担金等未精算分

111億円のほか、昭和40年度分の不足を補うため療養給付費負担金60億円、

療養給付改善特別補助金６億円、財政調整交付金28億円および事務費負担

金６億円、計100億円(国民健康保険組合分を含む。)が追加計上されたこと。

その結果、昭和40年度の国民健康保険財政は従前に比べ相当改善をみるも

のと考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　

十

昭和41年度の地方財政

　

（一）経済運営の基本的態度

　

昭和41年度のわが国経済は、個人消費支出の増加や個人住宅建設の堅調な

伸びを期待されるものの、民間設備投資や在庫投資は前年度における停滞の後

をうけて低水準にとどまるものと予想されるので民間需要は総じてゆるやかな

上昇にとどまるものと見込まれる。さらに、社会資本の不足、消費者物価の上

昇、企業体質の悪化、低生産性部門の近代化の立遅れ等の経済、社谷のひずみ

の是正ということが引き続き41年度経済の重要な問題である。

　

このような情

勢にかんがみ、昭和41年度を「均衡がとれた安定した成長へ乗り出す年」と

するため、その経済運営に当っては、公債発行を含む積極的かっ弾力的な財政

政策により有効需要を喚起して景気の速やかな回復を図り経済を安定成長の路

線に導くとともに、低生産性部門の近代化、流通機播の整備等により消費者物

価の安定に努め、さらに経済各分野における質的充実に意を用いて経済の均衡

ある発展を推進することをもってその基本的態度としている。この基本的態度

に基づいて想定される昭和41年度の国民総生産の規模は、おおむね31兆円、

経済成長率は実質7.5％（名目11.3%)である。

（二）国の財政運営の基本方針

　

昭和41一年度における財政の運営は、こ･の経済見通しと経済運営の基本的態

度にのつとり、当面の経済情勢に対処するため、財政法第４条に基づく建設公

債と市中消化の原則にのつとつた本格的公債政策を導入し、財政が積極的に景
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気の回復を主導する立場をとり、財政支出の増加と大幅減税の断行を通じて有

効需要を拡大して経済の安定成長へのすみやかな移行を期するとともに、物価

の安定に努めつつ、社会資本の整備等長期にわたる安定成長の基盤を培養する

ことを主眼とした。この基本方針に基づいて編成された国の一般会計予算は、

４兆3,143億円、前年度当初予算に比べ6,562億円、17.9％の増加となって

いる。

　

なお、昭和41年度の公共投資関係の事業の執行にあたっては、当面の経済

情勢にかんがみ、事業の施行を上半期に可及的に繰上げ実施して有効需要の喚

起拡大を図ることにより、景気回復を早期に達成するとともに、年度間を通じ

て安定的な成長を確保するものとされ、公共事業等の事業施行を促進するた

め、41年２月内閣に「公共事業等施行推進本部」が、自治省に「公共事業等施

行推進連絡本部」が設置された。

（三）地方財政計画

　

昭和41年度の地方財政計画は、このような国の財政運営の基本と同一の基

調に立脚し、現下の経済情勢の推移に即応して、経費の重点化、効率化を推進

することにより、財政の健全性を保持しつつ、公共投資の増大、社会保障の充

実等地方行政水準の一層の向上を図ることをその基本目標としている。このた

め、地方財政計画における歳入中の地方債の比重は、国における公債収入の場

合と同様にその大きさを増してきている。

　

昭和41年度の地方財政計画は、このような基本目標のもとに前年度に比べ

て5,227億円、14.5％増加の４兆1,348億円の規模で策定されたのであるが、

その策定にあたつてとられた基本方針はつぎのとおりである。

　

１

　

地方税負担の軽減合理化を推進しつつ、行政水準の引上げを図るため、

地方財源を充実すること。

　　

‘(１)住民税所得割について諸控除の引上げを行なうことにより負担を軽

　

減するほか、個人事業税その他の税についても負担の軽減をはかること。

　　

(２)国税および地方税の減税に伴う減収を補てんし、地方財源を充実す

　

るため、地方交付税率を2.5％引き上げて32％とするとともに、昭和41年
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度に限り臨時地方特例交付金414億円を交付すること。

　　

（３）法人税の税率引下げ等による減収を回避するため、住民税、法人税

　

割の税率等について所要の調整を行なうこと。

　　

（４）土地に対する固定資産税および都市計画税について、税負担の均衡

　

化を漸進的に確保するとともに、都市開発の促進に資するため、税負担の調

　

整措置を講ずること。

　

２

　

経済の安定成長と均衡ある発展を達成するため公共投資の増大をはかる

ものとし、公共事業等の円滑な消化をはかるため地方債を大幅に増額するこ

と。

　

３

　

社会開発を推進し、地域格差の縮少をはかるため、辺地事業債を増額す

るとともに、地方交付税の傾斜的配分を強化すること。

　

４

　

行政の広域的処理を推進し、行政の能率化を徹底することにより経費の

効率的使用を促進すること。

　

５

　

国庫補助負担金制度の合理化をはかり超過負担を解消すること。

　

なお、次により国民健康保険事業と地方公営企業の健全化を推進することに

　

より普通会計の健全化に資すること。

　　

（１）国民健康保険の医療給付に対する国庫負担率を25％から40％に引

　

き上げるとともに事務費交付金を増額すること。

　　

（２）赤字の地方公営企業の財政再建を促進するため再建債の発行等を認

　

めるとともに、地方公営企業の経営基盤を強化するため必要な措置を講ずる

　

こと。

　

地方財政計画の策定と相まつて･既述のような国の公共事業等の施行促進の’

方針に即応するため･臨時地方特例交付金および特別事業債の配分計画の早期

決定･公共事業の地方負担額に対する起債および公営企業等に対する起債の早

期決定等の措置を講ずることとされた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヶ

　

四

　

最近の地方財政の傾向と課題

　

昭和36年度まで経済の順調な歩みによる租税等の一般財源の伸びに支えら

れて、比較的順調に推移した地方財政も昭和37年度から経済事情の変化とと
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ちに租税等の一般財源の伸びが鈍化し始めた反面相次ぐ給与改定等による人件

費等の義務的経費が逐年累増し、その財政構造は硬直化する傾向にある。した

がって、公共事業等の実施に当っては、一般財源の不足を地方債等の特定財源

によって補なわざるを得ず、公共投資が拡大される場合には、当面の財源とし

ての地方債が必然的に増加する傾向を生じている。

　

また、最近の決算に端的に示されているように、地方公営企業会計および国

民健康保険事業会計の財政悪化の傾向がはなはだしく、ために、これら特別会

計に対する普通会計からの繰出も逐年増加し、これがまた普通会計に対する大

きな圧迫となっている。

　

したがって、地方財政全般の健全化を図るためには、さしあたりこれらの特

別会計の財政健全化を促進して普通会計への財政上の圧迫をなくすることを先

ずとり上げるべきである。

　

地方公営企業については、昭和40年度において、既述のように料金の適正

化、経営の合理化、財政上の負担区分明確化に関する措置がある程度講じられ

たが、引き続き、目下再建債、利子補給等の財政援助措置を含め地方公営企業

制度の改正について準備が進められている。また、国民健康保険事業について

は、昭和40年度において、既述のような国庫支出金に関す財政措置が、さら

に昭和41年度については、療養給付費の定率国庫負担金の率をｲ誌-から
40

100

に改め､事務費補助金を増額する等の予算措置が講じられ、当面の財政事情は、

かなり改善されることとなった。しかし、国民健康保険事業が、健全にして安

定した財政基盤を確立するためには、今後なお制度と運営両面における根本的

かっ積極的な改善措置を必要としよう。

　

つぎに、普通会計自体の財政の健全化を推進するためには、この際、思い切

った措置により、給与費等の安定合理化いわゆる超過負担の解消、経費の効率

化等を図るとともにさらに一般財源を増強することにより、その構造面からの

健全性回復を促進すべきである。

　

これらの問題点は、古くして新しい問題であり、行財政の根本問題として一

層深く検討し速やかに解決すべき課題ではあるが、少くとも、当面、国が建設

公債を発行して積極的に公共投資の拡大を図り、財政が経済を主導していくか
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ぎり地方財政においても、これに協力する運営がなされるべきであるが、これ

を可能にするためには、以上のような新しい国の財政政策にも対処できるよう

現行地方税財政制度のしくみについて早急に再検討を行なう必要があるであろ

う。

　

それとともに各地方団体においても財源の効率的配分と行財政運営について

さらに徹底した合理化を図り、財政の健全性保持に一層の努力を重ねることが

必要である。
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第一

　

昭和39年度の地方財政の状況

地方公共団体の概況

　

（－）地方公共団体の数

　

昭和40年３月31日現在における地方公共団体（財産区および地方開発事業

団を除く。）の数は46都道府県、3,395市町村、23特別区および1,695一部事

務組合で、総計5,159団体である。

　

その内訳はっぎのとおりで、前年同期と比べると２市増加し、６町村減少し

（町村の増加1、減少7、うち市となったもの2、市または町への編入5）、157

　

区

　　　　

分
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合
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八
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ａ

　

ａ

　

△

0
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５
５
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１
１
１

１

　

大都市は、地方自治法第252条の19第１項の指定都市で、大阪市、名古

屋市、京都市、横浜市、神戸市および北九州市である（以下同じ。）。

２

　

都市は、大都市以外の都市である（以下同じ。）。

３

　

中都市は、人口（昭和40年３月31日現在住民登録人口）10万人以上の都

市であり、小都市は人口10万人未満の都市である（以下同じ。）。

４

　

特別区は、東京都の23区である（以下同じ。）。

５

　

一部事務組合は、普通会計にかかるもののみである（以下同じ。）。
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一部事務組合が増加している。

　

なお、一部事務組合をその設置目的別に分けると衛生関係805 (138増加、

うちじんあい処理組合およびし尿処理組合の増加Ill)、教育関係233 (4増

加）、民生労働関係85 (3増加）、土木関係82 (7減少）、消防関係55･（15増

加）、その他172 (69減少）となっている。

　

市町村数の推移は第１図のとおりで、町村合併促進法（昭和28年法律第25

名号）の施行日の前日である昭和28年９月30日現在(285市、9,610町村、

合計9,895市町村）と比べると、約３分の２に相当する6,500団体が減少した

く町村の減少6,775、市の増加275)。

　　　　　　　　　　　　　

第１図
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（昭和35年10月１日）の国勢調査人口(9,342万人）と比伺ると486万人、

５.2％増加している。

　

人口の増減状況を都道府県別にみると、増加したのは21都道府県、減少し

たのは25県となっている。

　

人口増加を示した都道府県は、東は茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、

神奈川の関東諸都県から、静岡、愛知、岐阜、三重の東海諸県を経て、滋賀、

京都、大阪、奈良、和歌山、兵庫の近畿諸府県にいたるまで、太平洋岸に沿っ

て切れ目なく連なっており、これらの都府県以外で人口が増加したのは、北海

:道、宮城、石川、広島の４道県のみである。増加率の最も高いのは、神奈川県

の28.7%で、埼玉県の24.0%がこれに次ぎ、大阪府20.9%、千葉県17.2%、

愛知県14.1％、東京都12.3％、兵庫県10.3％の順で続いている。

　

人口減少を示した県は、東北の宮城を除く各県、中国の広島を除く各県、四

･国・九州の全県で、減少率の最も高いのは島根県の7.6％で、佐賀県の7.5%が

これに次ぎ、長崎県6.8%、鹿児島県5.6％、高知県4.’9％がこれに続いてい

･る。

　

つぎに、市町村の状況をみると、大都市では10.9％、特別区では7.1%、都

市では10.2％（中都市16.6％、小都市3.2％）それぞれ増加し、町村では3.6

高減少している。都市および町村においてはその76.4^に相当する2,575団

体（都市42.8?^、237団体、町村83.1％、2,338団体）で人口が減少している。

人口が減少した都市および町村の数を減少率により区分してみるとっぎのとお

りである。

区々

　

1,９未満詣以詣録瑞録・ゆ上

　

ｎ

　

錯就蒜

都

　　

市

　　

206

町

　　

村

　　

1,475

計 1,681

　

２0

755

775

０

　

6
6

1
7
8

１

８
９

１

　

１

－

1４

1４

　　

237

2,338

2,575

42.8

83. 1

76.4

　

人口が30％以上減少した町村について、減少理由別にみると、石炭鉱業の

不況によるもの16団体、ダムエ事の完了によるもの13団体、その他４団体と

なっている。
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-

- 普通会計決算の状況

　

（一）決

　

算

　

規

　

模

　

昭和39年度における地方公共団体の普通会計決算額を単純に合計すると，

　

歳入

　

４兆533億円

　

歳出

　

３兆9,644億円

である。

　

これを前年度と此べると，歳入5,279億円，15.0％，歳出5,278億

円，15.4％の増加で，歳入歳出ともに前年度の伸びを上回る伸びを示し，歳

出の伸びは前年度に引き続き歳入の伸びを上回っている。

　

単純合計決算額から地方公共団体相互間の重複額1,424億円を控除した純計

決算額は

　　　

，｡，

　

歳入３兆

　

9,109億円（前年度３兆3,977億円）

　

歳出３兆

　

8,220億円（前年度３兆3,088億円）

で前年度と比べると歳入5,132億円，15.1％，歳出5,132億円，15.5％増加

した。
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対前年度増減率
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決算規模の増加率の推移はつぎのとおりで、昭和36年度を頂点に昭和37年

度および昭和38年度は下降したが、昭和39年度は上昇している。

区

　

分
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この純計決算額を人口１人当り額でみるとつぎのとおりで、前年度と比べる

と歳入4,905円、13.9%、歳出4,914円、14.3^増加した。

31年度32年度33年度34年度35年度36年度37年度38年度39年度

（注）人口は、各年10月１日現在総理府統計局推計人口（35年度については国勢調

　　

査人口）による。

　

決算規模の推移は第２図のとおりである。これを昭和31～33年度平均規模

を100としてその推移を指数でみると歳入282 (前年度245)、歳出286 (前年

度248)である。

　　　　　　　　　　　　　

第２図

　

決算規模の推移

― 22 ―

｛年匍

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

凡

　

例

　

31

　　　　　　

9o’

　

臨

　　　　

［ニコ歳入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜歳出

　

32

　　　　　

lol

　　　

俎

　　　　

（

　

）指敗

　　　　　　　　　　

（1

　　　　　　

15.043

　

33

　　　　　

109

　　　　　　　

1べ556

刄1

　　　　

溺）

　　　

郡

　　　　　　　　　　

122

　　　　　　　

ie,S94

　　

34

　　　　　

flZ2)

　　　　　　　　

16Z39

　　　　　　　　　　

j46

　　　　　　　　　

20.258

　　

35

　　　　　　

144

　　　　　　　　　　　　

19,219

　　　　　　　　　　

IIBII

　　　　　　　　　　　　

25,116

　　

36

　　　　　

1179

　　

＿

　　　　　　　　　　　　　

23,911

　　　　　　　　　　

(2151

　　　　　　　　　　　　　　　　

29,829

　　

37

　　　　　

(2161

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2S,S74

　　　　　　　　　　　

2 5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33,977

　　

38

　　　　　

(248

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

33.088

　　　　　　　　　　　

282〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

39,109

　　

3

　　　　　

28

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

38,220

　　　　　　　　

5,000

　

IQOOO

　

15,000

　

20,000

　

25,000

　

30,000

　

35,000

　

40p00肺門:



　

また、地方財政（普通会計歳出）規模、国の財政（一般会計歳出）規模およ

び国民総生産の推移を指数でみると第３図のとおりである。

　　　　　　　　　　　

第３図

　

地方財政規模等の推移

　

凡例

-一一一句力財政(騰丿盧合町歳出)劃真

一－一国の財政(一≪≪ittai)≪t!i

－一一国民雄生ｉ

指数；圀和31-33年良平均司00

（二）決

　

算

　

収

　

支

１

　

実

　

質

　

収

　

支

　

地方公共団体の歳入歳出差引額（形式収支）は889億円（うち、都道府県4

79億円、市町村410億円）の黒字である。

　

この額から事業の繰越し等のために翌年度へ繰り越すべき財源587億円（う

ち、都道府県352億円、市町村235億円）を控除した実質収支は302億円（う

ち、都道府県137億円、市町村175億円）の黒字で、前年度386億円（うち、

都道府県249億円、市町杜137億円）より84億円（うち、都道府県122億円、

市町村は38億円の増）黒字が減少した。
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この実質収支を黒字団体と赤字団体とに分けるとっぎのとおりである。

　

前年度の赤字団体（一部事務組合を除く。）401団体のうち福岡県および145

市町村が26億円の赤字を解消して黒字団体となｿり、一方前年度の黒字団体の

うち富山県、長野県および119市町村が63億円の赤字を出して赤字団体とな

った。

　

また、前年度の赤字団体（一部事務組合を除く。）のうち、東京都、埼玉県、

三重県および93市町村はさらに98億円赤字を増加して177億円の赤字を出

し、159市町村（うち財政再建団体78市町村）は33億円赤字を解消したもの

のなお121億円の赤字を残している。

　

これらの結果、地方公共団体（一部事務組合を除く。）の89. ＼% (前年度88.4

％）に相当する3,088団体（前年度3,067団体）が黒字で、その黒字額は674

億円、同じく10.9% (前年度11.6％）に相当する376団体が赤字で、その赤字

額は372億円である。これを前年度と比較すると、黒字団体は団体数で21団

体、黒字額15億円増加し、赤字団体は団体数では25団体減少したが、その赤

字額は99億円増加している。

区

　　

分

都道府県

　

市

　

町

　

村

団体数

　

収支額

　

団体数

　

収支額
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億円
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４1

　　

２5２

　　　

計
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収支額

　　

団体

　　

億円

　　

団体
(1,595)

　　　

(1,595)
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422

　

3,088

前年度計

団体数

　

収支額

億円

　　

団体

　　

億円

　　

(1,447)
674

　

3,067

　　

659

　　　　　　　　　　　　　　

（100）

　　　　

（100）

　　　　

(91)
赤字団体

　　

5

　

△125

　　

371

　

△247

　　

376

　

△372

　　

401

　

。273

　　　　　　　　　　　　　

(1,695)

　　

(1,695)

　　　

(1,538)

　　

計

　　　　

46

　　

127

　

3,418

　　

175

　

3,464

　　

302

　

3,468

　　

386

（注）１（

　

）は，一部事務組合の数で，外書である。

　　

２

　

昭和39年度末の財政再建債等の未償還額は51億円（都道府県４４億円，市町

　　　　

村７億円）で。これを赤字とみなした実質収支は251億円（都道府県83億

　　　　

円，市町村168億円）である。

　

都道府県ではつぎのとおりで、前年度と比べると赤字団体の団体数およびそ

の赤字額が増加し、黒字団体の黒字額も減少したため、全体としては122億円

黒字が減少した。
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-
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△48

　

△7４

　

赤字団体は、39年度は東京都（赤字額103億円）、埼玉県（２億円）、富山県

（3億円）、長野県（11億円）および三重県（6億円）、38年度は東京可、埼玉

県、三重県および福岡県である。

　

市町村ではつぎのとおりで、市町村全体では38億円黒字が増加したが、赤

字団体の赤字額はさらに増加しており、ことに都市における赤字団体の赤字額

の増加が著しい。
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大都市の赤字団体は、39年度は大阪市（赤字額47億円）、神戸市（2億円）お

よび北九州市（Ｈ億円）、38年度は大阪市、名古屋市、神戸市および北九州市

である。

　

実質収支に財政再建債等の未償還額を考慮した場合における黒字団体と赤字

団体との内訳はつぎのとおりで、赤字団体における赤字額(394億円）は前年

度(290億円）と比べると104億円増加している。
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区

　　

分
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（注）（

　

）は、一部事務組合の数で、外書である。

　

なお、実質収支の推移は第４図のとおりで、昭和29年度の赤字額649億円、

から昭和36年度までは順調に赤字が解消されてきたが、昭和37年度以後逐年

赤字が増加している。

　　　　　　　　　　　　　

第４図
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億円の赤字（前年度は149億円の赤字）である。

　

この単年度収支に、昭和39年度中の積立金の積立額121億円および地方債

の繰上償還額９億円を黒字とみなし、積立金とりくずし額nO億円を赤字とみ

なして調整を加えた実質単年度収支は64億円の赤字（前年度127億円の赤字）

である。

　

実質単年度収支額を団体別にみるとつぎのとおりである。
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実質単年度収支の赤字団体数は1,832団体（都道府県33団体、市町村1,799

団体）で、全団体の35.5% (都道府県71.7%､市町村35.2%)を占めている。

　

この赤字団体を団体別に実質収支の黒字団体および赤字団体別にみるとっぎ

のとおりで、実質収支の黒字団体の32.7% (都道府県58.5%、市町村32.4%)、

同赤字団体の63.2% (都道府県100％、市町村62.8%)に相当する団体が実

質単年度収支赤字となっている。
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昭和39年度の実質収支が赤字である団体のうち、113市町村が地方財政再建

促進特別措置法による財政再建団体（法全部適用団体14、一部適用団体1、準

用団体99）として計画的な財政運営により赤字解消を進めｔいるが（昭和39

年度において実質収支が赤字である団体376団体のうち、累積赤字を解消しつ

つある団体、すなわち単年度収支が黒字である団体は178で、このうちの64.0

％が財政再建団体である。）、新たに、18市町村が昭和39年度末の赤字を解消

するため、昭和40年度において同法を準用して財政再建の申出を行なった。

　

財政再建団体は上記団体のほか、昭和39年度の実質収支は黒字であるが、

昭和29年度末の赤字を財政再建債により棚上げして財政再建を行なっている

､団体が１県28市町村ある。

　

したがって、昭和39年度末における財政再建団体の数は合計142で、昭和

38年度より29団体減少したことになるが、これは、昭和39年度において赤

字を解消して財政再建団体でなくなったものが52団体、昭和39年度に新たに

財政再建団体となったものが23団体あった結果である。

　

昭和40年度において赤字を解消して財政再建団体でなくなる見込のものは

36団体、新たに財政再建団体となるものが18団体あるので、昭和40年度末にｊ
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は、124団体となる見込みである。

　

なお、財政再建団体数の推移は第５図のとおりである。

　　　　　　　　　　　

第５図

　

財政再建団体数の推移

　

（三）歳入の状況
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況

　

昭和39年度の歳入純計決算額は３兆9,109億円（前年度３兆3,977億円1

で、前年度と比べると5,132億円、15.1％増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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歳入決算額の構成比を前年度と比べると、地方債が0.7％増加していること

が目立っている。

　

歳入決算額の構成比を団体別にみると第６図のとおりで、市町村において地

方税が1.1％低下し、地方債が1.7％上回っていることが目立っている。

　

歳入決算の増減額の状況は第７図のとおりであり、また増減額の構成比にっ

･いて前年度と比べると、地方債が6.7％増加し、地方交付税が6.1％減少して

i,ヽることが目立っている。
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第6図

　

歳入決算額の構成
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第ア図

　

歳入決算額の増減状況
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39‘38年次増減額

例皿]38-37年度地咸額

料科
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万

　

・
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他

　

さらに歳入決算の増減率についてみると、地方債の伸びが特に著しく、地方

税、地方譲与税、分担金・負担金・寄附金および諸収入が前年度の伸びを上回

った。一般財源はいわゆる精算分の大幅な減少のあった地方交付税の伸びの鈍

化により前年度の伸びを下回った。

　

歳入決算の増減率を団体別にみるとっぎのとおりで、都道府県では地方譲与・

税、財産収入および諸収入の伸びが著しく、繰入金および繰越金の決算額は前1

年度より減少しており、市町村では地方譲与税および地方債の伸びが著しい。

また、都道府県、市町村とも一般財源は前年度の伸びを下回っている。なお、………=

市町村を団体別にみると、各団体とも地方譲与税および地方債の伸びが著し

く、大都市においては地方交付税と前年度からの繰越事業の増加に伴う繰越金

の伸びが著しい。
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おける指数でその推移をみるとっぎのとおりで、昭和36年度以降地方交付税

の指数が高くなっている。
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源

（１）概

　　　

況

　

一般財源の総額は２兆1,092億円（前年度１兆8,292億円）で、前年度と比

べると2,800億円、15.3％増加した。一般財源の内訳はっぎのとおりで、都道

府県においては、地方税、地方譲与税の伸びは前年度を上回ったが、地方交付

税の伸びが著しく鈍化しておIり、一般財源総額では前年度の伸びを下回った。

市町村においては、地方譲与税が著しく増加したが、地方税および地方交付税

の伸びが鈍化したので、一般財源総額では前年度の伸びを下回った。
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13.8

(35.7)

　

17.9

　

16.3

　

23.8

　

12.1　18.2

　　　

（100.0）（100.0）

1,601

　　

50.9

　　

50.2

1,259

　　

49.1

　　

49.8

2,860

　

100.0

　

100.0

　

56.0

　

59.4

　

44.0

　

40.6

100.0 100.0

14.8

11.8

13.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(72.7)
地

　

方

　

税6,322 5,524　798　39.0

地方譲与税

　

38

　

２0

地方交付税2,338 1,955　383

15.9

10.4

13.1

(73.7)

　

40.1　33.0　37.9　14.4　14.8

　

(0.2)

　　

0.2

　　

0.7

　

0.2

　

91.6

　

24.1

(26.1)
堀刀父町税iJ, 33b　1,955　　383　　14.4　　14.2　15.8　18.2　19.6　21.3

　　　　　　　　　　　　

（100.0）（100.0）
小計（一般財源) 8,698　7,499　い99　　53.6　　54.5　49.5　56.3　16.0　16.5

15.1

15.8

その他り財源7,488 6,268　1,220　46.4　45.5　50.5
43.7　19.5

歳入合計16, 186 13,767 2,419　100.0　100.0　100.0
100.0　17.6

（注）決算額構成比欄の（

　

）は，一般財源を100とした場合の比率である。

　

さらに、これを市町村の団体別にみるとつぎのとおりで、すべての団体にお

いて決算額に占める一般財源の割合は前年度より低下している。
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区 分

決

　

3
9

　

算

38

　

額

　

決算額構成比

増減額

　　

39

　　　

38

増減額構成比

　

対前年度

　　　　　　

増減率

　

39

　　

38

　　

39

　

38

地

　

方

　

税

　

1,201

　

1,057

地方譲与税

　　

２4

　　　

13

地方交付税

地

　

方

　

税

地方譲与税

地方交付税

計
そ
歳
市

　
　
　

都

1，

２，

　

9４

319

28４

603

3,229

　　

13

　

771

巴
昌

Ｔ
ｆ
"

C
O
　
t
ｓ
Ｔ

　　

59

1, 129
1,060

2, 189

2,797

　
　
　
　
　
　
　
　

１

５

　

３

　

５
２
７

　
　
　

７

　

７
３
０

　
　
　

６

　

４
９
４

　
　
　
　
　
　

タ
タ
フ

　
　
　
　
　

３
２
６

14４

　

11

　

35

　　　

％

(91.1)

　

46. 1

　

(1.8)

　　

0.9

　

(ｱ.1)

　　

3.6

(93. 6)

　

48.8

　

(1.2)

　　

０.6

　

(5.2)

　　

3.6

　　

2.3

（100.0）（100.０）

190

　　

50.6

　　

51.6

224

　　

49.4

414

　

100.0

２

　

８

　

４

　

8
5
3

3

　
　
　

９

　

3
0
４

４

　
　
　
　
　

５
６
１

中

　　

都

　　

市

　

地

　

方

　

税2,001 1,676　3２5

　　

地方譲与税

　　

10

　　

4

　　

地方交付税

　

200

　　

177

　　

計（一般財源) 2,211　1,857

　　

その他の財源

　

1,936

　

1,568

　　

歳入合計4, 147 3,425

　

小

　　

都

　　

市

　　

地

　

方

　

税

　

1,228

　

1,121

　　

地方譲与税

　　

３

　　

１

　　

地方交付税

　

571

　

496

　　

計（一般財源) 1,802　1,618

　　

その他の財源

　

1,601

　

1,364

　　

歳入合計3,403 2,982

町

　　　　　

村

　　

地

　

方

　

税

　

1,294

　

1, 194

χ
Ｉ
／
７
χ
ノ
２
ヘ
ノ
２
１
／
１
９
０

５
・
３
・
２
・
０

　

一
ｉ
ｌ

　

・
２
・
Ｏ
‘
Ｏ
・
3
6
0

0
4
0

　

9
1
0
5
4
0

8

　

ぐ

　

１

　

０

　
　

１

ぐ

　
　
　

ぐ

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　

ぐ

(90.5)

　

48.3

　

(0.5)

　　

48.4

　

100.0

　

(80. 5)

　　

44.0

　

(0.2)

　　

0.1

　

(19.3)

　　

10.0

(100.0)

　　

54. 1

　　

45.9

　

100.0

34.8

　

44.7

　

2.5

　

0.9

　

8.5

　

5.0

　

45.8

　

50.6

　

54.2

　

49.4
100.0 100.0

　

37.9

　

41.7

　

0.6

　

0.1

　

8.5

　

13.5

　

47.0

　

55.3

　

53.0

　

44.7
100.0 100.0

13.7

77.7

60.0

16.8

21. 1

18.9

　

15.5

120.0

　

14.5

　

15.5

　

20.6

　

17.8

14.3

25.4

34. 1

15.3

15.0

15.6

16.4

23.5

23.2

17.6
16.8
17.2

(90.2)

　

48.9

　

45.1

　

47.6

　

19.4

　

18.0

　

(0.2)

地方譲与税

地方交付税 1,474

恋
笛

２
　
"
ｏ
Ｔ
４
　

　　　

0

1,224

2,418

1,869

4,287

　

6

　　

0.２

　　

０.1

　　　　

(9.0) (9.6)

23

　　

4.8

　　

5.２

　　

（100.0）（100,0）

354

368

7２２

　

53.3

　　

54.2

　

46.7

　　

45.8
100.0

　

100.0

　　　

(68.2)

107

　　

35.9

　　　　

(0.2)

　

2

　　

0.1

　　　

(31.6)

75

　　

16.8

　

0.8

　

3.1

　

49.0

　

51.0

100.０

(69.3)

　

37.6

　

25.5

　

(0.0)

　

0.0

(30.7)

　

16.6

　　

（100.0）（100.0）

184

　　

52.8

　　

54.2

237

　　

47.2

　　

45.8

421

　

100.0

　

100.0

100

　　

1

２50

351

338

689

(46.7)

　

26.0

　

(0.1)

　　

0.0

(53.2)

(49.4)

　

27.8

　

(0.0)

　　

0.0

　

0.1

　

8.2

　

55.9

　

44. 1

100.0

120.3

　

12.8

　

19.0

　

23.5

　

21.1

15.3

21.9

18.4
17.0
17.8

32.2

　　

9.6

　

14.0

　

0.4

　

0.1

　

17.8

　

22.3

　

43.7

　

54.6

　

56.3

　

45.4
100.0 100.0

９

　

０

６

　

０

１６

　

１

４

　

０

－

(50.6)

　

28.5

　

36.3

　

29.5

　　

28.5
（IC0.0）（100.0）

　

55.5

　　

56.3

119. 1

　

15.1

　

H.4

　

17.4

　

14.1

　

44.5

100.0

　

43.7

100.0

　

8.4

146.3

38.5

　

20.4

　

51.0

　

55.4

　

49.0

　

44.6

100.0 100.0

14.5

18.1

16.1

63.8

23.7

16.8
16.5
16.5

8.0

0.0

19.7

13.6
14.2
13.9
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－ －

　

－

　

－

Ｆ

２

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一
大･

　

都

　　

市

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％



　

昭和31年度から昭和33年度までの平均規模を100とした場合における指数･ヽ-I

および対前年度増減率の推移をみるとっぎのとおりである。一般財源の増加率

は昭和36年度を頂点として逐年鈍化する傾向にあるが、39年度においても純Ｉ

計額は0.8％、都道府県は1.1％、市町村は0.5％それぞれ前年度の増加率を

下回っている。

区 分
31～33年度

　　　　　　

34

　

35

　

36

　

37

　

38

　

39
平均規模

　　

億円指数指数指数指数指数指数指数

　　

対前度年増減率

34

　

35

　

36

　　

37

　

38･

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

39

－
％

純

　　

計

　　

額

　

地

　

方

　

税5,070 100 120 147 179 208 289 276 12.3 21.8 21.8　16.6 14.8 15.4

　

地方譲与税

　

284 100 115 127 160 108 124 154 0.8 10.7 25.7 △32.2 14ヽ324.0ヽ

　

地方交付税1,975 100 131 158 203 247 294 337 15.7 20.0 29.2 21.3 19.2 14.6.

　

計(一般財源) 7,329 100 123 149 185 215 250 288 12.8 20.9 24.0　16.3 16.1 15.5

都

　

道

　

府

　

県

　

地

　

方

　

税2,438 100 124 162 204 236 271 315 15.9 30.4 26.1　15.6 14.7 16.2･

　

地方譲与税

　

275 100 114 127 160 106 121 145 0.3 11.3 25.7△33.5 13.8 19.9･

　

地方交付税1,349 100 133 157 199 242 286 321 18.7 17.8 26.8　21.8 18.2 12.1

　

計(一般財源) 4,062 100 126 158 199 229 266 305 15.8 24.8 26.3　15.0 15.9 14.8

市

　　

町

　　

村

　

地

　

方

　

税2,632 100 117 133 155 183 210 240 9.0 13.4 16.9　17.7 14.8⊃14.4

　

地方譲与税

　　

9 100 144 138 170 180 223 428 13.6△4.4 23.8　5.4 24.1 91.6、

　

地方交付税

　

626 100 127 159 214 257 312 373 9.5 25.0 34.2 20.4 21.3 19.6

　

計(一般財源) 3,267 100 09 138 167 197 230 266　9. 1 15.8 20.8　18.3 16.5 16.0

　

（２）地

　

方

　

税

　

ア

　

収

　

入

　

状

　

況

　

地方税の収入額は１兆3,996億円｡（前年度１兆2,129億円）で、前年度と比

べると1,867億円、15.4%増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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区

府
町

道
市
合

(参考)

分

税
税
計
税

県
村

　

国

決

39年度
-

　

億円
7,097

6,899

13,996

31,592

　

算

38年度

-

　

億円

6,055

6,074

12, 129

27,317

額

増減額

瓢

8
2

5

8
6

7

2
7

5

　

～

　
　

卜
ｒ

-
ｅ
-
"

　

決算額構成比

39年度

　

38年度

％

　

７

　

5
0

49

100

３

０

－

　　　

％

　

49.9

　

50. 1

100.0

　　　

－

対前年度増減率

39年度

　

38年度

　　

％

17.2

13.6

15.4

15.6

％
８

　

ｒ
Ｑ

　

Ｉ

13.7

14.8

14.3

　

（注）国税には、専売納付金および地方譲与税にかかる特別会計分を含む。

　

また、法人の所得に関する諸税の増減状況はっぎのとおりであり、住民税法

人分、事業税法人分とも、法人所得の伸びなやみのほか、制度改正による減税

の影響もあって、それぞれその伸びは鈍化し、地方税収入総額に占める割合も

前年度より下回っている。

区 分

住民税法人分

事業税法人分

法人税(国税)

(参考)法人所得

対前年度増減率

39年度

％
9
9
0
9

　

8
　
9
　
3
　
5
　

　
　
　
　
　

－

38年度

-

　　

％

　

12.5

　

11.6

　

10.6

　

18.5

決算額構成比

39年度

％

　

７

　

９

21.8

30.9

14.0

（注）１

　

法人所得は、経済企画庁の国民所得白書によった。

　　

２

　

法人所得の決算額構成比は分配国民所得に対する割合である。

38年度

-

　　

％

　

10.3

　

22.8

　

31.6

　

14.9

　

さらに、個人の所得に関する諸税の増減状況をみるとっぎのとおりであり、

住民税個人分は個人所得の伸びを反映して前年度に引き続き相当の伸びをしめ

したが、事業税個人分は制度改正による減税もあってその伸びは鈍化した。
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区 分

対前年度増減率

39年度

決算額構成比

39年度

住民税個人分

事業税個人分

所得税(国税)

(参考)ｲ固人所得

　　

％

22.6

　

8.9

19.2

15.9

38年度
-

　　

％

　

24.7

　

15.3

　

16.9

　

13.6

20.5

　

1.8

25.3

87.8

38年度
-

　　

％

　

19.3

　

1.７

　

24.2

　

87.9

（注）１

　

個人所得は、経済企画庁の国民所得白書によった。

　　

２

　

所得税および個人所得については、地方税との比較上１年前の計数である。

　　

３

　

個人所得の決算額構成比は分配国民所得に対する割合である。

　

イ

　

道府県税の収入状況

　

道府県税の収入額は7,097億円（前年度6,055億円）で、前年度と比べると

1,042億円、17.2%増加した。道府県税の税目別内訳はっぎのとおりで、不動

産取得税、軽油引取税、自動車税等はそれぞれ前年度の伸びを上回った。しかＩ

し、道府県税収入の大宗を占める道府県民税および事業税は法人分の所得の伸

びなやみのほか、制度改正による減税の影響もあって、それぞれ前年度の伸び

を下回った。
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区

法

　

道

事

通
民

普
県

　
　
　

業

定
府
個
法

　

個
法

分

不動産取得

税
税
人
人
税
人
人
税

法
目

道府県たばこ消費税

料理飲食等消
自
そ 動

　

車

　

の

定

　

外

軽

　

油

入

普

的
取
猟

税
税
他
税
税
税
税
入
計

費

　
　
　

’
_

＆
ｉ

通

　
　

引

旧法による税収

合

　　

決

　　

算

　　

額

39年度38年度増減額

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

6,505

　

5,629

　　

876

　

1,513

　

1,247

　　

266

　　

984

　　

529

3,267

　　

223

3,044

　　

329

　　

398

　　

758

　　

489

2,975

　　

204

2,771

　　

206

　　

365

1
2
3
6
0
7
3
0

3
8
2

　
　

2
1

4
2
1

　
　

4
4

3
8
7
6
6
3
3
0

0
5
3

　
　

8
8

5
3
-

Ｕ
５
５

226

　

４0

２92

　

19

273

1２3

3
２
6
4
0

3
7
7
1

決算額構成比

　　

39

-

　　

％

91.6

21.3

13.9

　

7.4

46.0

　

3.1

42.9

　

4.6

　

5.6

　

7.1

　

5.1

　

1.9

　

0.1

　　

３８

-

　　

％

93.0

20.6

12.5

　

8．1

49.1

　

3．4

45.7

　

3．４

　

６．０

　

７．１

　

４．７

　

２．１

　

０．１

166

　

8.3

　

6.9

166

　

8.2

　

6.9

　

0

　

0.1

　

0.0

　

0

　

0.0

　

0.0

7､097 6,055

　

1,042 100.0 100.0

－39－

増減額構成比

　

39

　　

38

　　

％

84.1

25.6

21.7

　

3.9

28.0

　

1.8

26.2

11.8

　

3.2

　

6.9

　

7.3

　

1.3

　

0.0

15.9

15.9

対前年度
増減率.

39

　　

38

％
<
N

　

1 5

％

　

６

　

1 5

Ｘ

　
６

　

8
9

30.9

24.5

　

6.4

38.1

　

3.2

34.9

　

0.8

　

3.4

　

9.9

　

6.9

△0.4

　

0.0

10.4

10. 1

　

0.0

　

0.3

　

0.0

　

△0.0

100.0100.0

21.4

29.8

　

8.3

　

9.8

　

8.9

　

9.9

59.8

　

9.1

16.8

27.2

11.4

　

4.5

39.4

39.7

　

2.0

11.1

17.2

25.9･

36.6.

12.2･

11.9'

15.3-

11.7

　

3.6.

　

8.a

23.7-

25.7

△3.9

　

0.Ｓ

25.9･

25. &

　　　

－

△55

　

15

○

８

-



(億ｎ

500

０

事

　

泉

　

税

廼
府
県
民
税

第８図

　

道府県税収入の増加状況

4｢7

軽
油
引
取
税

料消
Jl
蒙費
食
浮税

消

　

費

　

税

遭
府
県
＜
｡
'
!
<
i
)

自
動
車
税

凡[[ﾛﾕ]js加額{39年度-38午皮}

梢□]38琴皮収入額

475

そ

　

ｅ
-

　

他

　

ウ

　

市町村税の収入状況

　

市町村税の収入額は6,899億円（前年度6,074億円）で、前年度と比べると

825億円、13.6％増加した。市町村税の税目別内訳はっぎのとおりで、市町村

税総額では前年度の伸びを下回ったが、これは市町村税の大宗を占める市町村

民税および純固定資産税が主として制度改正による減税により、それぞれ前年

度の伸びを下回ったためである。なお、電気ガス税の伸びが鈍化し、市町村た

ばこ消費税が増加したのは、電気ガス税の税率の引下げに伴い、市町村たばこ

消費税の税率を引き上げたことによるものである。
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ニ

　

徴

　

収

　

成

　

績

　

地方税の徴収成績は、地方公共団体の徴収努力により、前年度に引き続いて

向上した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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超過課税等の状況

　

昭和39年度においては、超過課税を行なっている道府県はなくなった。

　

市町村における超過課税の状況はっぎのとおりで、超過課税を行なっている

団体数は前年度より減少している。
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（注）団体数欄の（

　

）は、超過課税実施団体数の市町村総数卜対する比率である。

　

ヵ

　

法定外普通税

　

道府県における法定外普通税の状況はっぎのとおりであり、和歌山県の自動

車取得税が廃止された。
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奈良県（文化観光税) (38年度も同じ。）

６

　

市町村における法定外普通税の状況はつぎのとおりであり、犬税を廃止した

市町村が多い。
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（３）地方譲与税

　

地方譲与税の決算額は436億円（前年度352億円）で、前年度と比べると

84億円、24.0%と大幅に増加したが、これは地方道路税および特別とん税Ｏ

税率がそれぞれ引き上げられたことによるものである。
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地方道路譲与税は、都道府県および大都市の区域（大都市を包括する府県に
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あっては、当該大都市を除いた区域）内に存する一般国道および都道府県道の

延長および面積にあん分して譲与されるが、前年度の地方交付税の不交付団体

に対しては、あん分によって算出した額から一定額を控除することによって、

譲与制限の措置がとられている。

　

この譲与制限の状況は、つぎのとおりであ

る。
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（４）地方交付税

　

地方交付税の決算額は6,660億円（前年度5,811億円）で、前年度と比べる

と849億円、14.6％増加した。地方交付税の算定基礎はっぎのとおりであり、

いわゆる精算分（前々年度の国税３税の決算額から予算計上額を控除した額の

28.9%)が大幅に減少した。

　

また昭和39年度においては、地方公務員の給与改定の財源の不足を補りた

め、交付税及び譲与税配付金特別会計において一般会計から150億円を借り入

れ、これを地方交付税の総額に加算し交付された。なお、この借入額は昭和40

年度以降５年間に30億円ずつ返還することになっている。（利子は一般会計負

担）。
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地方交付税の交付状況はつぎのとおりで、普通交付税の交付、不交付団体数

については、道府県分は変化がないが、市町村分は交付団体が33団体減少し、

不交付団体が８団体増加した。
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３

　

その他の歳入

　

（１）国県支出金

　

国庫支出金の決算額は9,267億円（前年度8,157億円）で、前年度と比べる

｡と1,110億円、13.6％増加した。国庫支出金の内訳はつぎのとおりで、前年度

に引き続き普通建設事業にかかるものの増加が著しい。
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市町村の歳入決算における都道府県支出金は882億円（前年度786億円）で、

l前年度と比べると96億円、12.2^増加した。

　

都道府県支出金のうちi普通建設事業にかかるもの440億円（都道府県支出

二金中に占める割合49.8%)、災害復旧事業にかかるもの132億円（14.9％）が

主なものである。

（２）地

　

方

　

債

　

地方債の決算額は2,104億円（前年度1,584億円）で、前年度と比べると520

億円、32.8%増加した。
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昭和39年度における発行状況を、その発行目的別および借入先別にみると

つぎのとおりである。発行目的別には、税制改正による市町村民税所得割の減

収を補てんするための市町村民税臨時減税補てん債が新設されたほか、退職手

当債、辺地対策事業債、衛生債の増加が著しい。借入先別にみると、公営企業

金融公庫、市中銀行等の金融機関からのものの増加が著しい。

区
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保

入
府
金
易

　
　

資
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政
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市

　　

中
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行
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共

　　

済

　　

組

　　

合
(恩給組合を含む。)

そ

　　　　

の

　　　　

他

1、333 1,074
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98
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４11

208

２71

117

117

２66
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1,431
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570 100.0 100.0 100.0 100.0　34.9　11.5
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（３）使用料、手数料

　

使用料、手数料の決算額は1,083億円（前年度956億円）で、前年度と比べ

ると127億円、13.2%増加した。使用料、手数料の内訳は、つぎのとお､りで

ある・

区 分

料
料
校
他

　
　

学

用
業
等
の
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そ

　

授

使

保育所使用料
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そ

　　

の

　　

他

手

　　　

数
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合
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町
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円
8
6
9
7
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億
7
6
２
5
２
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２
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２25

315
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計
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県
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3
0
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1
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6
6
2
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9
2
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1
5
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2
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2
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1
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6
・
9
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決算額構成比増減額構成比謳1r粟
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38
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38
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億円

　　

％

　　

％
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70.9
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22.5
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5

　

2.5
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2

　

5.0
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20.7
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29.1

　

30.4
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13.5

　

13.5

　　

8

　

15.6

　

16.9

127 100.0100.0
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63

55.9

44.1

56.5

43.4

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

80.7

　

79.1

　

15.4

　

18.9

　

32. 1　29.3　18.9

　

28.5

　

26.5

　

18.7

　　

3.6

　

2.8

　

20.8

　　

8.2

　

7.8

　

23.0

　

20.8

　

19.9

　

17.4

　　

1.5

　

2.3

　

3.8

　

18.1　19.8　11.3
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20.9

　

8.4

　

13.6

　

10.9

　

13.4

　　

5.7

　

10.0

　

4.5

100.0 100.0　13.2
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45.8

　

15.1

22.3

22.5

20.5

30.1

21.3

　

6.3

15.0

10.7

12.8

　

9.0

16.2

15.4

17.3

　

（４）繰

　

入

　

金

　

繰入金の決算額は308億円（前年度334億円）で、前年度と比べると26億

円減少した。繰入金の内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

積立金とりくずし額

都
市

道
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適
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の
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都
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算

　　

額

　　

決算額構成比

　

増減額構成比

39年度38年度増減額

　

39

　

38
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0
０
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％
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２
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1
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-
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△

△

△
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26 100.0 100.0　100‘0　100.0

47

２1

46.9

　

･j･¬
53. 1

88.3△10.9

　

7.7

　　

3.1

57. 1　178.0　278.2△24.2　17.4

　

j♂¶

　　　　　　

・W

　　

－

　

¶

　

曹

　

・

　

♂-
42.9△78.0△178.2

　

14.1△Ｈ.2

　

（５）繰

　

越

　

金

　

繰越金の決算額は1,036億円（前年度1,052億円）iで、前年度と比べると

16億円、1.5%減少した。

　　　　　　　　　　　　　　

コ

ーこの繰越金のうち、純繰越金は641億円であり、前年度683億円より42億

円減少し、また前年度からの事業の繰越しに伴うものは395億円で、前年度

369億円より26億円増加している。

　

（６）その他の収入

　

その他の収入の決算額は4,219億円（前年度3,601億円）で、前年度と比べ

ると618億円、17.2%増加した。

　

その他の収入の内訳はっぎのとおりで、建設事業の伸びに対応して分担金・

負担金が伸び、中小企業等に対する貸付金の増加に伴って貸付金元利収入が伸

び、また収益事業収入の増加が著しい。
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８．6
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12.0

　

8．２

　

24.1
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ii 4.6
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39.1
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Ａ Ｉ．0

100.0

　

6.1

　

△1.2

100.0

　

17.2

14.1

　

5.6

14.4

　

（四）歳出の状況

　

１

　

日的別歳出の概況

　

昭和39年度の歳出純計決算額は３兆8,220億円（前年度３兆3,088億円）

で、前年度と比べると5,132億円、15.5％増加した。その目的別内訳はっぎ

のとおりで、構成比においては教育費が26.7^で最も高く、ついで土木費の

20.6％となっている。
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１．５
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1,269

　　

157
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計

　

38,220 33,088
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3.3

　

3.9

　　　

75
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0.5

　

0.5

　　　

47

　

0.4

　

0.4
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％

　　　

％

　

１．２

　　

１．１

　

７．1

　

n.5

　

9．１

　　

８．０

　

８．５

　　

８．７

　

１．４

　　

１．８

　

８．5

　

11.2

　

４．８

　　

４．２

　

24.6

　

18.2

　

１．８

　　

１．３

　

４．７

　　

５．０

　

25.2

　

. 27.8

　

0.2 A 3.5

　

1.5･

　

４.3

　

0.5・0.6

　

0.9

　　

1.0

100.0

　

100.0

対前年度
増減率

　

39

-

　

％

17.9

10.1

21.2

22.1

　

9.1

15.8

19.8

19.0

38

　　

％

16.5

15.7

18. 1

22.9

10.6

20.6

16.3

13.1

18.5

　

12.4

17.7

　

19.1

14.6

　

15.1

　

0.9△10.3

　

5.9

　

16.8

17.6 a 13.8

38.8

　

49.4

15.5

　

14.6

　

決算額構成比を前年度と比べると、土木費が0.6％、民生費が0.4％、衛生

費が0.3％それぞれ高くなり、一般管理部門の経費である総務費が0.5％低下

したのが目立っている。

　

決算額構成比を団体別にみると、都道府県では、教育費、土木費、農林水産

業費、警察費および総務費が前年度と同じく上位を占めているが、前年度の構

成比と比べると、農林水産業費が0.4％、衛生費が0.3％、土木費が0.3％そ

れぞれ上昇し、総務費が0.5％低下した。

　

市町村では、衛生費が0.9％、土木費が0.8％、民生費が0.5％それぞれ上

昇し、反面、総務費が1.3％、教育費が0.4％低下している。総務費および教

育費の比重の低下は、町村における教育費を除き、各団体に共通した傾向であ

る。

　

さらに、市町村を団体別にみると、大都市における土木費、特別区における

教育費、都市における民生費および町村における農林水産業費が他の団体の場

合に比べて著しく高くなっている。
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目的別歳出決算額゜構成
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決算額の増減状況は第11図のとおりである。増加額5,132億円のうち、そ

の主なものについてみると、教育費1,295億円（増加額に占める割合25.2%)

が最も高く、土木費1,260億円(24.6%)および民生費467億円（9.1％）の順

で増加している。
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第11図

　

目的別歳出決算額の増減状況

爽 黄 ｲ也

　

つぎに、増減率について前年度と比べると、消防費、土木費、商工費、民生

費、議会費、災害復旧費および諸支出金が、前年度の増加率を上回り、その他

は前年度の増加率を下回ったが、特に消防費および土木費の伸長と総務費およ

び農林水産業費の伸びの鈍化が著しい。

　

主な経費について、その増加額の内容、理由等をみると、おおむねっぎのと

おりである。
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歳出めうち主なも'のについて、‾昭和31年度から昭和33年度までの平均規模

を100としてその推移を指数でみると、つぎのとおりで、土木費および保健衛'

生費の増加が著しい。
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民生費の決算額は2,663億円(前年度2,196億円)で、前年度と比べると467

億円、21.2%増加した。

　

民生費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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民生費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別では、前年度

に引き続いて扶助費および人件費の増加が、財源では、国庫支出金の増加が著

しい。
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（ア）社会福祉費の内容

　

社会福祉費の決算額は704億円（前年度577億円）で、前年度と比べると

127億円、22.1%増加した。

　

社会福祉費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）社会福祉施設の状況

　

昭和40年３月31日現在の主な社会福祉施設の状況は、つぎのとおりであ

る。
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児童福祉費の状況

　

（ア）児童福祉費の内容

　

児童福祉費の決算額は658億円（前年度511億円）で、前年度と比べると

147億円、28.9%増加した。

　

児童福祉費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）児童福祉施設の状況

　

昭和40年３月31日現在における児童福祉施設の主なものは、つぎのとお

りである。

区 分

　

助産施設保育所塘ﾈ1ぎ詣扁ろう温

箇所数（箇所）

専任職員（人）

252

630

　

7, 178

34,610

　

123

1.889

　

32

533

し体不自
由児施設

　　

43

1,812

母子寮
(世帯数)

　　

500

1,280

エ

　

生活保護費

　

（ア）生活保護費の内容

　

生活保護費の決算額は1,264億円（前年度1,099億円）で、前年度と比べ

ると165億円、15.1％増加した。

　

生活保護費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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億円

　　

19

　

152

△

　

6

　

165

Ｘ

　

６

　

６

％

　
８

　

ｇ
）

　

91.5

　

91.5

　　

1.9

　

2.7

100.0 100.0

59

％
o

　

1
2

％

　
０

　

７

　

91.8

　

96』

△3.8△3.1

100.01.000

度
率
3
8

ｙ対
増

％

　

７

　

剥
］

％

　
２

　

3
1

　

15. 1　18.3

△21.0△14.4

　

15. 1　17.3



　

昭和39年度における被保護人員は１ヶ月平均168万人（前年度175万人）

で、保護率は人口1,000人につき17.5人（前年度18.1人）である。被保護

人員および保護率の推移は、第12図のとおりである。
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生活保護の推移
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被保護者の扶助種類別の状況について、昭和31～33年度平均規模を100

として、その推移を指数でみるとつぎのとおりである。
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生活扶助の支給基礎となる生活保護基準は、東京都標準４人世帯当りの昭

和38年４月１日の基準は14,289雫あつだが，昭和39年４月１日から４
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生活保護基準改定の推移をみると、第13図のとおりである。
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昭和38年３月31日までは東京都標準５人世帯当りの基準

　

（ウ）生活保護施設の状況

　

昭和40年５月31日現在における生活保護施設の主なものは、･つぎのとお

りである。
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生活保護基準改定の推移
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災害救助費

　

（ア）災害救助費の内容

　

災害救助費の決算額は36億円（前年度10億円）で、前年度と比べると26

億円、251.7^増加した。

　

災害救助費の性別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）災害救助法の適用状況

　

昭和39年度における災害救助法の適用都道府県数は延35府県（前年度19

道県）、適用市町村は延148市町村（前年度延74市町村）である。

　

昭和39年中の主な災害としては、つぎのようなものがあった。
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衛生費の決算額は2,418億円（前年度1,980億円）で、前年度と比べると

438億円、2a.!％増加した。
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衛生費の目的別内訳は、つぎのとおりで前年度に引き続いて清掃費の増加が

著しい。
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衛生費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別では補助費

一等および普通建設事業費、財源では、地方債および一般財源等の増加が著し

χ､ヽ。
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衛生施設等の状況

昭和39年における衛生施設等の状況は、つぎのとおりである。
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･17.0

　　

7.5

　　

0.4

0.292

　

26.4

67.2

72.3

17.2

　

7.0

　　

0.3

0.242

　

23.2

（注）保健衛生施設は年末の計数、保健衛生水準は年平均の数字である。
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72.9
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ウ

　

公衆衛生費

　

公衆衛生費の決算額は846億円（前年度759億円）で、前年度と比べると87

億円、11.4%増加した。

　

公衆衛生費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区

　　　　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年
分

　　

39年度38年度増減額

　　

39

　

38

　　

39

　

38増39減

費
費
費
等

　
　
　
　

費

件
件
助

　
　
　
　

助

人
物
扶
補

普通建設事業費

繰

　　

出

そ

　　

の

　

合

金
他

億円

　　

億円

　　

億円
190

　　

157

　　

33

３

　

1
1

　

2
6
3
7

　
　
　

4
4
2
9
4
8

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

a

8
8

　

1
7
1
7
9

3
2
6
5
9
2
5

－
－

　
　
　
　

1

　
　
　

7

1
9
2
9
5
0
6

4
6
0
7
9
7
4

1
-
1

^

０
０

％

　
7

　

2
0

％

　

５

　

2
2

％
９

　

７

　

Ｑ
り

　　

％

　　　

％

21.8

　

20.8

度
率
3
8

　　

％

17.3

16.7

　

18.2

　　

3.6

　

6.9

　　

2.3

　

5.6

20.0 16.8　47.5　43.7　32.2　57.0

12. 1　8.1　46.7△11.4　65.3△16.4

　

9.4

　

7.5

　

25.9△1.3

　

39.4△2.3

　

11.2

　

25.2△111.6

　

61.5

　

△50.4△51.7

　

8.1

　

3.5, 49.9ム21･芦 160.9△40｡.4

100.0 100.0 ‘ 100.0 100.０‘　11.4　16.2
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エ結核対策費

　

結核対策費の決算額は394億円（前年度366億円）で、前年度と比べると28

億円、7.8%増加した。

　

結核対策費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

費
費
費
等
他

　
　
　

費

件
件
助
助
の

人
物
扶
補
そ

合 計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　

38

　　

39

　

38

億円

　　

億円

　　

億円
4
３
２
５

　

２
６

　
　

２
９
４

　
　

６

　
　
　
　

２

　
　
　
　

３

５
３
７
６

　

３
４

　
　

２
２
３

　
　

９

　
　
　
　

Ｃ
Ｏ

C
Ｏ

１
０
５

　
　
　
　

３

△９

％

　

３

　

－

　

％　　　％　　％

１．２

　　

２．５

　

０．５

対
増

　　

％

　　

％

15.8

　

16.3

　

５．９

　

６．２

　　

2. 3 A 3.3　　３．０△14.7

82.8

　

79.7

　

123.2 102.7　12.1　70.2

　

９．2

　

12.4△31.0△０．１人19.6△０．４

　

０．８

　

０．５

　　

３．０

　

０．２

　

46.7

　

15.9

28

　

100.0 100.0　100.0 100.0　　7.8　47.0

　

オ

　

保

　

健

　

所

　

費

　

保健所費の決算額は227億円（前年度196億円）で、前年度と比べると31

億円、16.2%増加した。

　

保健所費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区

　　　

分

人

　　

件

　　

費

普通建設事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　

38

　　

39

　

38

億円

　　

億円

　　

億円

189

　　

159

　　

3０

１
０
１

　
　
　
　
　

３

＼
Ｄ

―
.

v
Ｄ

１
Ｏ
Ｊ

(
Ｊ
.

　
　
　
　
　

1

7
1
7

1
２

2
２

　　　

％

　　

％

　

83.0

　

81.3

　　

7.7

　

7.9

　　

9.3

　

10.8

100.0 100.０

　　

％

　　

％

93.0

　

95.6

　

6.6△3.1

　

0.4

　

7.5

100.0 100.0

対前年
増

　

減

　

39

度
率
3
8

　　

％

　　

％
18.5

　

16.7

13.5△4.5

　

0.6

　

9.2

16.2

　

13.9

ヵ

　

清

　

掃

　

費

　

（ア）清掃費の内容

　

清掃費の決算額は951億円（前年度659億円）で、前年度と比べると292

億円、44.3^増加した。

　

清掃費の性質別内訳はつぎのとおりで、繰出金および補助費等の増加が著

しいが、これは主として公共下水道事業会計に対する繰出金および補助金の
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増加によるものである。

区 分
決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減゛

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38 39　　38　　　39

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

費
費
等

　
　

費

件
件

　
　

助

人
物
補

普通建設事業費

補
単

出
の

繰
そ

合

助
独
金
他

計

億円

　　

億円

　　

億円

283

　　

２２3

153

　　

1２2

　

85

　　

４7

7
8
9
7
3
9

9
7

　

I
I

　

5
5

1

　
　

1

　
　
　
　
　

6

6
7
9
6
8
1

6
3
2
9
6
5

2

　

－
１

　
　
　
　
　

９

　

60

　

31

　

38

　

69

　

59

　

10

　

79

　

15

29２

　

29.7

　

33.9

　

16. 1　18.5

　　

8.9

　

7.1

　

28.0

　

29.9

　

14.4

　

11.8

　

13.6

　

18.1

　

10.1

　

2.5

　　

7.2

　

8.1

100.0 100.0

20.2

　

28.8

10.8

　

18.9

13.2

　

16.7

23.7

　

34.0

20.2

　

26.4

　

3.5

　

7.6

27.2△25.7

　

4.9

　

27.3

100.0 100.0

　

26.5

　

18.5

　

25.8

　

23.2

　

82.4

　

77.2

　

35.1

　

25.5

　

75.6

　

69.9

　　

8.5

　

8.4

473.5△65.1

　

25.8 165.3

　

44.3

　

24.5

　

なお、清掃費のうち一部事務組合の決算額は86億円で純計額の9.0％を

占めている。この構成比を前年度(7.1%)と比較すると1.9％増加しており

清掃事業の共同処理が進んでいることを示している。

　

（イ）し尿処理施設およびごみ処理施設の状況

　

昭和40年３月31日現在のし尿処理施設およびごみ処理施設の状況はI、つ

ぎのとおりである。

　　　

し尿処理施設

　　　　　　

ごみ処理施設

　　

区

　　　　

分

　　　　

39年度38年度

1

　

区

　　　　

分

　　　

39年度38年度一

年間総排

　

出

　

量収(千kO 25,645 25,550　年間総排出量(A)(千t)　14, 378 13,137

年

　

間

　

収

　

集

　

量㈲(千kO 19,439 19,279　年間収集量㈲(千t)　11,966 10,888

収

　

集

　

率

　

㈲/㈲XI00(％)

　

75.8

　

75.5

　

収集率(Ｂ)/㈲×100(％)

　　　

83.2

　　

82.9

仮のうち衛生処理量仰(千kO 12,843 11,268　㈲のうち衛生処理量助(千05,762 5,059‘

　

下水道マンホール投入(千kO 1,939　1,851　　焼却施設(千t)　　　　　5,567　4,762

　

し尿消化糟等処理施設(千kO 7,585　6,415　{高速堆肥化処理施設(千t)　　195　　297

　

|

賢劈昌回９)‾‰いタ‥,剱

　

し

　

尿

　

浄

　

化

　

槽(千kO 1,375　1,328

衛生処理率(C)/(A)×100(％)

　

48.8

　

44.1

　　

衛生処理率伺/㈲×100(％)40,1

　

38.5
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ア

　

労働費の内容と財源

　

労働費の決算額は862億円（前年度791億円）で、前年度と比べると71億

円、9.1％増加した。

　

労働費の目的別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

失業対策費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38

　　

39

　　

38増39減

億円

　　

億円

　　

億円
6４3

　　

602

　　

41

２19

　　

189

　　

30

86２

　　

791

　　

71

　　　

％

　　

％

　

74.6

　

76.2

　

25.4

　

23.8

100.0 100.0

　　　

％

　　

％

　

57.7

　

66.5

　

42.3

　

33.5

100.0 100.0

労働費の性質別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

失業対策事業費

補
単

　

合

　
　

モ

財

　

源

　

国庫

の

　

内
支

助
独
他

　

計

　

訳

出金
その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額
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億円
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％

　　

％

　　　

％

　　

％
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9
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0
4
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7
0
4
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8
6
6
0
3
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1
7
0
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5
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1
1

　

7

　
　

3

　
　

4
7

6
5
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1
1

　

2

　
　

6
9
7
2

9
0
9
1
6
6

　
　

2
8
4
6

　
　

6
4

　

－
１

　

８

　
　

３

　
　

４
８

　

8

36

２5

11

27

71

　

9

19

４3

71

　

11.1

　

H.1

　

70. 1　72.0

　

57.3

　

59.3

　

12.8

　

12.7

　

18.8

　

16.9

100.0 100.0

　

37.8

　

40.1

　

10.4

　

8.8

　

51.8

　

51.1

100.0 100.0

　

Ｈ.7

　

18.8

　

49.4

　

54.6

　

35.0

　

39.9

　

14.4

　

14.7

　

38.9

　

26.6

100.0 100.0

　

12.0

　

49.3

　

27.3△7.2

　

60.7

　

57.9

100.0 100.0

　　

％

　

6.9

16. 1

　

9.1

度
率
3
8
％

　
１

　

９

15.5

10.6

度
率
3
8

作
‥

3
9

　　

％

　

９．５

　

６．２

　

５．４

10.3

21.0

　

9．１

％

16.2

　

7.8

　

6.9

12.4

15.0

10.6

　

２．７

　

13.3

28.1△７．2

10.8

　

12.1

　

9．1

　

10.6

（イ）失業対策費

　

（ア）失業対策費の内容

　

失業対策費の決算額は643億円（前年度602億円）で、前年度と比べると

41億円、6.9％増加した。

　

失業対策費の性質別内訳ほ、つぎのとおりである。
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区 分

人

　　

件

　　

費

失業対策事業費

助
独
他

　
　
　
　

計

　
　
　

の

補
単

　

合

　
　
　

そ

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　

38

　　

39

　

38

億円

　

２6

605

49４

111

　

1２

643

円
5
9
9
0
8
2

　

2
6
6
0

　
　

0

億

　

５
４
１

　
　

６

億円

　　

1

　

36

　

25

　

11

　

4

　

41

　　

％

　

４.2

94.0

75.7

17.3

　

1.8

　

％　　　％　　％

４．２

　　

３．４

　

９．１

94.5

77.8

16.7

　

1.3

100.0 100.0

（イ）日雇登録者等の推移

日雇登録者等の推移は、つぎのとおりである。

区

　

85.7

　

82.1

　

60.7

　

60.0

　

25.0

　

22.1

　

10.9

　

8.8

100.0 100.0

度
率
3
8

ヅ

　

％

5.6

　

22

％
o

　

6.2

　

7.8

　

5.4

　

6.9

10.3

　

12.4

59.3 140.5

　

6.9

　

9.1

分

　

31~33^ ,.年度35年度36年度37年度38牟度39牟度

日雇登録者（月平均）（千人）

　

485

　　

535 545　　566　　503　　400　　280

失対吸収人口（1日平均）（千人）

　

241

　　

258

　　

240

　　

233

　　

230

　　

213

　　

194

　

うち一般失対（千人）

　

202

　　

218

　　

200

　　

198

　　

203

　　

203 186

平

　　

均

　　

賃

　　

金（円）

　　

297

　　

306

　　

334

　　

386

　　

425

　　

458

　　

504

月平均就労日数（日）

　

21.0

　　

21.5

　

21.5

　

21.5

　

22.0

　　

22.0

　　

22.0

　

（４）農林水産業費

　

ア

　

農林水産業費の内容と財源

　

農林水産業費の決算額は3,194億円（前年度2,758億円）で前年度と比べる

と、436億円、15.8％増加した。

　

農林水産業費の目的別内訳はっぎのとおりで、農地費、水産業費および畜産

業費の増加率はいずれも前年度のそれを上回っている。
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区 分

費
費
費
費
費

　

業

　
　
　

業

業

　

地
業

　

産

　
　
　

産

農
畜
農
林
水

合 計

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年

39年度38年度増減額

　　

39

　

38

　　

39

　

38増39減

円
0
3
6
7
8

　

5
0
1
0
1

億
1
２
9
6
3

3, 194

億円

　　

億円
6
7
9
7
9

２
7
5
2
6

0
1
7
5
２

2,758

1２4

　

２6

157

　

80

　

４9

４36

　　　

％

　　

％

　

36.0

　

37.2

　

6.4

　

6.４

　

28.7

　

27.5

　

19.0

　

19. 1

　

9.9

　

9.8

100.0 100.0

　　

％

　　

％

　　　

％
28.5

　

42.7

　

12. 1

　

6.0

　

4.5

　

36.1

　

26.2

　

18.2

　

18.9

　

11.2

　

7.7

100.0 100.0

14.7

20.7

15.0

18. 1

15.8

度
率
3
8
％

　

５

　

2
4

13.5

19.5

20.4

IS.5

20.5

　

農林水産業費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別では、

前年度に引き続いて、普通建設事業費および補助費等の増加が大きく、財源で

は、地方債の増加が著しい。

区 分

性質別内訳

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38

　　　

39

　　

38

億円

9
1
4
5
2
7

6
2
3

費
費
等

　
　
　

費

件
件

　
　
　

助

人
物
補

普通建設事業費1,737

助
独
轄
他

　
　
　
　

計
訳

　
　

直
の

　

内

補
単
国

　

合
源

　
　
　

そ

　
　
　
　
　

財

1.335

4
8
４

8
1
9

3

　
　

１

3, 194

国庫支出金1, 100

分担金、負担
金、寄

　

附

　

金

地

　　

方

　　

債

その他特定財源

３

　

４
７

０

　

１
８

１

　

１

　

Ｑ
）

一般財源等1,490

　

合

　　　

計

　

3,194

Ｉ

Ｉ

円

　

8
7
6
3

　
　
　
　

4
1
5
9

億

　
　
　
　
　
　

２

円

　

3
8
1
4

　
　
　
　

4
2
7
4

億

　
　

6
２
２
4

5
2
7
2

2
0
1
7

1
Q
）

　
　

ｌ

2,758

８

　

０

　

２
４

８

　

９

　

３
６

９

　
　
　
　
　

３

1,284

2,758

イ

　

農

　

業

　

費

農業費の決算額は1,150億円

２１０

2
1
2

8

　
　

２

436

11２

３

　

２
３

１

　

８
２

206

436

　　

％

21.6

　

7.7

10.2

％ ％

23.3

　

H．１

　

８．３

　　

４．０

　

９．８

　

12.8

　

54.4

　

52.4

　

41.8

　

40.8

　

12.0

　

H.0

　　

0.6

　

0.6

　　

6.1

　

6.2

100.0 100.0

34.4

　

3.２

35.8

　

3.3

　　

3.6

　

1.2

　

12.2

　

13.2

　

46.6

　

46.5

100.0 100.0

67.1

48.2

％

21.6

　

2．９

10.2

61. 1

50.2

　

18.7

　

10.7

　

0.2

　

0.2

　

5.0

　

4.2

100.0 100.0

25.7

　

2.9

38.7

　

2.0

　

19.0

　

5.2

　　

5.2

　

10.3

　

47.2

　

43.8

100.0 100.0

対

増Ｖ
39

-
％

　

7.5

　

7．７

20.5

20.2

18.7

26.9

　

5.２

12.7

15.8

度
率
3
8

　　

％

18.8

　

6.4

21.6

25.0

26.7

20.2

　

4.5

12.9

20.6

　

Ｈ.4

　

22.7

　

14. 1　11.9

260.0 343.1

　　

6.2

　

15.3

　

16.0

　

19.2

　

15.8

　

20.6

（前年度1,026億円）で、前年度と比べると
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124億円、12.1%増加した。

　

農業費の性質別内訳はつぎのとおりで、前年度に引き続いて普通建設事業費

および補助費等の増加が著しい。

区

件
件

　
　

助

人
物
補

分

普通建設事業費

助
独
他

　
　
　
　

計

　
　
　

の

補
単

　

合

　
　
　

そ

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　

38

　　

39

　

38

億円

　　

億円

　　

億円

４49

　　

434

　　

15

1２1

　　

1２3

　

a

　

2

213

254

17２

　

82

113

185

186
6
0
8

2
6
9

－

1,150　1.026

28

68

46

2２

15

12４

　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％

39.0

　

42.3

　

11.9

　

33.3

10.5

18.6

22.1

12.0 <i ０．9

18. 1　22.6

18.1

　

14.9

　

12.3

　

7.2

　

5.8

　

9.8

　

9.5

100.0 100.0

54.4

36.8

17.6

対
増Ｖ

39

％
４

　

ｑ
）

　

４.9△

　

0.９

22.2

　

15.2

31.7

　

36.4

29.4

　

35.3

　

2.3

　

36.5

　

12.0

　

7.9

100.0 100.0

度
率
3
8

15.3

12.1

　　

％

18.3

　

8.7

31.8

52.4

88.8

　

8.6

19.6

24.5

　

ウ

　

畜

　

産

　

業

　

費

　

畜産業費の決算額は203億円（前年度177億円）で、前年度と比べると26億

円、14.7%増加した。

　

畜産業費の性質別内訳はつぎのとおりで、補助費等の増加が著しい。

区 分

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38

　　

39

　　

38

対
増Ｖ

39

度
率
3
8

件
件

　
　

助

人
物
補

普通建設事業費

助
独
他

　
　
　
　

計

　
　
　

の

補
単

　

合

　
　
　

モ

円
6
3
1
4
1
3
2
6

億

　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

２

円
2
3
6
6
6
0
0
7

　

4
4
2
5
3
2
1
7

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

円
8
6
7
0
7
3
2
3

　

4
4
3
6
3
2
1
0

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

　　

％

23.7

　

２3

％
７

　

22.5

　

24.1

　

18.2

　

14.6

　

29.7

　

31.9

　

18.1

　

20.2

　

11.6

　

11.7

　　

5.9

　

5.7

100.0 100.0

　　　

％

　　

％

　

23.7

　

32.6

　

11.7

　

10.3

　

43.0

　

20.8

　

15.1

　

39.3

　

4.2

　

45.1

　

10.9△5.8

　

6.5 CL 3.0

100.0 100.0

％
＼
D

　

1 9

％

　

８

　

1 4

　

7.1

　

5.3

43.5

　

20.5

　

7.0

　

17.5

　

3.1

　

36.2

13.8△5.5

16.6△5.8

14.7

　

13.5

　

エ

　

農

　

地

　

費

　

農地費の決算額は916億円（前年度759億円）で、前年度と比べると157億

円、20.7％増加した。
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農地費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

人

　　

件

　　

費

普通建設事業費

助
独
轄
他

　
　
　
　

計

　
　

直
の

補
単
国

　

合

　
　
　

そ

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年

39年度38年度増減額

　　

39

　

38

　　

S9 38　　増39減

億円

　

58

6
0
3
3
2
6

8

　

4
3
1
7
1

7
6
1

　
　
　
　

９

円
0
6
7
7
2
3
9

　

5
5
3
0
1
5
5

億

　

６
５
１

　
　
　
　

７

像円

　

8

130

103

　

２6

　

1

　

19

157

　　　

％

　　

％

　

6.3

　

6.6

　

85｡8

　

85.4

　

69.9

　

70.7

　

14.5

　

14.0

　　

1.4

　

1.7

　　

7.9

　

7.0

100.0 100.0

　

％

　　

％

　　　

％

4.9

　

6.5

　

15.2
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66.0
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16.9

　

12.9

　

0.2

　

0.２

　

12.0△I.8

100.0 100.0

19.9

度
率
3
8

　　

％

19.2

22.0
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23.4

24.9

　

17.7

　

3.1

　

1.7

35.7△４.1

20.7

　

19.5

　

オ

　

林

　

業

　

費

　

林業費の決算額は607億円（前年度527億円）で、前年度と比べると80億

円、15.0％増加した。

　

林業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

人

　　

件
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助
独
轄
他

　
　
　
　

計

　
　

直
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算
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２
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71.4
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53.1

　

54.4
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15.8

　　

0.8

　

0.8

　

14.0

　

13.8

100.0 100.0

　　　

％
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100.0100.0

Ｖ対
増

　

39

-

　　

％

18.3

14.2

12.3

20.2

　

9.8

16.2

15.0
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％
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22. 1

17.7

40.0

　

9.5

11.3

20.4

ヵ

　

水

　

産

　

業

　

費

　

（ア）水産業費の内容

　

水産業費の決算額は318億円（前年度269億円）で、前年度と比べると49

億円、18.1％増加した。

　

水産業費の性質別内訳はつぎのとおりで、前年度に引き続いて普通建設事

業費、特に単独事業費の増加が著しい。
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区
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独
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２
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10.0

　

0.2
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10.8
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％

　　

％
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1.6
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49.5､65.0

　

25.0

　

16.2

　

0｡1

　

0.4

　

4.0△0.4

100.0 100.0

度
率
3
8

ヅ

　　

％

　　

％
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18.9

　

8.2

　

3.0

26.4△4.0

21.9

　

21.5

17.3

　

20.2

45.8

　

28.1

15.2

　

48.4

　

6.6△0.6

18. 1　15.5

　

（イ）漁港の現況とその整備状況

　

昭和40年３月26日現在の漁港数は2,768港で、その内訳は第１種漁港

2,195港、第２種漁港405港、第３種漁港94港および第４種漁港74港であ

る。

　

昭和40年３月31日現在の漁港施設の現況および整備状況は、つぎのとお

りである。

区 分

　　

39年度末の現況
39

　

年

　

度

　

事

　

業

　

量

新設改良

防波堤等外かく施設の延長

　　　　

うち改良済延長

けい船岸の延長

浚

　　

せ

　　

つ

　　

量

ｍ
弩
列
２

　

８
９
２

ｋ
５
３
７

　
　

タ

　

ｙ

　

２
１

-

１
　
　
ご
一

　

2
3
一

浚せっ量
-

　

1,794

（5）商

　

工

　

費

　

商工費の決算額は1,500億円（前年度1,252億円）で、前年度と比べると

248億円、19.8％増加した。

　

商工費の性質別内訳および財源内訳はっぎのとおりで、性質別内訳では前年

度に引き続いて貸付金の増加が目立っている。また、財源では、諸収入と地方

債の増加が著しい。
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別
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合

　　　　

計
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寄附金

地

　　

方

　　

債

諸

　　

収

　　

入
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一般財源等

　

合

　　　　

計

　　　

決

　

算

　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額
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％
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9.5
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0.1
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1.9
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3.5

　

2.4

　

44.5 35.0
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22

　

6.7

　

6.3

　

8.8△２.3

　

27. 6 A 5.0
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63.4

　

60.9

　

76.3

　

73.0

　

24.8 17.5

　　

59

　

100

　

a 41　3.9　7.9△16.5　7.8a41. 1 16.1

1.500 1.252　248 100.0100.0100.0100.0　19.8 16.3
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８

　

８
０

２

　
　
　

１
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７

ｌ

133

5２7

500
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6

　　　

11

　　

629
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460

1、25２

　　

5

　

1.6

　

1.6

　

2.1

　

0.0

　　

2

　

0.5

　

0.5

　

0.6

　

1.7

　　

7

　

1.2

　

0.9

　

2.8

　

2.6

161

　

52.7

　

50.2

　

65.0

　

57.4

　　

6

　

8.8

　

10.1

　

2.5

　

H.7

　

67

　

35.2

　

36.7

　

27.0

　

26.6

248 100.0 100.0100.0 100.0

26.9

　

0.3

23. 1 83.7

62.9 69.7

25.7 19.1

　

4.8 19.3

14.6 H.3

19.8 16.3

　

（６）土

　

木

　

費

　

ア

　

土木費の内容と財源

　

土木費の決算額は7,891億円（前年度6,631億円）で、前年度と比べると

1,260億円、19.0％増加した。

　

この増加率は前年度（13.1％）を大きく上回っ

ている。

　

土木費の目的別内訳はっぎのとおりで、道路橋りよう費および都市計画費の

増加額および増加額構成比がともに高く、増加率では港湾費が最も大きい。
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区 分
決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　

･39

　　

38

　　

39 38

土木管理費

道路橋りよう費

河川海岸費

港

　　

湾

　　

費

都市計画費

住

　　

宅

　　

費

　

合

　　　

計

　　

億円

　　

億円

　　

429

　　

399

2,992

　

2,502

I, 118　1,016

　　

621

　　

486

1,718

　

1,361

1,013

　　

867

7,891

　

6,631

億円

　

30

　

％

　　

％

５．４

　

６．１

　

２

％

　　

％

3

　

9.8

490
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土木費の性質別内訳および財源内訳はっぎのとおりである。構成比では、前

年度に比べて、普通建設事業費および貸付金が上昇し、その他は低下してい

る。増加額では普通建設事業費のそれが、増加額中86.2^を占めて最も大き

い。また増加率についてみると、物件費、貸付金および普通建設事業費のそれ

が著しい。財源内訳では、地方債をはじめとする特定財源の増加が著しい反

面、一般財源等の構成比の低下が目立っている。
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道路橋りよう費

　

（ア）道路橋りよう費の内容

　

道路橋りよう費の決算額は2,992億円（前年度2,502億円）で、前年度に

比べると490億円、19.6％増加した。

　

道路橋りよう費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）道路の現況

昭和40年３月31日現在の道路の現況は、つぎのとおりである。
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第14図道路の現況
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（ウ）橋りようの現況

昭和40年３月31日現在の橋りようの現況は、つぎのとおりである。
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（エ）道路橋りようの整備状況

　

昭和39年度において行なわれた道路橋りようの整備状況は、つぎのとお

りである。
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河川海岸費

　

（ア）河川海岸費の内容

　

河川海岸費の決算額は1,118億円（前年度1,036億円）で、前年度と比べ

ると102億円、10.0％増加した。

　

河川海岸費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）河川施設の整備状況

　

。

　

昭和39年度において、地方公共団体が行なった堤防および護岸の新設な

らびに改良延長は、つぎのとおりである。
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（ア）港湾費の内容

　

港湾費の決算額は621億円（前年度486億円）で、前年度と比べると135

億円、27.8^増加した。

　

港湾費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（イ）港湾施設の現況とその整備状況

　

昭和40年３月31日現在における港湾総数（管理者数）は1,057港で、う

ち特定重要港湾15港、重要港湾80港、地方港湾962港である。

　

これらのうち、地方公共団体の管理する施設の昭和40年３月31日現在の｀

現況および昭和39年度において行なわれた港湾施設の整備状況は、つぎの

とおりである。
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（ア）都市計画費の内容

　

都市計画費の決算額は1,718億円（前年度1,361億円）で、前年度と比べ

ると357億円、26.3％増加した。

　

都市計画費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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21.3

69.6△4.6

27.2

　

10.5

25.6

　

9.5

31.8

　

12.8

　

8.0 111.2

20.6

　

12.8

26.3

　

II.0

　

（イ）都市計画の状況

　

昭和40年１月１日現在において都市計画区域に指定されている市町村の

数は、561市、772町村（町村総数の27.2%、前年同期755町村26. b%)合

計1,333団体（市町村総数の39.3%、前年同期1,314団体38.6％）であ

る。

　

昭和39年度における都市計画事業の進捗状況は、つぎのとおりである。

　　

区

　　　　　　

分

区画整理面積（千m2）

市街地改造面積（千㎡）

街路新設改良延長（km）

駐車場面積（千m2）

都市下水路延長（km）

都市公園面積（千m2）

墓

　

地

　

面

　

積（千m2）

（参考）公共下水道排

　　　

水区域面積（千m2）

昭和40年３月31日現在

　

進

　

捗

　

率

　

昭和39年度

　

計画㈲

　

実施済（Ｂ）㈲/㈲×100（％）事

　

業

　

量

770, 369　394, 674

　　　

15,581

　　　

51,965

　　　　　

914

　　　

4,727

　　

335,241

　　　

30, 466

2,238, 199

　　

2,255

　

11,451

　　　

157

　　

3, 194

105, 198

　

13,230

924, 075

― 79 ■―

51.2

14.5

22.0

17. 1

67.6

31.4

43.4

41.3

43, 662

　　　

338

　

1,034

　　　

67

　　

216

　

8,310

　　

569

H7, 917
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ヵ

　

住

　

宅

　

費

　

（ア）住宅費の内容

　

住宅費の決算額は1,013億円（前年度867億円）で、前年度と比べると

146億円、16.9％増加した。

　

住宅費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

費
費

　

修

件
補

　

持

人
維

普通建設事業費

貸
そ

合

補
単

付
の

計

助
独
金
他

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　

39
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億円

　　

億円
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％
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－

　

4
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２
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4
3
0
3
7
9
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８
６
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1.013
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69２
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6
２
5
0

867

　　

４

　

４.1

　

4.3

　　

5

　

3.0

　

3.0

H2

　

79.3

　

79.8

　

99

　

62.2

　

61.2

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

２.6

　

11.3

　

10.4 23.2

　

3.3

　

3.9

　

18.9 10.6

76.6

　

78.9

　

16.2

　

7.7

68.0

　

47.6

　

18.8

　

5.9

　

13

　

17.1　18.6　　8.6　31.3　7.8 13.8

　

30

　

9.1

　

7.1

　

20.8 a 2,3　49.2△2.3

△

　

5

　

4.5

　

5.8△

　

3.3

　

8.2△9.7 11.5

　

146 100.0 100.0　100.0 100.0　16.9　7.8

　

（イ）公営住宅等の整備状況

　

昭和39年度において行なわれた公営住宅等の整備状況は、つぎのとおり

である。、

区 分
39年度

建設戸数

　

39年度末管理戸数

木造住宅

　

非木造住宅 計

公

改
そ

営
第
第
良
釦

住
１
２
住

の賃貸

宅
種
種
宅
宅

　
　
　
　

住
計

62,274

24,875

37,399

　

4,291

　

2,749

69,314

　　　　　

戸

383,260

193,020

190,240

　　　

502

　

46, 474

430, 236

　　　　　

戸

354, 924

204,202

150,722

　

16, 760

　

15,252

386, 936

　　　　　

戸

738, 184

397,222

340, 962

　

17,262

　

61,726

817.172

（７）消

　

防

　

費

ア

　

消防費の内容と財源

消防費の決算額は580億円（前年度489億円）で、前年度と比べると91億
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円、18.5％増加した。

　

消防費の性質別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

物

　　

件

　　

費

　

普通建設事業費

他
計
訳
金
債

　
　
　

出

の

　

内
支
方

　
　

源
庫

そ
合

　

国
地

　
　

財

その他特定財源

一般財源等

合

　　　　　

計

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39
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39

　　

38

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％

373

　

7４

　

93

０
０

　
　

7
8
3

４
8

　
　
　
　

２
３

　
　

５

51２

580

309

　

68

　

86

　

２6

489

　　

7

　

２3

　

23

４36

489

64

　

64.2

　

63.3

　

6

　

12.8

　

13.9

　

7

　

16. 1　17.4

14

　

6.9

　

5.4

91 100.0 100.0

0

　

1.3

　

1.5

5

　

4.7

　

4.6

10

　

5.6

　

4.7

76

　

88.4

　

89.2

91 100.0100.0

　

69.5

　

88.5

　

6.8

　

13.3

　

8.6

　

2.6

　

15.1△4.4

100.0 100.0

　

0.3

　

0.1

　

5.4 o 0.3

　

10.6 a 7.2

　

83.7 107.4

100.0 100.0

％

　　

％

20.4 18.1

　

9.0

　

7.5

　

9.2△1.3

51.9△8.3

18.5 12.4

　

3.2

　

0.7

21.6△0.8

43.5△7.2

17.4 13.0

18.5 12.4

　

イ

　

消

　

防

　

職

　

員

　

昭和40年５月１日現在の消防職員数は４万９千人（前年５月31日現在４万

６千人）である。

　

ウ

　

消防施設の状況

　

昭和40年５月31日現在の消防ポンプ等の保有台数は81,321台である。昭

和39年３月31日現在と比べると、消防ポンプ自動車、無線車、救急車等が増

加し、手引動力ポンプ、腕用ポンプが減少し、機動力が強化された。
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区 分 40.5.31現在 39.5.31現在

　

比

増減数 増減率

消防ポンプ自動車

はしご付消防ポンプ自動車

カ
カ
ポ
学
防
線
急
の
火

動
動

　
　
　
　
　
　

他

引
型
用

　
　
　
　
　

の

手
小
腕
化
消
無
救
そ
消

ポソ

ポ

　

ソ

　

ｙ

プ
プ
プ
車
艇
車
車
車
栓
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48, 848
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8
3
1
8
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9
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3
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1
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４

　
　
　
　
　
　

１
８

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

i
n

15,730

　　　

509

　　　

106

　　　　

17

11, 190　a　961

48, 086　　････　762

　

5,486

　

a･･1,389

2
9
3
7
0

7
2
1
7
7

　
　
　
　

１
３
８

6
4
8
1
5

　
　
　
　

１
９
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

416,204

　

101,861

　　　

3.2

　　

16.0

△

　

8.6

　　

↓.6.

△25.3

　　　

8.3

　　

13.8

　　

1＆9

　　

24.1

　　

23.6

　　

24.5

　

（８）警

　

察

　

費

　

ア

　

警察費の内容と財源

　

警察費の決算額は1,594億円（前年度1,354億円）で、前年度と比べると、

240億円、17.7％増加した。

　

警察費の性質別内訳および財源内訳は、つぎのとおりであ名。

区 分

性質別内訳

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額
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％
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財
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国庫支出金
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収
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７

その他特定財源
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合

　　　

計
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１
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5
1
0
1
４

４
2
8

　

1
5

1

　
　
　
　
　

C
Ｏ
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43

　　　

7

　　

24

1,233

1、354
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7

　　

3

　

30

　　

1

240

　　

8

ａ２

　　

0

　　

9

225

２40

　

81.3

　

81.0

　

9.6

　

10.7

　

1.5

　

1.6

　

6.9

　

5.9

　

0.7

　

0.8

100.0 100.0

　

3.5

　

3.5

　

2.6

　

3.1

　

0.4

　

0.5

　

2.0

　

1.8

　

91.5

　

91. 1

100.0 100.0

　

82.9

　

87.3

　　

3.0

　

6.6

　　

1.4

　

1.2

　

12.4

　

4.0

　

0.3

　

0.9

100.0 100.0

度
率
3
8

四
♂

対
増

％

18. 1

　

5.0

16.2

37.2

　

6.5

17.7

　　

3.3

　

2.3

　

16.5

△0.5

　

2.9

　

△3,0

　　

0.2

　

0.5

　　

7.3

　　

3.４

　

４.0

　

33.3

　

93.6

　

90.3

　

18.2

100.0 100.0　17.7

％

20.3

10.7

13.8

11.8

20.0

19.1

11.1

15.5

18.6

65.1

19.6

19.1
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イ

　

警

　

察

　

職

　

員

　

都道府県の警察職員のりち、警視正以上の階級にある地方警務官（定員300

人）は国家公務員であるが、それ以外の地方警察職員のうち、警察官について

は、警察法施行令でその定員が定められており、昭和40年４月１日現在の定

員は147, 410人（前年同期142,410人）である。

　

昭和40年４月１日現在の地方警察職員は167, 297人（前年５月31日現在

163,637人）で、そのうち警察官は145, 249人（前年５月31日現在141, 901人）

である。

　

(９)教

　

育

　

費

　

ア

　

教育費の内容と財源

　

教育費の決算額は１兆193億円(前年度8,898億円)で、前年度と比べると、

1,295億円、14.6％増加した。

　

教育費の目的内別訳はつぎのとおりで、高等学校費の増加率が、高校生徒数

の急増に対応するための施設整備がおおむね完了したことに伴い、前年度に引

き続いて鈍化した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

II

　　　　　　　　

●

区 分

費
費
費
費
費
他

校
校
校
育
育

　

計

　
　

学
教
体
の

学
学
等
会
健

　

合

小
中
高
社
保
そ

　　

億円

　　

億円

　　

億円

3,822

　

3,297

　　

525

2,525

　

2,237

　　

288

1,981

　

1,754

　　

２２7

　　　

263

　　

245

　　　

361

　　

284

　

1,241

　

1,081

10, 193　8,898

　　

18

　　

77

　

160

1,295

　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％
37.5

　

37. 1　40.5　43.4

　

24.8

　

25』

　

19.4

　

19.7

　

2.6

　

2.7

　

3.5

　

3,2

　

12.2

　

12.2

100.0 100.0

　

22.2

　

20.6

　

17.5

　

22.4

　　

1.4

　

1.1

　　

6.0

　

5.6

　

12.4

　

6.9

100.0 100.0

　　

％

　　

％
15.9

　

16.9

12.8

　

11.3

12.9

　

16.7

　

7.3

　

7.1

27.2 35.5

14.9

　

12.2

14.6

　

15. 1

　

教育費の性質別内訳および財源内訳はっぎのとおりで、人件費の増加率は、

前年度を下回ったものの依然増勢が続き、増加額に占める割合も76.8%とそ

の過半を占め、教育費全体の69.9%となっている。普通建設事業費について

みると、補助事業費はかなり増加したものの単独事業費は前年度と変らず決算
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額に占める普通建設事業費の割合は低下している。

区 分

性 質

　
　
　

気
建

　
　

持
助
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人
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扶
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件
件
補
補
設

内

修

費
業

助
事

　

補

　

単

そ

　　　　

の
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財

　　

源

　　

内

国

　

庫
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出

使
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数

訳
費
費
費
等
費
助
独
他

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額
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38

　　

億円

　

億円

　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

7,128 5,133　995

　　

796
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99　105

　

△

　

6

　　

265

　

215

　　

50

1,856 1,702　154

　

916

　

763

　

153

　

940

　

939

　　　

1

69.9

　

7.8

68.9

　

76.8

　

8.0

　

6.9

88.6　16.2

　

6.9

　

12.7

19.5

12.4

　

1.0

　

1.２△0.5

　

0.7 a 6.1　7.9

　

2.6

　

2.4

　

3.9

　

3.9

　

23.6

　

26.0

18.2

　

19.1　H.9　3.0　9.1　2.1

　

9.0

　

8.6

　

H.8

　

6.7

　

20. 1　11.2

　

9.2

　

10.5

　

0.1・3.7

　

0.1△4.3
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0.5

　

0.4

　

1.0△3.1

計10, 193 8,898 1,295 100.0 100.0 100.0 100.0

訳
金
料

分担金、負担金．寄附金

地
そ

一

合

の他

般

方
特
財 定財

　

源

債
源
等

34.2△49.1.

14.6

　

14.6

2,543 2,199　344　24.9　24.7　26.5　30.6　15.6　19.4

　　

282

　

242

　　

40

　

2.8

　

2.7

　

3.1

　

3.7

　

16.6

　

21.9

　　　

64

　　

77

　

△13

　

0.6

　

0.9△1.0△0.5△16.4△7.0

　　

474

　

425

　　

49

　

4.7

　

4.8

　

3.8

　

3.2

　

11.5

　

9,7

　　

357

　

317

　　

40

　

3.5

　

3.6

　

3.1△４.6

　

12.6△14.6

6,473 5,638　835　63.5　63.3　64.5　67.6　14.8　16.3

計10, 193 8,898 1,295 100.0 100.0 100.0 100.0 14.6

　

15.1

　

イ

　

教育関係職員

　

昭和40年４月１日現在における教育関係職員は、94万６千人(昭和39年５

月31日現在93万２千人)で、そのうち教員は74万３千人(昭和39年５月31

日現在73万３千人)である。

　

ウ

　

小

　

学

　

校

　

費

　

小学校費の決算額は3,822億円(前年度3,297億円)で、前年度と比べると、

525億円、15.9%増加した。

　

小学校費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

費
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校

　

費

　

中学校費の決算額は2,525億円(前年度2,237億円)で、前年度と比べると、

288億円、12.8％増加した。

　

中学校費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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義務教育教員数等の推移

　

昭和40年５月１日現在の小学校および中学校の教員数、生徒数等の状況は

つぎのとおりで、これを前年同期と比べると、教員数では小学校において1,688

人増加し、中学校において3,478人減少している。また、児童生徒数では、小

学校において25万７千人、中学校では49万２千人それぞれ減少している。
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38

児童生徒数
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㈲

39 38 39
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(0

　　　

１学級当り

　

ｌ学級当り!
数

　　

教

　

員

　

数

　

児童生徒数と

　　　　

W/(cﾌﾟ)

　

Cb)/(C)

38 39

　　　　　　　　　　　　

人

　　　

人

　

千人

　

千人

　　

学級

　　

学級

　　

人

小学校341,381 339, 693 9,678 9,935 275,553 276, 330 1.24

38 39

　　

38

一

　

人

　　

人
35; 1　36.0

中学校229, 035 232,513 5,740 6,232 140,311 147,383 1.63 1.58 40.9 42.3

（注）39年度は40年５月１日現在、38年度は39年５月１日現在の文部省「学校基本

　　

調査」による。

　

小・中学校における教員数および児童生徒数の推移をみると、第15図のと

おりである。

児
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第15図

　

小・中学校教員数等の推移

（注）各年５月１日現在
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義務教育学校施設の現況とその整備状況

　

昭和40年５月１日現在の小・中学校の施設の現況および昭和39年度におけ

る施設の整備状況は、つぎのとおりである。

　

校舎不足面積の割合は、小学校7.1％（前年同期7.8％）、中学校10.7名
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(13.2%)、危険校舎の割合は小学校15.2％(16.１％)、中学校5.4％･(6.1％)

となっている。

区 分

施設の現況

　

学校数（本校のみ）（校）
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施設の整備状況
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6.1
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13.2
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キ

　

高等学校費

　

（ア）高等学校費の内容

　

高等学校費の決算額は、!､981億円､（前年度1,754億円）で、前年度と比

べると227億円、12.9%増加した。

　

性質別内訳はっぎのとおりで、高等学校生徒の急増に伴う施設整備がほぽ

完了をみたため、前年度に比べ、普通建設事業費は41億円、7.1%減少し

た。反面教員数が9,659人√1.2%増加じたの七、給与改定等とあいまっ七

前年度に引き続き人件費の増加が目立っている。
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(イ)数員および生徒数等の推移

　

中学卒業者の高等学校への進学率および高等学校生徒数の推移をみると、

進学率は逐年上昇して昭和31年～33年平均53.6% (中学卒業者総数40万

７千人)から昭和40年５月１日現在70.0％(中学卒業者総数、48万５千人)

に達しており、高等学校生徒数も昭和31年～33年平均の2,183千人から昭

和40年５月１日現在には3,397千人に増加している。

　

これに伴い教員数も

逐年増加している。

　

昭和40年５月１日現在の教員数および生徒数等の状況は、つぎのとおりで

前年同期と比べると教員数において9,659人、生徒数において29万３千人

増加している。
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53.6(39.2)

55.8(39.4)

59.9(42.4)

66.3(49. 1)

64. 8 (43. 5)
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67.9(44.7)
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2,874

　　

70.0(46.7)

（注）１

　

進学率は、国立、公立および私立の全体の率で、当該年度の高等学校入学

　　

者数を前年度の中学校卒業者数で除して得た率である。

　　

２

　

進学率の（

　

）は、公立学校のみである。
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高等学校教員数等の推移
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（注）各年５月１日現在

　

（ウ）高等学校施設の現況とその整備状況

　

昭和40年５月１日現在の高等学校の施設の現況お･よび昭和39年度におけ

る施設状況は、つぎのとおりである。

分
校舎
面積

施

　

設

　

の

　

状

　　　

内

非木造
(比

　

率)

況

　

訳

危険校舎
(比

　

率)

　　　　　　　　　

校

　

千m2

　　　

千m2

　　　

千m2
昭和39年度

　

2,874 16,118　　7,349　　い64

　　　　　　　　　　　　　　　

(45.6) (7.2)

昭和38年度

　

2,841 14,876　　6,044　　1,328

　　　　　　　　　　　　　　　

(40. 6) (8.9)

　　

施設整備状況

土地取得箭増禦建物改築

諮欝面積面積面積

　

千m2

(昌

(尉

千m2

　　　

千m2

　　　

千ｍ2

7,300

　　

1,493

6,058

　　

1,556

287

20２

　

（10）社会教育費

　

ア

　

社会教育費の内容

　

社会教育費の決算額は263億円（前年度245億円）で、前年度と比べると18

億円、7.3%増加した。
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社会教育費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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社会教育施設の現況

　

昭和40年３月31日現在において地方公共団体が管理する社会教育施設の主

なものの設置数は、つぎのとおりである。
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(11)保健体育費

　

ア

　

保健体育費の内容

　

保健体育費の決算額喋｡361億円｡（前年軋284億円）で、前年度と比べると77

億円、27.2％増加した。

　

保健体育費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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24.9
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イ

　

義務教育学校の給食実施状況（公立学校）

　

昭和40年５月１日現在の公立小学校および中学校における給食実施状況は、

つぎのとおりである。
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ウ

　

体育施設の現況

　

昭和40年３月31日現在において地方公共団体が管理する体育施設の主なも

のの設置数は、つぎのとおりである。
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区 分 総 数
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性質別歳出の概況

（１）概 況
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昭和39年度の歳出純計決算額３兆8,220億円（前年度３兆3,088億円）の性

質別内訳は，つぎのとおりである。

人
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扶
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歳出決算額の構成比は第17図のとおりで、人件費の構成比が最も高く、普

通建設事業がこれに続き、両者で歳出総額の66.6%を占めている。
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性質別歳出決算額の構成
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各経費の構成比を前年度と比べると、普通建設事業費（0.8％）、人件費
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<0.3%)および貸付金（0.3％）が高くなり、物件費（js0.４％）が低くなって

‘いる。

　

歳出のうち主なものを昭和31～33年度の平均規模を100として、その推移

を指数でみるとっぎのとおりで、投資及び出資金・貸付金、普通建設事業費お

よび扶助費・補助費等の伸びが著しい。
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（２）義務的経費およぴ投資的経費の状況

　

歳出のうち硬直性のきわめて強い経費である人件費、扶助費および公債費の

合計額（以下「義務的経費」という。）と、普通建設事業費、災害復旧事業費

および失業対策事業費の合計額（以下「投資的経費」という。）-とについて、

その推移をみると、つぎのとおりである。

　

決算額構成比では、昭和37年度までは逐年投資的経費が上昇し、義務的経

費が低下してきていたが、昭和38年度においては逆に義務的経費が高くなり、

投資的経費が低くなった。昭和39年度は義務的経費が伸びたにもかかわらず、

地方団体が国の施策に沿って積極的な公共投資の推進にっとめた結果投資的経

費もともに上昇している。
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義務的経費および投資的経費の推移
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（３）一般財源の充当状況

　

昭和39度の一般財源は２兆1,092億円（前年度１兆8,292億円）であるが、

一般財源の各経費への充当状況をみるとつぎのとおりで､義務的経費に53.3%

（義務的経費に経常費的な性格の強い物件費、維持補修費、補助費等を加えた

経常的経費に70.3%)、投資的経費に22.1％を充当している。

　

なお、義務的経費に対する一般財源の充当割合は昭和37年度50.8％、38年

度52.9%であり、逐年増加の傾向をしめしている。

　

また、昭和39年度の一般財源の増加額2,800億円の充当状況をみると、義

務的経費に56.0％、投資的経費に24.1％を充当している。
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人件費の内容と財源

人件費の決算額は１兆3,940億円（前年度１兆1,969億円）で，前年度と比
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べると1,971億円、16.5%増加した。

　

これを団体別にみるとっぎのとおりで、決算額構成比では都道府県が最も高

い。これは義務教育関係および高等学校の教員ならびに警察職員の給与を支弁

しているためである。

　

増減額構成比では、都道府県が著しく高く、増加額中の半分に近い割合を占

めている。

　

また、増減率では、町村が前年度を上回って増加しているほかはいずれも前

年度の伸びを下回っているが、これは前年度が退職年金制度の平年度化に伴う

地方公務員共済組合負担金および退職金の伸びが著しかったことによるもので

ある。

　

人件費の伸びが歳出総額の伸びを上回っている団体は大都市および中都市を

除いた全団体で、特に町村において著しい。
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人件費がこのように増加したのは、定期昇給、給与改定の実施（昭和38年

’10月実施の平年度化分と昭和39年９月実施の初年度分）、共済組合負担金の負

担率の引上げ（昭和39年10月実施の初年度分）および高等学校教員、警察官

その他法令の改正による職員数の増加等によるものである。

　

人件費の細目および財源内訳は、つぎのとおりである。
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一般職員の職員給（１兆1,659億円）の団体別・部門別内訳は、つぎのとお

りである。
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地方公務員の数

　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は、昭和40年４月１

日現在で194万６千人(前年５月31日現在191万人)で、前年と比べると3万

６千人増加した。

　

職員数の職種別内訳は、つぎのとおりである。
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分
４月１日現在 39年４月１日現在

　　　　　

■

　

==

　　　

㎜㎜㎜

　　　　　　　

●

　

･-

　

’ -W･賢び都市町村Ｐ靉ぴ都市町村Ｐ靉

　　　　　　　　　　　

円

　

円

　

円

　

円

　

円

　

円

　

円

　

円

　

円

　

円

一般行政職35,757 41,114 32,493 25,352 28,072 31,329 36,58628,271 22,226 24,548

妾甥W笑温42,630 49,44042,64129,526

浚吽

¥

j尹温41,786一一一

響

　

；

　

驚に41ザヅで

- 38,040 44,45737,917 26,933　一

一36,209

　

－

　

－

　

－

　

一

一36,185 35,72427,53621,476　一

一32,774

　

－

　

－

　

－

　

－

　

％

14.1

12.0

15.4

14.4

13.7

シ

　

％

12.4

11.2

14.9

　

－

　

加

　　

率

都市町村11別

　

％

　

％

14.9

　

14.1

12.5

　

9.6

12.6

　

－

13.0

　

－

　

％｀

144

　

－

-

　

（２）物

　

件

　

費

　

物件費の決算額は2,655億円（前年度2,430億円）で、前年度と比べると

225億円、9.3％増加したが、増加率および歳出総額に占める割合はともに前

年度を下回った。

　

物件費の内訳は、つぎのとおりである。

区

　　　　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比対前年度
分

　　

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38

　　

39 38増3?と　:S

金
費
費
費
費
費
他
計
県
村

　
　
　

入

　
　
　
　
　
　
　

府

　
　

際
購
用
務
の

　

道
町

　
　
　

品

　
　
　
　
　

都
市

賃
旅
交
備
需
役
モ
合

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

121

４11

　

70

Ｈ

3
9
5
6
4
一
一
一

１

10

　

4.5

　

4.6

16

　

15.5

　

16.3

　

6

　

2.6

　

2.6

34

　

16.3

　

16.4

　　　　

39.6

159

　

9.5

　　　　

12.0

2,655

　

2,430

1,090

　

1,024

1、565

　

1、406

　　

％

　

4.2

　

7.４

　

２.8

14.8

　
　

８

　
　

０

　
　

７

１

　
　

１

　
　

０

　
　

６

Ｉ

225 100.0 100.0

　

66

　

41. 1　42. 1

159

　

58.9

　

57.9

（３）維持補修費

100.0 100.0

29.4

　

41.6

70.6

　

58.4

9.3 10.&

6.5 10.4

11.3 10.7

　

維持補修費の決算額は635億円（前年度610億円）で、前年度と比べると25

億円、4.0％増加した。

　

維持補修費の内訳は、つぎのとおりである。
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％

　　

％
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8.5 19.5

　

17.6
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4.8

　　

9.0

　

8.3

　

5.5
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区 分

土

　　

木

　　

費

　

道路橋りよう‘費

河川海岸

教

住
そ

小
中
高
そ

宅
の
育

校
校

学
学

等 学

の

校

総
そ

合
都
市

費
費
他
費
費
費
費
他
費
他
計
県
村

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比対

39年度38年度増減額

　

39

　

38

　　

39 38
増

円
6
3
6
0
7
9
7
7
0
5
4
6
5
2
3

億
4
3
3
5
2
3
2
9
４
２
1
1
4
5
6
3
3
0
3
3

瓢
3
3
0
2
2
2
6
ご
一
一
5
0
２
8
1
5
1
２
4
4

億円

　　

％

　

34

　

68.7

23

　　

４

　　

４

　　

３

△６

55.6

　

4.0

　

4.8

　

4.3

15.6

　　

％

　　　

％
65.8

　

141. 1

54. 1　93.4

　

3.6

　

15.3

　

4.2

　

19.9

　　

％

63.7

56. 8

　

1.9

　

4.6

度
率
3
8

ｙ

　

59

610

286

3２4

　

％

　　

％
8.5

　

9.2

6.9 10.1

17.0 4:7 ,

18.9 10.6

3.9

　

12.5

　

0.4 12.7 l-O

17.3△26.4

　

14.5△6.1

　

7.9

△3

　

7.4

　

8.1△11.7

　

9.1△5.7 10.8

△1

　

4.3

　

4.6△

　

3.4

　

4.9 a,2.9 10.0

△5

　

1.6

　

2.5△19.4△1.7△31.4△5.7

　

3

　

2.3

　

2.1

　

8.1

　

2.2

　

15.7 10.3

　

0

　

6.9

　

7.3△2. 1　7.7△1.2 10.1

a3

　

8.8

　

9.6△12.6

　

14.1△5.2 14.7

25 100.0 100.0　100.0100.0　･･･４.0　9.5

16

　

47.6

　

46.9

　

65.3

　

17.6

　

5.6

　

3.4

　

9

　

52.4

　

53.I　34.7　82.4　2.6 15.6

　

（４）扶

　

助

　

費

　

扶助費の決算額は2,044億円（前年度1,707億円）で、前年度と比べると

337億円、１９.７％増加した。

　

扶助費の内訳はっぎのとおりで、生活保護費の増加額が著しいのは、保護基

準の引上げ（昭和39年４月１日実施の引上げ、昭和40年１月１日実施の米価

補正による引上げおよび医療費緊急是正に伴う引上げ）によるものである。

区 分 度
率
3
8

四
丿

対
増

比

　

3
8

｀額

　

3
9

減増比

　

3
8

成構額

　

3
9

算決

　
　

額

　
　

減

額

　

増

　
　

度

算

　

年

　
　

3
8

決

　

度

　
　

年

　
　

3
9

―費
費
他

護
祉

保
福
の

活
童

生
児
そ

　

県
村

計

　

府

　
　
　

町

　

道

合
都
市

　　　

-億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％
157

　

1,006

　　

151

　

56.6

　

58.9

　

45.2

　

38.3

230

657

2,044

1,086

　　

958

　

180

　

521

1,707

　

906

　

801

　

50

　

H.2

　

10.6

136

　

32.2

　

30.5

337 100.0 100.0

180

　

53.,1

　

53. I

157

　

46.9

　

46.9

　

14.7

　

8.9

　

40. 1　52.8

100.0 100.0

　

53.2

　

58.2

　

46.8

　

41.8

　

，％

　

％
15.1 18.3

27.4 25.3

25.9 70.3

19.7 31.3,

19.8 35.･4

19.7 27.0
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（５）普通建設事業費

　

ア

　

概

　　　

況

　

普通建設事業費の決算額は１兆1,4:5億円（前年度9,700億円）で、前年度

と比べると1,795億円、18.5%増加した。

　

これを補助事業費、単独事業費および国直轄事業負担金におけると、つぎの

とおりで、決算額構成比においては、補助事業費および国直轄事業負担金がそ

れぞれ前年度より高くなり、単独事業費は前年度より低くなっている。増減額

構成比においては補助事業費が61.6%と増加額中最も高い。また、増減率に

ついてみると、補助事業費および単独事業費ともに前年度の伸びを上回っ

た。

区 分

　　

決

　

’算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比対前年

39年度jU8年度増減額

　

39

　

38

　　

39

　

38

‰『

　

億円

　　

低円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％

　　

％

事業費内訳

　

補助事業費

　

単独事業費I

　

国直轄事業負担

　

金

合
源
庫

　
　
　

国

　

財

6,651

　

5,546

　

1,105

4,346

　

3,745

　　

601

57.9

　

57.2

　

61.6

　

70.6

37.8

　

38.6

　

33.4

　

22.7

度
率
3
8
％

19.9 14.4

15.0

　

7.3

498

　　

409

　　

89

　　

4.3

　

4.2

　

5.0

　

6.7

　

21.8 20. 1

計

　

11,495 9,700 1,795 100.0 100.0 100.0 100.0 18.5 11.8

　

内

　

訳

支出金 3,439

　

2,821

綸念ヽ負“

　

４Ｈ

　　

340

財

　

産

　

収

　

入

地

　　

方

　　

債

　　

１

その他特定財源

一般財源等

　

合

　　　

計

338

　　

２76

618

　

71

　

6２

470

　

1,223

　　

247

9４7

　　

800

　　

1４7

　

4,890

　

4,240

　　

650

11,495

　

9,700

　

1,795

　

29.9

　

29.1　34.4　41.3　21.9 17.5

　

3.6

　

3.5

　

4.0

　

2.4

　

21.0

　

8.0

　

3.0

　

2.8

　

3.4

　

1.7

　

22.5

　

6.6

　

12.8

　

12.6

　

13.8

　

17.0

　

20.2 16.5

　

8.2

　

8.3

　

8.２ａ６.2

　

18.4△ｱ.3

　

42.5

　

43.7

　

36.2

　

43.8

　

15.3 H.8

100.0 100.0 100.0 100.0　18.5 11.8

　

つぎに、普通建設事業費を都道府県と市町村とにわけてみるとっぎのとおり

で、増加率は都道府県15.8%、市町村22.2%と市町村が高くなっている。市

町村に｡おいては補助事業費、単独事業費とも高い伸びをしめているのに対し、

地方行政の施策のうち国の施策に対応して推進しなければならない公共事業部
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分が比較的多い都道府県においては補助事業費は17.9％とかなり伸びた万が、

単独事業費は9.9％と前年度に引き続き伸び悩んだ。

区 分

都

　

道

　

府

　

県

　

補助事業費

　

単独事業費

　

国直轄事業負担

　

金

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比謳

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38 39　　38

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％

4,598

　

3,899

2,008

　

1,828

　　

4４4

　　

360

合 計

　　

7,050

　

6,087

市

　　

町

　

補助事業

　

単独事業

村
費
費

国直轄事業負担
金

県営事業負担金

　

合

　　　

計

699

　

65.2

　

64.1

180

　

28.5

　

30.0

度
率
3
8

匹
漕

72.6

　

79.0

　

17.9 13.6

18.7

　

11.5

　

9.9

　

3.8

　

84

　

6.3

　

5.9

　　

8.7

　

9.5

　

23.2 18.5

963 100.0 100.0　100.0 100.0　15.8 10.7 ゛I

2,288

　

1,831

2,514

　

2,075

　　　

54

　　

49

　　

233

　　

208

5,089

　

4, 163

457

　

44.9

　

44.0

439

　

49.4

　

49.8

49.4

　

54.4

　

24.8 20.1

47.3

　

35.8

　

21.2 10.1

　

5

　

1』

　

1.2

　

0.6

　

2.2

　

11.2 33.0

　

25

　

4.6

　

5.0

　　

2.7

　

7.6

　

12.0 25.0

926 100.0 100.0　100.0 100.0　22.2 15.2

　

イ

　

普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳はっぎのとおりで、増加率では一部の経費を除

き全般的に前年度を上回っているが、なかでも道路橋りよう費、港湾費、都市

計画費、農業費、小学校費および清掃費の増加が著しい。
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土

区 分

　

都市計画

　

住

　　

宅

　

モ

　　

り
農林水産業

農
畜
農
林
水

　

小
中
高
社
そ

　
　
　
　
　

教

総
衛

民

清
そ

　

業

産

　

業

　

地

　

業

業

　

校
校
校
育

産
育
学
学
四
八
の
務
生
掃
の
生

児童福祉

　
　
　

計

の
の

モ

　
　

合

　
　

そ

費
費
費
費
費
費
他
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
費
他
費
費
費
他
費
費
他
他

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比対前年

39年度38年度増減額

　

39

　

38

　　

39

　　

38゛♂

億円

　　

億円

　　

億円

6,389

8
8
3
5

0
2
9
4

4
0
4
5

2

　

－

　
　

―

　

804

　

111

1.737

5,303

　

1,086

1,963

　　

445

　

941

　

390

1,214

　

692

　

103

1.444

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

4
0
6
4
3
6

5
6
8
3
0
5

2

　
　

7
4
２
8

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

3
6
3
4
0
8
5
6
9
5
0
5
5

9
3
3
6
3
7
6
6
9
9
0
9
7

5
4
5

　
　

2
4
3
2

　
　
　

－
１

　
　
　

４

１１

495

6
7
5
0
6
2
4
7

8
5
5
8
6
0
5
1

1

　
　

6
3
1
7
4
4

574

　

61

196

437

２71

197

　

7４

4
２
2
9

6
7
9
7

1

　
　
　
　

３

9,700

　　

87

　

103

　

331

　

H2

　　　

8

　

293

　　

68

　　　

3

　

131

　　

54

　　

37

　

154

　

139

　　

19

△４1

　　　

3

　　

34

　　

４1

　　

94

　　

69

　　

25

　　

31

　　

28

　　　

3

　　

％

55.6

21.0

　

8.9

　

4.3

13.4

　

7.0

　

1.0

15. 1

　

2.2

　

0.5

　

6.8

　

3.8

　

1.8

16. 1

　

5.2

　

3.8

　

4.6

　

0.5

　

2.0

　

4.2

　

3.２

　

２.3

　

0.9

　　

％

54.7

20.2

　

9.7

　

4.0

12.5

　

7.2

　

1.1

14.9

　

1.9

　

0.6

　

6.8

　

3.9

　

1.7

17.5

度
率
3
8

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

60.5

　

59.3

　

20.5 12.9

24.8

　

26. 1　22.7 15.7

　

4.8

　

8.7

　

9.2 10.6

　

5.8

　

5.9

　

26.6 18. 1

18.4

　

11.3

　

27.2 10.5

　

6.3

　

4.8

　

16.2

　

7.7

　

0.4

　

2.5

　

7.5 30.8

16.3

　

28.3

　

20.2 25.0

　

3.8

　

6.3

　

36.4 52.4

　

0.2

　

0.8

　

7.0 17.3･

　

7.3

　

11.6

　

19.9 22.0

　

3.0

　

6.7

　

14. 1 22.2

　

2.0

　

2.9

　

21.9 21.5･

　

8.6

　

3.4

　

9.1

　

2.1

４。７

　　

７．７

　

４．3

　

30.6 10.6

４．３

　　

１．１△３．７

　

４．５△８．３･

５．９

　

A 2. 3　１．１△７．１　２．1

0.6

　　

0．２△０．６

　

５．４△８．５･

２．０

４．５

２．８

２．0

0.8

１．７

　

１．7

0.9

　

0．7

0.8

　

1．０

　　

96

　

4.1

　

3.9

1,795 100.0100.0

１．９

　

２．3

　

17.5 13.2

2.2

　

0．２

　

９．１

　

０．4

5.3

　

3．９

　

34.8 17. 1

3.9

　

4．0

　

35. I 26.5

1.4△０．1

　

34.0△２．3

1.7

　

2．7

　

18.7 20. 1

　　

１．６

　

１．５

　　

０．１

　

１．２

　　

５．４

　

２．２

１００．0100.0

39. 0 25. 9

　

２.8 15.9

25.6
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なお、普通建設事業費の目的別内訳を、都道府県と市町村とにわけてみると

っぎのとおりである。

　

都道府県では土木費の構成比が最も高く、ついで農林水産業費、教育費の順

となっている。

　

また、前年度と比べると、土木費特に道路橋りよう費、港湾

費、都市計画費および住宅費の増加率が高いが、教育費については前年度に引

き続いて減少している。
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市町村においては土木費の構成比が最も高く、ついで教育費、農林水産業
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補助事業費の内訳

　

補助事業費の決算額は、6,651億円（前年度5,545億円）で、前年度と比べ

ると1,106億円、19.9%増加した。

　

補助事業費の目的別内訳はつぎのとおりで、清掃費、道路橋りよう費および

都市計画費の増加が著しい。
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単独事業費の内訳

　

単独事業費の決算額は4,346億円（前年度3,745億円）で、前年度と比べる

i:601億円、16.0％増加した。

　

単独事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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国直轄事業負担金の状況

　

国直轄事業負担金の決算額は499億円（前年度410億円）で、前年度と比べ

yると89億円、21.8％増加した。

　

国直轄事業負担金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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５

　

１
１
１

　

７
８
３
２
９

１

　

１

　
　
　
　
　

８
２
６
８

　
　
　
　

９

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４
２
１

　
　
　
　
　

４

費
費
費
費
費
費
費
費
費
他

円
7
2
4
1
3
1
6
6
3
7
0

　
　

－
－

　
　
　
　
　

9
8
3
6

　
　
　
　

1

億

　
　
　
　
　
　

３
１
１

　
　
　
　
　

４

Ｅ
Ｉ
。
‐
。
：

31

2
0
5

2

　
　

△

89

　　　

％

　　

％

　

3.6

　

4.2

　

2.5

　

3.0

　

1.0

　

1.1

　

0.1

　

0.1

　

96.4

　

95.8

　

44.4

　

44.3

　

33.5

　

33.2

　

17.5

　

16. 1

　

0.6

　

0.6

　

0.4

　

1.6

100.0 100.0
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増減額構成比

　　

39

　　

38

％
０

　

１

％
０

　

１

　　

0.4

　

0.2

　　

0.5

　

0.6

　　

0.1

　

0.2

　

99.0

　

99.0

　

44.8

　

48.9

　

34.8

　

33.2

　

24.3

　

20.3

　　

0.2

　

2.0

△5.1△5.4

100.0 100.0

対前年度

増減率

　　

39

　　

38

-

　　

％

　　

％

　

5.1

　

4.3

　

2.9

　

1.4

　

9.8

　

9.5

　

17.4

　

48.4

　

22.5

　

20.9

　

22.0

　

22.6

　

22.8

　

20. 1

　

32.9

　

26.7

　

8.0 111.2

△69.4△36.2

21.8

　

20. 1
-

～

～



　

（６）災害復旧事業費

　

ア

　

概

　　　

況

　

災害復旧事業費の決算額は1,284億円（前年度1,274億円）で、前年度と比

べると10億円、0.8％増加した。

　

災害復旧事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分

事業別内訳

　

補助事業費

単独事

国直轄
負

　　

担

合
源

　

財

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　

％

1２5

4
8

　

ロ

ー費
業
金

業
事

５
４

　

５

４
２

－
―

284

　

1、274

国庫支出金

　

868

地

　　

方

　　

債

　

268

その他特定財源

　　

34

一般財源等

　

114

　

合

　　　

計

　

1,284

△20

　

24

　　

6

　　

10

875

　

△

　

7

249

　　

19

　

40

　

△

　

6

11０

　　　

4

２74

　　

10

87.6

11.5

増減額構成比

　

39

　　

38
-

　

％

　　

％

89.9△190.9

　

9.8

　

226.5

71.5

　

△1.7△8.4

26.6

　

19.0△23.8

　

0.9

　

0.3

　

64.4

　

1.9

　

150.9 A38.2

100.0100.0

　

100.0100.0

　　

0.8△10.3

　

67.6

　

68.7 ^ 70. 1　65.8　A 0.8 & 9.9

　

20.8

　

19.6

　

179.8

　

15.2

　　

7.5△8.2

　

2.7

　

3.1△52.3

　

16.6

　

△13.8△38.0

　

8.9

　

8.６

　

42.6

　

2.4

　　

4.0△3.1

100.0 100.0　100.0 100.0　　0.8△10.3

イ

　

災害復旧事業費の目的別内訳

災害復旧事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38

　　　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円
公共土木施設

　　

871

　　

902

　

・31

農林水産施設

　　

312

　

329

　

ム17

モ

　　

の

　　

他

　　

103

　　

43

　　

60

　

合

　　　

計

　　

1,286

　

1,274

　　

1２

（７）失業対策事業費

増減額構成比

　　

39

　　

38

　　　

％

　　

％

　　　

％

　　

％
24.3

　

70.8△134,7

　

82.5

67.7

　

25.8△268.5

　

8.4

　

8.0

　

3.4

　

503.2

　

9.0

100.0100.0

　

100.0 100.0

対前年度
増減率

39

　　

38

△3.

％
８

　
　

－

　
　

―

　
　

△

％
５

△４.9△3.6

140. I a23.6

　

0.9△10.3

失業対策事業費の決算額は658億円（前年度625億円）で、前年度と比べる
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と33億円、5.3％増加した。

　

失業対策事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　

38

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　

％
事業別内訳

　

補助事業費

　　

一

　　　　

般

　　

特

　　　　

別

　

単独事業費

　　

合

　　　

計

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

その他特定財源

　

一般財源等

　　

合

　　　

計

7
２
5

4
6
8

5
4

111

658

317

　

２２

319

658

5
8
7
0
5

　
　

２
0
3
5

2
3
8
0
2

　
　

1
２
9
２

5
4

　
　

１
６

　
　

３

　
　

２
６

　

22

　

24

△２

　

11

　

33

　

5

　

２

２6

33

増減額構成比

　　

39

　　

38

　　

％

　　

％

対前年度
増減率
39

　　

38
-
％

　　

％

　

83. 1　83.9

　

70.2

　

70.0

　

12.9

　

13.9

　

16.9

　

16. 1

100.0 100.0

　

48.2

　

49.9

　　

3.3

　

3.２

　

48.5

　

46.9

100.0 100.0

　

68.4

　

75.4

　　

4.3

　

73.8

　

62.0

　　

5.5

△5.4

　

13.4

　

△２.0

　

31.6

　

24.6

　

H.0

100.0 100.0　　5.3

　

13.8

　

58.0

　　

5.5

　

2.1

　

80.7

　

39.9

100.0 100.0

I.5

9.0

9.0

5.3

6.9

6.8

7.4

12.4

　

7.8

9.1

4.9

6.5

7.8

　

（８）公

　

債

　

費

　

ア

　

概

　　　

況

　

公債費の決算額は1,340億円（前年度1,269億円）で、前年度と比べると

71億円、5.5％増加した。

　

公債費の細目および財源内訳はつぎのとおりで、一時借入金利子が前年度に

引き続き高い伸びを示し、公債費総額に占める割合が上昇していることが注目

される。

　

なお、昭和39年度の一時借入金の借入総額は5,994億円で、前年度(4,580

億円）より1,424億円、31.1％増加している。
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区 分

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38 39　　38　増39減

度
率
3
8

細

　

地

　

償
方

元
利

目

利
金
金

元債
還

子

億円

　　

億円

　　

億円

1,260

　

1,203

　　

57

　

686

　　

694

　　

△8

　

57４

　　

509

　　

65

一時借入金利子

　　

80

　

合

　　　

計

　

1,340

　

66

２69

14

71

％ ％

　

94.0

　

94.8

　

79.8

　

90.5

　　

4.7

　

51.2

　

54.7・12.3

　

59.3

　

△1.2

　

42.8

　

40.1　92. 1　31.2　12.7

　　

6.0

　

5.2

　

20.2

　

9.5

　

21.6

100.0100.0

　

100.0100.0

　　

5.5

15.9

18.5

12.6

36.0

16.8

区 分

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　　

38

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　　

％

　　

％

財

　

源

　

内

　

訳

　

国庫支出金

　

24

　　　

20

　

使用料，手数料

　　

40

　　

37

　

その他特定財源

　　

98

　　　

85

　

一般財源等1バフ8 1バ27

　　

合

　　　

計

　

1,340

　

1,269

　

４

　

3

13

51

71

　　

1.8

　

1.6

　　

3.0

　

2.9

　　

7.3

　

6.7

　

87.9

　

88.8

100.0100.0

増減額構成率

　

39

　　

38
-

　

％

　　

％

　　

5.1

　

3.0

　　

3.6

　

5.4

　

18.7

　

7.4

　

72.6

　

84.2

100.0100.0

％

18.2

　

6.7

15.4

　

4.5

　

5.5

％

38.9

35.7

18.9

15.8

16.8

　

イ

　

公債費と一般財源等との比較

　

公債費のうち転貸債にかかるものおよび一時借入金利子を除いた公債費の一

般財源に対する割合は、つぎのとおりである。

区 分

公

　　

債

　　

費

　　

総

　　

額㈲

転貸債および一時借入金利子(Ｂ)

純

　

公

　

債

　

費

　

(A)-(B) (0

一

　　　

般

　　　

財

　　　

源(Ｄ)

　　　

(Ｃ)／(功×100

　　

39年度

都道府県市町村

　　　　

38年度

純計都道府県市町村

億円

　　

億円

　　

億円
700

　　

640

　

1,340

　

37

　　

84

　　

121

億円

　　

億円

713

　

35

純計

-
億円

556

　

1,269

　

72

　　

107

　　

663

　　

556

　

1,219

　　　

678

　　

484

　

I,162

12,394　8,698 21,092　10,793　7,499 18,292

　　

5.3%

　

6.4%

　

5.8%

　　

6.3%

　

6.5%

　

6.4≪

ウ

　

地方債現在高の推移

地方債現在高の推移は、第22図のとおりである。
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第22図

　

地方債現在高の推移

　

(その１

　

日的別現在高)
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(その２

　

借入先別現在高)

　

（９）積

　

立

　

金

　

積立金の決算額は222億円（前年度223億円）で、前年度と比べると｡1億

円、0.6％減少した。

　

決算積立金に歳計剰余金の処分による積立金を加え、この額から積立金のと

りくずし額を差し引いた昭和39年度の積立金の純積立額は60億円（都道府県

10億円減少、市町村70億円増加）である。

　

なお、積立金の積立額およびそのとりくずし状況は、つぎのとおりである。
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区 分

歳出決算積立金

　

財政調整基金等積立金

　

その他特定目的積立金

歳計剰余金処分積立金

　

合

　　　　　　　

計

39年度積立金

　

誓千苛竿晋姦

　

純積

　　　

38

　

年

　

度

顕紗心離炉々立゛Ｆ賢え必お

億円

　

80

　

62

　

18

　　

3

　

83

億円

142

　

59

　

83

　

15

157

億円

　

億円

　

億円

２22

　

93

　

87

121

101

　

18

240

73

　

36

20

　

51

億円

180

109

　

71

億円

　

億円

　

４２

　

２23

２
０
８

１
。
３
１

93

　

87

　

180

　

60

3
0
２
5

3
9
1
3

1

　
　
　
　

２

億円
194

2
0
7
4
一
9
4

億円

　

２9

３
６
２

　

１

－
１
１

　

４

　

昭和39年度末の積立金の現在高は790億円（前年度末730億円）で、その

目的別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

財政調整基金

減

　

債

　

基

　

金

その他特定目的基金

　

合

　　　　　

計

39

　

年

　

度

　

末

都道府県

袈
4
7
8
1
４
1
２

市町村

　　

合

　

計

瓢
一
1
7
2
0
9
3
7
8

瓢
6
4
一
言
一

38年度末

　

増減額

円
５
８
ご

　

0
6
5
3

億
４

　

’
２
７

この積立金の現在高を歳出規模等と比べると、つぎのとおりである。

区

　　

分

積立金現在高

歳出規模

積立金現在高
-
一般財源

積立金現在高
一
地方債現在高

　

39

都道府県
-

　　

％

　

1.7

3.3

7.6

年

　

度

市町村

-

　

％

　

2.4

4.3

7.2

積立金の現在高の推移は、第23図のとおりである。
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度

市町村
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4.1
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第23図

　

積立金現在高の推移

　

（10）投資及び出資金、貸付金

　

ア

　

投資及び出資金

　

投資及び出資金の決算額は217億円（前年度188億円）で、前年度と比べる

と29億円、15.5％増加した。

　

投資及び出資金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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昭和39年度末の投資及び出資金の現在高は816億円（前年度末617億円）

で、前年度末と比べると199億円増加した。

　

なお、これに基金の運用によるものを加えると、その現在高は822億円（前

年度末623億円）で、前年度末と比べると199億円増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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貸付金の決算額は1,611億円（前年度1,281億円）で，前年度と比べると
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330億円、25.8％増加した。

　

貸付金の目的別内訳はっぎのとおりで、商工業者に対するものが圧倒的に多

く、逐年増加の傾向にある。
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昭和39年度末の貸付金の現在高は1,791億円（前年度末1,452億円）で、

前年度末と比べると339億円増加した。

　

なお、これに基金の運用によるものを加えると、その現在高は1,841億円

（前年度末1,494億円）で、前年度末と比べると347億円増加した。

　

その内訳はつぎのとおりで、現在高においても商工関係が最も多い。
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繰出金の決算額は384億円（前年度390億円）で、前年度と比べると６億

円、1.7％減少した。

　

繰出金の繰出先別内訳および繰出目的別はっぎのとおりで、公営企業（法非

適用の公営企業および準公営企業）に248億円、全体の64.6%が繰り出され

ている。

　

また、国民健康保険事業会計に対する繰出金は95億円で、前年度よ

り23億円、32.1%増加しているが、その繰出目的は主として当会計の事務費

および給付費の財源不足を補うために繰り出されたものである。
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なお、地方公営企業のうち法適用の公営企業に対する支出は、地方公営企業

法の改正（昭和38年法律第112号）に伴い、昭和39年度から補助金、出資金

または貸付金として経理されることとなったが、これらを法非適用の公営企業

および準公営企業に対する繰出金とあわせて地方公営企業に対する繰出金の状

況をみるとっぎのとおりで、繰出金の総額は669億円（前年度502億円）で。
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前年度と比べると167億円、33.2^増加した(地方公営企業の資金繰りのため

の普通会計からの短期融資分を控除して比較すると101億円、19.7％の増加と

なる。)。

　

繰出金の繰出先別事業をみると、公共下水道事業に対するものが最も多く、

ついで病院事業となっている。
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法非適用の公営企業

　　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

39年度38年度増減額

　

39

　

38

　

39

　

38

円
２
５
０

　

４

　

３
８
２

　

５
２
０

　

５

　

４
２
０

億

　
　
　

１

　

１

　
　
　

１
５

　
　
　
　
　

１

円
４
６

　

８
３
３

　

４
１
９

　

７
７
３
１
２
２
２
６

億

　
　
　

１
２

　
　
　

１
６

4２1

　

２4

２２4

190

　

37

２75

億円

　

２2

　

51

　

38

　　

％

　　

％

11.1

　

10.4

11.5

　

4.9

20.6

　

19.8

9
1
丿

　

・

　

1

3
1
3

　

8
２

　　

％

13. I

31. 1

22.9

30.6

　

49.4

△19

　

3.6

　

8.5△Ｈ.3

△7

　

17.9

　

25.8△5.2

167 100.0100.0100.0

　

231

a l3

△51

（五）決算と地方財政計画額との比較

62.9

　

3.6

33.5

37.7 138.8

　

7.4・7.7

54.9△31. 1

対前年度
増減率｡
39

　　

38

％

　　

％

　　

％
－

　

41.8

　　

－

- 208.8　　－

－

　

38.2

　　

－

　　　　

53.5

　　

－
t

　　

－△43.8

　　

－△5.5

　　

－

　

33.2

47.9 122.0

18.0△34.7

34. 1△18.8

-

　

－

19.3;

25.3

64.6･

11.2‘

　

昭和39年度の純計決算額（歳入３兆9,109億円，歳出３兆8,220億円）と

地方財政計画額（当初計画額３兆1,381億円）とを比べると，決算額が歳入

7,728億円，歳出6,839億円それぞれ計画額を上回った。

　

この決算額において計画額を上回るものとしては，つぎのようなものがあ

る。
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区 分

　

該

歳

当

　

入

科

　

歳

目

（1）国の補正予算等に伴うもの

　

地

く2）事業の繰越等にかかるもの

（3）その他計画外の収入または

　　

支出

給与関係

出
一
経
政
経

行
的

般
資

一

　

投

費
費
費

　

普通建設事業費

　

災害復旧事業費

給与関係経費

一

　

般

　

行

　

政

　

費

投

　

資

　

的

　

経

　

費

これらに対応する各

科目またはこれらを

充当した科目

　

昭和39年度決算額と地方財政計画額とを科目別に比べると、つぎのとおり

である゜

　　　　　　　　　　　　　　　　

５

区

つ

分
歳 出

比 較

　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　

入

　

区

　　　

分

　　　　　　　　

決算額

　

計画額

　

比

　

較

　　　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円
地

　

方

　

税13,996

　

12,903　1,093

地方譲与税

　

436

　　

452

　

・16

地方交付税6,660

　

6,351

国庫支出金9,267

　

8,594

地

　　

方

　　

債

　

2,104　1,304

使用料，手数料

　

1,083

　　

635

諸

　

収

　

入

　

等

　

5,563

　

1,142

9
3
0
8

0
7
0
4

3
6
8
4

4,421

費
費
費
費
費

宍
に

与
般

　

持
資

給
一
公
維
投

直轄事業負担金

補助事業費

単独事業費

交
平
経

不
る
る

の
け
え

税
お
こ

付
に
を

交
体
準

方
団
水

地
付
均
費

決算額

　

計画額

　　

億円

　　　

億円
13,940

　

11,225

8,858

　

6,445

1,340

　

1, 143

13，

635

　　

792

437

　

□、４98

　　

510

8,434

4,493

2,716

2,423

　

197

△157

1､939

　　

506

　　　

4

6,695

　

1,739

4,297

　　

1％

278

　

△278

歳

　

入

　

合

　

計39,109　31,381　7,728　歳　出　合　計　38,220　31,381　6,839

（注）１

　

地方交付税の不交付団体における経費については、決算額では各項目に含

　　　

まれている。

　　

２

　

上の表に掲げる計画額のほかに、当初計画策定後において給与改定等給与

　　　

関係経費739億円、災害復旧事業費289億円、合計1,028億円の計画額増加

　　　

要因があり、これが財源は地方交付税309億円、国庫支出金２２０億円、地方

　　　

債120億円、地方税110億円および諸収入等４億円ならびに既定経費の節約

　　　

265億円によって措置された。
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収
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収
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（六）資金収支の状況

　

昭和39年度の普通会計における一時借入金の借入および返済の状況は、つ

ぎのとおりで前年度より借入額は増加した。

区 分

第1・4半期

第2・4半期

第3・４半期

第4・4半期

出納整理期

合

　

39
都道
府県

一
億円
470

362

704

888

計2,424

･姦 度

　

計

億円

　

億円

畝

-
億円

1,005 1,476　1,028

　　

630

　

992

　　

933

　　

976 1,680　1,318

958 1

　

－

846

　

1,244
-

3,570 5,994

　　

57

4,580

Ｐ

-

　

瓢

　

39
靉

一
瓢

　　

521

　　

355

1,057

　　

278

　　

955

　

1,256

　　

67

　　

150

3, 149　2,424

返

　　

年

　

度

　

箭プ

　　

億円

　

億円

　　

424

　

809

　　

541

　

896

　　

538

　

816

　

1, 169 2,425

　　

898 1,048

　

3,570 5,994

詐

　　

億円

　　

496

　　

800

　　

684

1,824

　　

776

4,580

済

　

37年

　

度

　　

億円

　　

240

　　

416

　　

478

1,375

　　

640

3, 149

　

昭和39年度における普通会計（総計）の４半期別収支状況は、つぎのとお

りである。

区 分

収

　　

入

　　

額

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　

合

　　　　

計

支

　　

出

　　

額

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　

合

　　　　

計

　

39

都道府県
一

　　

億円

　

5,330

　

4,933

　

7,075

　

6,778

　

2,518

　

26,634

　

4,549

　

4,942

　

7,407

　

6,666

　

3,073

26, 637

年

　　

度

　

市町村

　　　

計

　　　

億円

　　

億円

　

3,903

　

9,233

　

3,933

　

8,866

　

4,965

　

12,040

　

4,591

　

11,369

　

2,814

　

5,332

20, 206　46, 840

　

3,294

　

3,774

　

5,040

　

4,733

　

3,314

20, 155

　

7,843

　

8,716

12,447

11,399

　

6,387

46, 792

　

38

都道府県

一

　　

億円

　

4,524

　

4,355

　

6,202

　

5,794

　

2,298

　

23, 173

　

3,909

　

4,392

　

6,503

　

5,641

　

2,786

23,231

年

　　

度

市町村
-

　　

億円

　

3,055

　

3,252

　

4,293

　

3,896

　

2,412

　

16,908

2,578

3,158

4,299

4,006

2,830

16,871

計

-
億円

　

7,579

　

7,607

10,495

　

9,690

　

4,710

40,081

　

6,487

　

7,550

10, 802

　

9,647

　

5,616

40, 102

（注）収入は、歳入、歳計現金貸付金回収金、他会計借入金および一時借入金借入

　　

額の合計額であり、支出は、歳出、歳計現金貸付金、他会計借入金返済金およ

　　

び一時借入金返済額の合計額である。
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月別の資金収支の状況および収支に含まれる地方税、国庫から支出されるも

のならびに一時入金の借入および返済状況をみると、第24図のとおりであ

る。

第24図

　

資金収支の状況

　

その１

　

総

　　

括

その２都道府県
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その３市町村

（七）国と地方の租税収入と財政支出の実質的配分

　

１

　

国民の租税負担と地方税

　

昭和39年度の租税総額は４兆5,588億円（前年度３兆9,446億円）で、前

ご年度と比べると6,142億円、15.6%増加した。

　

これを国税と地方税とに分けるとつぎのとおりで、前年度と比べると国税は

､4,275億円、15.7％、地方税は1,867億円、15.4%増加した。

区 分

税
税
税
税
計

　
　

県
村

　

方
府
町

　
　

道
市

国
地

　
　
　

合

決

39年度

-

　　

億円

31,592

13,996

　

7,097

　

6,899

45, 588

　

算

38年度

-

　

億円

27,317

12, 129

　

6,055

　

6,074

39, 446

額 決算構成比増減額構成比

増減額

　　

39

　　

38

　　

39

　　

38

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

4,275

　

69.3

　

69.3

　

69.6

　

58.6

　

1,867

　

ﾐ0.7

　

30.7

　

30.4

　

31.4

　

1,042

　

15.6

　

15.3

　

17.0

　

16.7

　　

825

　

15.1　15.4　13.4　14.7

　

6, 142 100.0100.0 100.0100.0

対前年度
増減率

　

39

-

　

％
15.7

15.4

17.2

13.6

15.6

　

38
-

　

％
14.3

14.8

15.9

13.7

14.4

　

租税総額の国民所得に対する割合（租税負担率）はっぎのとおりで、前年度

と比べるとその負担率は総額で0.6％、国税で0.4％、地方税で0.2％それぞ

れ高くなっている。
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日
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１
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国
地

合

区

道
市

方

県
村

府
町

分

税
税
税
税
計

39

　

年

　

度

　　

％

15.4

　

６．８

　

３．４

　

３．4

22.2

38

　

年

　

度

　　

％

15.0

　

6.6

　

3.3

　

3.3

21 ６

　

２

　

租税の実質的配分

　

租税総額に占める国税と地方税との割合はそれぞれ69.3％および30.7%

　

（前年度69.3%および30.7 %)である。しかし、国は国税として徴収した額

の一部を、地方交付税、地方譲与税および国庫支出金として地方公共団体に交

付し、地方公共団体は地方税として徴収した額の一部を直轄事業負担金等とし

て国に納付している。このような関係を調整して租税の実質的な配分状況をみ

ると、収入の割合とは逆転して、地方公共団体２兆9,5S8億円、64.9%、国

１兆6,020億円、35.1% (前年度地方公共団体２兆5,470億円、64.6^、国

１兆3,976億円、35.4%)となっている。

　

なお、租税の実質的配分状況の推移は、つぎのとおりである。
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区

租税内訳

分

　　

租税総額

　

国

　

税

　　　　　　　　　　

㈲

　　　　　　

訟

　　

訟

昭和31年度

２

　
　

３

Ｃ
Ｏ

C
Ｏ

(100.0)

　

15,367

(100.0)

　

17,290

(100.0)

　

17,348

(100.0)

31～33平均

　

16,668

　　　　　　　　　

(100.0)

　　

34

　　　　　

19,833

　　　　　　　　　

(100.0)

　　

35

　　　　　

25, 457

　　　　　　　　　

(100,0)

　　

36、

　　　

31,342

　　　　　　　　　

(100.0)

　　

37

　　　　　

34, 474

　　　　　　　　　

(100.0)

　　

38

　　　　　

39, 446

　　　　　　　　　

(100.0)

　　

39

　　　　　

45, 588

(70.7)

10,868

(69. 5)
12,018

(68. 6)

11,908

(69. 6)

11,598

(69.2)

13,724

(70.8)

18,015

(71,1)

22, 277

(69. 3)
23, 907

(69. 3)

27,317

(69. 3)

31,592

地方税
と

　

訟

(31.4)
5,440

(30.4)
5,070

混で

　　

億円

4,895

5,460

5,951

5,435

6,935

(29. 2)
7,442

　　

8,450

(28. 9)
9,065

　　

10,112

(30.7)
10,567　　12,089

(30. 7)
12,129　　13,869

(30.7)
13,996

　　

16,195

億円

　　　

顕

。（1‰

。（2‰

。（2憐

,ノ2萍

　　　

(34. 6)

64

　

6,853

　　　

(38. 7)

276

　

9,841

　　　

(40.0)

381

　

12,546

　　　

(35. 6)

446

　

12,264

　　　

(35. 4)

528

　

13,976

　　　

(35旧

623

　

16,020

的

　　

(％)

　　

億円

(61.0)

　

9,369

(61.9)
10,695

(65.4)

11,352

(62. 8)

10,471

(65. 4)

12, 980

㈲,3)

15,616

(60.0)

18,796

(64. 4)

22,210

(64. 6)

25, 470

(64,9〉

29,568

　

（注）１「国税」は、租税および印紙収入のほか専売納付金を含む。

　　　　　

２「国から地方への交付額」は、地方交付税、地方譲与税および国庫支出

　　　　　

金の合算額である。なお、地方交付税は、国税三税の最終予算額に当該年

　　　　　

度最終予算時の繰入率を乗じたものであり､地方譲与税は国の決算によった。

　　　　　

３（

　　

）は、構成比を示す。

　

３

　

純

　

計

　

規

　

模

　

昭和39年度における国（一般会計と交付税及び譲与税配付金、国立学校、

国有林野事業（治山勘定）、特定土地改良工事、港湾整備、自動車検査登録、

道路整備および治水の８特別会計の純計）と地方（普通会計）の歳出の純計規

模は５兆6,003億円（前年度４兆9,628億円）で、前年度と比べると6,375億円、

12.8%増加した。

― 129 ―



区 分 39

　

年

　

度 38

　

年

　

度 37

　

年

　

度

純

　

計

　

規

　

模

　

㈲一剛

　　　

億円

34, 769

38, 220

72, 989

16,986

16,363

　　　

623

56, 003

31,389

33, 088

64, 477

14,849

14,321

　　　

528

49, 628

26,447

28, 874

55, 321

12,710

12,263

　　

447

42,611

　

この純計規模を最終支出者としての国と地方とに分けるとつぎのとおりで、

前年度と比べると国は1,338億円、7.8％、地方は5,037億円、15.5％増加し

た。

純

区 分

計

　

規

　

模

　

匈
方
剱

　

比

　
　

比

国
成

　

成

　

債
地
鴻

　　　

純

39年度

　　

億円

56, 003

18,406

(32. 9)

37, 597

(67. 1)

　

計

38年度

-

　　

億円

　

49, 628

　

17,068

　

(34.4)

　

32, 560

　

(65. 6)

額

37年度
-

　　

億円

　

42,611

　

14,184

　

(33. 3)

　

28,427

　

(66. 7)

　

31～33年度平均を

　

100とする指数

　

39

　　　

38

　　　

37

２70

　　

239

　　

206

２48

　　

230

　　

191

28２

　　

２45

　　

214

　

（八）地方財政の財貨サービス購入

　

昭和39年度の国民総支出は25兆6,681億円（前年度22兆3,834億円）で、

前年度と比べると３兆2,847億円、14.7%増加した。

　

国民総支出の内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

　　

39年度

　

38年度

　

増減額

個人消費支出

国内民間総資本形成

　　

個

　

人
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宅

　　

生産者耐久施設

　　

在庫品増加
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ス
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中

　　

地

合

一
入
央
方
計

　　　　

億円

　　

億円

　

134,373 118,299

　

67,281

　

62, 161

　　

8,872

　

7,394

　

48,479

　

41,427

　　

9ﾀ930

　

13,340

　　　　

328

　

△3,656

　

54ﾀ699

　

47,030

　

28, 475　24, 680

　

26, 224　22,350

256ﾀ681 223, 834

　　　

億円

16,074

　

5, 120

　

1,478

　

7,052

A3, 410

　

3,984

構成比

39

　　

38

　　

％

52.4

26.2

　

３．5

18.8

　

3．９

　

０．１

　　

％

52.8

増減額構成比

　

39

　　

38

　

％

　　

％
48.9

　

51.3

対前年度
増減率

　

39

-

　

％

13.6

33

　　

％

15.5

27.8

　

15.6

　

41.0

　

8.2

　

25.6

　

3.3

　

4.5

　

6.4

　

20.0

　

36.6

18.5

　

21.5

　

10.2

　

17.0

　

8.2

　

6.0△10.4

　

24. 4 a25. 6 130.2

△１．6

　

12. 1△12. 1

　

7,669

　

21.3

　

21.0

　

23.4

　

19.8

　

3,795

　

II. 1　II.0 11.6　9.7

　

3,874

　

10.2

　

10.0

　

H.8

　

10. 1

32, 847 100.0 100.0 100.0 100.0

　　

－

16.3

1,5.4

17.3

14.7

　　

－

14.9

13.8

16.2

16.0

　

昭和39年度の普通会計における地方の財貨サービス購入額は２兆2,787億

円（地方公共団体の歳出純計額《３兆8,220億円》から地方公共団体が最終需

要者として購入しない経費（国と地方との決算の重複額および地方‘ﾀ）決算額

中、扶助費、繰出金、積立金、出資金、貸付金、公債費等の１兆5,433億円）

を控除した額）で、前年度（１兆9,776億円）と比べると3,011億円、15.2％

増加した。

　

普通会計における財貨サービス購入額はつぎのとおりであり、その増加率を

前年度と比べると経常支出の伸びが低下し、資本形成の伸びが上昇している。

区 分

　　

39年度

　

38年度

　

増減額

出
成
計

支
形

常
本

経
資
合

　　　

億円

　　

億円
13,855

　

11,994

　

8,932

　

7,782

22, 787　19,776

　

億円

1,861

構成比

39

　　

38

　　

％

60.8

　　

％

60.6

　

61

％
８

　　

％

　　

％

　　

％
81.2

　

15.5

　

19.8

1,150　39.2　39.4　38.2　18.8

3,011 100.0 100.0 100.0100.0

14.8

15.2

　

6.3

14. 1

　

普通会計に地方公営事業にかかる会計を加えた地方財政全体の財貨サービス

購入額は２兆6,224億円（前年度２兆2,350億円）で、前年度と比べると3,874

億円、17.3％増加した。

　

また、地方財政全体でも、その増加率を前年度と比べると、経常支出の伸び
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が低下し、資本形成の伸びが上昇しでいる。

区 分

　　

39年度

　

38年度
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支
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％
19,776

　

3,011
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863
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22,350　3,874 100.0 100.0100.0100.0

12,298　1,944　54.3　55.0　50.2　65.6

10.052

　

1、930

　

45.7

　

45.0

　

49.8

　

34.4

　　

％

15.2

33.5

17.3

15.8

19.2

　　

％

14.1

35.0

16.2

19.9

H.9

　

昭和39年度の国民総支出（25兆6,681億円）中に占める地方財政財貨サー

ビス購入額（２兆6,224億円）の割合は10.2％（前年度10.0％）で、国の財

貨サービス購入額の割合は11.1％（前年度11.0％）である。

　

なお、普通会計のみの財貨サービス購入額（２兆2,787億円）の国民総支出

に占める割合は8.9％（前年度8.8％）であり、前年度より0.1％上昇してい

る。

　

国民総支出の増加額中に占める地方財政財貨サービス購入額の増加額の割合

はｎ.8％（前年度10.1％）で前年度を上回った。

　

これに国の財貨サービス購入額の増加額を加えた政府の財貨サービス購入額

の増加額の国民総支出の増加額に占める割合は23.3% (前年度19.8％）と、

これも前年度を上回っている。

-
-

- 地方公営事業決算の状況

（

　

）地方公営企業

１

地方公営企業の概況

（１）概 要

　

ア

　

事業数および経営規模

　

地方公営企業には、（１）地域住民の生活に直結した水道事業、公共下水道

事業、交通事業、ガス事業、病院事業等と、（２）産業基盤の育成、産業の振
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興のための電気事業、工業用水道事業、港湾整備事業等の各種の事業があり、

それぞれ地域住民の福祉の向上のために活動を続けているが、近年、地方公営

企業は、都市人口の増大、国民生活水準の向上、生活環境の整備等、四囲の強

い要請を背景に年々めざましい伸展をみせており、昭和39年度の決算におい

ては、地方公営企業の事業数は前年度の5,561から5,798と4.3％（237事業）

の増、決算規模（歳出総額）は前年度の7,333億円から8,956億円へと22.1%

の増、建設投資額は前年度の3,468億円から4,182億円へと201.6％の増、職

員数では前年度の24万８千人から26万１千人へと4.8%の増加をみせた。そ

の内訳は、次のとおりである
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率
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20.6

　　

46.1

　

△

　

20.0

　

次にこれを、最近数年間の伸長状況でみると、事業数では昭和35年度の4，

771事業から5,798事業へと毎年200ないし300程度の事業が新たに増加して

おり、また、これとならんで建設投資の額もここ数年急速に増大し、とくに上

下水道、地下鉄等の都市生活環境整備の事業については、その投資額は昭和36

年度以降僅か３年間にいずれもおおむね２倍となり、その伸長率は道路、港湾

等の国土開発投資の伸び（36年度以降道路1.8倍港湾1.7倍）を上回ってい

る。

　

なお決算規模では昭和35年度に比べて約３倍に増大しており、年平均3

割ないし４割増となっている。また、職員数も、昭和35年度末の20万人から

昭和39年度末には26万人に達し３年間で３割の増加をみせている。
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事業別の状況

昭和39年度末の地方公営企業数5,798について事業別にみると
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（ア）事業数では簡易水道事業1,996 (地方公営企業全体の34.4％）が最

も多く、つづいて上水道事業1,209 (同20. 9%)、病院事業793 (同13.7％）と

畜場事業479 (同8.3％）、宅地造成事業313 (同5.4％）、交通事業171 (同

2.9％）その他837 (14.4%)となっている。

　

（イ）建設投資額では、水道事業が1,221億円で全体の29.2%を占め、

つづいて港湾整備事業690億円（同16.5%)、公共下水道事業603億円（同

14.4％）交通382億円（うち地下鉄284億円）（全体の9.1％､地下鉄6.8％）、

宅地造成事業382億円（同9.1％）工業用水道事業358億円（同8.6％）とな

っている。

　

（ウ）経営規模（決算規模）では、水道事業2,369億円（地方公営企業全

体の26. 4%)、病院事業1,377億円（同15.4%)、交通事業1,292億円（同1

4.4%)で、この３事業で全体の６割近くを占めている。

　

（エ）職員数では、病院事業95, 905人、交通事業74, 313人、水道事業

56,628人で、この３事業で全体の９割近くを占めている。
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第31図

　

経営規模でみた地方公営
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職員数でみた地方公営企
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次に、これを昭和35年度以降の仲長率でみると事業数では、この４年間で

最も伸びが大きかっだのは観光施設事業（主として国民宿舎と有料道路）で約

3.8倍に、次いで宅地造成事業が3.2倍、工業用水道事業が1.9倍となってお

り、最近における観光開発、地域開発の動向がそのまま反映されている。ま

た、建設投資額においても宅地造成、観光施設、工業用水道の３事業がめざま

しい伸びをみせており、宅地造成事業は35年度以降４年間に12.4倍、観光施

設事業は7.5倍、工業用水道事業は5.9倍と大きな伸長をみせている。

　

しか

し、このうち、工業用水道事業ならびに港湾整備事業（埋立事業）は、経済の

停滞化を反映して、昭和39年度は（港湾整備は38年度から）その増加テンポ

が鈍化し、また電気事業も38年度から横ばい、さらに減少傾向に転じている

のが注目される。

　

ウ

　

地方公営企業の普通会計に対する地位

　

この結果、地方公営企業が地方公共団体の行政において占める地位は、ここ

数年来急速に高まり、決算規模において、普通会計純計決算規模（歳出総額）

に比べて約23％に、また、建設投資額についても、普通会計の普通建設事業

費の約36.4％に達し、しかも年々その比率が高くなっているのがみられる。

　

なお、六大市だけについてみれば、決算規模では普通会計（歳出総額）に比
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べて60.3％に、で建設投蚕額ぱりｹ｡5％であ兄普通会計挺模にａぽ近い大き

さになってきている。

　

エ

　

公益事業の中で占める地方公営企業の地位

　

次に、昭和39年度において、地方公営企業が、公私営を含めた全体の公益

事業の中で占める地位は、

　　

（ア）上水道事業は、事業数3,217のうち、自家取水12を除いた3,205

　

が公営（したがって殆んどすべてが公営）

　　

（イ）工業用水道事業は全部公営

　　

（ウ）路面電車事業は、乗車人員で全体の27％が公営

　　

（エ）バス事業は、乗車人員では全体の28％が公営

　　

（オ）病院事業は、病院数では全体の17.9%病床数では全体の23.4%が

　

公営となっている。

　

オ

　

経理体制の整備

　

昭和39年度において地方公営企業法を適用し、企業会計方式を採用してい

る事業数は1,171であり、前年度の936に対し、25.1^ (235事業）の増加を

みせ、総事業数に占める比率においても前年度の16.8％に対し20.2%とその

比重を増大している。

　

35年度の法適用企業数402事業に比べると僅か４年間で３倍に増加したこ

とになり、公営企業の経理体制が近年急速に整備されてきたのがみられる。と

くに病院事業にあっては、法適用事業数は前年度の165事業から313事業へ

と、病院事業全体の４割を占めるにいたった。

（２）経営状況

　

ア

　

損益収支の状況

　

このような地方公営企業の伸展の反面、その経営面においては、39年度は

赤字がさらに累増し、累積欠損金は法適用企業において659億円、年間営業収

益の21.4%となり前年度の376億円（年間営業収益<Ｄ１７.２％）に比べて8･害1

近い増加をみせた。

　

このうち、七大都市（東京都及び政令指定都市をいう。以下同じ。）の累積
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欠損金は503億円で全体の76.4^を占め、また前年度からの累積欠損金増加

額の８割までがこれら七大都市によって占められている。その内訳は次のとお

りである。
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）内は事業数を示す。なお、この事業数には建設中の事業は含まない。

　

事業別にみると、前年度に引き続き交通、水道の２事業の経営悪化がとくに

著しく（交通は72％水道は34％の事業が赤字）交通事業の累積欠損金は、前

年度の258億円から438億円（うち七大都市391億円、全体の89. A%)へと

約７割の増、水道事業は、65億円から137億円（うち七大都市86億円、全体

の62.8%)へと約２倍となり、この２事業における累積欠損金増加額は全体

の９割に及んでいる。この結果、交通事業の累積欠損金は年間営業収益の62、

9％（前年度39.1%)に水道事業では15.1％（前年度8.2％）に達するにいた

った。

　

このほか、工業用水道事業が39年度において急速に悪化の度を強め、そＯ

累積欠損金は年間営業収益に対して24.0% (前年度17.1%)となった。

　

また病院事業は昭和40年１月より社会保険診療報酬の改定が行なわれたこ

と等もあって赤字の事業数は前年度の４割から３割に減少し、年間営業収益に

　　　　　　　　　　　　　　　　

－139－

-

－



対する累積欠損金の割合も前年度の8 no/から5.3％へと減少した。

　

なお総収益対総費用比率でみると、法適用企業全体では95.6％（前年度96

0％）であり、最も低いのは交通の80.9％（前年度84.5％）であるが、水道

96.2％（前年度100.2％）工業用水道97.6% (前年度103.4％）と、これらの

事業はいずれも39年度において、はじめて100％の線を割るにいたった。そ

の内訳は、次のとおりである。
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なお、損益収支及び資本的収支を通じてみた資金赤字、すなわち、いわゆる

不良債務額（流動負債一流動資産）は600億円（年間営業収益の19. 4^)と

たり、前年度の384億円（営業収益の17.6％）に比べて著しく増加した。

　

と

くに、交通361億円（営業収益の51.8％）、水道97億円（同10.6％）、病院97

億円（同12.4％）、工業用水道14億円（同24.1%)が大きい。

　

このような経営悪化の要因としては、企業ごとに各種各様であるが、一般的

な傾向としては、次のような点があげられる。

　　

①

　

給与改定による人件費の増嵩、材料費、物件費の高騰等、こ=･スト上昇
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が前年度に引き続いて著しかったこと。

　

②

　

施設の急速な拡充発展に対応して、企業債の償還が企業経営に大きな

負担となり始め、とくに水道、工業用水道、下水道、地下鉄においてこの傾

向が著しいこと。

　

③

　

このような原価の高騰に対応して、料金改定を必要とする段階にきた

企業にあっても、昭和39年は政府の「公共料金の１年間据置措置」により

モの改定が見送られ、とくにその影響は交通、水道において著しかったこ

と。また、工業用水道のように、料金が規制され、しかもコストが料金単価

を上回る現状となっているものがあること。

　

④

　

経営の合理化が各企業において、ある程度進められたがまだ十分でた

かったこと。

　

⑤

　

日本経済の景気の停滞により工業用水道事業や港湾の埋立事業では、

一部その影響を受けたものがあること。

　

⑥

　

このような経営悪化を反映して、いわゆる不良債務の額が急増し、一

時借入金の利子負担が企業経営にかなりの重圧となり赤字が赤字を生む悪循

環が出てきたこと。

　　

第33図

　

主要法適用事業の総収益

　　

第34図

　

累積赤字額の事業別内訳

　　　　　　

対総費用比率の推移
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イ

　

人件費の上昇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ご

　

費用の面では、まず人件費が昭和39年度も給与改定等により引き続き上昇

した。料金収入に対する人件費の割合は、料金が１年間据え置かれたこととも

相侯ち、地方公営企業全体では47.6%となったが、とりわけ交通は85.3%

（前年度79.8%)、病院は52.5% (前年度49.0%)に達した。　とくに交通帥

の路面電車事業にあっては、この割合が108.9％と100％の線を超え、バス事

業についても六大都市は90％を超えるにいたっだのが注目される。

第35図人件費比率(mMMﾆﾀ5)の上昇傾向
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企業債元利償還額の増嵩

　

また、最近の施設の急速な拡充発展に対応して、全業債の元利償還は、前年

度に引き続いて大きく増嵩し、とくに水道、工業用水道、地下鉄、公共下水道

においてこの傾向か著しい。

　

料金収入に対する企業債元利償還額の割合でみると、水道35.7％（前年度

32.1%)、工業用水道７７.９％（前年度66.1％）、公共下水道100.9％（前年度
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70. Z%)地下鉄80.2％（前年度72.2%)で、いずれも前年度に比べてその比

重を高めている。

　

また、料金収入に対する支払利息の割合も水道は25.1％（前年度21. 4%)、

工業用水道は49.9% (前年度37.1%)、公共下水道は79.4% (前年度57. 2,%)

と急速な高まりをみせている。

　　　　　　　　　　　

第36図

　

資本費コストの上昇傾向

(％)

料禽収入に対するそ衆

　　　　　　　

，100.9

債元別償丿置願の割合

　

口匹り

／ (2)料金収入に対する支払利息の割合

　

（エ）資本構成の変化

　

このような企業債の増大の結果、昭和39年度末の貸借対照表では、法適用

企業にあっては、借入資本金は総資産の半ば以上（54.8％）に達し、自己資本

･一金（減債積立金を取崩し企業債償還金に充てたもの、再評価積立金の組入れに

よるもの、一般会計からの出資によるもの等）は、僅か22.5%となっている。

この結果、自己資本構成比率（jLjVtiﾐ1×100）は、昭和30年度の67.9％か

ら37年度31.9％、38年度28.8％、39年度25.8%とここ数年間急カーブで低

‥減してきている。

　

ただ、その場合問題なのは、固定資産の取得が長期資本（自己資本金十借入

資本金十固定負債）によって全額まかなわれないで、一部一時借入金等の短期

と資金（流動負債）の回転によってまかなわれていることである。とくに、交
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金十借入資本金

了福豆頁夜×100)がいずれも100％を上回り､交通は123.6%、ガスは102.1%

病院は103.5％となり、また、水道事業にあつても、この比率が100％を超え

る団体が、法適用企業で163団体（全体の34. 0%)あることは健全な状態と

はいえない。

　

オ

　

資本的収支と資金不足の状況

　

このような建設投資の増大、その財源としての企業債の大幅な増加を反映し

て、昭和39年度の資本的収支においては、建設改良費及び企業債償還金が大

幅に増加した（前年比46.1％及び78.3%増）が、反面、損益収支の悪化のた

め、内部資金比率（UEj?JW7Sjt）が前年度の17.4％から15.2%へとさらに低

下し、資金不足額は205億円（資本的支出に対して5.4％）、（前年度n4億円、

資本的支出に対して4.6％）に達している。資金不足額は、結局一時借入金等

の短期資金によって措置されているが、とくに水道73億円（資本的支出の6.

5％）、交通37億円（同8.2％）、病院９億円（同6.0％）の資金不足が目立っ

ている。資本的収支の内訳は、次のとおりである。
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ヵ

　

他会計からの繰入れの状況

　

また累積赤字解消のための一般会計等からの補助金ならびに負担区分の適正

化の観点による一般会計等からの負担金、出資金（とくに病院事業）が増加

し、法適用及び法非適用をあわせた全体では、前年度の5n億円から612億円

へと19.7%増加し、このうち、損益収支に対しては、収益的収入の4.8％（前

年度4.0％）にあたる205億円、資本的収支に対しては、資本的収入の9.4％

（前年度10.6％）にあたる407億円か39年度において一般会計等から繰入れ

られている。

　

キ

　

法非適用企業の経営状況

　

企業会計を適用していない法非適用企業は、4,627事業（年度中途に法適用

に切り換えた事業を含めると4,635事業）であるが、これを実質収支でみると

.3,786事業（81｡７％）が黒字（86億円）、849事業(18.3%)が赤字(121億

1円）となっている。いま、これを法適用企業の総収益対総費用比率にほぼ相当

する比率（「収益的収入」の「収益的支出に地方債償還金を加えたもの」に対

する比率）でみると、全事業平均では115.4% (前年度123.3%)であり、事

業別にみると100％以上のものは、宅地造成事業267.0%、港湾整備事業n2.

1％、観光施設事業n0.7％、ガス事業106.8％、簡易水道事業103.0％、交通

事業（主として船舶運行事業）105.2％、病院事業101.7％、電気事業103.5％

冰道事業101.5％であり、100％未満のものは、公共下水道事業82.９％、工業

用水道事業84.0％ヽと畜場事業90.3％、市場事業97.5%となっている。

２事業別状況

（１）水道事業（上水道事業及び簡易水道事業）

７

　

事業数及び経営規模

　

（ア）昭和39年度末の水道事業の事業数は、3,205 (法適用企業479法非

適用企業2,726)で前年度(3,118)より87事業2.8％増加した。　事業別で

は、上水道事業1,209 (法適用企業459)、簡易水道事業1,996 (法適用企業

20）であり、経営主体別では、都道府県営ｎ、大都市営7、市営771、町村
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営2,354一部事務組合営62である。

　

（イ）水道事業は都市人口の増大、一人当り使用水量の増加等、都市構造

の変化、国民生活水準の向上に対応してその建設拡張がここ数年来、急速な

テンポで進められてきているが、建設投資額においては、昭和30年度の159

億円から35年度には３倍をこえる518億円に､39年度にはほぼ８倍の1,221

億円に達している。また、これに対応してその主要な財源である企業債の額

･（許可額）も30年度の130億円から39年度には８倍近い1,009億円に達して

いる。

　

また、これとともに、給水人口、給水量ともに増加し、昭和39年度末に

:おいては、給水人口は6,035万人で前年度(5, 650万人）に比べて6.8％の

増、給水量は45億万立方米で前年度（41億万立方米）に比べて9.8％の増

　

となっている。これを昭和35年度と比べると、この４年間で給水人口はほ

､ぼ３割の増、給水量はほぼ５割の増となっている。

　

これを事業別にみると、39年度末の給水人口は、上水道事業5,351万人

（全体のQQ no/＼、簡易水道事業684万人（同11.3％）であり、給水量（有

収水量）については、上水道事業42億4,753万立方米（全体の93.6%)、簡

易水道事業２億6,124万立方米（同6.4%)となっている。

　

規模別にみると、上水道事業の給水量42億4,753万立方米のうち、七大都

市が37.9%を占め、給水人口15万人以上が21.4%、同10万以上15万未満

1.1%、同５万以上10万未満6.6％、同３万以上５万未満6.4％、同３万未

満12.7%、用水供給7.3％となっている。

　

なお、昭和40年４月１日現在の全国推計総人口(9,769万人）に対する

昔及率は61.8％（前年度58.5％）であり、また、配水量は63億4,863万立

方米、有収率（喬芸ﾐを:）は、71.0％である。有収水量の用途別内訳は、家

庭用53.0％、営業用18.1％、湯屋用3.1％等となっている。

　

このようなめざましい建設投資の増勢、それによる給水量の伸びによって

水の需給関係はここ2～3年漸次改善の方向に向い、これまで100％の線を

上回っていた最大稼動率（ﾆﾖﾘ§ぬ?§昂×100）（ピーク時には、施設能力

を超えた配水が行なわれていることを意味する。）も昭和39年度に至って全
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国平均ではほぼ100％となったが、都市別にみれぱ７大都市が110.9％とな

っているのをはじめとして100％をこえるところがなお相当あり、特に人口

の増大テソポの著しい大都市にあっては年々伸長を続ける需要の増嵩に対応

して設備をさらに急速に拡張し夏季ピーク時における需給アンバランスを解

消することが当面の大きな課題となっている。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

（ア）法適用企業

　　

（ｉ）損益収支の状況

　　

水道事業については、４７７事業中ほぼ３割５分にあたる163事業が赤字

　

であり、赤字事業数の割合としては前年度とほぼ同率であるが、その累積

　

欠損金は前年度の65億円から137億円へと約２倍に達した。

　

その結果、

　

年間営業収益に対する累積欠損金割合も前年度の8.2％から15.1％へと

　

上昇し、総収益対総費用比率も前年度は、辛うじて100％台を維持してい

　

たのに対し、39年度は遂にその線を割り、96.2%と低下するにいたった。

　

その内訳は次のとおりである。
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17丿
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16.0

赤字事業数の割合

累積欠損金比率((ａ)/(ｃ)×100)

不良債務比率((b)/(ｃ)×100)

総収益対総費用比率

　　

％

34.2
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）は事業数を示す。なお、事業数には建設中の事業は含まない。
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職
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支
そ

　

水道事業の経営状況を規模別にみると累積欠損金総額137億円のうち

86億円は七大都市分であり（うち62億円は東京都）、その営業収益に対

する比率は24.2%と前年度の10.5％に対し急激に増加している。しかし

七大都市以外の都市については、概して小規模市町村の経営が悪く、とく

に給水人口1.5万以上３万未満の市町村では不良債務額（流動負債一流動

資産）の営業収益に対する割合が30.3％、1.5万未満の市町村では43.8%

にのぼっている。なお、前年度との対比でみればむしろ小規模以外の他の

階層において経営悪化が進展し、この結果、経営悪化がかなり全般的な形

となってきたということができる。

　

(ii)資本費の高騰と人件費の上昇

　

次に費用の面では、施設の急速な建設拡張に伴って、建設改良のための

企業債の元金償還、金利支払等、いわゆる資本費が前年度に引き続きさら

に大きく増加した。

　

支払利息は、営業収益に対する割合が前年度の18.7%から22.1%へと

急速に上昇し、35年度以降の伸び率においても３倍と費用の中では最も

高い伸びをみせている。その内訳は次のとおりである。

与
却
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利
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％
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％

　　

％

　　

％

　　

％

費33.0 3L9 32.9 31.4 33.2 33.7 33.8 34.9 32.3 35. I 236.0 116.8

費13.9 13.5 13.2 12.5 13.2 13.4 12.7 13. 1 13.2 14.3 227.2 126.6

息16， 1 15. 5 16. 8 16. 1 17. 9 18. 2 18. 1 18. 7 20. 3 22. 1 304.3 137.0

他37.0 35.7 37. 1 35.5 35.7 36.3 35.4 36.4 34.2 37. 1 222. 5 1 18. 2

　

100.0 96.6 100.0 95.6 100.0 101.6 100.0 103. 1 100.0 108.6 240.7 122.2

　

また、企業債元利償還額の料金収入に対する割合も前年度の32.1%か

ら35.7％へと増嵩をみせ、とくに給水人口３万未満の小規模水道事業に

あつてはこの割合が４割をこえている。
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水道料金の企業債元利償還額の料金収入に対する割合
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また、職員給与費については、ここ数年来、毎年の給与改定によってそ

の増嵩は急激であり、対前年の増加率では16.8％、昭和35年度以降の伸

び率では2.36倍と支払利息に次いで大きな伸びをみせている。

　

(iii)料金の改定状況

　

このようなコストの上昇とくに資本費の急速な上昇に対応して、昭和39

年度は多くの事業体が料金改定を必要とする段階にきたにもかかわらず、

「公共料金の１年間据置措置」りために、ほとんどの団体がその改定を昭

和40年度に遅らさざるを得なくなり、昭和39年度中に経営上やむを得ず

料金改定を実施したものは、38年度中にすでに料金改定の議会の議決を

終り39年度より実施としていたもの（22事業）を含めて、42事業（法適

用企業479事業の8.8％）にとどまった（このほか、法非適用上水道事業

で料金改定を行なったものが77事業（法非適用上水道事業750事業の

10.3％）ある。）。

　

なお、法適用企業では約100事業が39年度末に料金昨

定の議会の議決を終り、昭和40年度以降実施の予定となっている。
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なお、水道料金は10ms当り最低100円から最高540円（法非適用上水

道事業にあっては最高700円、簡易水道事業にあっては最高900円）まで

とその格差が大きいが、概して最近の建設に属する小規模町村ほど高くた

る傾向にあるのが注目される。

　

(iv)資本収支と資金状態

　

資本的収支においては損益収支における経営悪化を反映して、資本的収

支における内部資金比率が前年度の17.3%から15.4％へと低下し、これ

とともに、資金不足額も73億円（資本的支出に対して6.5％）となった。、

資本的収支の内訳は次のとおりである。
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また、資金繰りのため借り入れられる一時借入金の額も前年度の65億

円（営業収益の8.8％）から102億円（営業収益の11.2％）となり、これ

に伴って、不良債務額も前年度の59億円（営業収益の7.6％）から97億

円（同10.6％）と大きく増加をみせた。

　

なお、固定資産対長期資本比率は99.8% (前年度98.9%)であるが、

個別にみると、この率が100％をこえ固定資産の一部が一時時借入金等の
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短期資金の回転によってまかなわれている状態にあるものが163事業（全

　

体の34.0％）に及んでいる。また、流動比率も100％をかろうじて上回

　

わる100.7％（前年度114.8%)と急速に低下し、資金繰りが相当苦しく

　

なってきていることを示している。

　

（イ）法非適用企業

　

企業会計を適用していない法非適用の水道事業については、上水道事業は

752事業のうち544事業(72.3%)が黒字（9億円）208事業(27.7%)が

赤字（19億円）であり、簡易水道事業は1,976事業のうち1,762事業(89.

2％）が黒字（8億円）、214事業（10.8％）が赤字（7億円）である。収益

的収支比率は、上水道事業では101.5％（前年度101.3％）、簡易水道事業で

は103.0％（前年度110.6％）となっており、全般的には経営状況は前年度

とほぼ同様の横ばいの状態にあるといえる。

（２）工業用水道事業

　

ア

　

事業数、施設利用

　

、建設投資等

　

昭和39年末の工業用水道の事業（団体）数は65（法適用企業46、法非適用

企業19）で前年度末61より４事業6.6％増加した。地点数は103地点（うち

補助事業41，単独事業62）であり、前年度末91より12地点増加した。なお、

39年度の新規地点は補助事業では３地点、単独事業では９地点である。また、

給水会佐数は1,197会社で前年度の734会社より463会社63.1%増加した。

　

経営主体別は、都道府県営32、大都市営5、市営24、町村営1、一部事務組

合営３となっており、全体のほぽ半数が都道府県営となっている。

　

昭和39年度中の総配水量は13億９千万m8で、前年度の12億m8より、１

億９千万m3 15. 6％増加した。

　

施設利用率は多くの工業用水道が現在かなり先行投資の形態にあることを反

映して全般的には61.0％とかなり低い。

　

次に、工業用水道の建設投資の状況をみると、ここ数年来急速に増大してお

りヽ法適用企業と法非適用企業を加えた工業用水道の全体では昭和35年度の

61億円から39年度には358億円と６倍に近い増加をみせているが38年度か
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ら39年度にかけてはその伸びが急速に鈍化し、僅かに6.1％増にとどまった

のが注目される。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　

（ア）損益収支の状況

　　

工業用水道事業については、建設中のものを除き、38事業中25事業（全

　

体の65.8%)が黒字（4億５千万円）、13事業･（同３４.２％）が赤字（6億３

　

千万円）であり、赤字事業数の割合では前年度に比べてやや増加している。

　

しかし、39年度において新たに単年度欠損金６億３千万円を生じ、このた

　

めその累積欠損金は前年度の７億円から13億７千万円へと倍増し、年間営

　

業収益に対する累積欠損金の割合は、前年度の１７.７％から24.0%へと急速

　

に高まり、総収益対総費用比率も前年度の103.4％から39年度は100％の

　

線を割って97.6%と低下した。

　

なお、工業用水道事業においては、昭和39

　

年度に収益的収支に対して一般会計等から４億８千万円（収益的収入の6.9

　

％）の繰入補助が行なわれており、これを考慮すると工業用水道事業の39

　

年度欠損金は約11億円にのぼることになる。収益的収支の内訳は次のとお

　

りである。

区

　
　
　
　
　
　

金
額
益

　
　
　
　
　
　

損
務

収
費

　

利

　

損

　
　

収

　
　
　
　
　
　

欠
債

　
　
　
　
　
　
　
　

業

　
　
　
　
　
　

積
良

総
総

　

純

　

純
累
不
営

赤字事業数の割合

累積欠損金比率((ａ)/(ｃ)×100)

不良債務比率((b)/(ｃ)×100)

総収益対総費用比率

分
決

39年度

益
用

　

益

　

失
㈲
㈲
㈲

緊
7
2
陶
。
陶
″
1
4
1
4
5
7

　
　
　

ぐ

　

ぐ

　　

％

34.2

24.0

24.7

97.6

算

　　

額

38年度

一
’
一
6
3
6
1
㈲
５
㈲
3
7
8
4
0

　
　
　

ぐ

　　　

％

　

32.1

　

17.7

　

18.9

103.4

（注）（

　　

）内は事業数を示す。なお、建設中の事業は含まない。
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対前年度

増減率
-

　　

％

　

11.1

　

18.5

△

　

16.6

108.0

　

95.0

　

87.6

　

43.7

　　

２.1

　　

6.3

　　

5.8

a

　

5.8



　

なお、都市別にみると、赤字事業13事業のうち、地盤沈下対策事業とし

て建設された工事用水道3、後進地域の工事用水道l、新産都市、工特都市

の工業用水道６等となっている。このように工業用水道の経営が悪化したＯ

は、料金が規制され、しかもそれが原価を割っていることに｡よる面が大きい

が、さらに昭和39年度は、わが国経済の景気の停滞化により、企業の設備

投資、工場建設が遅れ、このため当初の給水予定計画が減少し、先行投資の

ための金融負担が大きくなったこと、また、工業用水道事業は経営上相当規

模以上のものを計画する必要があり、このため、当初から先行投資の形で建

設される例が多く、後進地域等にあっては、施設がフルに稼動するまでには

相当の年月を必要とするものがあること等による面も少くない。

　

（イ）企業債元利償還の高騰

　

費用の面では、設備の建設拡充に伴い、資本費の高騰が著しく、営業収益

に対する支払利息の割合は前年度の35.7^から48.0%へと急激に高まり、

企業債元利償還額の料金収入に対する割合（法適用）も前年度の66.1%か

ら77.9%へと急速な高まりをみせている。

　　　　　　　　　

営業収益に対する各費用の割合

区

職
支
減
そ

員

　

払

価

分 36年度

給

償

の

計

　

与

利

　

却

費
息
費
他

　　　

％

　

12.8

　

28.5

　

16. 1

　

80.4

137.8

37年度

　　　

％

　

15.9

　

38.5

　

15. 1

　

96.6

167. 1

38年度

　　　

％

　

13.5

　

35.7

　

19.7

　

84. 1

153.0

39年度

　　

％

　

13.1

　

48.0

　

20.6

　

44.4

126.1

　

（ウ）料金の規制と妥当割れ

　

次に収入の面では、建設原価が高騰しているにもかかわらず料金が38年

度以降トソ当り一般地域は４円、四大工業地帯のうち地盤沈下地域５円50

銭、基盤整備地域６円と規制されているため、給水原価が料金単価を17.2

％も上回り、このため、工業用水道事業を経営する38事業中５事業におい
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て一般会計からの繰入補助が４億８千万円（収益的収入の6.9％）も行なｂ

れているが、それでもなお琉事業は赤字となっている。

　

（エ）資本的収支と資金不足

　

資本的収支においては、資金不足額11億７千万円（資本的支出額に対し

て3.3％）を生じ、不良債務額は14億円、年間営業収益に対して24.7% (前

年度18.9%)となっている。なお、建設改良費の財源内訳としては、企業債

74.7^、国県補助金17.0%、他会計補助金6.3％となっている。資本的収

支の内訳は次のとおりである。

区

資本的支出

建

企

モ

分

設

業

　

改

債

　

償

の
計

費
金
他

良
還

金
金
働

資
資
業

部
部
企

　
　

ぐ

　
　

ち

内
外
う

上記の財源

　　　

（他会計出資金）

　　　　　　　　　

（

　

//

　

借入金）

　　　　　　　　　

（

　

//

　

補助金）

　　　　　　　　　　　

計

　

差

　

引

　　

資

　

金

　

不

　

足

決

39年度

　　

億円

7
0
1
8

1
２
２
5

3

　
　
　
　

３

0
6
9
3
6
2
6

４
0
4

　

Ｉ

　
　

Ｉ

　

４

　
　

３
２

　
　
　
　
　

３

1２

算

　　

額

39年度

瓢
1
3
C
Ｏ

　

４7

２61

8
9
3
3
8

9

　
　
　
　

１
０

１

　
　
　
　
　

３

４

対前年度

増減率

　　　　

％

　　　

8.6

　　

60.3

　　

183.2

　　

14.9

a 14.8

　

17.6

　

25.9

　

45.0

　

79.9

a

　

7.1

　

12.3

-
200.0

　

（オ）法非適用の工業用水道事業の状況

　

法非適用の工業用水道事業については、建設中の10事業を除き９事業中

８事業が黒字（2千万円）、１事業が赤字（1千万円）である。前年度に比べ

て赤字額が５億７千万円減少した（赤字１団体が法適用企業に移行した）た

め、実質収支は１千万円の黒字となっている。なお、収益的収支比率は前年

度の83.8%から84.0％とほぼ同様の数字を示している。
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（３）交

　

通

　

事

　

業

ア

　

事業数及び経営規模

　

（ア）公営交通事業は、昭和39年度末において、六大都市を始めとして

全国で61団体、事業数にして172事業（うちバス事業54、路面電車15、地

下鉄３、トロリーバス４、索道（ロープウェイ等）27、懸垂電車（モノレー

ル）１、その他の軌道及び地方鉄道９、船舶運航事業59）に及んでいるが、

その内訳は次のとおりである。

区 分

バ
路
ト
地
モ
索

　

面

　　

電

μ

　

リーバ

計

法適用企業

ス

車

ス

鉄
ル
道

　

一

８
５

　

4
3
1

4
1

Ｈ

５

　

６
３

　
　
　
　
　
　

９

法非適用企業

６

　

一

-

６

　

４

　

３
９

１

　
　
　

５
７

計

４
５

　

4
3
1
7

5
1

　
　
　
　
　

２

９

　

９
２

　
　
　

＼
ｎ

Ｎ
｡

　
　
　
　
　
　

―

　

なお、年間総輸送人員は46億人、一日平均約1,300万人（うちバス650万

人、路面電車450万人、地下鉄130万人）に達しているが、このうち950万

人（全体の74. 2%)は六大都市によって占められている。

　

なお、経営主体別では、都道府県営７、大都市営19、市営75、町村営64、

一部事務組合営７となっている。

　

（イ）交通事業は最近における都市人口の増加、都市交通の需要増大を反

映して、輸送人員、走行粁ともに著しい伸びをみせている。

　　

（ｉ）まず､バス事業については、輸送人員は昭和33年度の13億2,900

　

万人から39年度には23億8,600万人と６年間でほぼ倍増しており、これ

　

に伴い車両数も約６割の増強が行なわれ、また、走行粁も39年度は４億

　

1,800万粁で、対前年3.7％増、33年度と比べて６割増となっている､。
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(ii)しかし、路面電車については、ここ数年来その利用度は年々に低

　

下し、乗客数は昭和35年度の19億460万人から37年度17億9,980万

　

人、39年度16億3,502万人と減少を辿り、とくに六大都市については

　

35年度を100とした場合、39年度は85.0と相当大きく減少をみせ、と

　

りわけ38年度から39年度にかけては8.2％の減となっている。

　　

この結果、都市交通において路面電車の分担する比重も年々低下し、輸

　

送人員分担比率において東京都（区部）は昭和30年度の17.7^から38

　

年度には9.4％に、名古屋市は同じく46.4^から17.9％へ、大阪市も

　

25.0%から13.2％へと大きく低下してきでいる。

　　

(iii)また、地下鉄については現在、東京、大阪、名古屋、神戸の４都市

　

においてその建設が急がれているが、公営の地下鉄による輸送人員は、昭

　

和35年度の２億5,578万人から39年度には４億6,751万人（うち東京都

　

5,010万人、名古屋市6,989万人、大阪市３億4,752万人）と増大してき

　

ており、また都市の全交通機関の輸送人員中に占める分担比率においても

　

東京都は30年度の3.7%から38年度には8.4％（営団を含む）に、大阪

　

市は8.7％から10.9％に、名古屋市はO゛％から5.8％へとそれぞれかな

　

り高まってきている。

　　

なお、地下鉄建設に投下された資金は、昭和38年度までにすでに64＆

　

億円（うち起債589億円）39年度において284億円（うち起債223億円）

　

となっている。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

（ア）法適用企業

　　

（ｉ）損益収支の状況

　　

交通事業については、93事業のうち、７割を超える67事業が赤字であ

　

り、前年度に比べて赤字の事業数及びその割合はほぼ同様となっている。

　　

しかしヽその赤字額雌、この１年間で新たに単年度欠損金177億円（前

　

年度131億円）を生じ、このため、累積欠損金は前年度の258億円から

　

438億円へと一挙に７割の増加を示し、年間営業収益に対して62.9% (前

　

年度39.1 %)に達した。
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総
総
純
純
累
不
営

　

交通事業の経営状況は、昭和35年度を屈折点としてここ５年間急速に

悪化の傾向を辿ってきたが、その累積欠損金は昭和35年度の40億円から

年々ほぼ倍増近いテンポで累増し、その増勢テンポは39年度においても

そのまま引き継がれた。なお、総収益対総費用比率も前年度の84.5％か

ら80.9％へとさらに低下した。その内訳は次のとおりである。

区 分

収
費
利
損

損
務

欠
債

積
良

業 収

益
用
益
失
㈲
㈲
㈲

　
　
　
　

金
額
益

赤字事業数の割合

累積欠損金比率((ａ)/(ｃ)ｘl00)

不良債務比率((b)/(e)×100)

総収益対総費用比率

　

決

39年度

忿

９
１
６

　

(26) 3

(67) 177

　　　　

４38

　　　　

361

　　　　

696

　　

％

72.0

62.9

51.8

80.9

算

　　　

額

　　

38年度

(66) 132

8
5
9

5
3
5

2
２
6

　　

％

73.3

39.1

35.6

84.5

対前年度

増減率

　　　　

％

　　

６．1

　　

10.8

a 21.1

　　

35.2

　　

70.0

　

53.8

　　

５．６

　　

％

△1.3

　

23.8

　

16.2

△3.6

（注）（

　

）内は事業数を示す。

　　

事業別にみると、バス、路面電車、地下鉄の３事業はともに悪く、地下

鉄は、東京、大阪、名古屋の３都市とも赤字、路面電車は15事業のうち

14事業が赤字、バス事業は48事業中38事業が赤字となっている。また、

その赤字額は、単年度純損失額でバス73億円（前年度54億円）、路面電車

73億円（前年度51億円）、地下鉄28億円（前年度22億円）となっており

j地下鉄以外は前年度に比べて単年度純損失額がいずれも５割程度増加して

いる。その内訳は次のとおりである。
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バ

区

黒
赤

　

ス

分

字
字

赤字事業数の割合

　　　　　　　　　

黒

　　　　　　

字

路

　

面

　

電

　

車

　

赤

　　　　　　

字

　　　　　　　　　

赤字事業数の割合

地

　　

下

　　

鉄

黒

赤

赤字事業数の

　　　　　　　　　

黒

交通事業総計

　

赤

字
字

　

合

　
　

割

　　　　

39

事業数

ｍ
こ
’
一

　

１

１４

０
３

2
6
″
一

字
字

赤字事業数の割合

又は

ｉ（△）

-

百万円

　

87

　

４ /,z/u

　

％

７９､２

一

　　

百万円

　　　

97

　

a 7,276

　

％
93.3

一

　　

百万円

　　　

0

　

△2,764

　

％

100.0

一

　　

百万円

　　

281

　

△17,754

　　

％

　

72.0

　　　　

38

事業数

ｍ
こ
’
一

２
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１

０
３

2４

66

　

△

79

　

百万円

　　

109

5,393

％

2

　　　　

百万円

　　　　　

164

　

△5, 146

　　　

％

　

86.7

　　　　

百万円

　　　　　　

0

　

a 2, 195

　　　

％

100.0

　　

百万円

　　　

356

△13, 133

　　

％
73.3

　

このほか、トｇリーバスは４事業中ａ事業が赤字（３億９千５百万円）、

路面電車以外の軌道・地方鉄道事業は５事業中３事業が赤字（２千３百万

円）、索道事業は11事業中５事業が赤字（１千９百万円）、船舶運航事業

は６事業中１業業が赤字（7百万円）となっている。

　

都市別にみると六大都市の交通は、各都市とも全部赤字（バス、電車、

地下鉄ごとにみてもいずれも全部赤字）、九都市（バス、路面電車の兼業団

体）は２市を除いて全部赤字（バスは５市が赤字、路面電車は８市が赤

字）、バス事業りみを行なっている都市では33のうち27都市が赤字とな

っている。

　

また、その累積欠損金は、六大都市は384億円（年間営業収益の76.3

壽）、九都市は25億円（年間営業収益の24.6 %)、その他都市は29億円

（年間営業収益の31.6%)となっており、六大都市の赤字が交通事業全体

の87.7^ (東京都分の赤字は29.8%)を占めるとともに、営業収益に対
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する割合からみても六大都市の交通の経営悪化は他都市に比べて著しい。

　

なお、累積欠損金が年間営業収益を上回ることとなった都市は昭和″39年

度において横浜市、北九州市等８市（前年度５市）にのぼっている。

第39図

　

交通事業累積欠損金の都

　

市別内訳と推移
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第40図

　

都市別にみた累積欠損金

　　

の営業収益に対する割合の推移

　

(ii)料金の据置と改定の状況

　

昭和39年度は、六大都市のバス事業をはじめその他の都市においても、

最近の相次ぐ給与改定による人件費の上昇等によりすでに料金改定を必要

とする段階に立ち至っていたものがかなりあったが、同年１月に実施され

た「公共料金の１年間据置措置」によって昭和39年中はその改定が見送

られることとなり、経営悪化にさらに拍車をかけることとなった。

　

その後、昭和39年11月、料金の適正化について地方公営企業制度調査==lj=

会の中間答申があり、また、昭和40年１月以降公共料金据置措置が緩和

されたことと相侯って、料金改定の申請中であった六大都市等のバス料金

の改定は、昭和40年１月以降３月までの間に遂次認められた。

　

(iii)人件費の上昇

　

交通事業の職員給与費は、毎年の給与改定によって年々上昇してきてい

るが、昭和39年度は年間料金収入に対する職員給与費の割合は85,甥

（前年度79.8％）に達し、33年度当時の59.7%に比べて急激に上昇して
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交通事業における人件費の推移
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第42図

　

バス事業における人件費の推移

(バス都市別)(料金収入に対する人件費の

割合)

(％)
(パス都市別)(料金収入に対ずる人件費の割勿
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事業別にみると、路面電車は人件費比率(j4?jkでtｘ100)が108.9％

(前年度96.6%)となり、料金収入を人件費に全額充ててもなお不足とい

う事態に立ち至っている。

　

また、バス事業では、この人件費比率は81.7％(前年度76.5％)である

が、都市別にみると六大都市は90.1％(前年度83.1%)であり九都市0

66.?,% (前年度63. 9%)、その他都市の71.0％(前年度67.8%)に比べて

かなりの開きをみせている。

　

人件費比率がこのように高くなったのは、一つには料金が相当長期間据

え置かれ、コストの上昇に見合った料金改定が遅れたということにあるが

一方、職員数が多く、手当を含めた平均給与が高く、また年令構成も高い

等、人件費の合理化が不徹底であったためである。

　

このため、昭和39年

度においては同年11月に出された地方公営企業制度調査会の中間答申Ｏ

線に沿い、各企業においても、人件費の節減の努力がある程度進められ、

また、起債の許可にあたっても赤字企業に対しては、経営改善計画の策定

を求める等の措置がとられたが全般的には、その実効を得るまでには至っ

ていない。
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(iv)支払利息の高騰

　

地下鉄事業については支払利息の負担が年々増嵩し、料金収入に対する

割合は昭和39年度において５割を超え（58.0％）、これに企業債の償還元

金まで加えると料金収入の80.2％に達し、企業経営に非常に大きな負担

となってきている。

　

これは、地下鉄事業については事業の性質上採算が可能となるような料

金の設定が事実上困難であること、また、全線開通にいたらない部分開通

のものがかなりあるため十分な利用客が確保できないこと等の事情による

ものである。

　

（ｖ）資本的収支と資金不足

　

次に資本的収支においては、以上のような損益収支の悪化を反映して、

内部資金比率は前年度の19.0％から14.5%に低下し、また、資金不足額

37億円（資本的支出の8.2％）となっている。
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△28.7

　

なお、このような損益収支及び資本的収支における資金不足額を反映し

て一時借入金の額は39年度において314億円（営業収益の45.1%)、（前

年度213億円、営業収益の32.2%)に達し、また、これとともに、不良債
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務額も前年度の235億円から361億円へと53χり増加を示し、その額は

　

年間営業収益の51.8％（前年度35.6%)に達するに至った。

　　

この結果、資金繰り、支払能力の状況をあらわす流動比率においても、

　

企業経営上一応の限界と考えられる100％の線をはるかに下回り、19.6％

　

（前年度32.1%)と著しい低率を示している。また、固定資産対長期資本

　

比率は123.6% (前年度117.2%)で100％の線をかなり上回り、固定資

　

産の一部が一時借入金等の短期資金の回転によってまかなわれる状態を示

　

している。

　

（イ）法非適用企業

　　

企業会計を適用していない法非適用の交通事業については、その大部分

　

は渡船等の船舶運航事業及び索道事業（ロー､プウェイ）であるが、79事業

　

中44事業（55.7％）が黒字（２千万円）、35事業(44.3%)が赤字（３億

　

３千万円）であり、その赤字額は、営業収益に対して38.7%で前年度の

　

29.9%に比べて悪化してきている。

　　

なお、収益的収支比率は105.2％（前年度105.1％）である。

（４）電

　

気

　

事

　

業

ア

　

事業数及び経営規模

　

（ア）昭和39年度末の電気事業の事業数は、47事業（法適用企業34、法

　

非適用企業13）であり、経営主体別では都道府県営31、市営２、町村営

　

12、一部事務組合営２である。なお、このりち都道府県営31事業、市営

　

１事業及び村営２事業は、九電力会社への卸売供給事業であるが、他の13

　

事業は特定地域における小規模な配電事業（一般供給事業）である。

　

（イ）昭和39年度末の発電所数は142 (法適用企業120、法非適用企業22）

　

で、このうち19は火力発電所である。発電能力は最大出力127万8,481

　

kW、常時出力29万7,931kWであり、前年度と比べると発電所は９箇所

　

6.8％増、発電能力は最大出力8.6％増、常時出力6.7%増となっている。

　　

また、昭和39年度中の発生電力量は、47億3,765万ｋＷＨ、販売電力

　

量は46億7,258万ｋＷＨで、前年度と比べると発生電力量は6.0％、販売

　

電力量は6,5％の増加となっている､。なお、このほか建設中の発電所が。
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26箇所あり、また、昭和39年度の電源開発調整審議会において、新規に

　

建設が認められたものが８箇所(最大出力7万5, 600kW)、同じく40年度

　

の審議会において認められたものが８箇所(最大出力８万600kW)あるｏ

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

(ア)電気事業のうち法適用企業については、前年度は34事業全部が黒

　

字であったが、昭和39年度は雨量が比較的少なかったため、従量制によ

　

る料金制度を採用しているところの料金収入がそれに伴って減少し、この

　

ため３事業が赤字(単年度純損失１億４千万円)を示した。しかし、黒字

　

事業における純利益額は、前年度とほぼ同額の19億円あり、総収益対総

　

費用比率も110.4％で、経営状況は公営企業の中では最も良好である。そ

　

の内訳は次のとおりである。
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（注）（

　

）は事業数を示す。なお、この事業数には建設中の事業は含まない。

　

（イ）料金については、都道府県営及び市営１の電気は九電力会社への卸

　

売料金であるが、39年度末現在ｋＷＨ当り平均３円38銭（最高４円75銭、

　

最低２円32銭）であり、また、料金に織り込まれた特別償却率は平均22.8

　

％、同じく減債積立金の率は、平均1.42% (料金算定要領ではそれぞれ

　

50％及び２％）となっている。料金体系は定額制をとるところが30％､従
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量制が３％、一部定額、一部従量制が67％となっている。

（ウ）･なお費用の面では減価償却費及び支払利息等めいわゆる資本費が費

用中の75.4%を占めているが最近の建設改良費の低下の傾向を反映して

支払利息及び減価償却費の費用中に占める比重も下降線を辿り始めている

（支払利息の費用中に占める比重は昭和35年度の53.3%から37年度50.5

％、38年度50.1％、39年度49.3^と低下している）。

（エ）資本的収支においては資金不足額が（僅か資本的支出の2.0％）あ

るが、固定資産対長期資本比率は96.4% (前年度97.2%)、流動比率は、

284.2% (前年度206.8%)で、資金的には一応健全な状態にある。

（オ）企業会計を適用していない法非適用の電気事業については13事業

中10事業（76.9X）が黒字（２百万円）、３事業(23.1%)が赤字（１億

４千３百万円）である。

　

なお、収益的収支比率でみると、前年度の113. ＼%から139. °)%と向上

をみせている。

（５）ガ

　

ス

　

事

　

業

ア

　

事業数及び経営規模

　

(ア)昭和39年度末の事業数は70(法適用企業55、法非適用企業15)

で、前年度の65事業より５事業7.7％増加した。経営主体別は県営１、市営

40、町村営28、一部事務組合営１であるが、地域的には天然ガスの豊富な

新潟(26)、秋田(８)、山形(１)、千葉(６)ならびに新潟一東京間の天然ガス

パイ'ブライン線上にある長野(１)、群馬(３)、埼玉(１)の７県に、全体の事

業数の約７割(販売量では53.0％)が集っている。

(イ)ま･た、全体のガス事業中に占める公営の地位をみると、事業数では公

営が32.6％という高い比重を示しているが、ガス販売量においては、公営

は全体の僅か３％にしか過ぎない。しかし、民間大手３社･(東京ガス・大阪

ガス・東邦ガス)を除けば、公営はガス販売量で19.5%、需要家戸数で

16.3％であり、中小都市におけるガス事業としては、かなり､の比重を占め

ている。とくに天然ガスを原料とするガス事業体については、公営８民営2

　　　　　　　　　　　　　　　

－165－



の比率である。

　

また、公営には職員数９人以下という極めて小規模の事業体が約半数あ

り、現在供給戸数が２千戸を下回るものが約６割（40事業）に達している。

また、その反面、比較的規模の大きい仙台市、金沢市等９事業体（70事業

体の13％）によって年間ガス売上高の61％が占められている。

　

（ウ）昭和39年度末の公営ガス供給戸数は25万８千戸（Ｌ Ｐ‘Ｇ１万３千

戸を含む）であり、供給量は１億１千３百万㎡（10,000 kcal/㎡換算）で

前年度（８千１百万㎡）に比べて約３千２百万㎡、39.5%増加した。

　

また、ガス原料は購入によるもの42.6%、自家生産によるもの57.4%で

あるが、後者の場合、原料別には石炭系ガス34.9% (前年度50.5％）、石

油系ガス55.5％（前年度39.7％）となっており、石炭系ガスからコストの

低れんな石油系ガスヘの転換が急速に進んでいるのがみられる。なお、ガス

の供給先としては、家庭用が51.6%、工業用22､５％、商業用18.2%となっ

ている。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

（ア）ガス事業のうち、法適用企業については55事業中35事業（全体の

63,6％）が黒字（２億２千万円）、20事業（同36.4%)が赤字（９千万円）

であり、累積欠損金（２億８千万円）は年間営業収益の7.9％、不良債務額

　

（流動負債一流動資産）（５億５千万円）は、年間営業収益の15.5%となっ

ている。前年度に比べてさして大きな変化はみられないが、赤字の事業数の

割合（前年度33.3%)ならびに累積欠損金の営業収益に対する割合（前年

度7.3％）がともにやや増加し、総収益対総費用比率は、前年度の103.7刄

から103. ＼%とやや下向きの方向をみせている。

　

（イ）次に費用の面では支払利息、減価償却費等の資本費が年々高騰し費

用中に占める割合は、昭和34年度の19.1％（支払利息10.0％、減価償却費

9.1％）からヽ39年度には22.4% (支払利息9.9%、減価償却費12.5％）と

その比重が高まってきている。

　

またヽ資本費とともに、最近２～３年、人件費の上昇も著しく、費用中に

占める割合ではヽ昭和35年度の14.1%から、39年度には19.8%へと急速
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に高まってきている。しかし、反面、原材料及び購入ガス費は、ガス市場に

おける最近のＬＰガスとの競争に直面して、ここ数年来石炭ガス系からコス

トの低れんな石油ガス系への原料転換が急速に進んだこと、また、最近新た

に事業を開始した公営ガス事業の殆んどは、コストの低い天然ガスによるも

のであったこと等を反映して、費用中に･占めるこれら原材料比率は、35年

度の44.1^から39年度には33.9%と急速に低下してきているのが注目さ

れる。

　

（ウ）次に、資本的収支においては、資金不足１億５千万円（資本的支出

額の6.8％）を生じており、不良債務額（５億５千万円）は、年間営業収益

の15.5％（前年度14.2%)になっている。流動比率は、前年度と同様100.0％

の線を割って、81.0％にとどまっており、また、固定資産対長期資本比率

は102.1%で、固定資産の一部が一時借入金等の短期資金の回転によってま

かなわれる状態となっている。

　

（エ）法非適用のガス事業については、15事業中11事業(73. ?,%)が黒

字（１千８百万円）、４事業(26.7%)が赤字（１千５百万円）であり、前

年度に比べて赤字額が減少（１千４百万円減）しているが、収益的収支比率

においては、前年度の110.9％から106.9>%とやや低下をみせている。

（６）病

　

院

　

事

　

業

ア

　

事業数及び経営規模

　

（ア）昭和39年度末の病院事業数は793 (法適用企業313、法非適用企業

480）であるが、病院単位でみれば1,019病院（法適用病院495、法非適用

病院524)となっている。

　

これを経営主体別にみると、都道府県立227、大都市立32、市立269、町

村立391、一部事務組合立100であり、また、規模別にみると、市町村立病

院（組合立病院を含む。）では53％までが100床未満の小規模病院であり（国

立19％、日赤等24％）、都道府県立病院では28％が300床以上の大病院と

なっている（国立41％、日赤等24％、個人、医療法人１％）。

　

このことは、自治体病院が、へき地等立地条件の悪い不採算地区病院を。
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相当に受けもっとともに、都道府県立病院にあっては、国立病院とともに地

域の基幹病院として重要な役割を担っているものとみることができる。

　

（イ）次に、民間病院を含めた全体の病院の中に占める自治体病院の地位

をみると、病院数では17.6％、病床数では23.6%の比重を有しており、こ

れに国立病院を加えると40.9％となる。

　

したがって、わが国病院の半数近

くは国、公立によって占められているということができる。

　

いま、これらのうち、自治体病院の占める比重の高い地域ないし分野をみ

ると、各県の医療体系の中枢機関としての基幹病院（県中央病院）は、その

８割近くが県立、市立の自治体立によって占められており、また、町村につ

いては、自治体病院のある町村のうちその８割までは同一町村内に民間病院

が存在しな･いという状況になっている。

　

（ウ）病床数、患者数について前年度と比較すると病床数では前年度の

169,598床から39年度は176,825床と7,227床、4.3％増加し、取扱患者数

は、39年度は延１億1,903万人（入院5,125万人、外来６,７７８万人）で前年

度に比べて339万人（入院160万人、外来179万人）、2.9％（入院3.2％、外

来2.7％）増加した。病院数は前年度と殆んど異動はないので、結局１病院

平均の患者数及び病床数がそれぞれ2.9%及び4.3％増加したことになる。

　

なお、病床利用率も前年度の79.9^から83.9%に上昇し、また、外来入

院比率（ｸj纂111×100）はここ数年低下の傾向にあったが39年度は前

年度の132. %%から142. 8%とやや上昇してきている。

　

採用点数表別では、法適用病院についてみると、甲表採用病院が68.1％、

乙表採用病院が31.9％であるが、100床未満病院にあっては７割以上が乙

表採用となっている。

　

またヽ基準看護（完全看護）の実施状況は73.7%であるが、200床以上

の病院にあ９ては８割以上、400床以上では殆んど100％近い実施率である

のに対しヽ100床未満病院では３割を割っている。なお、基準寝具（患者が

寝具を持参しなくとも入院できる体制）の実施状況は80.6％で前年度

　

（64.9％）よりさらに整備が進んで200床以上病院では９割近い実施率とな

っている。
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イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

（ア）法適用病院

０）損益収支の状況

　　

病院事業のうち、法適用企業については、313事業中216事業（全体の

　

69.0％）が黒字（26億円）97事業（31.0％）が赤字（17億円）であり、

　

前年度の赤字事業数の割合40.0％に比べて減少をみせている。

　

また、累

　

積欠損金の年間営業収益に対ずる割合も前年度の8.2％から5.3％とかな

　

り減少をみせており、この結果、総収益対総費用比率も前年度の99.1%

　

から101.1％と６年振りに100％の線を上回ることとなった。その内訳は

　

次のとおりである。

区

　
　
　
　
　
　
　

欠

　
　
　
　
　
　
　
　
　

良
業

　
　
　
　
　
　
　

積

総
総

　

純

　

純
累
不
営

分

収
費

　

利

　

損

　

担

債

収

益
用

　

益

　

失
㈲
㈲
㈲

　
　
　
　
　

金
務
益

赤

　

字

　

事

　

業

　

数

　

比

　

率

累積欠損金比率((ａ)/(ｃ)×100)

不良債務比率((b)/(ｃ)×100)

総収益対総費用比率

　

決

39年度

円
２
３
ｘ
ノ
6
5
7
1
7
9

億
8
4
8
3
1
6
2
9
7
1
4
9
分

％
０

　

3
1

　

5

　

12

101

３

４

１

算

　

額

38年度

瓢

3
3
1
哨
。
匈
。
2
6
5
9
3
1
9

　
　
　

ぐ

　

ぐ

　　

％

40.0

　

8.2

18.6

99. 1

対前年度

増減率

-

　　

％

　

156.7

　

151.7

　

333.3

　

88.9

　

58.6

　

64.4

144.2

　　

％

△９．０

△２．９

△６．２

　

２．０

（注）（

　

）

　

は事業数を示す。

　　

なお、地方公営企業法の改正により、新たに職員数100人以上の病院に

　

ついても法が強制適用されることとなったこととも相侯ち、この年度より

　

法を適用して企業会計に切り換えた病院数は233病院にのぼり、この結

　

果、法適用病院数は全体の５割近い48.5% (前年度25.1%)に達した。

　　

病院の規模別に経営状況をみると、概して小規模病院の財政状態が苦し
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く、50床未満では42.9%の病院が、100床未満では42.5%の病院が赤字

　

となっている。

　

また、総収益対総費用比率も50床未満では96.6％、100

　

床未満では98.1％、といずれも100％の線を割っている。

　

このように、

　

病院事業の経営が昭和39年度において、やや改善の方向に転じたのは、

　

医療費の改定が昭和40年１月より実施されたこと、病院に対する一般会

　

計からの負担、繰入れが増加したこと、経営の合理化、企業再建がある程

　

度進んだこと等があげられる。

(ii)収益の増加

　　

次に、収益の面では、昭和40年１月に社会保険診療報酬の改定（9.5％）

　

が実施されたが、これは当面の緊急是正が行われたにとどまり、根本的改

　

善は今回は見送られている。

　

さらに、一般会計等からの繰入額が、昭和

　

39年度もさらに増加し、法適用及び法非適用を含めた全病院にっいてみれ

　

ば前年度の92億円から125億円へと36.1％の増加をみせている。また、

　

法適用病院だけでみれば、昭和39年度中に一般会計等より収益的収支に

　

対しては収益的収益（総収益）の5.9％（前年度2.0％）にあたる49億円

　

の繰入れが行なわれ、また、資本的収支に対しても資本的支出の総額の

　

27.0％（前年度21.1%)にあたる43億円の出資、補助が行なわれている、

(iii)人件費比率の上昇

　　

費用の面では、人件費が給与改定等によって前年度に引き続いてさらに

　

増加し、営業収益に対する割合では前年度の48.0%から51.3％へと上昇

　

し、50％台を超えるにいたった。

　　

営業収益に対する各費用の比率は次のとおりである。

区 分

費
息
費
費
他

与
利
却
料

給

　

償
材
の

員
払
価
療

職
支
減
医
そ

35年度
-

　　

％

　

48.9

　

4.4

　

4.0

　

34.7

　

13.5

36年度

　　

％

48.4

　

4.4

　

3.8

24.8

21.9

37年度

　　

％

48.7

　

4.2

　

3.8

26.6

20.8

38年度

％
O

　

1
4
9
4

　
　

●

　

ゆ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｓ

　
　

8
4
3
8
9

　
　

４

　
　
　
　

２
１

39年度

　　

％

51.3

　

3.8

　

3.9

29.5

18.4

なお、費用ではこのほか医療材料費の比重が年々高まり、39年度は前
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年度の28.9%から29.5％とさらに若干上昇をみせているが、これは主と

　

して収益の増加に対応する投薬、注射等の使用量の増加によるものであ

　

る。

(iv)資本的収支と資金不足

　　

次に、資本的収支においては、資本的支出額に対して6.0％にあたる資

　

金不足額（10億円）を生じているが、前年度の12.4%に比べると改善を

　

みており、また、不良債務額は年間営業収益に対して12.4%であり、前

　

年度の18.6％に比べると減少している。

　　

また、固定資産対長期資本比率は103.5％と100％の線をやや上回り、

　

固定資産の一部が一時借入金等の短期資金でまかなわれている状況にある

　

が、前年度の116.3%に比べると改善されてきており、また、流動比率も

　

100％の線を割って、87.4^となっているが、前年度の62.4%に比べる

　

と改善の方向に向ってきている。資本的収支の状況は次のとおりである。

区

資本的支出

分

建
企
そ

内
外

設

　

改

　

良
業債償還

　　

部

　　

部

うち(企

の
計

決

39年度

費
金
他

金
金
働

資
資
業

上

　

記

　

財

　

源

　　　

（他会計出資金）

　　　　　　　　　　　　

（

　

//

　

借入金）

　　　　　　　　　　　　

（

　

//

　

補助金）

　　　　　　　　　　　　　

計

　　

差

　　

引

　　

資

　　

金

　　

不

　　

足

瓢
1
5
1
3
0

9
1
6
8
7
8
0

2
２
7
２

　
　
　
　

５

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

１

10

算

　　

額

38年度

円
5
6
6
7

億
５

　
　
　
　

６

2
7
1
8
4
２
9

1
4
3

　
　
　
　
　

５

８

対前年度

増減率
-

　　

％

　

139.2

　

134.5

　

139.0

　

138.7

134.3

161.8

143.8

250.6

　

58.4

378.5

154.2

-

　

15,8

　

（イ）法非適用病院

　

法非適用の病院事業については、480事業中311事業（全体の64.8％）が

黒字（12億８千万円) 169事業（同35.2%)が赤字（18億２千万円）であ
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るが、前年度と比べると赤字事業数の割合は42.0%から35.2％へと減少

し、収益的収支比率も97.2%から101.7Xへとやや改善の傾向をみせてい

る。

（７）公共下水道事業

ア

　

事業数及び経営規模

　

（ア）昭和39年度末の事業数は173事業（法適用21、法非適用152)で、

前年度より11事業増加した。経営主体別は、都道府県営２、大都市営６、

市営158、町村営７である。

　

なお、昭和39年度より職員数100人以上の企業には地方公営企業法が当

然適用されることとなったが、法適用の公共下水道事業は事業数では未だ全

体の12.1％に過ぎない。しかし、排水人口及び処理能力では法適用企業が

全体の６割以上を占めている。

　

（イ）昭和39年度末の現在排水人口は1,316万人で前年度(1,138万人）

より178万人15.6％増加した。計画排水人口に対する普及率は33.7％（前

年度30.5％）である。昭和39年度末の公共下水道事業の排水面積は７万ヘ

クタールで市街地面積32万ヘクタールの22.6%に相当する。

　　

また、昭和39年度の公共下水道事業の一日平均処理能力は47億２千万

　

屯で前年度（36億６千万屯）より10億６千万屯28.9%増加した。

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

（ア）公共下水道事業のうち、法適用企業については、21事業中、13事

業（全体の61.9％）が黒字（３千万円）、８事業（同38.1％）が赤字（13億

３千万円）であり、累積欠損金（20億円）（うち七大都市分19億円）は年

間営業収益の24.6^ (前年度28.2%)に達している。前年度に比べるとこ

の比率はやや低下しているが、不良債務額の営業収益に対する割合では前年

度の8-７％から14.1%とかえって上昇している。なお、総収益対総費用比丿

率では前年度とほぼ同率の90.8％となっている。

　

（イ）収入の面では、現在、下水道料金を徴収している都市数は、法適用

法非適用をあわせた全事業数173うち94事業で全体の54.3%にとどまって
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いる。このため、昭和39年度決算において収益的収入に対して料金収入

（67億円）の占める割合は39.2%と４割以下にとどまっており、雨水処理負

担金等としての一般会計からの繰入額（71億円）が収益的収入の41.5%とこ

れを超える比率となっている。

　

（ウ）費用の面では、施設の建設改良に伴う支払利息、減価償却費の増加

が著しく、支払利息の営業収益に対する割合は昭和35年度の21.5％から38

年度には44.1%、39年度には52.2%と急速な上昇をみせており、また、費

用構成でみても支払利息は昭和35年度の17.4%から38年度は27.6%、39

年度は29.2^に、また、減価償却費も昭和35年度17.7%、38年度17.2％、

39年度18.4％と増加してきている。

　

（エ）建設改良等の財源としては、企業債のほか、一般会計からの繰入金

136億円、国庫（県）補助金99億円等が大きく、建設改良費総額に対する

割合はそれぞれ企業債51.0％、一般会計繰入金22.6%、国庫（県）補助金

16.5%となっている。

　

（オ）法非適用の公共下水道事業については、152事業中136事業(89. b%)

が黒字（５億６千万円）、16事業（10.5％）が赤字（４億円）である。前年

度に比べて黒字額が約６億円減少したため１億６千万円の黒字となっている

が、収益的収支比率ぱ82.9%で前年度(88.7%)よりやや減少した。

（８）その他の地方公営企業

　

ア

　

事

　　

業

　　

数

　

地方公共団体は前述の事業のほか各種の事業を行っている。その事業数は、

昭和39年度末1,276(法適用企業131、法非適用企業1,145)であり、前年度末

(1,149)より127事業11.1％増加した。

　

事業別では、港湾整備事業（130）、市場事業（70）、と畜場事業(479)、観

光施設事業(249)、宅地造成事業(313)等がその主なものである。

　

経営主体別は、都道府県営98、大都市営26、市営691、町村営437、一部事

務組合営24である。
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況

　　　　　　　　　　　　　　　　

―173―



その他事業のうち

　

（ア）港湾整備事業は、法適用企業（建設中を除く。）８事業中６事業が

黒字で、総収益対総費用比率は、120. ＼%と経営状況は良好である。

　

法非適用企業は117事業中102事業(87.2%)が黒字（29億円）で、赤

字は15事業（７億円）であり、収益的収支比率112. ＼%となっている。

　

（イ）市場事業は、法適用企業５事業のうち、１事業のみが赤字であり、

総収益対総費用比率は101.3％と100％の線をこえている。

　

法非適用の市場事業は、65事業中57事業(87.7%)が黒字（７千万円）、

８事業(12. 3%)が赤字（２億４千万円）であり、収益的収支比率は97.5%

となっている。

　

（ウ）と畜場事業は、法適用企業４事業のうち、黒字２事業、赤字２事業

であり、総収益対総費用比率は99.5%となっている。

　

法非適用企業は、475事業中412事業（86.7％）が、黒字（１億５千万円）

で、赤字は63事業（13.3％）であるが、その赤字額は２億７千万円である

ため、収益的収支比率は90.3%となっている。

　

（エ）観光施設事業は、法適用企業53事業中40事業（75.5％）が黒字

　

（９千万円）、13事業（24.5％）が赤字（１億３千万円）を生じており、累

積欠損金（２億８千万円）は営業収益の18.2%に、不良債務額（５億９千

万円）は営業収益の37.9^に達している。

　

なお、総収益対総費用比率は

97.9%となっている。

　

法非適用企業は、196事業中147事業（75.0％）が黒字（１億６千万円）

49事業（25.0％）が赤字（２億８千万円）であり、収益的収支比率は110.7％

となっている。

　

（オ）宅地造成事業はヽ法適用企業13事業のすべてが黒字（３億円）で

総収益対総費用比率は116. ＼%である。

　

法非適用企業ではヽ292事業中229事業(78.4%)が黒字（17億円）、63

事業（21.6％）が赤字（54億円）であり、収益的収支比率は267.0%となっ

ている。

　

（ヵ）その他の事業はヽ法適用企業では33事業中27事業（81.8％）が黒
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字（19億円）、６事業（18.2％）が赤字（３千万円）を生じており、総収益

対総費用比率は114.9%である。

　

法非適用企業では、２事業ともに黒字（１億円）で収益的収支比率は129.0%

となっている。

　

（二）国民健康保険事業

　

１

　

概

　　　　　

況

　

昭和39年度における国民健康保険事業は、鹿児島県の十島村、三島村およ

び秋田県の大潟村を除いた全市町村において実施されており、その実施団体数

は3,408団体（大都市６、都市553、町村2,823、一部事務組合３、特別区23）

である。これらの団体のうち直営の診療所（病院を除く。）を設けている団体

は1,086団体（都市197、町村887、一部事務組合２）である。

　

国民健康保険事業の被保険者数、受診率および１人当り医療給付費の状況に

ついて健康保険と比較すると、つぎのとおりである。

区 分

国民，健康保険

健

　　

康

　　

保

　　

険

　

政府管掌被保険者分

　

政府管掌被扶養者分

　

組合管掌被保険者分

　

組合管掌被扶養者分

　

被保険者数

　

受

　　

診

　　

率

　　

１人当り医療給付費

39年度32年度増減39年度･32年度増減39年度32年度増減

　

千人

　

千人

　

千人

41,960

　

32,559

　

9,401

11,426

11,918

7,098

9,057

6,631

　

4,795

7,843

　

4,075

3,752

　

3,346

6,794

　

2,263

　

件

322.33

553.42

393.37

E44.93

455.41

　

件

　　

件

£01.73 117.60

　

円

3,558

446.41 107.01　14,745

312.26 81.11　2,961

532.66

　

12.27

　

11,778

379.39 76.02　4,994

円

793

　　

円

2,765

5,856 8,889

1,288

　

1,673

5,640 6,138

1,465 3,529

（注）１

　

受診率とは、被保険者数（被扶養者数）100人当りの受診件数（療養の給

　　　

付の診療費のみ）である。

　　　

２

　

１人当り医療給付費とは、保険者負担額である。

　　　

３

　

組合管掌健康保険の被扶養者分１人当り医療給付費には、家族療養付加

　　　　

金を含めていない。

２

　

事

　

業

　

勘

　

定

く１）事業勘定の歳入決算額は1,723億円（前年度1,424億円）で，前年度
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と比べると299億円、20.9％増加した。また、歳出決算額は1,787億円（前年

度1,390億円）で、前年度と比べると397億円、28.6％増加し、歳出の増加

額は歳入の増加額を上回っている。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

歳

　　　　　　　　

入

　

保

　

険

　

税（料）

　

国

　

庫

　

負

　

担

　

金

　　

事務費負担金

　　

療養給付費負担金

　　

財政調整交付金

療養給付改
特別補助

都
他
そ
合

特別療養給
費

　

補

　

助

そ

　　

の

歳

道府県支出

会計繰入

　　

の

　
　

険

総
保

療
そ

健保
そ
合

　

付
諸

　

設

務
給
養
の
施
の

善
金

付
金
他
金
金
他
計
出
費
費
費
他
費
他
計

　　

決

　　

算

　　

額

39年度38年度増減額

　

億円

　　

億円

　　

億円

7
9
9
1
0

0
1
5
0
＼
６

５
７

　
　

4
1

3
9
5
4
4

6
2
8
8
6
5
8
２
0

15

１

　

0
1
9
1

1

　

１

　

３
８
９

３

　
　

１

２

　
　

４

７

　
　

１

１

1,540

1,509

1
9
7

3
3
6

1,787

6
0
6
3
4

　

5

　
　

・
・
・
一

１
７

　
　

９
４

　

１

　
　

１

－
―

9
７
６
５
４

　
　

６
３

　
　

２
６
ｍ
)
.
4
2

　
　

1
2
1
7

１

8
5
5
6

4
2
3
5

－

1,390

　

1

　

４

２3

1
4
9
9

　

1
5

△
２

367

361

　

6

　

４

　

11

397

決算額構成比

　　　

39

　　

38

　　　

％

　　

％

36.2

51.6

　

3.8

33.9

11.8

35.6

50.5

　

4.1

34.5

11.3

0｡9

　　

－

増減額構成比

　

39

　　

38

　

％

　　

％

38.8

56.8

　

2.2

30.9

14.4

　

5.0

13.3

72.4

　

1.9

32.6

35.8

　　

－

譜警束

39

　

38

％

　　

％

22.8

　

6.4

23.6

　

30.0

11.2

　

8.0

18.8

　

17.9

26.9 105.4

　

0.7

　　

－

　

3.8

　　

－

　　

－

　

0.5

　

0.6

　

0.5

　

2.1

　

14.8 113.0

　

1.8

　

1.9

　

1.3

　

2.0

　

14.2

　

21.0

　

5.2

　

4.6

　

7.7

　

4.6

　

34.5

　

19.1

　

5.2

　

7.４△4.6

　

7.7△13. 1　20.3

100.0100.0 100.0 100.0　20.9　19.2

　

7.9

　

9.1

　

3.5

　

5.1

　

86.2

　

84.4

　

92.6

　

94.4

　

84.5

　

82.6

　

91. 1　92.5

　

1.7

　

1.8

　

1.5

　

1.9

　

2.2

　

2.5

　

1.0

　

1.2

　

3.7

　

4.0

　

2.9△0.7

100.0 100.0100.0100.0

11.2

　

12.0

31.4

　

27.5

31.5

　

27.5

23.6

　

26.9

11.8

　

10.0

19.8 ^ 3.4

28.6

　

23.8

　

（２）国民健康保険税（料）の決算額は623億円（前年度507億円）で、前

年度と比べるとn6億円増加しており、被保険者１世帯当り額は5,918円（前

年度4,788円）で、前年度より1,130円の増加となっている。総所得金額等の

段階別に被保険者世帯数および国民健康保険税（料）の状況をみると、つぎの

とおりである。
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区 分

９万

　

円

　

以

　

下

　

の

　

も

　

の

９万円をこえ

　

15万円以下のもの

15万円をこえ

　

20万円以下のもの

20万円をこえ

　

30万円以下のもの

30万円をこえ

　

40万円以下のもの

40万円をこえ

　

60万円以下のもの

60万円をこえ110万円以下のもの

110万円をこえ160万円以下のもの

160万円をこえ210万円以下のもの

210万円をこえるもの

合

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　

世

世帯数

一

　

'千世帯

　

2,592

　

1,658

　

1,551

　

2,162

　

｡1,224

　　

968

　　

506

　　

101

　　

34

　　

32

10, 828

　

帯

構成比

　　　

％

　

24.0

　

15.3

　

14.3

　

20.0

　

11.3

　

8.9

　

4.7

　

0.9

　

0.3

　

0.3

100.0

保険税（料）

金、額

　

構成比

　

百万円

　

3,922

　

5,007

　

6,896

13, 177

　

9,985

10,741

　

8,877

　

2,963

　

1,238

　

1,278

64, 084

　　

％

　

6.1

　

7.8

　

10.8

　

20.6

　

15.6

　

16.8

　

13.8

　

4.6

　

1.9

　

2.0

100.０

　

１世帯当り

保険税(料)

--

　　　　　

円

　　　

1,540

　　　

3,020

　　　

4,448

　　　

6,095

　　　

8, 157

　　

11,098

　　

17,533

　　

29, 398

　　

35. 609

　　

39, 747

　　　

5,918

　

昭和39年度は、前年10月から実施された世帯主に対する全疾病７割給付が

平年度化するに伴い、国民健康保険財政調整交付金の交付率が10％（前年度

8.8％）に引き上げられた。

　

また、昭和40年１月から昭和39年度を初年度と

する４ヵ年計画による世帯員０７割給付および医療費9.5%の緊急是正が実施

されたので、療養諸費の相当の伸びがあった。一方、これらに対する財政措置

として療養給付改善特別補助金および特別療養給付費補助金が交付された。

　

（３）事業勘定の実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき

財源、財源補てん的な都道府県支出金および他会計繰入金を控除し、財源補て

ん的な繰出金を加えた額）は、185億円の赤字である。

　

これを赤字団体と黒字

団体とに分けてみるとっぎのとおりであり、うち赤字団体は423市、1,781町

村、２一部事務組合、23特別区で、全実施団体の65.4%にあたり、特に大都

市および特別区は全団体が赤字団体となっている。また、これらの団体の赤字

額は205億円で、うち大都市は60億円、特別区は25億円となっている。これ

を前年度と比べると赤字団体数では818団体、赤字額では93億円増加し著し

い悪化を示している。
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区 分

　

39

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　　

38

　　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　

比

団体数

　

較

収支額

市
体
体
市
体
体
村
体
体
合
体
体
区
体
体
計
体
体

　

団
団

　

団
団

　

団
団
組
団
団

　

団
団

　

団
団

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

務

　
　
　

り

都
字
字

　

字
字

　

字
字
事
字
字
男
字
字

　

字
字

　

黒
赤

　

黒
赤

　

黒
赤
部
黒
赤

　

黒
赤

　

黒
赤

大

　
　
　

都

　
　
　

町

　
　
　
　

一

　
　
　
　

特

　
　
　

合

体
６

　

一

　

6
3
6
7
3

団

　
　
　
　

5
3
1
2

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

1､0４2

1
3
1
2
3

　

一

　

3
8
9
9

8

　
　
　
　
　

２

　
　

2
0
7
2

7

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

　

１
２

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３
１
２

　

億円

心60

△60

△71

　　　

6

△77

△29

　　

14

△43

a

　

o

　　　

o

△

　

0

△25

　　

－

△25

△185

　　

20

△205

体
６
｛
6
5
1
8
8
6
3
3
0
1
2
1
8
3
2
1
2
3
一
2
3
1
3
0
2
1
1

　
　
　
　
　
　
　

2

　

－
－

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３
２
１

△41

a 41

△18

　

17

△35

5
2
7
0
0
0

1
ｑ
）
ｌ

　
　
　
　
　

△

　
　
　
　

△

△19

　

－

△19

△63

　

49

△112

体
一

　

一

団

　　

２

△152

　

154

．7

△670

　

663

　　

－

△
１

　

１

　　

－

　　

－

△

　

5

△8２3

　

818

△19

ム19

△53

" 11

a 42

△44

△18

△26

△

　

0

△

　

0

△

　

0

６

　

一

△

△

　

6

△122

△29

△93

　

３

　

直

　

診

　

勘

　

定

　

直診勘定の歳入決算額は115億円（前年度98億円）で、前年度と比べると

17億円、16.6%増加し、歳出決算額は116億円（前年度102億円）で、前年

度と比べると14億円、13.4%増加した。

　

歳入および歳出の決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

歳

　　　　　

入

　

診療収入

　

他会計繰入金

他

　

出
費
費
他

　

計

　
　
　
　
　
　

計

の

　
　

務
業
の

そ
合

　

総
医
そ
合

　
　

歳

　　

決

39年度

Ｅ

　

7
6
1
2
1
0
9
8

　

5
1
3
3
1
8
1
0
2

h
:

　

9
1
‥
‥
1
3
1
1
5

　

6
0
3
8
1
8
v
Ｏ

△

億円

15

　

1

　

3

17

　

9

　

5

　

0

14

％

　

79. 1

　

9.9

　

11.0

100.0

　

51.2

　

33.0

　

15.8

100.0

％ ％

　

77.5

　

88.5

　

12.4

　

△5.6

　

10. 1　17. 1

100.0

　

100.0

　

50.2

　

31.7

　

18. 1

100.0

　

58.5

　

42.5

△1.0

100.0

％ ％ ％

116.8

　

19.0

　

18.0

　

2.8・7.5

　

2.3

△19.6

　

28.4△16.5

100.0

　

16.6

　

11.3

　

48.5

　

15.7

　

9.1

　

61.7

　

18.0

　

20.2

△10.2△0.8△4.7

100.0

　

13.4

　

9.5

　

直診勘定の実質上の収支は13億円の赤字（前年度は17億円の赤字）であ

り、収支はやや改善された。それは主として年度途中に行なわれた医療費改定

で診療収入が増加したことによるものである。

　

この実質上の収支を団体別にみると、つぎのとおりである。

区 分

　

39

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

―

市
体
体
村
体
体
合
体
体
計
体
体

　

団
団

　

団
団
雛
団
団

　

団
団

　

字
字

　

字
字
事
。
学
字

　

学
字

　

黒
赤

　

黒
赤
部
黒
赤

　

黒
赤

都

　
　
　

町

　
　
　
　

一

　
　
　
　

合

体
7
6
1
7
8
9
2
1
1
6
5
1

団
１

　
　

1
8
3
5

　
　
　
　
　

０
４
６

　

億円

△

　

４

　　

１

△

　

５

ａ

　

９

　　

５

△１４

Ｑ

　

Ｏ

　　

Ｏ

ａ

△

△

　

0

13

　

6

19

　

38

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

団体

１
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8
４
4
8
1
7
3
２
1
9
7
２

1
5
6
4
3
1

　
　
　
　
　

6
8
8

2

　
　

1
9
3
6

　
　
　
　
　

１
３
７

　

億円

△

　

６

　　

０

△

　

６

△１１

　　

３

△１４

０
０
０

△

　
　

△

△17

　　

3

a２0

　

比

団体数

　

団体

△21

　　

12

△33

a 61

　

37

△98

a

　

1

△

　

1

　　

0

6 83

　

48

△131

　

較

収支額

円
2
1
1
2
2
0
0
0

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

゜
０

　

４
３
１

増減額構成比

　

39

　　

38



て三）その他の事業

　

１

　

収

　

益

　

事

　

業

　

（1）概

　　　　　

況

　

昭和39年度における収益事業の施行団体数は499でその内訳は、つぎのと

おりである。

競
競

区

馬
輪

事
事

分

業
業

モーターボート競走事業

小型自動車競走事業

宝

　

く

　　

じ

　

事

　

業

　

合

　　　　　　　

計

昭

　

和

　

39

　

年

　

度 昭

　

和

　

S8

　

年

　

度

都道府県

　

市町村

　　

合計

　

都道府県

0
1
２
3
6
２

1
1

　
　
　
　
　

４
７

３
２

　

4
8
2
9

5
1
7

　
　

5
9

1
２

　
　
　
　
　

4

3
1
2
5
6
7

4
0
7

　
　
　
　

２

１
２

　
　
　
　
　

４

7
２
2
3
6
0

1
1

　
　
　
　
　

４
８

市町村

　

合計

107

7
3
４
5
6

1
5

　
　
　
　

８

２

　
　
　
　
　

３

心
一

2
2
9

5
5
７

5
1
4
6
6

　

（２）経

　

営

　

状

　

況

　

昭和39年度の決算額は、歳入3,423億円、一歳出3,351一億円で、前年度（歳入

2,728億円、歳出2,674億円）と比べると歳入695億円、25.5%、歳出677噫

円、25.3%の増加となっている○･

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I.

　

昭和39年度における実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度へ繰越ずぺ

き財源および他会計からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額）は、

449億円であり、前年度(355億円）と比べると94億円、26.4%の増加となっ

ている。これを事業別にみると、つぎのとおりである。
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区

競
競
小
競
モ
競
宝

昭和39年度 昭和38･年度 差 引

分

　　

車馬券実質収益率車馬券実

　

質収益率車馬券等実

　

質収益率

　　　

等売上収支Ｂ/ＡＸ等売上収支Ｄ/ＥＸ売上金収支

　　

‥金

　

A

　

B

　

100 C　金　D　　E　　100 F　（Ａ－Ｄ）（Ｂ－Ｅ）（Ｃ－Ｆ）

　　　　　

億円

　

，億円

　　

％
馬事，業

　

654

　　

72

　

11.C

輪事業1,805

　

262

　

14.5

車
業
．
一
業
業

ｗ
言

億円

507

262

　

14.5

　

1,467

　　　

199

　　

26

　

13.0

ト

　

628

　　

67

　

10.6

　　　

(52) 22　42.3

合

　　

計

　　

3，
(52)
286

　

４49 13.7

　

2，

154

479

(48)

億円 ％

　

59

　　

11.6

209

　　

14.2

19

49

19

(48)
607

　

355

12.3

10.2

39.6

13.6

　

億円

1４7

338

　

45

　
　

５
ｊ

９

　

４
４

４

　

ぐ
ぐ

Ｉ

679

億円

　　

％

１３

　

△0.6

53

　　

0．３

　

７

　　

０．７

１８

３

０,4

2.7

９４

　　

０．１

　

（注）宝くじ事業の‘（

　

）は、消化額を外書してある。

　

歳入および歳出決算額の事業別および科目別内訳はつぎのとおりで、前年度

に引き続き競輪事業の決算額の増加が著しい。

区 分

　　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

　

増減額構成比

39年度38年度増減額

　　

39

　　　

38

　　

39

　　

38

対前年度
増減率
39

　　

38

競
競

入

馬

　　

679

　　

529

輪

　

1,872

　

1,526

小型自動車競走

　　

205

　　

159

琵ターサk

　

645

　　

494

宝

　　

く

　　

じ

　　

22

　　

２0

競
競

合

　　

計

　

3,423 2,728

出
馬

665

　　

518

輪・1,831

　

1,494

小型自動車競走

　

200

　　

155

Fター゛－ぶ633

　　

487

宝

合

　

く

　

計

じ

3,3

こ

2,6

こ

150

346

　

46

151

　

2

695

　

19.8

　

19.4

　

21.5

　

15.4

　

28.3

　

12.3

　

54.7

　

55.9

　

49.8

　

59.1　22.7　17.0

　

6.0

　　

5.8

　

6.7

　

4.5

　

29.4

　

12.0

　

18.8

　

18.1　21.7　20.5　30.6　18.5

　

0.7

　　

0.8

　

0.3

　

0.5

　

9.3

　

n. 1

100.0

　

100.0 100.0100.0　25.5　16.0

147

　

19.8

　

19.4

　

21.7

　

15.6

　

28.3

　

12.5

337

　

54.6

　

55.9

　

49.8

　

59.7

　

22.5

　

17.5

　

45

　　

6.0

　　

5.8

　

6.6

　

4.3

　

28.9

　

11.5

146

　

18.9

　

18.2

　

21.6

　

19.9

　

30.0

　

17.9

　　

2

　　

0.7

　　

0.7

　

0.3

　

0.5

　

10.3

　

n. 1

677

　

100.0

　

100.0 100.0100.0　25.3　16.2

（注）宝くじの計数は純益金のみで、実際の消化額は39年度52億円、38年度48

　　　

億円である。
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歳
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計
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他
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額
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3
3
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３

　
　

２
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乙
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５
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の

　　

他
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合

　　　　

計
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2

３
９
４

　

4
4

1
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1
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3
3

　
　
　
　

６
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％
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95.6
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0
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0.0

　

0.0,

　　

4

　

1.8

　

1.8

　

0.6

　

1.1
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2.２

　

２.2

　

1.4

　

1.6

695 100.0 100.0 100.0 100.0

％

　　

刄

16.9

26.1

　

0.0

　

8.3

16.4

25.5

33.3

16.2

　

0.0

　

8,9

13.5

16.0

541

　

83.2

　

83.2

　

79.9

　

83.8

　

24.3

　

16.0

　　

7

　

4.6

　

4.6

　

1.1

　

3.7

　

5.9

　

41.9

　

82

　

11.7

　

11.7

　

12.0

　

10.2

　

26.0

　

13.8

　

81

　

11.6

　

11.5

　

11.8

　

10.2

　

25.9

　

14.0

　　

1

　

0.1

　

0.1

　

0.2

　

0.0

　

32.7△2.3

　

47

　

0.5

　

0.5

　

7.0

　

2.3 370.2 a 1.9

677 100.0 100.0 100.0100.0　25.3　16.2

　

収益事業会計から普通会計への繰出金は390億円（前年度309億円）で、前

年度と比べると81億円、25.9％増加したが、その内訳はつぎのとおりであ

る。
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第43図

　

収益事業における普通会計への繰出金の状況

収益金の使途状況は、つぎのとおりである。

区

　

分
収益金

繰入額

　　　　　　

億円

　

（％）
競馬事業

　

62（100.0）

競輪事業228（100.0）

小型自動車
競走事業

モーターボ
ート競走
事

　　　

業

　

使

教費育

-
億円

　

（％）

19 (30.2)

57 (25.0)

22 (100.0)　2 (10.8)

　　

途
住宅庁舎
建設費

億円（％）
10 (15.4)

57 (25.0)

　　　　

状

普通土木費 島講
況

その他

億円（％）億円（％）億円

　

（％）

13 (21.6) 4 (6.2) 16 (26.6)

47 (20.6) 0 (0.1) 67 (29.3)

11 (49.3)　7 (29.5) - (-)

59 (100.0) 16 (27.0)　12 (19.7) 15 (26.2)

宝くじ事業

　

２２（100.0）

合

　　

計393（100.0）

　

9

103

(41･

(26.

5）

2）

4 (20. 1)

94 (23.8)

－183－

　

４

86

(16

(21

6）

9）

2 (10.4)

( -) 16 (27.1)

－（

４（1

-）

O）

　

5

106

(21

(27

8）

1）

一一

　　　　　

競輪事菓225億円-

　　　　　　　　

57T%

　　　　　　　

390億円，

　

競馬事業

　　

100.0%

　　

63億円

　　　　　　　　

-

　　

16.1%

　　　　　

モーターボート

　　　　　　　　　

紐津事業

　　　　　

聚昌いW

　　　　　　　　

5.6%
ﾉJ哩白動家
鯉走事莱

　　　　

512くじ事蔵



　

２

　

公益質屋事業

　

昭和39年度の公益質屋事業の実施団体数は1,191団体（前年同期689団体）

で、前年度と比べると502団体増加した。

　

公益質屋事業の歳入決算額は31億円（前年度37億円）で、前年度と比ぺる

と６億円、16.7％ｍ少した。

　

歳出決算額は29億円（前年度35億円）で、前年度と比べると６億円、15.4

％減少した。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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貸付金回収金
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３
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100.0
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3

　

5.1
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0

　

6.5

　

67.1
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３

　

農業共済事業

　

昭和39年度の農業共済事業の実施市町村数は、828団体（前年度678団体）

で、前年度と比べると、150団体増加した。

　

農業共済事業の歳入決算額は58億円（前年度53億円）で、前年度と比べる

と５億円、9.3％増加した。

　

歳出決算額は51億円（前年度50億円）で、前年度と比べると１億円、1.0

％増加した。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。

区 分
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入
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０
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第二

地方財政計画

昭和40年度の地方財政の状況

　

（一）地方財政計画の策定方針

　

昭和40年度の国の予算編成にあたっては、対外的には、本格的な開放経済

体制に移行したわが国経済をとりまく国際経済情勢のきびしい現実、対内的に

は、消費者物価の騰勢傾向および経済の高度成長の過程における各種の不均衡

の発生等の諸情勢に対処し、通貨価値の維持と国際収支の均衡を確保しっづ、

わが国経済の長期にわたる安定成長を図ることを主眼とし、

　

１

　

国民生活の向上とその環境の整備、低生産性部門の近代化等経済構造の

是正、地域格差の解消、過密都市対策の促進等社会開発を推進する重要諸施策

を積極的に展開することとし、

　

２

　

限られた財源の範囲内で、これらの重要諸施策の着実な推進を図るた

め、予算については健全均衡財政を堅持しつつ、不急経費を極力削減するとと

もに、新規の経費は特に重要かっ緊急なものに限定すること等により、予算の

合理化とその規模の圧縮を図り、財政投融資については民間資金の活用を図り

つつ、その重点的、効率的運用に配意し、

　

もって、わが国社会経済の各分野、各地域にわたり均衡のとれた発展、開発

を期することを財政運営の基本とした。

　

昭和40年度の地方財政計画の策定にあたっては、このような国の財政運営

に関する基本方針と同一の基調に立脚し、経費の重点化、効率化を図ることに

より、健全均衡財政を堅持しつつ、社会開発を推進し、地方行政水準の一層の

向上を図ることを目途として、つぎのような基本方針をとっだ。

　

１

　

地方税負担の軽減合理化を推進しつつ、地方財政の健全化と地方行政水

準の引上げを図るため、つぎにより地方財源を充実すること。

　　

（ｉ）地方交付税率を0.6％引き上げて、29.5^とすること。
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（２）前年度に引きっづき、住民税負担の軽減を行なうこととし、これに=

　

よる減収に｡ついては、市町村民税臨時減税補てん債により補てんすること。

　　

（３）新たに石油ガス譲与税を創設し、自動車税および軽自動車税の税率

　

を改定するとともに、法人税の税率引下げによる減少を回避するため住民

　

税法人税割の税率について所要の調整を行なうこと。

　

２

　

経済の高度成長に伴って生じたひずみを是正し、調和のとれた社会の発

展を期するため、つぎにより社会開発を推進すること。

　　

（１）地域開発を促進して、地域格差の是正を図るため、新産業都市の建

設等の事業に対する国の財政援助措置を確立すること。

　　

（２）住宅、上下水道等の生活基盤施設の整備を促進するため必要な地方

　

債を確保すること。

　　

（３）過密化した大都市の再開発を促進するため必要な地方債資金の増額

　

を図ること。

　　

（４）地方交付税制度を改正し、前年度に引きっづき財政力の貧弱な地方

　

団体の財源を充実すること。

　

３

　

その他ヽ地方公営企業等の健全化に資するため、地方債の充実等所要の

措置を講ずること。

　

（二）地方行財政制度の改正

　

このような策定方針に基づいて、地方税法、地方交付税法等が改正された、

その概要は、つぎのとおりである。

　

１

　

地方税法の改正

　

（１）個人の道府県民税および市町村民税について、障害者、老年者および

寡婦に対する非課税範囲が前年の所得22万円（従来は20万円）まで、引き上

げられたこと（１億円の減収見込み）。

　

また、国税である法人税の税率引下げ

の影響を回避するため、道府県民税法人税割り標準税率が5.5％（0.1％引上

げ）、制限税率が6.6％（0.1％引上げ）、市町村民税法人税割の標準税率が

8.4％（0.3％引上げ）、制限税率が10.1％（0.4％引上げ）に改められたこと。
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（２）個人事業税の事業主控除額が２万円引き上げられ24万円とされたこ

と（13億円の減収見込み）。

　

（３）自動車税について、自家用乗用車、観光貸切バス、大型ハイヤー等の

税率が50％引き上げられ（90億円の増収見込み）合わせて、軽自動車税につ

いて、四輪以上の乗用自動車に対する税率が50％引き上げられたこと（４億

円の増収見込み）。

　

（４）固定資産税について、地盤沈下防止のための工業用水道への強制転換

施設が非課税とされ（５千万円の減収見込み）、都市計画区域内で道路等の公

共施設等にかかる事業の必要によって地下移設もしくは高架移設された地方鉄

道または軌道用構築物について課税標準の軽減を行なうものとされる（７千万

円の減収見込み）とともに、大規模の償却資産に対する市町村の課税限度額の

引上げが行なわれたこと（市町村の課税分の増額見込額は９億円）。

　

（５）電気ガス税について、免税点の引上げが行なわれ、電気は月額400円

（100円の引上げ）に、ガスは500円（200円の引上げ）とされ（12億円の減収

見込み）、合わせて、産業用非課税品目の整理が行なわれたこと（２億円の減

収見込み）。

　

（６）以上による地方税の増減収は、地方税法の改正による減収39億円、

国税の改正に伴う減収23億円、合計減収見込額62億円に対し、増収見込額

141億円で、差引79億円の増収見込みとなっている。

２

　

地方交付税法の改正

　

（１）地方交付税の総額が所得税、法人税および酒税の収入額の29.5% (前

年度28. 9%)とされたこ･と。

　

（２）給与改定の平年度化、生活保護基準の引上げ等による必要財源および

道路、港湾、環境衛生等の整備に要する投資的経費の増額に対する措置とし

て、関係費目にかかる基準財政需要額算定に用いる単位費用の引上げが行なわ

れたこと。

　

（３）前年度に続き、財政力の貧弱な地方団体の財政基盤の充実、行政水準

の向上と地域格差の是正を図るため、補正係数の改定が行なわれたこと。
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３

　

石油ガス譲与税法の制定

　

道路に関する費用に充てるための財源として、自動車用の石油ガスに対し国

税として石油ガス税が課されることになり、当該石油ガス税の収入額の２分の

１に相当する額が石油ガス譲与税として都道府県および大都市に対して譲与す

るものとされたこと。

　

４

　

新産業都市建設および工業整備特別地域整備のための国の財政上

　　

の特別措置に関する法律の制定

　

（１）国は、都道府県に対し、新産業都市建設基本計画または工業整備特別

地域整備基本計画に基づいて行なわれる国の直轄事業または国庫補助事業で、

住宅、道路、港湾等基幹的な施設の整備にかかるものに要する経費のうち当該

都道府県の通常の負担額をこえる負担額の支出の財源に充てるため発行を許可

された地方債について、その利子支払額の一部を補給するものとされたこと。

　

（２）国は、市町村に対し、新産業都市建設基本計画または工業整備特別地

域整備基本計画に基づいて行なわれる住宅、道路、港湾、下水道、教育施設お

よび厚生施設等基幹的な施設の整備にかかる国の直轄事業または国庫補助事業

について、市町村の負担額が標準的な負担額を超過する場合においては、当該

超過負担額および当該市町村の財政力を勘案して国の負担割合を最高25％引

き上げるものとされたこと。

　

５

　

地方公務員等共済組合法の改正

　

市町村職員共済組合が支給する旧恩給組合条例または旧市町村職員共済組合

法の規定による退職年金の年額が増額され、地方議員の退職一時金の支給につ

いて所要の措置が定められるとともに、その他規定の整備が図られたこと。

　

６

　

市町村の合併の特例に関する法律の制定

　

市町村の自主的合併の円滑化に資するため、大都市以外の市町村が市町村の

数の減少を伴う合併を行なった場合においては、国、都道府県は、地方税の不
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均一課税、地方交付税の算定替えおよ､ぴ災害復旧事業費の国庫負担率の引上げ

等必要な措置を講ずることとされたこと。

　

以上のほか、地方財政に関連する主な制度改正は、つぎのとおりである。

１

　

厚

　

生

　

関

　

係

　

（１）国民年金法等の改正

　

国民年金法に基づく福祉年金等の月額を200円ずつ引き上げ、老令福祉年金

は1,300円、障害福祉年金は2,000円、母子福祉年金および準母子福祉年金

は1,500円に、児童扶養手当法に基づく児童扶養手当は児童１人の場合1,200

円、２人の場合1,900円、３人以上り場合1,900円に３人をこえる児童１人に

つき400円を加算した額に、重度精神薄弱児扶養手当は1,200円にそれぞれ改

められたこと。また、受給権者の･所得による支給制限り限度額が22万円（２

万円引上げ）に改められるとともに、障害福祉年金、母子福祉年金、準母子福

祉年金および遺児福祉年金、児童福祉手当の支給対象となる障害の範囲に精神

薄弱が加えられたこと。

　　　　　　　　　　　　　　

"。１

　　　　

１

　

（２）精神衛生法の改正

都道府県に精神衛生に関する調査研究、相談、指導等の業務を行なう施設とし

て精神衛生センターを設けることができるものとされるとともに、精神障害者

の医療および保護のための申請、通報｡、｡入院措置に関する手続の整備、精神障

害者に対する訪問指導の充実により、精神障害の適正医療を普及する措置が講

じられたこと。

　

なお、都道府県は、措置入院に至らない精神障害者が精神障害に関する通院

医療を受けるために必要な費用の２分の１を負担することができるものとさ

れ、国は、都道府県が負担した額の２分の１を負担するものとされたこと。

　

（３）清掃法の改正

公共の場所の管理者について清潔保持の責任を明確にするとともに、市町村
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は、水洗便所普及事業の促進を図るため、特別清掃地域のうち下水道処理区域

内の便所を水洗便所に改造すべき旨の勧告を行なうことができるものとし、そ

の場合に必要となる資金の融通またはあつせんを行なうべきものとされたこ

と。

　

（４）母子保健法の制定

　

都道府県または保健所設置市は、未熟児の養育に必要な医療給付、幼児およ

び必要に応じて妊産婦に対する健康診査のほか、妊産婦および乳幼児ならびに

これらの保護者に対する保健指導を行なうべきものとされ、これに要する費用

は、都道府県等の負担とされたが、健康診査に要する費用については３分の１

を、保健指導および医療給付に要する費用については10分の８を、国におい

て負担するものとされたこと。また、市町村は、母子保健に関する各種の相談

に応ずるとともに、母子健康センターを設置するように努めなければならない

ものとされたこと。

　

２

　

農

　

林

　

関

　

係

　

（１）漁港法の改正

　

国の助成にかかる沿岸漁業構造改善事業が行なわれている都道府県における

第一種漁港または第二種漁港修築事業に要する費用については、当分の間、国

の補助割合を10分の４から10分の５に引き上げるものとされたこと。

　

（２）森林開発公団法の改正

　

森林開発公団は、特定地域の林道網の枢要部分となるべき林道の開設または

改良事業で、その事業による受益範囲が著しく広く、かっ、その事業の施行が

当該地域における林業以外の産業の振興の見地から相当であると認められるも

のを施行することができるものとされ、この経費は、国が３分の２（後進地域

にあっては、補助金の加算が行なわれる。）、都道府県が17. 5% (後進地域にあ

っては、国庫補助金の加算額の差引が行なわれる。）残りを受益山林所有者が
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負担とするものとされたこと。

　

（３）八郎潟新農村建設事業団法の制定

　

八郎潟干拓地において農地等の整備、農村施設の造成等を行なう機関として

八郎潟新農村建設事業団を設立するものとされるとともに、当該事業団の業務

の一部として、国または地方公共団体の委託を受けて農業に関する技術および

知識の普及、指導を行なうものとされたこと。

　

なお、地方公共団体は自治大臣の承認を受けて事業団に対し経費の一部を補

助することができるものとされたこと。

　

（４）土地改良法の改正

　

地方公共団体、農業協同組合、同連合会が権限に基づいて使用、収益してい

る土地については、当該団体の申請に基づき国営または都道府県営による農用

地造成事業を行なうことができるものとされたこと。

（５）競馬法の改正

　

現在、競馬施行の指定を受けている市町村については、39年度末で期間が

切れるのであるが、その期間を昭和43年３月31日まで延長することとされた

こと。

３

　

通

　

産

　

関

　

係

　

（１）産炭地域振興臨時措置法の改正

　

国は、産炭地域のうち特定地区内で行なわれる国の直轄事業または国庫補助

事業のうち道路、港湾、住宅等特定の事業について、関係道県の通常の負担額

をこえる負担額の支出の財源に充てるため発行を許可された地方債の利子支払

額の一部を補給（利子補給額は、年３分15厘をこえる部分について年８分に相

当する額まで）するものどされ、また、当該事業にかかる関係市町村の負担額

が標準的な負担額を超過する場合においては、当該超過額に応じて国の負担額
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を最高25％を限度として逐次引き上げるものとされたこと。

　

（２）臨時石炭鉱害復旧法の改正

　

家屋等に生じている鉱害の復旧を目的とする工事の施行者に対する公費負担

割合が地盤等復旧費の額の!00分の50から100分の65に引き上げられたこ

と。なお、公費負担部分については、国が80％、都道府県が20％を負担する

ものとされたこと。

　

（３）中小企業近代化資金助成法の改正

　

中小企業高度化資金のうち工場等集団化資金および店舗集団化資金の貸付対

象に企業組合が加えられるとともに、中小企業高度化資金または中小企業設備

近代化資金の償還期間の限度が５年から７年に改められたこと。

４

　

建

　

設

　

関

　

係

　

Ｏ）首都圏整備法及び首都圏市街地開発区域整備法の改正

　

既成市街地の近郊のうち計画的に市街地として整備し、合わせて緑地を保全

する必要がある区域が新たに近郊整備地帯として指定（従来までの近郊地帯は

廃止）されることになり、近郊整備地帯内であっても工業市街地として整備す

ることが適当な区域については、地方公共団体または日本住宅公団が工業団地

造成事業を施行することができるものとされたこと。また、既成市街地および

近郊整備地帯以外の首都圏の地域のうち工業都市、住居都市その他の都市とし

て発展させることを適当とする区域を都市開発区域として指定（従来までの市

街地開発区域は廃止）されることになり、都市開発区域内において新設または

増設された製造の事業の用に供する設備等に対して課する不動産取得税、固定

資産税については不均一課税を行なうことができるものとされ、これによる減

収分は地方交付税の基準財政収入額から控除するものとされたこと。
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（２）住宅金融公庫法の改正

　

地方公共団体が公庫の貸付金による賃貸住宅等を含めて一体となって建設す

る中高層耐火建築物内の非住居部分についての貸付金の限度が建設費の７割５

分から８割に引き上げられ、また、地方公共団体が宅地開発事業に伴って建設

する学校施設については、公庫が建設に必要な資金の９割を限度として貸付け

を行なうことができるものとされたこと。

　

（３）地方住宅供給公社法の制定

　

都道府県または政令で指定する人口50万人以上の市は、住宅の積立分譲、宅

地の造成、分譲等の事業を行なうため住宅供給公社を設立することができるも

のとされたこと。

　

（４）治山治水緊急措置法の改正

　

建設大臣は、新たに昭和40年度を初年度とする治山事業５ヵ年計画、治水

事業５ヵ年計画を策定し、わが国経済の発展に対処し、治山治水事業を緊急か

つ計画的に実施し、国土の保全と開発を図るものとされたこと。なお、治山事

業５ヵ年計画は、公共事業1,670億円、地方単独事業50億円、予備費150億

円、計1,870億円、治水事業５ヵ年計画は、公共事業8,500億円、地方単独事

業1,500億円、予備費1,000億円、計11, 000億円が予定されたこと。

（５）古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法の制定

　

古都（京都市、奈良市および政令で定めるその他の市町村）所在の府県は、

;古都における歴史的風土特別保存地区内において行為の制限を受けた者に対し

て損失を補償すべき必要が生じた場合または所有者から土地の買上げの請求が

jあった場合には、損失の補償および土地の買入れを行なうべきものとされ、国

は、当該費用の一部を負担するほか、地方公共団体が歴史的風土保存計画に基

ついて行なう歴史的風土の維持保存および施設の整備に要する費用について
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も、その一部を補助することができるものとされたこと。また、古都たる市町

村が、歴史的風土特別保存地区内における家屋または土地に対して課する固定

資産税について不均一課税を行なうことができるものとし、これによる減収分

は地方交付税の基準財政収入額から控除するものとされたこと。

　

５

　

運

　

輸

　

関

　

係

　

港湾整備緊急措置法の改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　

運輸大臣は、新たに昭和40年度を初年度とする新港湾整備５ヵ年計画を策

定することとされたこと。なお、新港湾整備５ヶ年計画は、港湾整備事業

4,850億円、地方単独事業650億円、計5,500億円が予定されたこと。

６

　

そ

　

の

　

他

　

山村振興法の制定

内閣総理大臣は、山村の振興を図るため振興山村の指定を行7よｔものとされ、

国は、振興山村が行なう山村振興計画に基づく事業については、関係地方錨

団体の財政事情等を考慮し、助成その他必要な措置を講ずるiヽのとされたこ

と。

（三）地方財政計画の概要

１

　

概 況

　

昭和40年度の地方財政計画の規模は３兆6,121億円（前年度３兆!,3811

円）で，前年度と比べると4,740億円，15.1％増加した。この増加額および増

加率は，国の一般会計予算規模の増加(4,026億円，12.1％）を上回っている，
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２歳入の状況

　

（１）地方税の収入見込み

　

昭和40年度の地方税の収入見込額は１兆4,948億円（前年度１兆2,903億

円）で、前年度に比べて2,045億円、15.8%の増加となっているが、前年度に

おける増加(2, 321億円、21.9%)と比べると増加率は著しく鈍化している。

　

これは、法人系統の税目の伸びがあまり期待できないことおよび市町村民税

の課税方式の本文方式への統一、電気ガス税の免税点の引上げ、事業税の事業

主控除の引上げ等の税法改正による減収の影響によるものである。

　

なお、自動車税および軽自動車の税率引上げが行なわれ、また、国税におけ

る交際費の損金不算入方式採用に伴う法人事業税の増収が見込まれたが、結果

として、地方税の伸びは鈍化する見込となった。

　

地方税の収入見込の状況は、つぎのとおりである。
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区 分 道府県税 市町村税 合 計

昭和39年度当初収入見込額

自

　　

然
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昭和40年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである。

区 分

道

道

　

府

　

県

　

民

　

税

事

　　　

業

　　　

税

不動産取得税

道府県たばこ消費税

料理飲食等消費税

自

そ
普
軽
入
目
合

Ｌ

県

　
　
　

税

市

　
　

町

　
　

村

　
　

税

固

　

通
小
取

　

小

　

民
産

車
普
税
引
猟
税

　

村
資

り
他

麿
の
通
油

　

的

　

町
定

税
税
計
税
税
計
計
税
税

市町村たばこ消費税

電
そ
普
都
そ
目
合

気

　

ガ

の他普

税
計

通
市

の他目

的

　

税

税
税
計
税
税
計
計

ス
通
小
画
的
小

収入見込額

40年度
-

　

億円
1,735

3,448
４
５

　

４
0
9

0
4

　

4
9
4

3
4
5

　

４

　

１

５

　

1
4
5

1
0

　
　

０

１
７

　
　

７

７

7,820

2,800

2,685

　　

742

　　

541

　　

169

6,938

4
6
0
8

7
1
9
2

－

　
　

１
１

　
　
　
　
　
　
　
　

７

　　

億円

1,398

3,218

７

　

2
1
0
8
4
8
3
1

2
0
3
1
3
2
7

　
　

8

2
4

　

4
3

　

1
1

　

5

　
　

5

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６

5,705

2,287

2,438

　　

664

　　

501

　　

139

6,029

増
制

減 度
率
3
9

∵

4
0

対
増

　

計

額

　

合

勁
作
一

門
‐

　

△

　

△

鸚

2
3
1

７
C
O

＾
／

　

４

113

9
0
２
1
1
41２3

　　

1

　

－

　

－

90

4
8
8
0
8
4
7
7

2
3
0

　

4
7
5
2
0

1
0
5
2

　
　
　
　
　

９

０
７

　

一

１
７

△

-

17
1
0

C
Ｏ

７

-

0
０

C
O

―

　

２1

927

4
3
2

1△

一

一

３

　

77

　

43

113

180

　

11

991

123

　　

1

124

115

513

248

　

78

　

40

　

30

9０9

　

18

　　

3

　

21

930

　　

％

　　

駕

24. 1　28.9

　

7.1

　

28.9

33.9

　

21.3

10.7

　

10.3

26.2

　

18.0

58. 1　25.7

　

8.6

　

6.6

16.2

　

25.8

21.3

　

58.9

33.3

　

7.6

21.3

　

58.4

16.6

　

28.0

22.4

　

24.3

10.2

　

9.2

11.7

　

23.4

　

8.0

　

9.5

21.6

　

11.0

15. 1　16j

11.5

　

15.4

23. 1　8,5

12.4

　

14.8

15.0

　

16.0

ご
言

　
1
9
8

-

｜

｜

｜

｜

-

- ●

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

” -

，･一一

　　　　　　　

一一

　　　　　　

一一



（２）地方譲与税の収入見込

　

昭和40年度の地方譲与税の収入見込額は528億円(前年度452億円)で、前

年度と比べると76億円、16.8％増加した。

　

地方譲与税の内訳は、つぎのとおりである。

区 分
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(３)地方交付税の積算基礎

　

昭和40年度の地方交付税は7,132億円(前年度6,351億円)七、前年度と比

べると781億円、11.0％増加した。

　

昭和40年度の地方交付税の積算基礎は、つぎのとおりである。
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(注) 昭和39年度の地方交付税の最終額は、6,660億円である。

（４）地方債計画
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昭和40年度宕地方債計画の総額は4,849億円(前年度3,984億円)で，前年
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度と比べると865億円、21.7％増加した。

　

昭和40年度の地方債計画の内訳は、つぎのとおりである。
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このうち、一般会計分の地方債計画はつぎのとおりであるが、地方債計画の

うち地方財政計画の歳入に掲げられるものは、一般会計分の地方債のうち、一

般会計債1,398億円、特別地方債中普通会計分232億円、合計1,630億円で、

前年度と比べると326億円、25.0％増加した。
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３歳出の状況

　

昭和40年度の地方財政計画の歳出規模は、前年度に比べると4,740億円、

15.1％増加したが、歳出のうち主なものの増減状況は、つぎのとおりである。
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18 ( 4)

665 (665)

　

19 (19)

昭和40年度においては、経済の不振に伴い、地方税、地方交付税等につい
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て減収見込みが生じ、また、給与改定、災害復旧をはじめ、昭和40年度国庫

予算の補正に伴い、地方財政についてつぎのような措置が講じられた。

　

（１）地方税収入等の減収補てん

　

経済の不振に伴い、地方税の減収504億円（法人事業税350億円、道府県民

税61億円および市町村民税93億円）、地方譲与税の減収28億円が見込まれる

に至ったが、現下の経済情勢にかんがみ、公共事業等の完全消化とその早急な

実施を促進する見地から、特に本年度限りの措置として、公共事業費等で従来

適債事業とされていたものの地方債の枠を増額（400億円）することとされた

ほか、積立金のとりくずし等(115億円）および国の経費節減に伴う歳出の減

少（17億円）によって措置された。

　

（２）地方交付税の減収対策

　

国税三税の大幅な減収が見込まれるに至ったことに伴い、地方交付税につい

ては約500億円の落込みが見込まれるに至ったが、地方財政の現況にかんが

み、昭和40年度においては、この落込み分は国の一般会計において補うこと

とし、本年度の当初予算に計上された地方交付税の総額をもって本年度の地方

交付税とする旨の特例措置が講じられた。

　

（３）給与改定の実施

　

昭和40年度においては、昭和40年８月13日人事院勧告（俸給表の6.4刄

引上げ、期末手当の0.1％増額および通勤手当の増額等）に基づいて９月１日

　　　　　　　　　

rへヽヽ、
から国家公務員の給与改定が実施された。地方公務員についても同一基準で給

与改定を行なうものとすれば、これに要する財源所要額は603億円（国庫支出

金110億円、一般財源493億円）と見込まれる。このうち、一般財源分493億

円については、交付税及び譲与税配付金特別会計における借入れ（300億円）

および国の経費節減に準ずる既定経費の節減等(193億円）によって措置する

こととなった。なお、この借入金は、昭和41年度以降７年度間に返済ずるこ

ととし、その利子は国が負担するものとされた。
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（４）現年発生災害

　

昭和40年中に発生した災害のうち、主なものはっぎの表に掲げるとおりで

あるが、これらの災害についてはそれぞれ激甚災害の指定が行なわれ、当該災

害について同表に掲げる措置が適用されるごとになった。

　

災

　　　

害

　　

名

　

|

　　

適

　　

用

　　　

措

　　　

置

　　　　

地

　　　　

域

６月中句および下旬な

　

天災による､被害農林漁業者等に対する資

　

島根、岡山､広島、

らびに７月の豪雨によ

　

。金の融通に関する暫定措置法（以下「天

　

熊本

る災害

　　　　　　　　

災融資法」という。）による特例措置のほ

　　　　　　　　　　　　

か、公共土木施設災害復旧および農地等

　　　　　　　　　　　　

の災害復旧の補助の特例措置等。

台風第15号による災害

　

天災融資法による特例措置･のほか、開拓

　

熊本、鹿児島

　　　　　　　　　　　　

者施設の災害復旧の補助措置および罹災

　　　　　　　　　　　

|

者公営住宅建設の補助の特例。

９月の台風等による災

　

天災融資法による特例措置のほか、公共

　

北海道、青森、岩

害

　　　　　　　　　　

土木施設災害復旧および農地等の災害復

　

手、宮城、秋田、

　　　　　　　　　　　　

旧の補助の特例措置等。

　　　　　　　　　

福島、茨城､栃木、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

群馬、埼玉､新潟、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

富山、石川､福井、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

長野、岐阜､静岡、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

三重、滋賀､京都、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

兵庫、奈良、和歌

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山、鳥取、岡山、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

徳島、香川、高知

７月からlo月までの期

　

天災融資法による特例措置。

　　　　　　

北海道、青森、岩

間内の長期にわたる低

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

手、秋田、福島、

温による災害

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

長野、福岡､佐賀、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

長崎、熊本､大分、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宮崎、鹿児島

　

（注）「地域」の欄に掲げた県名は、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に

　　　

関する法律第８条の規定により、天災融資法による融資についての特例措置が講

　　　

じられる団体を示す。

　

現年発生の公共災害の被害査定見込額は、1,610億円（昭和41年１月現在）

であるが、現年発生災害に伴う昭和40年度災害復旧事業費は474億円（公共
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災害390億円、単独災害84億円）であり、地方負担の増加等に対して地方庸

を150億円追加したほか、特別交付税の配分措置等によって災害復旧事業の施

行に支障を生じないよう措置された。

二

　

地方公営事業に関する財政措置

　

（一）地方公営企業

　

地方公営企業については、昭和40年度は昭和39年ｎ月行なわれた地方公

営企業制度調査会の中間答申の趣旨にのっとり、昭和40年度単年度収支の均

衡を目途として、それぞれ実情に応じて、料金の適正化、経営の合理化、負担

区分の明確化の措置がある程度講じられた。

　

すなわち、昭和40年１月以降六大都市のバス料金の改定をはじめ、経営悪

化のため、真にやむを得ない中小都市の電車、バス料金について改定が認可さ

れたほか、昭和40年度より100を超える水道事業が料金改定を行ない、病院

事業についても、40年１月より社会保険診療報酬の9.5％の緊急是正が行なわ

れた。

　

また、水道事業について資金繰りの緩和をはかるため、昭和40年度許可債

より、企業債償還年限の５年間の延伸が実施された。

　

一方、各企業において、経営合理化の諸措置が講じられたが、他方、国の側

においても、企業再建を促進するため、経営合理化計画を策定し、企業の再建

に努力する企業に対して、資金繰りの緩和をはかるための資金のあっせんを行

なうとともに、慢然と赤字を出し、再建の努力を行なわない企業に対しては、

起債を抑制する等の措置が講じられた。

　

しかしヽ料金改定にも限度があり、経営の合理化も種々の障害があって遅々

としてヽその実効があらわれない現況であり、全般的には中間答申の指摘する

昭和40年度単年度収支均衡を確保することにはかなりの困難を伴うものと思

われる。

　

なおヽ昭和40年10月、地方公営企業制度調査会より、公営企業の管理体

制ヽ給与制度、負担区分等、制度の基本的あり方およびそれを前提とする財政
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再建方策について最終答申が行なわれたが、ひきつづき国において目下この答

申の線に従い、地方公営企業制度の改正および財政再建をはかるための再建

債、利子補給等の財政援助措置について、その準備が進められているので、地

方公営企業の経営の建直しは、結局これら各種の措置が具体化される昭和41

年以降に期待されることとなろう。

　

（二）国民健康保険事業

　

最近における国民健康保険財政の状況は連年悪化の一途を辿っているが、昭

和39年度においては、医療費の緊急是正および世帯員の給付改善の措置が講

じられたことによってさらに悪化の傾向を示している。

区 分

昭和37年度

　　

38

　　

39

　　

全

　

団

　

体

団体数

　　

収支額

3,451

3,413

3,408

△

△

億円

　

9

　

63

185

　

黒字団体

団体数

　　

収支額

2,704

2,002

1,179

円
１
９
０

億
８
４
２

　

赤字団体

団体数

　　

収支額

　　

747

1,411

2,229

　

億円

△

　

72

△112

△205

　

このように国民健康保険財政が多額の赤字を出すにいたったのは急増する医

療費の実勢に対応した十分なる財政措置がとられなかったことによるが、昭和

40年度においては、国民健康保険財政の健全化をはかるため、つぎのような措

置がとられた。

　

第一に療養給付費負担金等未精算分については、昭和40年６月および８月

に予算補正が行なわれるまでの間の応急措置として昭和40年度当初予算から

繰り上げて支出された。

　

第二に調整交付金については従来から精算交付は行なわれていなかったが、

国民健康保険財政の赤字が地方財政全般におよぽす影響はきわめて深刻なもの

があるので、調整交付金不足分につき特別に臨時財政調整補助金として同年９

月予備費から40億円が支出された。

　

第三に昭和40年度にはいって医療費の伸び率はやや鈍化しているが、なお

相当の伸びを示しており、療養給付費負担金等において当初見込額を上回るこ
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とが明らかとなっだので、12月に療養給付費負担金60億円の追加をはじめIと

する昭和40年度予算の補正を行なった。補正予算の内容および補正後の予算

額はっぎのとおりである。

区

　　

昭和40年度

　

昭和39年度精

　　　　　　

正

　

昭和40年度補
分

　

当初予算額

　

算不足分補正

　

現年度分補

　　

正後予算額

療養給付費負担金

療養給付改善特別補助金

事

　

務

　

費

　

負

　

担

　

金

財政調整交付金

そ

　　　　

の

　　　　

他

合

　　　　　　　　　　

計

円
0
0
3
0
8

億
7
4
7
8
2
7
2

1, 191

no

１

１１１

円
0
6
6
7
0
0

億

　
　
　
　
　
　
　
　

１

E
C
9
1
0
7
6
9
0
一
一
一
2
8
4
0
2

　

（注）国民健康保険組合分を含む。

　

昭和40年度中におけるこのような財政措置によって、国民健康保険財政収支

は、保険者自身の財政運営上の努力とあいまって、昭和40年度については相

当改善されるであろう。

　

なお、既述の昭和39年度における赤字団体の赤字額は療養給付費負担金等

未精算分を考慮すると134億円となり、さらに臨時財政調整補助金を考慮する

とおおむね103億円となる。

三

　

地方財政運営の概況

　

（一）一般の状況

　

昭和40年度は、社会資本の計画的整備、地域格差の是正、住宅および生活

環境施設整備の促進等国の重要施策の積極的な展開に基調を同じくすることに

伴う地方負担の増大、前年度の給与改定の平年度化および年度途中に行なわれ

た新たな人事院勧告に基づく給与改定等による人件費の増加、あるいは、豪雨

および台風による相次ぐ激甚災害等も加わって、財政需要は著しく増大するも

のと見込まれているが、他方、歳入においては、経済活動の予想以上の停滞の

ため地方税および地方交付税の伸びは期待できない状況にあり、そのために。
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地方公共団体は財政の健全性を保持しつつ均衡ある行政水準の確保向上を図る

ために苦慮しつつある。

　

（二）予

　

算

　

規

　

模

　

昭和40年９月末における地方公共団体の普通会計予算総額（都道府県、市

町村（特別区、一部事務組合を含む。）の普通会計予算単純合計額）は４兆

5,108億円（前年同期３兆9,918億円）で、前年同期と比べると5,190億円、

13.0％の増加である。

　

これを都道府県および市町村に分ける’と、つぎのとおりである。

区 分

県
村
計

∵都
市
合

　　

予

40年度

　　

億円

26, 796

18,312

45, 108

算

　

額

39年度増弟額

　　

億円

24, 026

15,892

39,918

　　

億円

2,770

2,420

5, 190

予算額構成比

　

謳

　　

40

　　

39

％
４
一

　

5
9

　

40.6

100.0

額
比
3
9

減
成

4
0

　　　

％

　　

％

　　

％

　

60.2

　

53.4

　

57.0

　

39.8

　

46.6

　

43.0

100.0 100.0100.0

対

増

11

15

13

Ｖ
４０

-
％

．５

．２

．０

度
率
3
9

　　

％

17.2

20.2

18.4

毎年度の９月末現計予算額および決算額の推移は、第44図のとおりである。

（三）歳

　　

入

１

　

歳

　

入

　

予

　

算

　

歳入予算の主な内容はっぎのとおりで、前年度の９月末現計予算と比べる

と、増減率において各科目とも前年度の増加率を下回っている。

区 分

地

　

方

　

税

地方譲与税

地方交付税

　　

予

40年度

　　

億円

14, 984

　　

507

　

7. 101

2
6
0
8

9
5
6
0

5
0
4
1

　

1

　

4
／

　

ｌ

　

ｙ

2
3
9
5

2

　
　

1
4

計
債
他
計

　
　

方
の

小
地
そ
合

　

算

39年度

-

　　

億円

13,254

　　

434

　

6, 166

19, 854

　

2,685

17, 379

39,918

額

増減額

-

　

億円
1,730

　　　

73

　　

935

2,738

　　

371

2,081

5,190

予算額構成比

　　

40

-

　　

％

　

33.2

　

1.1

　

15.8

　

50. 1

　

6.8

　

43. 1

100.0
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39

-

　　

％

　

33.2

　

1.1

　

15.4

　

49.7

　

6.7

43.6

100.0

増減額構成比

　

湛

　　

40

-

　　

％

　

33.3

　

1.4

　

18.0

　

52.7

　

7.2

　

40. 1

100.0

39

　　　

％

　

31.7

　　

1.3

　

14.0

　

47.0

　

n.4

　

41.6

100.0

V

４0

　　

％

13.0

16.8

15.2

13.8

13.8

12.0

13.0

度
率
3
9

　　

％

17.4

22.6

16.4

17.2

36.0

17.4

18.4

-

-



気

　
　

入

歳

　
　

出

35

第44図

　

現計予算額および決算額の推移
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２

　

地方税の収入見込み

　

（１）道

　

府

　

県

　

税

　

昭和40年度の道府県税の収入見込額は7,820億円（前年度対比16.6％増

加）であるが、12月末現在の徴収状況はつぎのとおりで、収入済額について前

年同期と比べると466億円、9.4％の増加にとどまつている。

区 分

調

　
　

収

　　　　　　

定

　　　　　　

額

(対前年同期増減率％)

入 済

百

　　　　　　

億円

　　

億円
（Ａ）

　　

7,042

　

6,290

　　　　　　

11.9

　　

17.5

額（Ｂ）

　

(対前年同期増減率％)

　　　

(Ｂ)/(Ａ)×100(％)

財政計画(国当初予算)収入見込額(Ｃ)
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道府県税のうち法人関係分（道府県民税法人分および事業税法人分）の徴収

状況はつぎのとおりで、収入済額において65億円、2.5％減少している。
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昭和40年度の市町村税の収入見込額は7,128億円（前年度対比15.0％増
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道府県税
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40年39年

　　

40年39年
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加）であるが、９月末現在の徴収状況はっぎのとおりで、前年同期と比べると

調定額において710億円、11.6%、収入済額において375億円、11.9%の増加

にとどまっている。
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地方交付税の交付状況

　

昭和40年度の地方交付税交付額は当初7,132億円であったが､300億円の追

加によって7,432億円となり、前年度に比べると772億円、11.6%の増加とな

っている。このうち普通交付税は7,004億円（前年度対比735億円増加）であ

り、特別交付税は428億円（前年度対比37億円増加）である。

　

普通交付税の再算定後の算定状況は、つぎのとおりである。
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４

　

地方債の許可状況

　

昭和40年度の地方債計画は、当初4,849億円であったが、615億円の追加

（一般補助事業172億円、公営住宅建設事業60億円、直轄事業187億円、災害

復旧事業136億円、上水道事業50億円、地下鉄事業10億円）によって5,464

億円とな９、前年度に比べると1,310億円の増加となっている。

　

この計画に対して、昭和41年１月末現在の許可状況は、つぎのとおりであ

る。
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性質別歳出予算の内訳はつぎのとおりで、前年度の９月末現計予算と比べる

と、増減額構成比においては人件費、補助費等の増加が著しく、逆に普通建設

事業費の低下が著しい。また、増減率においては扶助費、補助費等の伸びが大

きく、普通建設事業費の伸びは前年度より著しく低下している。
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第三 昭和41年度の地方財政計画

地方財政計画の策定方針

　

昭和41年度の国の予算編成に当っては「昭和41年度の経済見通しと経済運

営の基本的態度」にのっとり、公債政策の導入による財政支出の増加と画期的

な大幅減税の断行を通じて、積極的に有効需要の喚起拡大を図り、景気の早期

回復と経済の安定成長への速やかな移行を期するとともに、社会資本の整備等

長期にわたる安定成長の基盤を培養することを主眼とし、

　

（１）住宅および生活環境施設の整備、社会保障の推進、産業基盤の充実と

国土保全の強化、農林漁業・中小企業等低生産性部門の近代化、物価対策の強

化等の重要諸施策を重点的に推進するため、

　

（２）既定経費の節減合理化に努めるとともに、新規の経費は、緊要なもの

に限定するほか、機構の新設および定員の増加を厳に抑制すること等により、

財政資金の効率的な運用を図り、

　

（３）財政投融資については、民間資金の活用を図りつつ、その重点的・効

率的運用に配意することを財政運営の基本とした。

　

昭和41年度の地方財政計画は、現下の経済情勢の推移に即応し、このよう

な国の基本と同一の基調に立脚して、経費の重点化、効率化を推進することに

より、財政の健全性を保持しつつ、公共資本の増大、社会保障の充実等地方行

政水準の一層の向上を図ることを目途としてっぎの基本方針に基づいて策定さ

れた。

　

（１）地方税負担の軽減合理化を推進しつつ行政水準の引上げをはかるた

め、地方財源を充実する。

　

（ア）住民税所得割について諸控除の引上げを行なうことにより負担を軽減

　　

するほか、個人事業税その他の税についても負担の軽減をはかる。

　

（イ）国税および地方税の減税に伴う減収を補てんし、地方財源を充実する

　　

ためヽ地方交付税率を2.5％引き上げて32％とするとともに、昭和41年
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度に限り臨時地方特例交付金414億円を交付する。

　

（ウ）法人税の税率引下げ等による減収を回避するため、住民税法人税割の

　　

税率等について所要の調整を行なう。

　

（エ）土地に対する固定資産税および都市計画税について、税負担の均衡化

　　

を漸進的に確保するとともに、都市開発の促進に資するため、税負担の調

　　

整措置を講ずる。

　

（２）経済の安定成長と均衡ある発展を達成するため公共投資の増大をはか

るものとし、公共事業等の円滑な消化をはかるため地方債を大幅に増額する。

　

（３）社会開発を推進し、地域格差の縮少をはかるため、辺地事業債を増額

するとともに、地方交付税の傾斜的配分を強化する。

　

（４）行政の広域的処理を推進し、行政の能率化を徹底することにより、経

費の効率的使用を促進する。

　

（５）国庫補助負担金制度の合理化をはかり超過負担を解消する。

　

なお、つぎにより国民健康保険事業と地方公営企業の健全化を推進すること

により普通会計の健全化に資する。

　

（１）国民健康保険の医療給付に対する国庫負担率を25％から40％に引き

上げるとともに事務費交付金を増額する。

　

（２）赤字の地方公営企業の財政再建を促進するため再建債の発行等を認め

るとともに、地方公営企業の経営基盤を強化するための必要な措置を講ずる、

一

一 地方財政計画の概要

　

（一）地方財政計画の概要

　

昭和41年度の地方財政計画の規模は４兆1,348億円（前年度３兆6,121i

円）で、前年度と比べると5,227億円、14.5%の増加である。

　

地方財政計画の内訳は、つぎのとおりである。
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地方財政計画額の推移は、第45図のとおりである。
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地方財政計画額の推移
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（ニ）地方税の収入見込み

　

昭和41年度の地方税の収入見込額は１兆5,741億円（前年度１兆4,948億

円）で、前年度と比べると793億円、5.3％の増加である。
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昭和41年度においては、地方税負担の現状にかんがみ、地方財政の実情を

考慮しつつ、個人の住民税、個人の事業税、料理飲食等消費税等について負担く

の軽減を図るとともに、固定資産税および都市計画税の負担の調整、ゴル７場

の娯楽施設利用税の税率の引上げ等負担の合理化を図るため地方税法の改正が

なされる見込みであるが、地方税の収入見込みの状況は、つぎのとおりであ

る。

　　

区

　　　　　　

分

昭和40年度当初見込額

自

　

然

　

増

　

収

　

額

凶
㈲

㈲/㈲×100

　　

（％）

（前

　　　

年

　　　

度）

税制改正による増減額（Ｃ）

昭和41年度収入見込額

　　

収十（Ｂ）刊Ｃ）

　　

（Ｄ）

増

　　

減

　　

額

　

（功一㈲

道府県税

-

　　

億円

　

7,820

　　

365

　　

4.7

　

(15.5)

△

　

134

　

8,051

　　

231
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市町村税

-

　

億円

　　

7, 128

　　　

685

　　　

9.6

　

(15.0)

△

　

123

　

7,690

　　　

562

合 計

　　　

億円

　

14, 948

　　

1,･050

　　　

7.0

　

(15.2)

△

　

257

　

15,741

　　　

793
-



昭和41年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである。

区

道

　　

府

　　

県

　

道

　

府

　

県

分

！

　　

府

　　

県

　　

税

道

　

府

　

県

　

民

　

税

事

　　　

業

　　　

税

不動産取得税

道府県たばこ消費税

娯楽施設利用税

料理飲食等消費税

自
鉱
そ
普
軽
入
目
合

動

　

車

　　

区
の
通
油

　

的

他 普

小
取

　

小

税
引
猟
税

税
税
税
計
税
税
計
計

税
税
税

　

民
産

村

　

村
資

町
町
定

　

市
固

市

市町村たばこ消費税

　

収入見込額

41年度

　

40年度

　

億円

　　

億円

1,819

3,331

　　

333

　　

４95

　　

117

　　

56２

6
6
1
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５
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５

　
　
　

３

　
　
　
　
　
　
　

７
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3
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1,735

3,448
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億円

△
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△
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６
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1
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Ｉ

　

Ｉ
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△

　
　

入
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4
0
7
8

4
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４

５
４
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701

　　　

－
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－
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計
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計
計

ス
通
小
画
的
小

　

普

　
　
　

目

が
他
税
計
他
税

気
の
通
市
の
的

電
そ
普
都
そ
目
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985

825
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3
0
４
6
0
0

8
5
２
1
4
9

1
4
2

　
　

２
６

2,800

2,685

　　

742

　　

541
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6,938
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一
３

△
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一

　

９
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２
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２
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7
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（三）地方譲与税の収入見込み
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５
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３

　
　
　
　
　

５
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２
８

２

　
　
　
　
　

６

　
　
　
　
　

６

対前年
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41

４。

・3.

　

9.

　

11.

　

23.

　

3.

％

8

4

5

２

2

3

21.6

14.3

　

6.3・

　

２.7

　

5.3

　

0.0

　

5.3

　

3.0

　

2.9

11.2

11.2

　

6.7

　

7.6

　

7.4

28.7

　

0.0

26.3

　

7.9

度
率
4
0

％

2４.･1

　

7.1

33.9

10.7

31.3

26.2

58. 1

10.7

19.8

16.2

21.3

　

0.0

21.2

16.6

22.4

10. 1

H.7

　

8.０

22.3

15. 1

11.5

23. 1

12.4

15.0

　

昭和41年度の地方譲与税収入見込額は567億円（前年度528億円）で、前年

度と比べると39億円、7.4％増加している。

　

地方譲与税の内訳はっぎのとおりであるが、石油ガス譲与税の増加率が高い

のは、前年度が初年度（昭和40年度地方財政計画の策定にあたって、石油ガ

ス譲与税法が昭和41年１月１日から施行されるとして２ヵ月分を見込んでい
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る。）であったことによるものである。

区 分

　　

収

　

入

　

見

　

込

　

額

41年度

　　

40年度

　　

増減額

対前年度増減率

41

地方道路譲与税

特別とん譲与税

石油ガス譲与税

　

合

　　　

計

　
　
　

△

円
８
１

　

２
９

億
２

　
　

１
３

　
　
　

Ｑ

瓢
3
9
ゴ
一
一

　

3
8
6
7

円
1
3
1
6

億
５

　
　
　
　

５

　　

5.8

　　

2.6

300.0

　　

7.4

　

40
-

　

％
14.7

34.5

16.8

　

（四）臨時地方特例交付金

　

臨時地方特例交付金414億円は、昭和41年度における地方財政対策として、

単年度限りのものとして計上したものである。このうち240億円は、日本専売

公社が小売人等に対して売り渡した製造たばこ本数により交付するものであ

り、174億円は、普通交付税の配分方式によって交付するものである。

　

（五）地方交付税の積算基礎

　

昭和41年度の地方交付税は7,467億円（前年度7,132億円）で、前年度と比

べると335億円、4.7％の増加である。

　

昭和41年度の地方交付税の積算基礎はつぎのとおりで、地方交付税率を

2.5％引き上げて32％にすることとされている。

区

税
方

国
地

返

合

分

　

三

　

税

交

　

付

　

税

(Ａ)

(Ｂ)

還

　　

金

　

（Ｃ）

　

計

　

（Ｂ）－（Ｃ）

41年度

-

　

億円

23, 456

7,507

6,920

６

　

１

　
　

0
0
7

8

　
　
　
　
　

４
６

５

　
　
　
　
　
　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

７

40年度

-

　

億円

24, 138

7, 162

7, 121

41

　　

－

　　

30

7, 132

（注）昭和40年度の地方交付税の補正後の額は、7,432億円である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－220－

増減訃

一

　

億円

a

　

682

　

345

a

　

201

5
8
6
祁

Ｏ
Ｏ
＼
n

　
　
　

ｌ
C
Ｏ

　
　
　
　
　

C
Ｏ

　

(Ａ)×29.5%

　

(Ａ)×2.5%

　

精

　　

算

|

法第19条第２
にかかる返還

-

ａ ａ ㎜ ㎜

　 　 　 　 　 　 　 　

－ 』

　 　 　 　 　 　 　

ふ ａ



　

（六）地方債計画

　

昭和41年度の地方債計画の総額は6,707億円（前年度4,849億円）で、前年

度と比べると1,858億円、38.3％の増加である。

　

昭和41年度地方債計画の内訳はつぎのとおりであるが、新たに、公共事業

等の事業の消化を促進するための特別事業債1,200億円および赤字を生じてい

る地方公営企業の再建整備を促進するための公営企業再建債200億円の枠が設

けられている。

　

なお、特別事業債は、一般補助事業、公営住宅建設事業、義務教育施設整備

事業、災害復旧事業、直轄事業および下水道事業の増額充当分として配分する

ものである。

区 分

　

計

　　

画

　　

額

41年度40年度増減額

計画額構成比

　

増減額構成比
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572
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合 計

公営企業再建債

特別事業債

　

総
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金

府
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政
公

１

計

訳
金
金

内
資
資
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11.8

　　　　　　　　　　

(79. 1)
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4,849

　　

458 100.0 100.0
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一

一
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(3.0)
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％
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3.7
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(4.0)
16.2
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3.２

(15.0)
60.9

　

39.2

　

14.5

　

21.4

(2.9)

11.8

　

15.8

　

9.4

　

31.5

(24.6)
100.0 100.0　9

(10.8)－
1,200 (17.9) - (64.6)

４

　

２１

－

－

７

　

一

-

6,707 4,849 1，858(100.0)(100.0)(100.0)(100.0)38.321.3

3,861

　

3,075

　　

786

　

57.6

　

63.4

2,846

　

1,774

　

1,072

　

42.4

　

36.6

42.3

　

64.0

　

25.6

　

22.0

57.7

　

36.0

　

60.4

　

21.3

　

このうち，地方財政計画の歳入に計上したものは，一般会計債1,445億円

（前年度1,394億円），特別地方債の一部250億円（前年度236億円）および特

別事業債1,200億円の合計2,895億円（前年度1,630億円）で，前年度と比べ

ると1,265億円，77.6％の増加である。
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区 分 41年度 40年度 増減額

般
般

一

　

一

　

会

　　

計

補

　

助

　

事

債
業

公営住宅建設事業

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

義務教育施設整備事業

一
辺
直

独
策

単
対

般
地

轄 事

業
業
業

事
事

市町村民税臨時減税補てん債

新産業都市等建設事業

高等学校および大学施設整備事業

　　

小

　　　　　　　　

計

特別事業債（一般会計分）

　

厚生福祉施設整備事業

　

清

　　　

掃

　　

事

　　

業

特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　

合

　　　　　　　　

計

円

　
　

0
1
5
1
5
0
0
3
0
0
5

億

　

2
1
2
3
1

　
　

１
２

　
　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　　

250

　　

130

　　

120

1,200

2,895

円

　
　

8
1
0
1
5
5
0
9
0
0
1
4
2
8
0

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
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0
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9
0
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2
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6
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9
3
9
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億

　

２

　
　

２
２
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１
２

　
　
　

３
２

　
　

１

1,630 1、２65

増減率

-
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3
8
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8
3
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7
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Ｉ
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9
7
0
3
0
2
0
0
3
5
2
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1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　
　

△

　
　
　
　
　
　

Ｑ

77.6

　

（七）歳出の増減状況

　

昭和41年度の地方財政計画額の規模は、前年度と比べると5,227億円増加

しているが、歳出の主なものの増減状況はつぎのとおりである。
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区 分

給与関係経費

　

給

　　

与

　　

費

　

恩

　　

給

　　

費

一般行政経費

　

国庫補助負担金を

　

伴うもの

国庫補助負担金を
伴わないもの

公

　　　

債

　　　

費

維

　

持

　

補

　

修

　

費

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

直轄事業負担金

国庫補助負担金を

伴うもの

　

増

　

減

　

額

総

　

額

　

一般財源

億円
607

581

　

26

882

66４

　

億円

1,363

1,337

増 減

人事院勧告に基づく増

昇給等に基づく増

人員増に基づく増

その他

　
　

費
費
費
費
他

　
　

護
療
護
生

　
　

保
医
保
衛
の

　
　

活
核
童
神

　
　

生
結
児
精
そ

2
6
1
1
9
3

２１８

　　

２１８

　　

141

　　

111

2,587

　　

71

1,747

11４

Ｈ1

283

　

71

443

国庫補助負担金を

　　　

769

　　　

769
伴わないもの

地方交付税の不交付

　　

△101

　

△101
団体における平均水
準をこえる必要経費

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

普通建設事業費

災害復旧事業費

　

合

　　　　

計

　　　

5,227

　

3,181

（注）増減事由欄の（

　　

）は，一般財源の増減額を示す。
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１

統

　

計

凡 例

本表の記号は、つぎによつた。

　　　

一

　　

皆

　

無（該当なし）

Ｏ

　

△

単位未満

負

　　

数

表

２

　

都道府県決算額と市町村決算額をあわせたものは単純

　

合計額となるので純計額とは合致しない。

３

　

昭和39年度から財務会計制度の改正により歳入、歳

　

出とも科目区分が大幅に改められたので、表中決算額の

　

推移にっいては昭和39年度分を昭和38年度の科目区分

　

により、対前年度比較については昭和38年度分および

　

昭和37年度分を昭和39年度の科目区分によりそれぞれ

　

推計して計上している。

４

　

市町村の決算額はとくに注書をしない場合は一部事務

　

組合と市および町村との相互重複額を控除した額であ

　

る。

-

！



第１表

　

地

　　

方 公 共

　　

団

，

ｇ

　　　

゛

≒

ﾄﾞ

ﾄﾞ

33

ヤレ

3

巾ハ

゛31

ぐに

31

　

；

　　

道

町

府

　　

；

　　　

98

j

　　

47

で

　　

39

ﾐ1

　　

37

1で

1

　　

36

乙:

　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　

５

　　　　　

５

　　

都

　　　　　　　　

市

　　　　

281

　　　

486

　　　

494 499　　　　　542

　　　　

中

　　

都

　　

市

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

，

　　

町

|

小

　　

都

　　

7;

　　　　

95

ﾆ

　　

４

ｿ

8

ｽﾞ

　　　

3 43ｽﾞ　　3 23L　　　3 082

l

　

;(普通地;公共団体し

　　　

9 91で　　48で3　　39:1　　37:ﾌ　　　36::

　

一

　

部

　

事

　

務

　

組

　

合

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

1_

に

It

　　

：

　　

：

　　

：

　

：

　　

：

(注) １
２

３
４

　　　　　　　　　　　　　　　　

第２表

　

団

その１

　

国勢調査人口および１団体当り面積の推移

び北九州市を

ける住民登録

である。
は、この表に掲げてい

体

　　

別

　　

人

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

昭和25年

　　

昭和30年

　　

昭和35年

　　

昭和40年

　　　　　　　　　　　　　

1

　

10月１日

　　

10月１日

1

　

10月１日

　　

10月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ

」

　　　

（Ｂ）

　　　　　　　　　　　　　　

千人

　　

％

　

千人

　　

％

　　

千人

　　

％

　　

千人

　　

男
特

　　　　

別

　　　　

区

　

5 385　6.5 6 969　7.∂8 310　8.9＼ 8 901　幻
大

　　　　

都

　　　　

市

　

5 815　7.0 7 233　∂.j 8 378　9.010 505　10.7
都

　　　　　　　

市20 013 24.036 086 40.442 645 45.647 520 菰
小

　　　　

計（市部人口）31 213　57.550 288　56. 559 333　63. 566 926　銘.j
町

　　　　

村（郡部人口）51 997　62. 538 988　43. 7 34 084　56.531 356　弘

　

合

　　　　　　

計

　

83 210 100.089 276 100.093 419 100.098 282 lOCO

(注) ｍ
>
り
り
ｍ
)

年
当
当
年

4
0
体
体
3
5

和
団
団
和

昭
―
―
昭

1
2
3
4

月１日の
人口は人
面積は、
月１日の

― 226 －

月１日総理府から公表された概要によ
の団体数で除したものである。
国勢調査による面積で昭和35年10月ｌ
岐阜県の境界紛争地域にかかる人口

大都市とは、大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市およ
都市とは、大都市以外の市をいい、中都市とは年度末現在にお
人口10万人未満の市をいう（以下各表について同じ。）。

昭和28年10月１日は、町村合併促進法が施行された日である。
特別地方公共団体のうち財産区および地方開発事業団は、この

人口は昭和40年12
口を各調査日現在
昭和35年10月１日
人口は、長野県と



体

　　

数

　　

の

　　

推 移

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

昭

　　　　

比

　　　　

較

35. 3.31　36. 3.31　37. 3.31　38. 3.31　39. 3.31　40. 3.31　　　　　　助

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

CB）

　　　

助

　　

(C)-(B) ^×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

％

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　　

46

　　　

0

　　　

100､0

　　

3 537　　　3 503　　3 466　　　3 437　　3 399　　3 395　　△　4　　　34.4

　　　　　

5

　　　　　

5

　　　　　

5

　　　　　

5

　　　　　

6

　　　　

6

　　　

0

　　　

120.0

　　　　

550

　　　　

550

　　　　

551

　　　　

547

　　　　

552

　　　

554

　　　

2

　　　

jﾀﾌ.2

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

111

　　　　

115

　　　

121

　　　　

6

　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　

436

　　　　

437

　　　

433

　　

△

　

4

　　　　　

－

　　

2 982　　2 948　　2 910　　2 885　　2 841　　2 835　　△　6　　　2ﾀ.∂

　　

3 583　　3 549　　3 512　　3 483　　3 445　　3 441　　.4　　　34.7

　　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23

　　　

0

　　　

100.0

　　

1 106　　　1 192　　　1 280　　　1 404　　　1 538　　1 695　　157　　　　　－

　　

1 129　　　I 215　　　1 303　　　1 427　　　1 561　　1 718　　157　　　　　－

　　

4 712　　4 764　　4 815　　4 910　　5 006　　5 159　　153　　　　－

いう（以下各表について同じ。）。
人口10万人以上の市をいい、小都市

ない。

　

□ の 推

　　

移

とは、

　　

比

　　　

較

　　　　

１団体当り人口（人）

　　　　　

１団体当6面積（k哨

　　　　　　　　　　　

昭和35年

　

昭和40年

　

比

　　

較

|

昭和35年

　

昭和40年

　

比

　　　　

丿

　

漂

一

列

増減率10七日10留日、（功一助10な日

　

３聖日(e3
― (F) ,

　　　　　

千人

　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　

591

　

7.j

　

361 306　387 015　　25 709　　24.76　　24.77　　　0.01

　　　

2 127　25.4 1 675 607 1 750 729　　75 122　　399. 56　　420. 63　　　21.07

　　　

4 875　11.4　　77 537　　85 931　　　8 394　　142.841　　151.40　　　8.56

　　　

7 593　j2.∂　102 653　114 795　　12 142　　140. 36　　149.17　　　8.81

　　

△2 728 a ∂.1　　11 562　　11 139　△　　42　　　96.41　　　99.71　　　　3.30

　　　

4 863　5.　　26 32　　28 9231　　2 601　　104.63　　104 63 0.00,

/
るものである。

日または昭和40年３月31日現在における団体の行政区域にかかるものである。

(73)および岡山県児島湾干拓第７区の人口(1200)を合計には含み､その他には含まない。
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第２表

　

団体別人口の推移（つづき）

その２

　

都道府県別国勢調査人口の状況

都・府県賢驚

　

箆で5萱

　

賢V萱

　

孔帰

（
J添な

　

北

　

海

　

道

　　

4 773 087　5 039 206　5 171 769　　132 563　　　　2,δ

　

青

　　　

森

　　　

1 382 523　1 426 606　1 416 555　° 10 051　　　△Q.7

　

岩

　　　

手

　　　

1 427 097　1 448 517　1 411 242　△　37 275　　　△2.∂

　

宮

　　　

城

　　　

1 727 065　1 743 195　　1 753 208　　　10013　　　　U

　

秋

　　　

田

　　　

1 348 871　　1 335 580　1 279 824　△　55 756　　　△4.2

　

山

　　　

形

　　

1 353 649　1 320 664　1 263 099　° 57 565　　　△Ｕ

　

福

　　

，島

　　　

2 095 237　2 051 137　　1 983 748　△　67 389　　　△卵

　

茨

　　　

城

　　

2 063 944　2 047 024　2 056 137　　　9 H3　　　　り

　

栃

　　　

木

　　　

1 544 987　　1 513 624　　1 521 723　　　　8 099　　　　U

　

群

　　　

馬

　　　

1 616 142　　1 578 476　　1 605 573　　　27 097　　　　j.7

　

埼

　　　

玉

　　

2 260 493　2 430 871　3 014 957　　584 086　　　　2U

　

千

　　　

葉

　　

.2 205 153　2 306 010　2 701 741　　395 731　　　　17.2

　

東

　　

・京

　　

’8039 214　9 683 802　10βヱ7 217　　1 193 415　　　　12.3

　

神

　

奈

　

川

　　

2 919 497　3 443 176　4 430 518　　987 342　　　　2∂.7

　

新

　　　

潟

　　

2 473 492　2 442 037　2 398 923　△　43 114　　　△j.∂

　

富

　　　

山

　　

1 021 121･　1 032 614　1 025 452　△　7 162　　　△0.7

　

石

　　　

川

　　　

％6 187　　973 418　　980 497　　　7 079　　　　0.7

　

福

　　

一＃

　　　

752 758　　752 6％　　750 551　△　2 145　　　△Ｕ

　

山

　　

Ｉ梨

　　　　

807 044　　　782 062　　　763 167　△　18 895　　　△2j

　

長

　　　

野

　　

2 019 860　1 981 506　1 958 001　・23 505　　　△j.2

　

岐

　　　

阜

　　

，1586 334　　1 638 399　　1 700 265　　　61 866　　　　H

　

静

　　　

岡

　　

12 650 435　2 756 271　2 912 520　　156 249　　　　U

　

愛

　　　

知

　　

3 769 209　4 206 313　4 798 639　　592 326　　　　μ.j

　

三

　　　

重

　　　

1 485 582　　1 485 054　　1 514 432　　　29 378　　　　2.Q

　

滋

　　

賀

　　

853 734　　842 695　　853 370　　10 675　　　H

　

京

　　　

都

　　

1 933 886　1 993 403　2 102 777　　　109 374　　　　H

　

大

　　　

阪

　　

4 619 583　5 504 746　6 657 051　　1 152 305　　　　2U

　

兵

　　　

庫

　　

3 620 947　3 908 127　4 309 801　　　401 674　　　　10.3

　

奈

　　

良

　　

776 861　　781 058　　825 941　　44 883　　　5.7

　

和

　

歌

　

山

　　　

1 006 819　　1 002 191　　1 026 944　　　24 753　　　　2.5

　

鳥

　　

取

　　　

614 259　　599 135　　579 851　．19 284　　ム∂.2

　

島

　　

根

　　　

929 066　　888 886　　821 620　・67 266　　・Ｍ

　

岡

　　　

山

　　

1 689 800　1 668 814　1 645 107　ム　23 707　　　4U

　

広

　　　

島

　　

2 149 044　2 184 043　2 281 029　　　96 986　　　　4.4

　

山

　　　

口

　　　

1 609 839　1 602 207　1 543 574　．58 633　　　・μ

　

徳

　　

島

　　　

878 109　　847 274　　815 087　ム32 187　　ムＨ

　

香

　　

川

　　　

943 823　　918 867　　900 833　" 18 034　　a 2.0

　

愛

　　　

媛‥

　

1 540 628　1 500 687　1 446 366　．54 321　　　．Ｍ

　

高

　　

知

　　　

882 683　　854 595　　812 707　ム41 888　　ム○

　

福

　　　

岡

　　

3 859 764　4 006 679　゛3 964 613　.42 066　　　．Ｍ.

　

佐

　　

賀

　　　

973 749　　942 874　　871 889　・ム70 985　　ムＭ

　

長

　　　

崎

　　　

1 747 596　1 760 421　　1 641 231　ム119 190　　　ムＵ

　

熊

　　　

本

　　

1 895 663 1 856 192　1 770 747　．85 445　　　＆4.∂

　

大

　　　

分

　　　

1 277 199　1 239 655　1 187 474　a　52 181　　　ムＵ

　

宮

　　　

崎

　　

1 139 384　1 134 590　1080 668　4　53 922　　　ム4.∂

　

鹿

　

児

　

島

　　

2 044 112　1 ％3 104　1 853 517　a 109 587　　　．5j

　

合

　　　

計

　　

89 2Z5 529　93 418 501　98 281 955　4 863 454　　　　5.2

（ｓ）1J毘特長y1現在の人口は昭和40年12月１日総理府から公表された概要

　　　

２．豊頃ご桂冒詰驚陛昌副鸞ド４県・回!お伸月１日現在･り国勢調査人口のうち長野県と岐阜県の境界紛争畔
、それぞれの県の計数から除いている。
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第３表

　

昭和39年度団体別決算額の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳入歳出差翌年度へ繰
区

　　　

分

　　　

歳

　　

入

　　

歳

　　

出

　

引額(0り越すべき実質収支

　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　

（Ｂ）

　　　　

㈲

　　

財源叫

　　　

㈲一剛

都

　

道

　

府

　

県

　　

2 434 674　2 386 781　　　47 893　　35 155　　12 738

市

　　

町

　　

村

　　

1 632 327　1 591 267　　　41 060　　23 561　　17 499

　

大

　　

都

　　

市

　　　

260 311　　257 141　　　3 1ﾌﾟ0　　8 930　△　5760

　

都

　　　　　

市

　　　

754 988　　744 724　　　10 264　　8 114　　2 150

　　　

中

　

都市

　　　

414 720　　407 924　　　6 7％　　5 398　　1 398

　　

1

小

　

都市

　　　

340 268　　336 800　　　3 468　　2 716 752

町

　　　　　　

村

　　　

497 615　　478 952　　　18 663　　2 234　　16 429

特

　　

別

　　

区

　　　

90 748　　　82 767　　　7 981　　　3863　　4 118

一部事務組合

　　　

28 665　　27 683　　　　982　　　420　　　562

合

　　　　　

計

　

1

　

4 067 001　3 9ｱ8 048　　　88 ?53　　58 716　　30 237

(注)j

　

市町村および合計は単純合計額である。
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第４表し昭和39年度決算規模(単純合計額)の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円プ％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　

区

　　　　　

分

　　

昭和39年度

　

昭和38年度

　

増減額

　

増減率

　

扁

歳

　

入

　

総

　

額

　　

4 053 285　3 525 395　　527 890　　　　15･0　14，

都

　

道

　

府

　

県

　　

2 434 674　2 148 699　　285 975　　　　13.3　13.1

市町村（純計額）

　　

1 618 6H 1 376 696　　　241 915　　　　17.6　抵

単純合計額

　　

1 632 327　1 386 344　　245 983　　　n.7　扨．

　

大

　

都

　

市

　　

260 311　　218 856　　41 455　　　j∂.タ　j5，

　

都

　　　　

市

　　

754 988　　640 730　　114 258　　　j7.∂　17.2

　　　

中

　

都

　

市

　　

414 720　　342 512　　72 208　　　21.1　j7.

　　

1

小

　

都

　

市

　　　　

340 268　　298 218　　　42 050　　　　14.1　j∂.

　

町

　　　　

村

　　

497 615　　428 748　　68 867　　　18.1　IS.

　

特

　　

別

　　

区

　　　

90 748　　77 659　　13 089　　　j∂.タ　j∂.

　

一部事務組合

　　　

28 665　　20 351　　　8 314　　　如.S　お．

歳

　

出

　

総

　

額

　　

3％4 333　3 436 569　　527 764　　　　15.4　14.8:

都

　

道

　

府

　

県

　　

2 386 781　2 095 868　　290 913　　　　13.9　14.

市

　

町

　

村（純計額）

　　

1 577 552　1 340 701　　　236 851　　　　17.7　16.1

単

　

純

　

合

　

計

　

額

　　　

1 591 26　　1 350 349　　　240 918　　　　j∂.∂　16.2

｀大

　　

都

　　

市

　　　

257 141　　216 048 41 093　　　　　jﾀ.0　j∂.

　

都

　　　　

市

　　

744 724　　629 805　　114 919　　　j∂.2　17，

　　　

中

　

都

　

市

　　

407 924　　334 131　　73 793　　　22.1　j∂.

　　

|

小

　

都

　

市

　　　　

336 800　　　295 674　　　41 126　　　　j∂.タ皿

　

町

　　　　

村

　　

478 952　　413 956　　64 9％　　　μ.7　j3.

　

特

　　

別

　　

区

　　　　

82 767 70 401　　　12 366　　　　17 A &

　

一部事務組合

　　　

27 683　　20 139　　　7 544　　　37.　42.

(注)市町村(純計額)は、一部事務組合と一郎事務組合を組織する都市および町村と

　　　

の相互重複額を控除したものである。
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第５表

　

昭和39年度純計決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　

較

　　

１

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

昭和39年度昭和38年度

　　　　　　　

前年！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

|

増減額|増減率度増

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

減率‘

歳

　　　

入

　　　

総

　　　

額

　　

㈲

　　

4 053 285 3 525 395 527 890　脈O U. 2

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額・㈲

　　

142 365 127 736　14 629　11.5 21.51

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　

88 175　　78 611　9 564　12.2 20.7

　

同級他団体からの分担金、負担金

　　　　　

1 919　　2 048　△129△　∂.327.4

　

市町村からの分担金、負担金、寄

　　　　

32 657　　30 974　1 683　5.4 20.5

　

附金

　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

特別区財政調整交・納付金

　　　

16 056　　13 478　2 578　19.1 24.3i

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　

交

　

付

　

金

　　　　　

3 558　　2 625　・　933　35.543.4

歳

　

入

　

純

　

計

　

額倒－（B）

　

3 910 920 3 397 659 513 261　15.1 13.9

歳

　　　

出

　　　

総

　　　

額

　

《ﾛ）

　　

3％4 333 3 436･569 527 764　j5.4 j4.∂

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額

　

C勁

　　　

142 365　127 736　14 629　11.5 21.5

　

沓l村に対する事業費等の補助交

　　　　

88 175　　78 611　ダ564　12.2 20.7

　

同級他団体に対する負担金等

　　　　

1 919　　2 048　△　129△　６､３２７.４

　

靉訂舗び”９゛

　　

32 657　　30 974　1 683　5.4 20.5

　

特別区財政調整交・納付金

　　　

16 056　　13 478　2 578　19.1 24.3

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　

交

　

付

　

金

　　　　　

3 558　　2 625　　933　55.5 43.4

歳

　

出

　

純

　

計

　

額（Ｃ）一剛

　　

3 821 968 3 308 833 513 135　15.5 14.6
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第6表純計決算額の推移
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　

歳

　　　　　　　　

出

　　

区

　　　

分

　　

純計決算額

　

指

　

数篇甘菜純計決算額

　

指

　

数

　

謳VI

　　

昭和31年度

　　　

1 250 979　　　知　　11.3　　1 206 069　　　卯　　∂.0

・

　　　　

32

　　　　　　

1 407 088　　　101　　12.5 －　　1 342 528　　　扨j　　11.3

　　　　　

33

　　　　　　

1 504 250　　　扨∂　　∂.タ　　　1 455 579　　　jQﾀ　　　∂.4

　　

31～33平均

　　　

1 387 439　　100　　　－　　1 334 725　　j叩　　　－

　　　　　

34

　　　　　　

1 689 352　　　j22　　12.3　　　1 623 883　　　j22　　11.6

　　　　　

35

　　　　　　

2 025 802　　　j4∂　　jﾀ.9　　　1 924 907　　　j44　　j∂.5

　　　　　

36

　　　　　　

2 511 550　　　j∂j　　24.0　　2 391 080　　　jﾌﾀ　　24.2

　　　　　

37

　　　　　　

2 982 859　　. 2j5　　j∂.∂　　2 887 366　　　2扨　　20.∂

　　　　　

38

　　　　　　

3 397 659　　245　　j3.タ　　　3 308 833　　2J∂　　Ｍ,∂

　　　　　

39

　　　　　　

3 910 921　　　2∂2　　15.1　　　3 821 968　　　286 ×　15.5
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第7表決算規模の推移
(単位

　

百万円)

-

　　　　　　　

-
｜

　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　

数

　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

国(一般会計)

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　

方

　　　　

国｜

　

ヅ歳

　

出

　　

歳

　

入

　

）出石）Ｒ

し

人い回

　

昭和31年度

　

1 250 979 1 206 069 1 232 514 1 069 205　　－　　－　　－　　－

　　

32

　　　

1 407 088 1 342 528 1 399 858 1 187 676　　－　　一　　一　　　－

　　

33

　　　

1 504 250 1 455 579 1 453 747 1 331 562　　－　　一　　一　　　一

　

31～33平均

　

1 387 439 1 334 725 1 362 040 1 196 148　100　100　扨Q　　100

　　

34

　　　

1 689 352 1 623 883 1 597 213 1 495 040　j22　j22　117　　j25

　　

35

　　　

2 025 802 1 924 907 1 961 025 1 743 148　　M∂　M4　j44　　μ∂

　　

36

　　　

2 511 550 2 391 080 2 515 932 2 063 468　j∂j　　j7∂　j∂5　　j73

　　

37

　　　

2 982 859 2 887 366 2 947 623 2 556 617　2j5　2妬　2j∂　　2j4

　　

38

　　　

3 397 659 3 308 833 3 231 214 3 044 292　2j5　24∂　2j7　　25∂

　　

39

　　　

3 910 921 3 821 968 3 446 768 3 310 969　2∂2　2∂∂　2j3　277

（注）地方の歳入、歳出は純計決算額である。
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第８表

　

昭和39年度

　

黒字赤字

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

39

　　　　

年

　

区

　　　　　

分

　　　

団体数

　

㈲

　　

歳

　

入（知

　　

歳

　

出

　

鴎

　

Ｌ八日

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　　

46

　　

2 434 674　　2 386 781　　　　47 893

　　

黒字

　

団

　

体

　　　　　　

41

　　

1 906 028　　1 860 300　　　45 728

　　

赤字団体

　　　　

5

　　

528 646　　526 481　　2 165

全

　

市

　

町

　

村

　　　　

゜5 11　　　1 632 327　　　1 591 267　　　　41 060

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

4 642　　　1 246 803　　　1 188 133　　　　58 670

　　

赤字団体

　　　　

471

　　　

385 524　　403 134　・17 610

　

大

　

都

　

市

　　　　　

6

　　

260 311　　257 141　　　3 170

　　

黒字団体

　　　　　

3

　　

H2 580　　108 915　　　3 665

　　

赤字団体

　　　　　

3

　　

147 731　　　148 226　ム　495

　

特

　

別

　　

区

　　　　　

23

　　　

90 748　　　82 767 7 981

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

23

　　　　

90 748　　　　82 767　　　　7 981

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

－

　

都

　　　　

市

　　　　

554

　　

754 988　　744 724　　　10 264

　　

黒字団体

　　　　

417

　　

565 748　　544 288　　21 460

　　

赤字団体

　　　　

137

　　

189 240　　200 436　・11 196

　

中

　　

都

　

市

　　　　

121

　　

414 720　　407 924　　　6 796

　　

黒字団体

　　　　　

89

　　

310 382　　297 595　　　12 787

　　

赤字団体

　　　　

32

　　

104 338　　no 329　△5 991

　

小

里

ご

団

W

　　　

433

　　　　

340 268　　　　336 800　　　　3 468

　

’゛｀

　

，９.

　　　　　　　　　　

328

　　　　

255 366　　　　246 692　　　　8 674

　

赤子団体

　　　　

105

　　　

84 902　　　90 108　・5 206

　

町

　　

。

　　　

村

　　　　　

2 835　　　497 615　　　478 952　　　　18 663

　

黒

　

こ

　

団

　

体

　　　　　

2 604　　　452 982　　　429 425　　　23 557

　

赤子団体

　　　　

231

　　　

44 633　　　49 527　ム　4 894

　

‾部1務組合’

　　　

｀1 695　　　28 665　　　27 683　　　982

　

黒

　

こ

　

団

　

体

　　　　　

1 595　　　24 746　　　　22 739　　　　2 007

　

赤

　

子

　

団

　

体

　　　　　

ﾀﾞ亜ﾉ

　　　　

3 919　　　　　4 944 ・　1 025

合

　

里

　

’゜’団

　

；

　　　　　

5 1;↓ 4 067 001　　　3 978 048　　　｡ 88 953

　

一二

　　　　

4 683　3 152 83ﾘ 3 048 433 104 398

　

赤

　

子

　

団

　

体

　　　　　　

476

　　　　　

914 170　　　　929 615　　△　15 445
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団体別決算収支の状況
(単位

　

百万円)

　　

度

　　　　　　　　　

昭和38年度

　　　　　

比較増減

藷驚肺臨団体数（Ｇ）

　

実質収支佃

　　

‰竺
（
j実認盾タ

　　　

35 155　　　12 738　　　　　46　　　　24 933　　　　　　－　　△　12 195 ・

　　　　　　　　　　　

－

　　　

20 494　　　25 234　　　　　42　　　　30 012　　　a　　l　　△　4 778

　　　

14 661　　a 12 496　　　　　　4　　△　5 079　　　　　　1　　△　7 417

　　　

23 561　　({749を　　　4 960　　　　13 678　　　　　153　　　　3 821

　　　

16 447　　　42 223　　　　4 472　　　　35 859　　　　　170　　　　6 364

　　　　

7 114　　△24 724　　　　　488　　△　22 181　　　△　17　　△　2 543

　　　　

8 930　　△　5 760　　　　　　6　　△　6 088　　　　　　－　　　　　328

　　　　

3 422　　　　　243　　　　　　　　　　　　964 ，　　　　1　　△　　721

　　　　

5 508　　△　6 003　　　　　　4　　△　7 052　　　a　　1　　　　I 049

　　　　

3 863　　　　4 118.　　　　23　　　　　3 416　　　　　　－　　　　　702

　　　　

3 863　　　　4 118　　　　　23　　　　　3 416　　　　　　－　　　　　702

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

8 114　　　　2 150　　　　　552　　　　　3 817　　　　　　2　　△　1 667

　　　　

7 000　　　14 460　　　　　420　　　　12 977　　　△　　3　　　　1 483

　　　　

I H4　　△12 310　　　　132　　△　9‘160　　　　　5　　△　3 150

　　　　

5 398　　　　1 398　　　　　115　　　　　3 384　　　　　　6　　△　1 986 ・

　　　　

4 816　　　　7 971　　　　　87　　　　　7 044　　　　　　2　　　　　927

　　　　　

582

　　

a

　

6 573　　　　　28　　△　3 650　　　　　　4　　4　2 913

　　　

2 716　　　　　752　　　　　437　　　　　　433　　　△　　4　　　　　319

　　　

2 185　　　　6 489　　　　　333　　　　　5 933　　　△　　5　　　　　556

　　　　　

531

　　

a

　

5 737　　　　　104　　△　5 500　　　　　　1　　△　　237

　　　

2 234　　　16 429　　　　2 841　　　　12 587　　　△　　6　　　　3 842

　　　

1 899　　　21 658　　　　2 580　　　　17 320　　　　　24　　　　4 338

　　　　　

335

　　

△

　

5 229　　　　　261　　　a　4 733　　　△　30　　△　　4％

　　　　　

420

　　　　　

562

　　　　

1 538　　△　　　54　　　　　157　　　　　616

　　　　　

263

　　　　

1 744　　　　1 447　　　　　1 182　　　　　148　　　　　562

　　　　　

157

　　

△

　

1 182　　　　　91　　　△　1 236　　　　　　9　　　　　　54・

　　　

58 716　　　30 237　　　　5 006　　　　38 611　　　　　153　　△　8 374

　　　

36 941　　　67 457　　　　4 514　　　　65 871　　　　　169　　　　1 586

　　　

21 775　　△37 220　　　　　492　　・27 260　　　△　16　　△　9 960

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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その１

　

収支額の推移

第9表

　

実 質‥

　

収

　　　　　　　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　

黒

　　　　

字

区

　　　　　

分

　　

］

　

都道府県

　　

市町村

　　

総

　　　

額

　　　　　　　　　　

讐町回

り

函和

劉

団㈱む即沢蒜戸1

昭和31年度

　　

3 95515 708　　4611 352 3 909 4 356 3 090　77.329 956■

　　　

32

　　　　　　

3 78939 748　　4628 171 3 743 11 577 3 215　84.949 048

　　　

33

　　　　　　

3 67823 952　　4616 731 3 632 7 221 3 062　83.336 655

　　　

34

　　　　　　

3 60136 962　　4627 287 3 555 9 675 3 046　84.649 685

　　　

35

　　　　　　

3 56564 825　　4646 464 3 519 18 361 3 179　89.274 666

　　　

36

　　　　　　

3 53566 353　　4644 779 3 489 21 574 3 183　90.075 183

　　　

37

　　　　　　

3 50653 550　　4637 388 3 460 16 162 3 100　88.469 475

　　　

38

　　　　　　

3 46838 611　　4624 933 3 422 13 678 3 067　88.465 871

　　　

39

　　　　　　

3 46430 237　　4612 738 3 418 17 499 3 088　89.167 457

（注）団体数には、一部事務組合を含まない､、

その２

　

対前年度増減額の状況

　　　　　　　

全

　　　　　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　　　

黒

区分総数都道府県市町村

☆

　　　　

団皿卜１=額

に討ﾁﾞゐ

･

ﾚ

痢‾石茲函４げ支額’

昭和31年度

　

△836

　　

70 612　　－　　34 960 △836　　35 652 a 143　　20 61

　

32

　　　

・166

　　

24 040　　一　　16 819 △166　7 221　，125　　19 09

　

33

　　　

a 111　△15 7％　　－　△11 440 △111　6　4 356 ・153　△12 393･

　

34

　　　

△

　

77

　　

13 010　　－　　10 556 △　77　　　2 454 △　16　　13 03

　

35

　　　

△

　

36

　　

27 863　　－　　19 177 △　36　　　8 686　　133　　24 981･

　

36

　　　

△

　

30

　　　

1 528　　－　△　1 685 ム　30　　　3 213　　4　　　517

　

37

　　　

△

　

29

　

△12 803　　－　△　7 391 △　29　△　5 412 △　83　△　5708

　

38

　　　

△

　

38

　

△14 939　　－　△12 455 △　38　△　2 484 .33’△　3 604

　

39

　　　

心

　

４

　

△

　

8 374　　－　a l2 195 △　4　　　3 821　　21　　　1 5叫

　

/ゝゝ.χ

　

－jlゝ9y

　　

－

　　

●-●―●”

　

k

　　

－団体数には、一部事務組合を含まない。

第10表

　

財政再建債等

　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　　

額

　　　　　　　

歳入欠かん補てん債

　

区

　　

分

　　

総

　　

額

　

都道府県

　

市町村

　

総

　

額

　

都道府県|市町村

昭和31年度

　　　

54 140　　29 503　　24 637　　　42 123　　18 100　　24 023

　　　

32

　　　　　　

48 278　　27 351　　20 927　　　36 481　　16 162　　20 319

　　　

33

　　　　　　

39 928　　23 691　　16 237　　　28 643　　12 878　　15 765

　　　

34

　　　　　　

31 074　　19 395　　11 679　　　21 049　　　9 741 ・　11308

　　　

35

　　　　　　

22 490　　14 850　　7 640　　　13 922　　6 461　　　7 461

　　　

36

　　　　　　

13 593　　9 093　　4 500　　　　6 545　　　2 183　　4 362

　　　

37

　　　　　　

9 129　　6 578　　2 551　　　　3 142　　　　665　　2 477

　　　

38

　　　　　　

6 346　　5 016　　　1 330　　　　1 493　　　　199　　　t 294

　　　

39

　　　　　　

5 080　　4 378　　　　70２　　　　　788　　　　101　　　　687
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支

　　

の 推

　　

移

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　　　

市町村

　　　

総

　　　

額

　　　

都道府県

　　　

市町村

団四半扉硝廠ｉ劈撃可石ｉ団㈱は

八

廠匝盲‾

　　

33

　

14 639 3 057　15 317　865　22.7△14 248　　13△　3 287　852△10 961

　　

41

　

29 622 3 174　19 426　574　15. 1△　9 300　　5△　1 451　　569△　7 849

　　

38

　

18 314 3 024　18 341　616　16.7△12 703　　8△　1 583　608△11 120

　　

42

　

28 402 3 004　21 283　555　15.4△12 723　　4△　1 H5　551△11 608

　　

44

　

46 689 3 135　27 977　386　10.8△　9 841　　　2△　　225　384△　9 616

　　

45

　

44 862 3 138　30 321　　352　10.0△　8 830　　　1△　　83　351　　8 747

　　

44

　

38 302 3 056　31 173　406　11.6△15 925　　2△　　914　404△15 011

　　

42

　

30 012 3 025　35 859　401　11.6△27 260　　4△　5 079　3971 22 181

　　

41

　

25 234 3 047　42 223　376　10.9△37 220　　　5△12 496　371△2４ 724

(単位

　

百万円)

字

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　　

市町村

　

総

　　　

数

　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

里竺体四

に

数体四団緻|お１額

に

ａｌ４支額

に

ｌ卜席額

　　

23

　

12 642 △166　7 977 △693　　49 993 △　23　　22 318 △670　　27 675

　　

8

　

14 983　117　4 109 △291　　　4 948 △　8　　　1 836 △283　　　3 112
a

　

3△11 308 a 150 △1 085　　42　△　3 403　　3　心　　13　　39　△　3 271

　　

4

　

10088△

　

20

　

2 942 △　61　心　　20凸　4　　　　468△　57　△　　488

　　

2

　

18 287　　131　　6 694 A 169　　2 882 △　2　　　　890△167　　　1 992

　　

1・1 827　　　3　2 344 △　34　　　1 011 心　1　　　　14　△　33　　　　869

△

　

1 <i6 560 A　82　　852　　54　△　7 095　　　1　△　　831　　53　△　6 264
△

　

２△8 290 △　31　4 686 △　5　△11 335　　2　△　4 165 △　7　△　7 170

△

　

1ム4 778　　22　6 364 △　25　△　9 960　　　1　△　7 417 △　26　△　2 543

現在高の状況
(単位

　

百万円)

　　　

交付公債（昭和27年度以前分）

　　　　　

借

　

替

　

債（昭和31年度発行分）ノ昌ここに］借にご言≒］

　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　3 650　　　　　3 060　　　　　590

　　　

8 367　　　　8 3４3　　　　　２4　　　　　3４30　　　　　２846　　　　　584

　　　

8 367　　　　8 3４3　　　　　２４　　　　　2918　　　　　2 ４70　　　　　448

　　　

7 677　　　　7 655　　　　　2２　　　　　2 348　　　　　1 999　　　　　349

　　　

7 093　　　　7 073　　　　　２0　　　　　1 475　　　　　1 316　　　　　　159

　　　

6 042　　　　6 0２4　　　　　18　　　　　1 006　　　　　　886　　　　　　1２0

　　　

5 ４09　　　　5 39２　　　　　17　　　　　　578　　　　　　521　　　　　　57

　　　

４ 639　　　　４623　　　　　16　　　　　　214　　　　　　194　　　　　　２0

1

　　　

4 288　　　　4 277　　　　　11　　　　　　　４　　　　　　　0　　　　　　４
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その１

　

収支額の推移

第11表

　

財政再建債等を考慮

　　　　　　　　　　

全

　　　　　

団

　　　　　

体

　　　　　　　　　

黒

　　　　

字

　

区々お

　

ｓ臼釘口

］

m. 1

　　　　　　

讐数|は・而可盲ｉ団蝉は額隔撃而回5S

　

昭和31年度

　

3 955 △38 432　　46 △18 151 3 909 △20 281 2 686　67.9　　2ト675

　　　

32

　　　

3 789 △8 530　　46　　820 3 743 △9 350 2 779　∂j.　　35％

　　　

33

　　　

3 678 △15 977　　46△6 961 3 632 △9 016 2 665　72.5　　26 424

　　　

34

　　　

3 601　　5 881　　46　7 892 3 555 Q2011 2 725　75 7　　37 703

　　　

35

　　　

3 565　42 335　　46　31 614 3 519　10 721 2 944　∂2.∂　　60 829
:

　　

36

　　　

3 535　52 760　　46　35 686 3 489　17 074 3 025　∂5.　　65 798

　　　

37

　　　

3 506　44 422　　46　30 810 3 460　13 612 3 0H　∂5.S　　62 535

　　　

38

　　　

3 468　32 265　　46　19 917 3 422　12 348 3 018　∂7.1　　61 303

　　　

39

　　　

3 464　25 157　　46　8 360 3 418　16 797 3 066　∂∂.5　　645

（注）団体数には。一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

　　　　　　　　　　　　　

仝

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　　　

黒

　

区

　

分

　

総

　　　

額

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

総

　　

額

　　　　　　

面両廠Ｔ

y

回こ数卜=回心両廠でｉ団ｑlに額

，昭和31年度

　

△836

　　

25 543　　－　　10 335 △836　　15 208△517　　12価

　　　

32

　　　

△166

　　

29 902　　－　　18 971 △166　　10 931　　93　　14 29

　　　

33

　　　

6 H1　△　7 447　　－　△　7 781 △1H　　　　334 a 114　△　9541

　　　

34

　　　

△

　

77

　　

21 858　　－　　14 853 △　77　　　7 005　　60　　11 279

　　　

35

　　　

△

　

36

　　

36 454　　－　　23 722 △　36　　12 732　219　　23 126

　　　

36

　　　

△

　

30

　　

10 425　　－　　4 072 △　30　　　6 353　　81　　4 96

　　　

37

　　　

△

　

29

　

a

　

8 338　　－　△　4 876 △　29　a　3 462 △　14　△　3263
1

　　

38－

　　

a

　

38

　

△12 157　　－　△10 893 △　38　△　1 264　　　7　△　1 232

　　　

39

　　　

△

　

４

　

△

　

7 108　　－　n a 557 A　4　　　4 ４４9　　48　　3 219

団体数には、一部事務組合を含まない。

第12表

　

単 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

ａ

　

（都道府（市ロi

単

　　

年

　　

度

　　

収

　　

支

　　

CA）

　　　

△

　

8 374　　　△　12 195　　　　3 821
調

　　

整

　　

額

　

（C）十剛一如（Ｂ）

　　　　

1％9

　　

△

　　

638

　　　　

2 607
基

　　

金

　　

積

　　

立

　　

額

　

（C）

　　　　

12 065　　　　　6 219　　　　5 846
繰

　　

上

　　

償

　　

還

　　

金

　　

剛

　　　　　　

865

　　　　　　　

477

　　　　　

388
基金と

　

り

　

く

　

ず

　

し

　

額知

　　　　

10 951　　　　7 334　　　3 627
実

　

質

　

単

　

年

　

度

　

収

　

支（A）十（μ）

　　　

△

　

6 405　　△　1２ 833　　　　6 428
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した場合の収支の推移

(単位

　

百万円・％)

　　

団

　　　　　

体

　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　

都道府県・市町村

　　

総

　　　

額

　　

都道府県

　

市町村

亘亘白(

に

和蔽ｉ劈９可石ｉ

に

乖聶i-

に

｜は。

　　

12

　

9 088 2 674　12 587 1 269　32.1△60 107　　34 △27 239 1 235△32 868

　　

20

　

19 541 2 759　16 424 1 010　2∂｡7△44 495　　26 △18 721　　984△25 774

　　

13

　

10 735 2 652　15 689 1 013　27.5 642 401　　33 △17 696　980△24 705

　　

23

　

18 416 2 702　19 287　876　24.3△31 822　　23 △10 524　853△21 298

　　

33

　

34 675 2 911　26 154　621　j7. △18 494　　13 △3 0　　608△15 433

　　

43

　

36 473 2 982　29 325　510　14.4△13 038　　3 ｡　787　507△12 251

　　

こ1

　

31 99　2 970　30 542　495　j4. j△18 113　　5 a 1 183　490△16 930

　　

39 25 87U 979 35 433　450 j3.1△29 038　7 △59ﾙ443△23 085

　　

38

　

22 454 3 028　42 068 398、11.5△39 365 8が4 094　390卜２5 271

(単位

　

百万円)

‘字

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

総

　　　

額

　

都道府県‾j7‾む‾jﾐ;‾

団体数|収支額

1

団体数|収支額団体数収支額匹

|

団体数収支額

　　

3

　　

7 114 △520　　5 322 △319　　13 107　△　3　　3 221 △316 9 886

　　

8

　　

10 453　　85　　　3 837 6 259　　15 612　△　8　　8 518 △251　7 094

　

△

　

7

　

△

　

8 806 △107　ゐ　　735　　3　　2 094　　7　　　1 025 △　4　1 069

　　

10

　　

7 681　　50　　3 598 △137　　10 579　△10　　7 172 a 127 3 407

　　

10

　　

16 259　209　　6 867 △255　　13 328　八10　　7 463 ム245 5 865

　　

10

　　　

1 798　　71　　　3 171 △111　　　5 456　△10　　2 274 A 101　3 182

　

△

　

２

　

△

　

4 480 △　12　　　1217 △　15　△　5 075　　2　△　　396△　17△4 679

　

△

　

2

　

△

　

6 123　　9　　4 891 △　45，△10 925　　2　△　4 770 a　47△6 155

　

△

　

1

　

△

　

3 416　　49　　6 635 ｡52　△10 327　　　1　a　8 141 a　53j△2186

収

　　

支 の 状

　　

況
(単位

　

百万円)
-

　　　

昭

　

和

　

38

　　

年

　

度

　　　　　　　　

増

　　　　

減

　　　　

額

　

総

　

額｜

　

都道府県

　

丿市町村

　

総

　　

額

　　

都道府県｜市町村

　

a 14 939　　△12 455　　△　2 484　　　　　6 565　　　　　　260　　　　6 305

　　　

2 230　　△　　234　　、2 464　　　△　　261　　　△　　404　　　　　143

　　

13 287　　　　7 975　　　　5 312　　　△　1 222　　　△　1 756　　　　　534

　　　

996

　　　　　

622

　　　　　

374

　　　

△

　　

131

　　　

△

　　

145

　　　　　　

14

　　

12 053　　　　8 831　　　　3 222　　　△　1 092　　　a　1 497

1　　　　　405

　

a 12 709　　△12 689　　｡　　20　　　　　6 304　　　△　　144　　　　6 448

し J I 6 ･ I ゝ
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その１

　

種類別による推移

第13表

　

財 政 再

　　　　　

当

　

初昭和39年度末

　　　　　

昭和40年度の状況

　

区

　　　　

分

　　　

耶⑤順位

　　　　　　　　　　　　

べ
嘩手

36

　　　

レレｊ

嘩挙⊥訃ﾊﾞｼﾊﾞ

ｼ

ｊ

　　

全部適用団体

　　　　　

553

　　

－

　

511

　　

42

　　

19

　　

－

　　

－

　

2

二

|
ぶ∇;

臨
j‥

:l

;; llﾐ1;ﾚﾋﾟ;ﾐ；lul

第14表

　

歳

　

入

　

欠

　

陥

　

補

　

て

‥絆ｍご謝ご五圏逼
]

れ二二二沈六白

]ヤ

計

　　　

42 338　42113　5 502 36 611 7 975　28636 7 570 21066
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建

その２

　

団

　　　

体

完了予定年度別

数

(昭和40年４月１日現在)

ﾆェレレ｜ヨレ

　

県

　　

ポご

　　　

ハ

　

ト

　

レ

　

：

　

：

　

ト

　

八

　

叫

準∵４

　

，Ｌパドパド：：;;

　　

全部適用団体

　　　

８

　

６

　　

５

　

２

　

１

　

－

　

３

　

－

　　

１

　

－

　　　

２６

　

･ｴ

ｿ

ぶ鸞昌

　

乱乱バトン帽

　　

。ﾑ。でドドド口口ヤ：口

　

。

　

一部適用団体

　　　

－

　

１

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　　

１

　

合

宍

゛∵4

　

1;La;に

　

パ

　

パ

　

：

　

に

ん

　

債

　

償

　

還

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　

昭和35年度

　

昭和36年度

　

昭和37年度

　

昭和38年度

　

昭和39年度

　　

昭和40年度

　

”

石礪肢

|

皿畷脂ｎ略陵回喧臣x皿詰

丿

醍゛潜靉
）

3 280 6 ４61 4 278 2 183 1 518　665　466　　199　　98　　101　　101　　　　　0

3 857J 7 ４68 3 056 4 412 1 936 ２４76 1 ２17 1 259　581　678　308　　　370

7 13713 929 7 334 6 595 3 454 3 141 1 683 1 458　679　779　409　　　370

― 241･－



第15表

　

財

　

政

　

再

　

建

　

債

　

利

　

区

　　　

分

　　

昭和31年度|昭和32年度|昭和33年度

　

昭和34年度

　

昭和35年度

府

　　　　

県

　　　　　

289

　　　　

459

　　　　　

607

　　　　　

397.

　　　

303

市

　

町

　

村

　　　　　

214

　　　　　

733

　　　　　

623

　　　　　

486

　　　　

361

　　　

計

　　　　　　　　

503

　　　

1 192 ゛　　1 230　　　　　883　　　　664

第16表

　

準用団体に対する融資あつ

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

昭和34年度

　　　

昭和35年度

　

｜

　

昭和36年度

団

　　　　

体

　　　　

数

　　　　　　　

86

　　　　　　　

93

　　　　　　

120

融資あっせ

　

ん

　

額

　　　　　

4 334　　　　　3 874　　　　　4 680

利

　

子

　

補

　

給

　

額

　　　　　　　

51

　　　　　　　　　

145

　　　　　　　

138
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子

　

補

　

給

　

金

　

交

　

付

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

昭和36年度|昭和37年度

　　

昭和38年度

　

ｌ

　

昭和39年度

　

｜

　

昭積野度

　　

:ﾔ

　

1
ﾘ

　　

21

　　

ヤ

　　

j

　　

460

　　　　　　　

215

　　　　　　　

103

　　　　　　　

49

　　　　　　　

25

せんおよび利子補給の状況

(単位

　

百万円)

昭和37年度

　

|昭和38年度

　

昭和39年度|

　

昭観4o包ﾀl

　　

二

　　

ご

　　

ﾆﾘ

　　

ｪ

　　　

134

　　　　　　　　　

126

　　　　　　　　

187 （215）1
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区 分

昭

都

　

道

　

府

　

県

第17表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

和

　　　

39

　　　　

年

　　　

度

市

　　

町

　　

村 純 計 額

地
地
地
小
分
使
国
都
財
寄
繰
繰
諸
地
そ

歳

-
(注)

附
入
越
収
方
の

金
金
金
入
債
他

入

　　

合

　　

計

１

２

１

767 37

723

8
3
4
2
6
6
6

3
1
1
5
6
8

　
　
　
　

－

2 434

-
1
　
･
―
<
　
Ｎ
｡
０
ｊ
２
タ

　

ｊ
Ｑ
Ｑ
２
δ
３
Ｑ

Ｃ
Ｏ

"
"
-
^

l
O

Ｏ
I

100.

2
3
3
9
5
7
3
8
7
1
6
1
8
4
3

3

　

3
6
1
4
0
8
5
2
1
5
0
2
1

6

　

２
８

　
　

２

　
　
　
　
　
　
　

１
１

1 618

901

611

　

・
Ｉ

　

Ｉ
Ｉ

　

Ｉ
Ｉ

　

一
一

　

一
一

　

一

　

Ｓ

　

一

　

摯
Ｉ

Ｃ
Ｔ
ｌ
Ｏ
'
＾
Ｃ
Ｏ
'
-
H
C
n
c
v
j
i
c
e
i
o
-
Ｈ
―
<
ｃ
ｎ
t
o
K
O

３

　

ｊ
５

　
　

ｊ

100.

9
3
5
9
9
8
6

　

6
9
0
3
7
0

　
　

0

9
4
6
0
2
0
2

　

9
2
3
0
6
1

　
　

1

3

　

6
1
‐

　

１
９

　
　
　
　

１
２
２

　
　

９

１

　
　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　

自
1
1
1
1
一
一

t
ｏ
　
'
―
*
　
t
^

C
Ｏ
3
Ｑ
２
３

c
s
iQ
　
c
j

5，

｢その他｣は、都道府県分が特別区財政調整納付金、市町村分が軽油引取税交

国有提供施設等所在市町村助成交付金は国庫支出金に含めた。

第18表

　

歳 入

　　

決

　　

算

－

　　　　　　　　　　　　

歳

　　

入

　　

決

　　

算

　　

額

　　　　　

決

　

算

　

額

　　

区

　　　

分

　

1

　

39

　　

38

　

j

　

3ｱ

　

J

　

36 35　　　バヤふ，38　小

地

　　

方

　　

税13 996 12 129 10 567 9 065 7 442 6 109 5 07035.∂55.7＼35.4＼3□
地方譲与税

　

436

　

352

　

308

　

454

　

362

　

327

　

284 1.1 j.0 l.ai-
地

　

方交付税6 660 5 811 4 874 4 017 3 110 2 591 1 975 j7.O＼17.1＼16.4＼16.
小

　

計（一般財源）21 09218 29215 74913 53610 914 9 027 7 32953.953. 852.853.
使用料，手数料

　

1 083　956　822　738　675　612　524 2.∂2.∂2.2，
国

　

庫支出金9 267 8 157 7 081 5 808 4 771 4 136 3 22225. 7＼24.0＼23.7p丿
繰

　

入

　

金

　

308

　

334

　

324

　

209

　

119

　

116

　

103 0.∂1.0 I.I 0.
繰

　　

越

　　

金

　

1 037 1 052 1 260 1 077　744　581　　527 2.6 3.j 4.Ai.
地

　　

方

　　

債2 104 1 584 1 444 1 150　％0　788　803 5.4 4.7 4.8{l
そ

　　

の

　　

他

　

4 218 3 602 3 149 2 598 2 075 1 634 1 366 j0.∂lo.dio.mi

歳

　

入

　

合

　

計39 10933 97729 82925 11620 25816 89413 874 100 100 100 1，
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方

　　　

税

　

方

　

譲

　

与

　

税

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

計（一般財源）
担金及び負担金

　

用

　

料、手数料

　

庫

　

支

　

出

　

金
道府県支出金

　　

産

　　

収

　　

入

●

　 　 　 　 　 　

”

　 　 　 　 　

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

〃

　 　 　 　

-

｜

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

１

・

１

１

１

「

１

｜

－

｜

｜

｜

－

｜ｉ

－

｜

１

－

－

－

－

－

１

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

，

　　

１１

　　　　　　

Ｉ｜

　　　　　　　

１

　　　

１



歳

　

入

　

決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

昭和38年度

　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　

前年度増減率

純

　　

計

　　

額

　　

増

　　

減

　　

額

　　

靉1市叫回額靉|市叫田t額

　

1 212 860　35.7　　　　　186 738　36.4　扨.2　M.4　15.4　14.7　14.8　Ｍ.∂

　　　

35 195　j.0　　　　　　8 434　j.∂　j∂.タ　タj.∂　24.0　j∂.∂　24.1　14.3

　　

581 150　17.1　　　　　84 835　16.5　12.1　jﾀ.∂　14.6　j∂.2　21.3　jﾀ.2

　

1 829 205　53.8　　　　280 007　54.5　U.8　16.0　15.3　15.9　16.5　16.1

　　　

23 378　0.7　　　　　　5 629　1.1　∂.j　2ﾀ.j　24.1　18.3　30.2　j∂.∂

　　　

95 593　2.∂　　　　　12 660　2.7　jj.∂　15.1　13.2　15.4　17.3　扨.2

　　

815 731　24.0　　　　　110 959　21.6　12.9　16.4　13.6　j4.∂　妬.７　巧.2

　　　　　　

一

　　

一

　　　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

12､２

　　

－

　　

－

　

20.9

　　　

－

　　　

86 251　2.5　　　　　　9 977　j.∂　19.9　∂.∂　11.6　妬.4　20.7　jﾀ.0

　　　

26 449　0.∂　　　　　　2 908　0.∂　j.∂　13.0　11.0　11.0　4.j　　3.∂

　　　

33 438　1.０　　　　△　2 591 △0.5△24.2　14.1△7.7　17.4△11.2　　3.j

　　　

105 184　3.j　　　　△　1 533 ^0.3△jj.∂　15.3△j.5△22. 6＼c,6.4△扨.5

　　　

224 061　∂.∂　　　　　43 265　∂.4　21.1　扨.2　jﾀ.3　9.0　20.∂　13.7

　　　

158 369　4.7　　　　　51 981　j0. j　14.5　49.4　32.∂　∂.タ　15.4　　ﾀ.∂

　　　　　　

－

　　

－

　　　　　　　　

－

　　

－

　

17.1

　

25.4

　　

－

　

31.5

　

2j.∂

　　　

－

　

3 397 659 100.0　　　　513 262 100.0　13.3　17.6　15.1　13.1　15.8　13.9

付金および特別区財政平衡交付金である。

額

　　

の 累

　　

年 比

　　

較
(単位 億円 ％）

　　

構成比

　　　　

増減額構成比

　　　　　

増

　　　

減

　　　

率

　

利34牟‾

j

39ﾄ8ﾄ7ﾄ6ﾄ5ﾄ4ﾄ3

　

39ト8いい36いい

　

34ト3

36. 7 36. 2　36. 5＼36.4＼c?7.631.タ33.43タ.636.2117.215.4 14.∂16.621.∂2j.∂12.3　3.2

　

j.∂j.∂

　

2.j 1.6 1.1△3.j j.タ1.0＼ 0.1 3. 224. 0 14.3△32. 2＼25.7 10.7　0.∂10.7

15. 415. 3　14.216. 522. 611∂.2j∂.715. 419. 021. 414. 6 1ﾀ.2 21. 329. 2 20.0 15.7 10.3

53.953.4

　

52.8154.5161.3147.0154.0156.0155. 3141.815.3 16』16.324.0 20.9 12.8　5.4

　

∂.3 3.∂　3.∂2.7 3.2 j.∂j.3 1.9＼2.7＼3.713.2＼ 16.2 11.4ﾀ.3 10.3　∂.∂　5.j

23. 6＼24.4　23.221.6＼26.0＼27.021.m∂. 934. 2＼2ﾀ.∂13.6 15.2 2j.タ21.7 15. 4＼18.2　∂.∂

　

0.6 Q.7　Q.7△0.5 Q.2 2.4 j.タ0.j 0.7＼^0.∂△7.7　3.j 55.0175. 6　2.6 34. 9△2K8

　

3.7 3.4　∂.∂△0.3△5.0 3.9 6.9 4.9△7. 2＼16.6△j.5△16.5 17. 0＼44.7＼2∂.j△j∂.7 29.1

　

4.7 4.7　5. 8U0.1＼ 3. 4 6. 2 3. 9 5. 1ﾀ.j△3. 432.∂　9. 6 25. 6＼1ﾀ.∂2j.∂27.0△5.j

10.2ﾀ.∂

　

∂.タjj.タjQ.タ11.710.713.1 5.2＼12.517.1 14.4 21.225.2 27.0　5.j　9.∂

　

100 100　100 100 100 100 100 100 100 100 15. 1 13.9 18.824.0 19.9 12.3 6.9

－
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第19表

　

歳 入 決

　　　

算

－

　　　　　　　　　　　

歳

　　

入

　　

決

　　

算

　　

額

　

区

　　　　

分

　　

Wニトり・

　

36

　　　

37

1

　

38

　

ム

地

　　

方

　　

税

　

507 015 610 937 744 236 906 475 1 056 684 1 212 8601 39959

地方譲与税

　

28 422 32 685 36 168 45 449 30 793 35 195 43 629

地方交付税

　

197 452 259 088 310 987 401 704 487 459 581 150 665 98

小

　

計（一般財源) 732 889 知2ｱ101 091 3911 353 6281 574 9361 829 205210921

使用料、手数料

　

52 417　61 198　67 503　73 808　82 232　95 593 108 2

国庫支出金

　

322 249 413 608 477 056 580 757 708 080 815 731 926 69

繰

　　

入

　　

金

　

10 382　11 625　11 854 20 932 32 421　33 438 30 847

繰

　　

越

　　

金

　

52 721 58 099 74 434 107 692 125 974 105 184 103 651

地

　　

方

　　

債

　

80 281 78 812 96 007 115 044 144 450 158 369 210 35

モ

　　

の

　　

他

　

136 498 163 300207 557 259 689 314 766 360 139 424 91

合

　　　　　　

計

　

1 387 43711689 35212025 80212511 5502 982 8593 397 6593 910921

第20表

　

一 般

　　

財

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　　　　　　

昭

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‾‾‾‾‾"

　　　　　　　

地

　

方

　

税

　

地方譲与税

　

地方交付税l合

　　　

計

　

地

　

方税

都道府県

　　　

767 371　　39 841　　432 195　1 239 407　　660

市

　

町

　

村

　　　　

632 227　　　　3788　　233 790　　869 805　　552 4L7

合

　　　　

計

　　　

1 399 598　　　43 629　　　665985　2 109 21　　1 212 8
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額 の 推 移

(単位

　

百万円)

　　　

31～33年度平均を100とする指数

　　　　　

対

　

前

　

年

　

度

　

比

　

率

34

　　

35

　　

36

　

1

　

37

　　

38

　　

39

　　

34

　　

35

　　

36

　　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

j20

　　

M7

　　

17∂

　

20∂

　

239

　

27∂

　

j20

　

j22

　

j22

　

117

　　

115

　　　

H5

　

115

　

j27

　

j∂O

　

jO∂

　

j24

　

j54

　

Z巧

　

Ill

　

j加

　　

∂召

　　

114

　　　

j24

　

131

　　

j5∂

　

203

　

247

　

2河

　

337

　

j∂j

　　

j20

　

j29

　

121

　　

j四

　　　

jμ

　

123

　

149

　

185

　

215

　

250

　

288

　

123

　

121

　　

124

　

116

　　

116

　　　

115

　

117

　

j2ﾀ

　

141

　

j57

　　

1∂2

　

加7

　

117

　

no

　

j卯

　

Ill

　　

j扨

　　　

11

　

j2∂

　

Ｍ∂

　

j∂0

　

22Q

　

253

　

2∂∂

　

j2∂

　

115

　

j22

　

j22

　　

115

　　　

H

　

112

　

114

　

2Q2

　

3j2

　

322

　

2∂7

　

113

　

j02

　

j77

　　

巧5

　　

103

　　　

92

　

no

　

141

　

加4

　

お9

　

200

　

jﾀﾌ

　

no

　

j2∂

　

j6

　

117

　　　

∂4

　　　

ﾀ9

　　

ﾀ∂

　

120

　

143

　

j∂O

　

j∂7

　

2∂2

　　

∂∂

　

j22

　

j20

　

j2∂

　　

110

　　　

133

　

120

　

諮2

　

j印

　

2∂j

　

2∂4

　

309

　

j卯

　

j27

　

j25

　

12j

　　

jj!l

　　　

117

　

122

　

146

　

181

　　

215

　

245

　

282

　

122

　

120

　

124

　

119

　　

114

　　　

115

源 の 状 況

(単位

　

百万円)

　　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　　　　　　

増

　　　　　　

減

　　　　　　

額

地方譲与税
卜

方交付税合

　　

計

　

地

　

方

　

税|地方譲与税

　

地方交付税

　

合

　　

計

　　　

33 ２18　385 606 1 079 ２67　　　106 928　　　　6 6２3　　　46 589　　160 140

　　　

1 977　　195 544　749 938　　　79 810　　　　1 811　　　38 246　　119 867

　　　

35 195　581 150 1 829 205　　　186 738　　　　8 434　　　84 835　　280 007
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その１

　

総

　

額

第21表

　

一 般 財

　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　

区

　　　

分

　　

決算額lm

　

数唱甘菜決算額

　

指

　

数唱蟹『

昭和31～33平均

　

507 015　　　　100　　　　－　　28 422　　　　100　　　　－

　　　

34

　　　　　

610 937　　　　j20　　　12.3　　32 685　　　　115　　　0.∂

　　　

35

　　　　　

744 236　　　　μ7　　　2j.∂　　36 168　　　　j27　　　10.7

　　　

36

　　　　　

906 475　　　　j7∂　　　2j.∂　　45 449　　　　j∂0

　　25.1　　　

37

　　　　

1 056 684　　　　20∂　　　j∂.∂　　30 793　　　　jO∂　　△32.2

　　　

38

　　　　

1 212 860　　　　23ﾀ　　　j4.∂　　35 195　　　　124　　　14.3

　　　

39

　　　　

1 399 598　　　　27∂　　　15.4　　43 629　　　　j54　　　24.0

その２

　

都道府県

　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　

ｇ

　

゛

し

回申旨｜隅甘菜決算額

　

指

　

１端警束

昭和31～33平均

　

243 819　　　　100　　　　－　　27 536　　　　j叩　　　　－

　　　

34

　　　　　

302 618　　　　j24　　　15.9　　31 409　　　　114　　　0j

　　　

35

　　　　　

394 592　　　　j∂2　　　30.4　　34 948　　　　j27　　　11. S

　　　

36

　　　　　

497 725　　　　204　　　26.1　　43 939　　　　扨0　　　25.7

　　　

37

　　　　　

575 595　　　　2S∂　　　15.6　　29 201　　　　扨∂　　△お.5

　　　

38

　　　　　

560 443　　　　27j　　　14.7　　33 218　　　　121　　　扨.∂

　　　

39

　　　　　

767 371　　　　315　　　扨.2　　39 841　　　　145　　　jﾀ.タ

その３

　

市

　

町

　

村

　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

区

　　　

分

　　

に額ｍ

　

・篇甘栗

し

算（ｍ

　

ｌ譜蟹li

昭和31～33平均

　

263 1％　　　　j卯　　　　－　　　　886　　　　j00　　　　－

　　　　　

34

　　　　　

308 319　　　　117　　　　9.Q　　　1 276　　　　j44　　　13.6

　　　　　

35

　　　　　

349 644　　　　j∂3　　　13.4　　　1 220　　　　j∂∂　　△　4j

　　　　　

36

　　　　　

408 750　　　　j55　　　扨.9　　　1 510　　　　j70　　　2∂.∂.’

1

　　　

37

　　　　　

481 089　　　　j∂∂　　　17.7　　　1 592　　　　j∂0　　　5j

　　　　　

38

　　　　　

552 417　　　　210　　　j4.∂　　　1 977

1　　　22∂　　　24.1

　　　　　

39

　　　　　

632 227　　　　240　　　14.4　　　3 788　　　　42∂　　　91.6

248



源 の 推

　　　

移

(単位

　

百万円・％)

　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

決算額

　

指

　

数

　

宍

い

決

　

算

　

額

　　

指

　　　

数

　

図廿粟

　　

197 452　　　　　j00　　　　　　－　　　　732 889　　　　　　100　　　　　　－

　　

259 088　　　　　扨j　　　　15.7　　　　902 710　　　　　　123　　　　　j2.∂

　　

310 987　　　　　岱∂　　　　20.0　　　1 091 391　　　　　　j4ﾀ　　　　　20.タ

　　

401 704　　　　　203　　　　29.2　　　1 353 628　　　　　　j∂5　　　　　24.0

　　

487 459　　　　　247　　　　21.3　　　1 574 936　　　　　　2j5　　　　　16.3

　　

581 150　　　　　2∂4　　　　19.2　　　1 829 205　　　　　　250　　　　　扨.j

　　

665 985　　　　　j37　　　　14.6　　2 109 212　　　　　　2∂∂　　　　　15.3

(単位 百万円・％）

　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

・算額）ａ湛幣栗に匹（ｍ

　

（箔Ｖ栗

　

134 824　　　　　100　　　　　　－　　　　406 179　　　　　　j00　　　　　　－

　

179 307　　　　　j∂a　　　　j∂.7　　　　513 334　　　　　　j2∂　　　　　j5.∂

　

211 157　　　　　157　　　　Z7.∂　　　　640 697　　　　　　j5∂　　　　　24.∂

　

267 744　　　　　jﾀ∂　　　　2∂.∂　　　　809408　　　　　　jﾀ!?　　　　　26.5

　

326 204　　　　　2j2　　　　2j.∂　　　　931000　　　　　　22ﾀ　　　　　15.0

　

385 606　　　　　2∂∂　　　　j∂.2　　　1079 267　　　　　　2∂6　　　　　j5.タ

　

432 195　　　　　∂2j　　　　12.1　　　l 239 407　　　　　　∂Q5　　　　　j4.∂

(単位 百万円・％）

　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

・ｘ額）

　

ａ

　

篇甘菜

1

決

　

算

　

額

　　

指

　　　

数

　

疆Ｖ粟

　　

62 628　　　　　100　　　　　　－　　　　326 710　　　　　　扨Q　　　　　　－

　　

79 781　　　　　j27　　　　　ﾀ.5　　　　389 376　　　　　　jjﾀ　　　　　ﾀ.j

　　

99 830　　　　　j5ﾀ　　　　25.0　　　　450 694　　　　　　j∂∂　　　　　巧.∂

　

133 960　　　　　2j4　　　　34.2　　　　544 220　　　　　　扨7　　　　　2Q.∂

　

161 255　　　　　257　　　　20.4　　　　643 936　　　　　　j97　　　　　18.3

　

195 544　　　　　312　　　　21.3　　　　749 938　　　　　　230 ×　　　16.5

　

233 790　　　　　575　　　　jﾀ.∂　　　　869 805　　　　　　2∂∂　　　　　扨.Q
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その１

　

都

　

道

　

府

　

県

第22表

　

昭 和

　　

39 年

　

度

－

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

年

　　　

39

　　　

度

　　

ｇ

　　

゛

　

調認゛町X m m　（μ）の構成此

　

普

　　

通

　　

税

　　

680 793　　651 042　　　　弱.∂　　　91.7

　

法定普通税

　　

680 119　　650 456　　　　邱.∂　　　91.6

　　

道府県民税

　　　

161 687　　　151 338　　　　犯.∂　　　　2U

　　　

個

　

人

　

分

　　　

107 210　　　98 388　　　　91.∂　　　13.9

　　　

法

　

人

　

分

　　　

54 477　　　52 950　　　　97.2　　　　7.4

　　

事

　

業

　

税

　　　

336 378　　326 656　　　　97.1　　　必.0

　　　

個

　

人

　

分

　　　

23 931　　　22 231　　　　認.9　　　　釘

　　　

法

　

人

　

分

　　　

312 447　　　304 425　　　　　S7.i　　　　　42.9

　　

不動産取得税

　　　　

35 201　　　　32 878　　　　　お.４　　　　　Ｕ

　　

ＰＶ％

　

39 811　　　　39 811　　　　100.0　　　　　5.∂

　　

娯楽施設利用税

　　　　

8 054　　　　7 998　　　　　卯.∂　　　　　1.1

　　

裂理飲食等消費

　　　　

54 190　　　　5o 344　　　　　認.9　　　　　7j

　　

自動車税

　　　

38 974　　　35 806　　　　91.9　　　　5.j

　　

鉱

　　

区

　　

税

　　　　　

1 028　　　　　　829　　　　　∂0.7　　　　　0,j

　　

狩猟免許税

　　　　

355

　　　　　　　

355

　　　　　

100.0

　　　　　

0.j

　　

節資帑

　　

4 441　　　　　4 441　　　　　100.0　　　　　0.6

　

法定外普通税

　　　　　

674

　　　　　　　

586

　　　　　

87.0

　　　　　

0.j

　

目

　　　

的

　　　

税

　　　　

59 676 58 598 9∂.2　　　　　　　∂.∂

　　

軽油引取税

　　　

59 371 58 293　　　　　9∂.2　　　　　　　∂,2

　　

入

　　

猟

　　

税

　　　　　

305

　　　　　

305

　　　　

100.0

　　　　　

0j

　

旧法による税

　　　　　

73

　　　　　　　　

20

　　　　　

27.5

　　　　　

0,0

　　

合

　　　　　

計

　　　　

ｱ40 542　　　　709 660　　　　　95.8　　　　　100.0

(注)ｌ

　

東京都が徴収した市町村税相当額(79 000百万円)を控除し、特別区が徴収L

　　　

2

　

東京都が徴収した市町村税相当額の税目別内訳は、市町村民税20 070百那

　　　

8 700百万円、鉱産税２百万円。法定外普通税144百万円、都市計画税3 72ぽ

　　　

る。
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地

　　

方 税

　　

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　

度

　　

Ｔ

　　

比

　　　　　　

較

‾調認゛いゐ゛夜顔Ｐ）I

D

s馮駕夥）琵丿県‰詣剔

　　　

590 282　　563 389　　95.4　　ﾀ3.j　　87 653　　∂4.z　　　15.6　　15. 2

　　　

589 653 562 828 95.4　　ﾀ3.Q　　87 628　　84.1　　　15.6　　15. 2 ･'

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

s

　　　　

132 774　　　124 670　　93.9　　20.6　　26 668　　25.6　　　21.4　　25. 9

　　　　

82 266　　　75 778　　92.1　　12. S　　22 610　　21.7　　　2ﾀ.∂　　36. 6

　　　　

50508

　　　

48 892　　∂∂.∂　　∂.j　　4 058　　3.タ　　　　∂.a　　12.2

　　　　

308 384　　297 503　　96.5　　4ﾀ.j　　29 153　　2∂.0　　　　ﾀ.∂　　jj.タ1

　　　　

22 291　　　20 412　　91.6　　3.4　　　1 819　　　j.∂　　　　∂.9　　15. 3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

t

　　　　

286 093　　277 091　　96.9　　45.7　　27 334　　26.2　　　　∂.∂　　Ｕ.7‘

　　　　

21 880　　　20 576　　タ4.Q　　3.4　　12 302　　H.∂　　　59.∂　　　＆∂

　　　　

36 477 36 477 100.0　　∂.0　　3 334　　j.2　　　9.j　　　∂.31

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j

　　　　　

6 621　　　　6 578　　四.4　　　1.1　　　1 420　　　Z.4　　　21.6　　19. 4

　　　　

46 724　　　43 107　　ﾀ2.3　　7.j　　　7 237　　∂.タ　　　扨.∂　　23. 7

　　　　

30 827　　　28 157　　沢.a　　4.7　　7 649　　7.∂　　　27.2　　25.7‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

1080

　　　　　

874

　　

∂Q.∂

　　

0.1

　　

a

　

45

　　

Q.0

　　

△5.j

　

△

　

3.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

341

　　　　　

341

　　

100.0

　　

0.1

　　　　　

14

　　　

0.Q

　　　

4.j

　

△43. 2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

4 545　　　　4 545　100.0　　Q.∂　　<i 104　△0.j　　　△2.３　△22. 0

　　　　　　　

629

　　　　　

561

　　

∂9.2

　　

0.j

　　　　

25

　　

0.0

　　　　

4.5

　　　

0.5

　　　　

42 732　　　42 036　　9∂.j　　∂.9　　16 562　　15.9　　　3ﾀ.4　　25.9・

　　　　

42 433　　　41 737　　9∂.4　　∂.タ　　16 556　　15.9　　　aﾀ.7　　25.0

　　　　　　　

299

　　　　　

299

　

100.0

　　

Q.0

　　　　　

6

　　

0.Q

　　　　

2.0

　　　　

－「

　　　　　　　

101

　　　　　

18

　　

17.6

　　

0.0

　　　　　

2

　　

Q.O

　　　

11.1

　

△55.0

　　　　

633 115　　605 443　95.6　100.0　104 217　100.0　　17.2　　15.8

た道府県税相当額(21 289百万円)を加算した税法上の道府県税の収入状況である。
固定資産税36 429百万円、軽自動車税481百万円、たばこ消費税9 452百万円､電気ガス税

万円。入湯税Ｉ百万円であり、特別区の徴収した道府県税相当額は全額道府県民税であ
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その２

　

市

　

町

　

村

第22表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度∧地ｽﾞ

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　　

39

　　　　

年

　　　

度……

　

区

　　　　　　　　

分

　　

卜

Ｐ卜合額ト=大叶J9添乳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀j
法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　

706 252　　670 804　　　ﾀ7.2　　　％.0

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　

288 556　　371 871　　　む.4　　　河.2

　　　

個人均等割

　　　

11 798　　10 795　　　j.5　　　91.5

　　　

個人所得割

　　　

190 640　　177 928　　　25.∂　　　お.3

　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

2 076　　　　1 924　　　　　0. 3　　　　ﾀ2j7 ・

　　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　

84 042　　81 224　　　11.8　　　96.6

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　

284 278　　267 841　　　3∂.8　　　舅.2

　　　

純固定資産税

　　

267 025　　250 589　　　お.3　　　幻.∂

　　　

土

　　　　

地

　　　

69 648　　64 436　　　ﾀ.3　　　犯.5

　　　

家

　　　　　

屋

　　　

113 421　　105 500　　　15-３　＼　　　93.0

　　　

償

　

却

　

資

　

産

　　　

83 956　　80 653　　　11.7　　　卵.j

　　　

交付金、納付金

　　　

17 253　　17 252　　　　2.5　　　100.0

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　

12 237　　10 531　　　　j.５　　　邱.j

　

市町村たばこ消費税

　　　

65 927 65 927　　　　　9.7　　　　100.0

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　

49 972　　49 947　　　7.2　　100.0

　

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　

2 582　　　2 363　　　　　Q.3　　　　犯.5

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　

2 700　　　　2 324　　　　　0.3　　　　86.1

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　

819

　　　　

785

　　　　

0.j

　　　　

弱.タ

目

　　　　

的

　　　　

税

　　　　

19 562 18 331 2.7　　　　　犯､7

　

入

　　　　

湯

　　　　

税

　　　　　

1 275　　　　1 197　　　　　0.2　　　　就ﾀ

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　

17 908　　16 799　　　2.4　　　卵.∂

　

水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　　　

342

　　　　　　

309

　　　　　

0.1

　　　　

卯j

l

　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　　　

37

　　　　　　

26

　　　　　

0.0

　　　　

弱.7

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　　

118

　　　　　　　

18

　　　　　

G.0

　　　　

μ.j

　

合

　　　　　　　

計

　　

726 751　　689 938　　100.0　　　94〕

(注)東京都が徴収した市町村税相当額(79 000百万円)を加算し、特別区が徴収した
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方

　

税

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

調浴゛け合゛９・ｕ硝j§j認丿吟・構゛岨

/

県席談粟

　　

624 590　590 711　　　97.3　　94.5　　80 093　　　97.1　　　13.6　２.∂

　　

249 251　234 394　　　3∂.∂　　94.0　　37 477　　　45.4　　　扨.0　17.4

　　　

11 489　　10 470　　　　j.7　　91.1　　　　325　　　　0.4　　　　3.j　　5.2

　　

158 541　　147 887　　　24.4　　ﾀ3.3　　30 041　　　3∂.4　　　20.3　2Q.タ

　　　

1 902　　　1 740　　　　0.3　　91.5　　　　184　　　　0.2　　　10.8　　タ.∂

　　　

77 319　　74 297　　　12.2･　　96.1　　6 927　　　　∂.4　　　　S.∂　12.7

　　

256 023　239 196　　　39.4　　93.4　　28 645　　　34.7　　　12.0　12.0

　　

240 500　223 775　　　36.9　　95.0　　26 814　　　32.5　　　12.0　12.2

　　　

63 107　　57 502　　　一一ﾀ.5　　ﾀ1.1　　　6 934　　　　∂.4　　　12.1　　j.4

　　

102 860　　94 684　　　15.6　　92.1　　10 816　　　13.1　　　11.4　12.4

　　　

74 633　　71 589　　　jj.∂　　95.タ　　9 064　　　11.0　　　12.7　22.3

　　　

15 423　　15 421　　　　2.5　100.i

　　1

831　　　　2.2　　　11.9　　ﾀ.4

　　　

10 319　　8 788　　　　j.4　　∂5,2　　　1 743　　　　2.j　　　j9.∂　25.6 1

　　　

53 941　　53 941　　　　∂.9　100.0　　11 986　　　M.5　　　22.2　jﾀ.∂

　　　

49 929　　49 900　　　　∂.2　　9ﾀ.タ　　　　47　　　　0.1　　　　0.j　　j.4

　　　

2 527　　2 316　　　　Q.4　　ﾀj.∂　　　　47　　　　0.1　　　　2.0　△0.4

　　　

2 600　　2 176　　　　0.4　　∂3.7　　　　148　　　　0.2　　　　∂.∂　　4.4・

　　　　　

784

　　　　

748

　　　　

0.1

　　

ﾀ5.4

　　　　

37

　　　　

0.0

　　　　

4.∂

　

17.4

　　　

17 132　　15 934　　　　2.∂　　95.0　　2 397　　　　2.9　　　15.0　11.1

　　　　

1 099　　　1 028　　　　Q.2　　93.5　　　　169　　　　Q.2　　　16.4　16.0

　　　

15 648　　14 572　　　　2. 4　　ﾀ＆j　　　2 227　　　　2.7　　　15.3　11.0
I

　　　　　

352

　　　　

312

　　　　

0.0

　　

∂∂.タ

　　　　

a3

　　

i^ 0.0　　△　j.0　　1.3 I

　　　　　　

33

　　　　

22

　　　

0.0

　　

64.6

　　　　　

4

　　　　

0.0

　　　

12.1

　　

10. 0

　　　　　

182

　　　　

24

　　　　

Q.0

　　

2.0

　　　　

△6

　　

・0 .0　　△25.0　△54.7 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

,|

　　

642 688　607 417　　100.0　94.5　82 521　　100.0　　13.6　13.7

,道府県税相当額(21 289百万円)を控除した税法上の市町村税の収入状況である。
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第23表地方税徴収率の推移

その１

　

都道府県 (単位･％)

　　　　　　　　　　　

現

　

年

　

課

　

税

　

分

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

滞納繰越分

　

合

　　　

計

　　　　　　　　　

現年度分

　

過年度分

　　　　　　　　　　　　　　

丿

昭和32年度

　　　　

％.2

　　　　

卯.j

　　　　　

紅丿

　　　　　

卯.0

　　　

33

　　　　　　　　

ﾀ∂.7

　　　　　

∂7.2

　　　　　　

36.6

　　　　　　

卯､7

　　　

34

　　　　　　　　

ﾀ7.Q

　　　　　

∂9.0

　　　　　　

37.1

　　　　　　

叙.2

　　　

35

　　　　　　　　

97.3

　　　　　

ﾀ0.4

　　　　　　

42.∂

　　　　　　

討.2

　　　

36

　　　　　　　　

97.2

　　　　　

92.6

　　　　　　

49.∂

　　　　　　

％.0

　　　

37

　　　　　　　　

ﾀ7.3

　　　　　

92.5

　　　　　　

54.9

　　　　　　

弱.4

　　　

38

　　　　　

97.･ざ（９７、1）ﾀ2.2　　　　　　　　56.9　　　　　　弱.∂

　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　

97.2

　　　　　　　　　　　

57.5

　　　　　　

弱.∂

その２

　

市

　

町

　

村 (単位

　

％)

ｉ

　　　　　　　　　　　

現

　

年

　

課

　

税

　

分

ｌ

　　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　

滞納繰越分

　　

合

　　　

計

！

　　　　　　　　

現年度分１過年度分

１

　

昭和32年度

　　　　

ﾀ4.j

　　　　　　　

92.1

　　　　　　

36.2‘

　　　　　

∂7,0

j

　　　　　

33

　　　　　　　　

94.7

　　　　　

85.6

　　　　　　

36.6

　　　　　　

S!.9

1

　　　　

34

　　　　　　　　

ﾀ5.7

　　　　　　

∂7.7

　　　　　　　　

aﾀ.∂

　　　　　　　　

∂ﾀ.7

1

　　　　

35

　　　　　　　　

96.6

　　　　　

田.4

　　　　　　

40.∂

　　　　　　

91.7 .1
l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　

36

　　　　　　　　

97.0

　　　　

”∂∂.7

　　　　　　

40.4

　　　　　　

犯よ

:

　　　　

37

　　　　　　　　

97.1

　　　　　

∂∂.0

　　　　　　

40.9

　　　　　　

9.∂･1

　　　　　

38

　　　　　

97.4 {97.3)∂4.∂　　　　42.5　　　　　　　　舅.が’

1

　　　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　

ﾀ7.4

　　　　　　　　　　　

42.∂

　　　　　　

94.9･，

！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・，

（注）昭和39年度から現年度分および過年度分を合わせ現年課税分として調査して

　　　

いる。なお、昭和38年度の（

　

）内は、現年課税分の徴収率である。
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＼

　　　　　

第24表

　

昭和39年度超過課税等の状況

その１

　

道府県税の超過課税額

　　　

－ (単位

　

百万円)

　　　　　　　　

％■－

　　　

事

　　　　

業

　　　　

税

　　　

不動産，

　　　　　

超過課税
ｌ

　

区

　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　

計

　　　　　　　　　　　　

個

　

人

　　

法

　

人II

　

計

　　

取得税

　　　　　

団体名

!

，

　

昭和39年度

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

昭和38年度

　

1

　　

17

　　　

86

　　　

103

　　　

65

　　　

168

　　

秋田県
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第24表昭和一39年度超過.課

モの２

　

市町村民税所得割課税方式別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　　

39

　　

年

　　

７

　　

月｜

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

ｌ

　　　　　　　　　　　　

団体数１構成比

　

団体数｜構成比

　　

本

　　

文

　　

方

　　

式

　　　　　　

7

　　　

j叩.o

　　　　

229

　　　　　

41.4

　　

た

　

だ

　

し

　

書

　

方

　

式

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

323

　　　　　

認lj

　　

不

　

均

　

一

　　

課

　

税

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

1

　　　　

Q.2

　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　

553

　　　

100.0

（注）東京都の特別区については、23区を１として大都市に計上している（以下本表

その３

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数
一

　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　

団体数

　

構成比

　

団体数

　

構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

末

　

満

　　　　　　

１

　　　　

14.3

　　　　　　

３

　　　　

Ｕ

標

　　　

準

　　　

税

　　　

率

　　　　　　

6

　　　　

∂5.7

　　　　　

436

　　　　

7∂.∂

標準税率をこえるもの

　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　

109

　　　

jﾀ.7

犬

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　

7

　　　

100.0

　　　　

553

　　　

100.0

その４

　

市町村民税法人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

団体数

　

構成比

　

団体数｜構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

末

　

満

　　　　　　

1

　　　　

14.3

　　　　　

19

　　　　　

3,4

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

4

　　　　

57.1

　　　　

304

　　　

55.0･う

標準税率をこえるもの

　　　　　

2

　　　

2∂.∂

　　　　

224

　　　　　

如丿

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

6

　　　　

l.l

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

7

　　　

100.0

　　　　

553

　　　

100.0
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団

税

　

等

　

の

　

状

　

況（９づき）

-
町

一
体数

-

　

638

2 202

2 840

日

　　

現

　　

在

村
一
構成比

　

22.　S

　

77.5

　　　

－

100.0

中において同じ。)。

　　

１
-

　

町
-
団体数
一

　

-

　

2 142

　

697

　

1

2 840

-

町
一

体数

　　

77

1 950

　

813

　　　

－

2 840

蒜‾珂

‾‾ぷ‾|

2 5２5

　　　

1

3 400

日

　　

現

　　

在

-
構成比
-

　

75.4

　

24､5

　

0.1

　

100.0

団体

計

数

　　　

4

2 58４

　　

806

　　　

6

3 400

日 現

　　

在

　

村
一
構成比

　

2.７

６８､7

2∂.∂

100.0

べ
て

1 039

　　　

6

3 400

構成比

-

　

25､7

　

7i.3

　

0.0

　

100.0

構成比

-

　

０．１

　

７６.0

　

23.7

　

0.2

　

100.0

構成比

-

　

２､８

　

６６､4

　

30.6

　

0.2

100.0

７月１日

団体数

　　

659

2 764

　　　　

1

3 424

構成比

　

19.3

　

∂0.7

　

0．0

100.0

７月１日現在

団体数

　　　

5

2 571

　　

836

　　　

1２

3 424

構成比

　　

０．１

　

７５.1

　

24.4

　　

0.4

100.0

７月１日現在

団体数

　　　

7

２ 343

1 068

　　　

6

3 424

－257－

構成比

　　

Q.２

　

６８.4

　

31.2

　　

Q.2

100.0

(単位

　

％)

-

増

　　

減

一

　

215

△

　

239

ム

　

24

-

増減率

-

　

32.６

△

　

7.∂

△

　

0.7

(単位

　

％)

-

増

　　

減

-

△

　　

１

ａ

　

△

a

13

30

　

6

24

較

増減率

・２０.0

　　

0.５

ａ　３.６

△50.0

△

　

0.7

(単位

　

％)

-

増

　　

減

-

△

　

△

a

85

29

24

較

増減率

1２８５､７

△

　

3､６

△

　

2.7

・0.７

ｌ

　　　　　

ｉ

　　　　　

’

　　　

ｌ

　　　　　

ｌ

　　　　　

¬

"

　 　 　 　 　

１

　 　 　 　

１

一一

Ｉ

"

←

Ｚ

　　　　　　　　　　

ｆ

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

　 　 　 　

●

’

　　　　

１

　　　　　　

・

　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　

ヴ

"

一一

・ ・ ｊ ・ ＝ Ｉ Ｊ － 「 ･ ｒ ｌ ｍ

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

－

－

｜

｜

－

｜

。

｜

｜

｜

－

｜

Ｓ

｜

。

１

｜

ｉ

－

｜

｜

－

ｊ

－

ｌ

。

｜

－

｜

。

｜

ｊ



　　　　　　　　　　　　　

第24表

　

昭和39年度超過

その５

　

市町村民税法人税割

　

税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

団体数

　

構成比

　

団体数

　

構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

一

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　　

169

　　　　

厭∂

標準税率をこえるもの

　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　

380

　　　

卵.7

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

4

　　　　

Q.7

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

7

　　　

100.0

　　　　　

553

　　　

100.0

その６

　

固定資産税

　

税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

団体数

　

構成比

　

団体数１構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

7

　　　

100.0

　　　　

368

　　　　

66.5

標準税率をこえるもの

　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　

180

　　　　　

32.5

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

５

　　　　

Ｍ

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

ア

　　　

100.0

　　　　　

553

　　　

100.0

その７

　

市町村民税所得割

　

課税方式別調定額および納税義務者数

　　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

数

　　

本

　　　　

文

　　　　

方

　　　　

式

　　　　　　　　　　　　

874

　　　　　　

25.7

　　

た

　　

だ

　　

し

　　

書

　　

方

　　

式

　　　　　　　　　　

2 525　　　　　　74.∂

　　

不

　　　

均

　　

一

　　

課

　　

税

　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

０ｊ

ｉ

　

合

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

3 400　　　　　　100.0

(注) １

２

昭和39年７月１日現在による。

不均一課税市町村の調定額および納税義務者数は、本文方式およびただし書

　　　　　　　　　　　　

－258－



課税等の状況（つづき）

　　

町

一一一
団体

１

数

　　

1

1 994

２

845

　

－

840

日

　　

現

　　

在

　

村

構成比
-

　　

Q.０

　

70.2

　

２９.8

　　

－

　

100.0

計

団体数

2 369

1 025

　　　

5

3 400

方式のそれぞれに含めてある。

構成比
-

　

0.Q

　

69.7

　

30.2

　

0､1

100.0

７月１日現在

団･体数

2 345

1 072

　　　

6

3 424

構成比

　　

0.り

　

６８.S

　

31.3

　　

Q.2

100.0

－259－

比

(単位

　

％)

(単位

　

％)

一

　

較

増

　　

減

ａ

　

△

　

△

24

４7

　

1

24

増減率

　　

０．0

　　

j.ひ

△

　

4.∂

ａ １６.７

△

　

0.7

(単位

　

百万円・人・％)

調

　　　　

定

　　　　

額

　　　　

｜

　　

納

　

税

　

義

　

務

　

者

　

数

　　　　　

128 181　　　　　　74.2　　　　　13 972 323　　　　　　　67.0

　　　　　

44 643　　　　　　25.∂　　　　　　6 896 331　　　　　　　3＆0

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

一

　　　　　

172 824　　　　100.0　　　　20 868 654　　　　　100.0

　　　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　

昭和38年７月１日現在

　　

比

　　　

較

　　

町

　　　　

村

　　　　　　

計

　　　　

み

滞

匹匹匹‾

　　　　

2

　　　　

0.j

　　　　　

2

　　

0.0

　　　　　

2

　　　　

0.0

　　　　　

－

　　　

Q.0

　　

1 753　　　61.7　　　1 929　　5∂.∂　　　1943　　　56.7　　△　14　△　Q.∂

　　

1 084　　　∂∂.2　　　1464　　i3.1　　　1 471　　　4a. j　　△　　7　・0.4

　　　　

1

　　　　

0.Q

　　　　　

5

　　

0.1

　　　　　

8

　　　　

0.2

　　

△

　　

3

　

a 37.5

　　

2 840　　　100.0ヽ　3 400　100.0　　3 424　　100.0　　△　24　△　0.７

-

~

-

　 　

~

一

一

－

！

－

｜

｜

－

ｊ

｜

｜

！

Ｊ



その１

　

都

　

道

　

府

　

県

第25表昭和39年度法定

　　　　　　　　　

(単位百万円)

　　

区

　　　　　

分

　　　

Da霜果卜回I回繭回(=えｲﾋ観９ﾄ

　

ｎ

(財政再建団体)

　　

徳

　　　

島

　　　

県

　　　　

112

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

H2

(そ

　

の

　

他の団体)

　　

新

　　　

潟

　　　

県

　　　　　

－

　　　　

10

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

10

　　

岐

　　　

阜

　　　

県

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

20

　　　　

－

　　　　

20

　　

京

　　　

都

　　　

府

　　　　

441

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

441

　　

奈

　　　

良

　　　

県

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

３

　　　　

３

　　

小

　　　　　　

計

　　　　

441

　　　　　

10

　　　　

20

　　　　　

3

　　　

474

　

合

　　　　　　

計

　

㈲

　　　　

553

　　　　

10

　　　　

20

　　　　

3

　　　

586

　

昭和38年度如

　　　

523

　　　

13

　　　

19

　　　

6

　　

561

　

増

　　　

減

　　

㈲一如

　　　　

30

　　　

・

　

3

　　　　　　

1

　　　

△

　

3

　　　　　

25

－260－



外

　

普

　

通

　

税

　

の

　

状

　

況

ぞの２

　

市

　

町

　

村 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

昭和39年度

　　

昭和38年度

　　

比

　　　

較

　

ｓ:

　　　

゛呵作ﾔﾗ函闇゛げ伊肝(c)ﾄ)－９

商品切手発行税

　　　

11

　　

279

　　

11

　　

243

　　

－ 36

広

　　　

告

　　　　

税

　　　　

7

　　

249

　　

，7

　　

228

　　　

－

　　　

21

文化観光施設税

　　　

3

　　

136

　　

3

　　

153

　　

－

　

ム17

犬

　　　　　　　　　

碑

　　　

!o4

　　　

67

　　

06

　　　

69

　　

△32

　

△

　

２

立

　

木

　

伐

　

採

　

税

　　　　

５

　　　　

２

　　　　

５

　　　　　

１

　　　　

－

　　　　　

１

林産物移輪出税

　　　

ヽ9

　　

51

　　　

9

　　

51

　　

－

　　

－

立

　

木

　

引

　

取

　

税

　　　　

－

　　　

－

　　　

１

　　　　

１

　　

△

　

１

　

△

　

１

と

　　　　

畜

　　　　

税

　　　　

１

　　　　

０

　　　　　

１

　　　　

１

　　　　

－

　

△

　

１

ミ

　　

シ

　　

ソ

　　

税

　　　　

－

　　　

－

　　　

１

　　　

０

　　

ａ

　

１

　

ム

　

０

砂

　

利

　

採

　

取

　

税

　　　　　

１

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　

－

　　　

一

合

　　　　　　　　

計

　　　

141

　　

785

　　

1乃

　　

ｱ48

　　

ム34

　

ム37

― 261 ―
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諮≒ﾕご3ﾋﾞﾑﾆにﾐ

区

　　　　

分

　　

尚窯

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　

道府県民税

事

個

　

法

個

　

法

業

人

　

人

　

税

　

人

人

不動産取得税

道府県たばこ消費
税

娯楽施設利用税

料理飲食等消費税

自

　

動

　

車

　

税

鉱

　　

区

　　

税

狩猟免許税

　

固定資産税(特例)

法定外普通税

旧法による税収入

目

油軽

　

入

　
　

合

的

引取

猟

計

650

151

9
8
5
2
3
2
6
2
2

304 425

　

32 87e

　

39 811

　　

7 99E

　

50 34べ

35

4 ４4

5
8

　

5
8

－税

　

税

税

709

Ｉ

　

９

　

６

１

　

３

　

８

６

　

１

　

53 4C

321 81

　

19 91

　

38

　

□

　

12

ａ

　
　
　
　
　
　
　

ａ

３９

　

７

　

６

８

　

７

　

１

１

　

２

　

０

０

　

２

　

４

３

　

7

43

30

５

58 1

577

670

凸

△

４

　

２

　

２

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

７

　

４

必

39 1

－262－

562

1２4

(単位

　

百万円)

和38年度

１・

487

108

７

　

１

　

９

　

８

６

　

４

　

２
4

　

１

ｊ７

　

９

　

０

　

１

７

　

８

　

５

　

４

５

　

８

　

７

　

０

７

　

４

　

９

　

２

　
　
　
　
　
　

２

277

2
0

　

3
6

　

６

　

4
3

　

2
8

４

4
2

　

４
１

605

０

　

８

　

６

　

５

　

６

　

４

３

　

１

　

３

　
　
　

３

　

２

２

５

3
6

　

3
6

524

５

　

６

　

８

　

７

　

７

７

　

１

　
　
　
　
　

４

７

　

４

　

２

　

２

　

５

７

　

１

　

９

　

２

　

６

０

　

４

　

２

　

１

　

５

4
6

　

－

６

３

△

△

５

　

５

Q

　

81

比

　

較

助一朗

△３７

△４

　

３

ａ８

△43

△４１３ ９

　

８３

△

　

４

△

１

．-４

△４

ａ

ﾑ42



額と

その２

地方財政計画額との比較
市町村税

　　　　　　　　　

昭和39年度

　　　

昭和38年度

　　

比較

　

ｓ:

　

゛

悶゛゛ｒりか惜゛『゛‰尉((')－゛)

法定普通税

　

670 804 602 252　68 552 590 711 518 809　71 90　△3 350

　

市町村民税

　

271 871 228 685 43 186 234 394 184 017 50 377 △7 191

　　

個人均等割

　

10 795　9 828　　967　10 470　9 327　1 143 △　176

　　

個人所得割

　

177 928 137 693 40 235 147 887‘112 166　35 721　4 514

　　

法人均等割

　　

1 924　1 540　　384　1 740　1 443　　297　　　87

　　

法

　

人

　

税

　

割

　　

81 224　79 624　1 600　74 297　61 081　13 216 △11 616

　

固定資産税

　

267 841 243 811　24 030 239 196 223 340　15 856　8 174

　　

純固定資産税

　

250 589 226 668　23 921 223 775 207 889 15 886 8 035

　　

土

　　　　

地

　

64 436　60003　4 433　57 502　53 245　4 257　　　176

　　

家

　　　　

屋

　

105 500　93 110　12 390　94 684　86 840　7 84　　4 546

　　

償却資産

　

80 653　73 555　7 098　71 589　67 804　3 785　3 313

　　

交付金・納付金

　　

17 252　17 143　　109　15 421　15 451 △　　30　　139

　

軽自動車税

　

10 531　9 088　1 443　8 788　7 653　丿35　　308

　

裏町村たばこ消費

　

65 927　66 384 a　457　53 941　53 782　　　159 ｡　616

　

電気ガス税

　

49 947　50 148 △　201　49 900　45 797　4 103 △4 304

　

鉱

　　

産

　　

税

　　

2 363　2 094　　269　2 316　2 185　　131　　　138

　

木材引取税

　　

2 324　2 042　　282　2 176　2 035　　141　　141

法定外普通税

　　

785

　　　　　　　　

748

　　　　　　　　　　　

1

　

662

　　　

141

　　　　　

1

　

640

　　　

132

　　　　

9
旧法による税収入

　　　

18

　　　　　　　　　　

24

日

　　　

的

　　　

税

　　

18 331　16 925　　1 406　15 934　14 741　　1 193　　213

　

入

　　

湯

　　

税

　　

1 197　　975　　222　1 02　　　874　　　15　　　　68

　

都市計画税

　

16 799　15 618　1 181　14 572　13 536　1 036　　145

　

水利地益税

　　

309

　　　　　　　　

31

　　　　　　　　　　　

1

　

332

　　　

3

　　　　　

1

　

331

　　　　

3

　　　

－

　

共同施設税

　　

26

　　　　　　　　

22

　　

合

　　　　

計

　　

689 938 619 839　70 099 607 417 534 190　73 22　ａ 3 128

263 ―



第27表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度j

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　　　　

計

　　

㈲

　

地方道路譲与税

　　　　　

39 766　　　　　　866　　　　　40 632

　

特別とん譲与税

1

　　　　　　

75

　　　　　　

2 922　　　　　2 997

1

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　

39 841　　　　　　　3 788　　　　　　43 629

第28表

　

昭和39年度地方道路譲与税にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

あ

　　　

ん

　　　

分

　　　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　

道路の延長分

　

道路の面積分

　

収

　

入

　

超

　

過

　　

団

　　

体

　　

東

　　　　　

京

　　　　　

都

　　　　　　　　　　

374

　　　　　　　　　

649

　　

神

　　　

奈

　　　

川

　　　

県

　　　　　　　　　　

192

　　　　　　　　　　　　

266

；

　

愛

　　　　　

知

　　　　　

県

　　　　　　　　　　

614

　　　　　　　　　　

653

j

　

大

　　　　　　

阪

　　　　　　

府

　　　　　　　　　　

・215

　　　　　　　　　　

283

：

　　　　

小

　　　　

ｉ

　　　　

計

　　　　　　　

・

　　　　

1 395　　　　　　　　　1 851

　　

大

　　　　　

阪

　　　　　

市

　　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　　

87

　　　　

合

　　　

ｌ

　　　　

計

　　　　　　　　　　　

1 421 1 938

　

その他の道府県および大都市

　　　　　　　　

18 892　　　　　　　18 375

　　　　

総

　　

・

　　　

計

　　　　　　　　

20 313　　　　　　20 313

　

（注）１

　

地方道路譲与税は、毎年４月１日現在における都道府県および大都市の区城

－264－



地

　

方

　

譲

　

与

　

税･

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　

度丿

　　　　　　

比

　　　　　

較

丿道府県

　

市

　

町

　

り

　

計

　

㈲

　　　

゛馮♂

　　

認

/

県混

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　

｜

　　　　　

33 181　　　　　　　620　　　　　33 801　　　　　　6 831　　　　　20.2

　　　　　　　　

37

　　

｡1

　　　

」357

　　　　　　

1 394　　　　　　1 603　　　　　IIS.O

　　　　　

33 218　　　　　　1 977　　　　　35 195　　　　　　8 434　　　　　24.0

ける収入超過自体に対する譲与制限の状況

(単位

　

百万円)

　　　

額

　　　　　　

控

　

除

　

額

　

再譲与額

　

錯誤訂正額

　

談方道路譲与税

　　　　

計, CA)　　　㈲　　　　　　頂　　　　　(D)　　　倒－(Ｂ)刊C)十(功

　　　　　　　

1 023　　　　　　　682　　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　　341　1

　　　　　　　　

458

　　　　　　

，305

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

153

　　　　　　　

1 267　　　　　　　512　　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　　755

　　　　　　　　

498

　　　　　　　

332

　　　　　　　

－

　　　　　　　

0

　　　　　　　

166

　　　　　　　

3 246　　　　　　1 831　　　　　　　　－　　　　　　　0　　　　　　1 415

　　　　　　　　

113

　　　　　　　　

5

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

108

　　　　　　　

3 359　　　　　　1 836　　　　　　　－　　　　　　　0　　　　　　1 523

，

　　　

37 267　　　　　　　－　　　'　　1 836　　　　　　　6　　　　　39 109

　　　　　　

4(5626　　　　　　1 836　　　　　　1 836　　　　　　　6　　　　　40 632

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　　　　　　　　

；

（大都市を包括する府県にあっては、当該大都市を除いた区域）内に存する一般国道およ

税の額の２分のｌを道路の延長で。他の２分の１を道路の面積であん分する。

り、控除額はそのこえる額の10分の２に相当する額（この額があん分によって算定した

る。
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第29表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

地

　

方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

39

　　　

年ｏ

　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

当

　　

川補

　　

iE

国

　　　

税

　　　

三

　　　

税

　　　

凶

　　　　　

2 139 275　　　　　　55021

　　　　

所

　　　

得

　　　

税

　　　　　　　

772 258　　　　67 035

　　　　

法

　　　

人

　　　

税

　　　　　　　　

1 014 9％　　　　△　12014

　　　　

酒

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　

352 021　　　　　　　－，

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　

CB）

　　　　

621 413　　　　　15 901

　　　　

AX28.9%

　　　　　　　　　　　　　　　　

618 250　　　　　　15901

　　　　

精

　　　

算

　　　

分

　　　　　　　　　

3 159　　　　　　　－，

　　　　

返

　　　

還

　　　

分

　　　　　　　　　　　

４

　　　　　　　

－Ｉ

借

　　　　

入

　　　　　

金

　

（Ｃ）

　　　　　　

－

　　　　　

15 000

臨時地方特別交付金精算額

　

剛

　　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　

小

　

計

　

CB）十id十C勁

　

㈲

　　　　

621 413 30 901

前年度か

　

らの繰越分

　

㈲

　　　　　

13 671　　　　　　－

翌

　

年

　

度

　

へ

　

の

　

繰

　

越

　

分

　

（Ｇ）

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　

合

　

計

　

叫十(F) - (G)　　　　　　635 084　　　　30 901

その１

　

配分状況

第30表昭和39年度地方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

39

　　　　

年

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　

特

　

別

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額

　

｜

　

構成比

　　

交

　

付

　

額

　　

構成比

　

道

　　

府

　　

県

　　　　

414 844　　邱.2　　　　17 351　　9.4

　

市

　　

町

　　

村

　　　　

212 079　　お.∂　　　　21 711　　邸.∂

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　

8 591　　　　j.4　　　　　　　762　　　2.0

　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　

67 989　　　jQ.∂　　　　　　8 979　　　23.0

　　　

町

　　　　

村

　　　　

135 499　　21.6　　　　11 970　　箆∂

　　

合

　　　　　

計

　　

1

　　　

626 923　　100.0　　　　　39 062　　100.0

－

（注）昭和39年４月２日以降、昭和40年３月31日までに合併が行なわれた団体につい

　　

ている。以下第i30表中において同じ。
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交

　

付

　

税

　

の

　

算

　

定

　

基

　

礎

(単位

　

百万円・％)

度

　　　　　　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

最

　

終（ｓ）当

　　

初｜最

　

終（b）漂
一

覧

）

駕

　

??

）/（b

r

ｘ1

需

　　　

2 194 296　　　1 700 638　　　　1 854 819　　　　　339 477　　　　　　j∂.3

　　　　

839 293　　　　636 130　　　　　675 930　　　　　163 363　　　　　　24.2

　　　

1 002 982　　　　760 517　　　　　866 237　　　　　136 745　　　　　　j5.∂

　　　　

352 021　　　　303 991　　　　　312 652　　　　　39 369　　　　　　12.6

　　　　

637 314　　　　539 756　　　　　584 314　　　　　53 000　　　　　　　9.j

　　　　

634 151　　　　491 484　　　　　536 042　　　　　98 109　　　　　　j∂.∂

　　　　　　

3 159　　　　48 269　　　　　48 269　　　　a 45 110　　　　a　93　5

　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

3

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

1

　　　　　　

33.3

　　　　　　

15 000　　　　　　一　　　　　　　　－　　　　　15 000　　　　　　　　－

　　　　　　　　

－・

　　　　　

508

　　　　　　　

508

　　　　

△

　　

508

　　　　

1

　

wo.o

　　　　

652 314　　　　540 264　　　　　584 822　　　　　67 492　　　　　　11.5

　　　　　　

13 671　　　　10 000　　　　　10 000　　　　　　3 671　　　　　　36.7

　　　　　　　　　

-

　　　　　　

--

　　　　　

13 672　　　　a l3 672　　　　a　100.0

　　　　

665 985　　　　550 264　　　　　581 150　　　　　84 835　　　　　　14.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

交

　

付

　

税

　

の

　

交

　

付

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　

度

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　

計

　　　　　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　

比

　　　　　　

較

　　

、

交付額倒｜構成比

　

交付額(B) I構皿　認為)駕勧(昌混

　　　　

432 195　　　∂4.タ　　　　　385606　　　66.4　　　　46 589　　　　12.1

　　　　

233 790　　　35.1　　　　　195 544　　　33.6　　　　38 246　　　　19.6

　　　　　

9 353　　　　j.4　　　　　　5 852　　　　j.0　　　　　3 501　　　　59.∂

　　　　

76 968　　　11.6　　　　　66 472　　　11.4　　　　10 496　　　　j5.∂

　　　　

147 469　　　22.1　　　　　123 220　　　21.2　　　　24 249　　　　19.7

　　　　

665 985　　　100.0　　　　　581 150　　100.0　　　　84 835　　　　14.6

ては、普通交付税は合併前の各々の市町村に、特別交付税は合併後の市町村に区分され
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第30表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

地

　

方

　

交

その２

　

普通交付税算定状況

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

基準財政需要s額

　　

こ

　　　　　　　　　　

財源不足団体

　　

財源超過団体

　　　　

計

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

744 857　　　236 787　　　981 644

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

494 976　:　172 364　　　667 340

　

大

　　

都

　　

市

　　　　

99 561　　　　97 738　　　197 299

　

都

　　　　　

市

　　　　

187 599　　　　67 672　　　255 271

　

町

　　　　　

村

　　　　

207 816　　　　16 954　　　214 770

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

1 239 833　　　　　409 151　　　　1 648 984

（注）１

　

本表は、一般算定団体と合併算定替団体とを単純に合算したものである。

　　

２

　

東京都特別区については、地方交付税法第21条（都等の特例）の規定に基づ

　　　

体として積算した（大都市分に含む。）。

その３

　

交付、不交付団体の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

交

　　　

付

　　　　

不

　

交

　

付

　　　　　　

計

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

42

　　

91.3

　　　　

4

　　

8.7

　　　　

46

　

崩,0
市

　　　

町

　　　

村

　　　

3 231　　％.j　　　　168　　4.9　　3 399　loo.a.

　

大

　　　

都

　　

市

　　　　　

６

　　

伍７

　　　　

１

　　

14.3

　　　　

７

　

崩.Q

　

都

　　　　　　

市

　　　　

475

　　

肱

　　　　

78

　　

14.1

　　　

553

　

崩.0

　

町

　　　　　　　

村

　　

，2 750　　％』　　　　89　　3.1　　2 839　胴,0

　

合

　　　　　　

計

　　　　

3 273　　95.0　　　　17　　　5.0　　3445　100.0

（注）１

　　　

２

道府県分の不交付団体は、東京都、神奈川県、愛知県および大阪府である、

東京都特別区は、不交付団体として大都市分に含めた（23区を１団体として

その４

　

基準財政需要額および基準財政収入額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

99

　　

年

　　

度

７

　

区

　　　　　　

分

　　　　

基準財政需要額

　　

基準財政収入額丿

　

比

　　

率

　　　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　　　　　

㈲

　　　　　

CB)/㈲×100

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

981 644　　　　600 761　　　61.2

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

667 340　　　　456 770　　　68､4

　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　

197 299　　　　173 959　　　卵.2

　

都

　　　　　　

市

　　　　

255 271　　　　202 670　　　7卵

　

町

　　　　　　

村

　　　　

214 770　　　　80 141　　　37.3

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

1 648 984　　　　　1 057 531　　　　　64j
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付

　

税

　

の

　

交

　

付

　

状ニ況（つづき）

財源不足団刹
-

　

･3２4758

　

279 406

　

90 267

　

118 ２87

　

70 852

　

604 164

基準財政収入額

3
4
2
3
9
7

0
6
9
8
8
6

0
3
6
3
2
3

6
7
3
４
9
3

7
7
8
8

　

５

２
１

　
　
　

４

　

レ計

-

.600

　

456

　

173

　

20２

　

80

1 057

761

770

959

67０

141

531

財源超過額

ａ

39 216

　

5 000･

14 046
16 711･

　

2 335

44 216

財源不足額

4２0 099

215 570

　　

9 29４

　

69 312

136 964

635 669

(単位

　

百万円)

普通交付税額

414 844

212 079｡

　　

8 591

･67 989

135 499

626 923

き、東京都分と合算した場合財源超過となるので、万単独でほ財源不足となるが、超過団

(単位

　

％)

　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

不交付
交

　　　

付

　　

｜

　　

不

　

交

　

付

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減数|増減率増減数|増減雫

　　

４２

　　

ﾀj.∂

　　　　　

４

　　

∂.7

　　

46

　

100.0

　　　　　　

-

　　

-

　　

--

　

3 264　　95.3　　　　160　　4.7　3 424　100.0△　33 a 1.0　　8　5.り

　　　

5

　　

71.4

　　　　　

2

　　

2∂.∂

　　　　

7

　

wo.o

　　　

1

　

20.a ^　1△卯.Q

　　

481

　　

∂7.9

　　　　

66

　　

12.1

　　

547

　

100.0△

　

6 ^ 1.2^　　12　j∂.2

　

2 778　　ﾀ∂.∂　　　92　　a.2　2 870　100.0△』・j.0△　3△3.3

　

3 306　　95.3　　　164　　4.7　3 470　100.0△　33ム1.0　　8　4.9

いる。)。

(単位

　

百万円・％)

　　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

基準財政

　

基準財政

　

比

　　

率

　　

基準財政需要額

　　　

基準財政収入額
９リs額町a

b)/{c)xi。Ｌ箭割丿県‰4晶駕丿県‰

　　

816 074　　493 119　　　60.4　　　165 570　　　20.3　　107 642　　　2j.∂

　　

534 693　　368 448　　　∂∂.タ　　　132647　　　24.∂　　88 322　　　24.0

　　

152 313　　　142 290　　　93.4　　　44 986　　　29. S　　31 669　　　22.5

　　

264 855　　158 200　　77.2　　50 416

1　24.6　44

470　　2∂.j

　　

177 525　　　67 958　　　3∂.∂　　　37 245　　　21.0　　　12 183　　　17.9

　

1 350 767　　861 567　　　63.8　　298 217　　　22.1　　195 964　　　22.7
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区

教

　

保

　

措

　

設

務

　

活

　

童

　

建

　
　
　
　
　
　
　

通

義

　

生

　

児

　

普

災

失

害

業

委

　

建

　

モ

復

対

設

旧

策

託

事

の

補

　

の

政財

　

そ

合

育

　

護

　

置

事

事

事

分

業

業

業

費

　

費

　

費

　

費

費

費

金

費

　

他

　

金

　

他

業

　
　
　

給

計

第31表

　

昭 和

　　

39

　　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

218 638

　

40 ２69

　　

9 105

264 663

　

70 8２9

　

1２ 640

　

1４ ０75

　　

8 009

6 066

9２

343

935

Z23 497

30.2

　

5.6

　

1､3

<
Ｏ

０
０
　
　
７

鍋

　

。
‘

　

！

　

1.9

　

1.1

　

り.∂

　

０､０

１２.9

100.0

和
一
市

39
-

　

町

　

2 771

52 864

11 351

78 469

16 480

19 194

２ 910

　　

541

　

2 369

　

1 998

15 806

201 843

年

　　

度

一
年

　

度

村

　

j.４

２６-2

　

5､６

３８､９

　

８．2

　

9.5

　

1.4

　

0．3

　

1.1

　

1.0

　

7.∂

100.0

国

純計

-

221 409

93 133

　

20 456

343 132

87 309

31 834

16 985

8 550

8 435

2 341

108 741

（注）上記のほか、国有提供施設等所在市町村助成交付金が、昭和39年度に1 350百
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庫

　　

支

額

2３.9

10.1

　

2.2

37、1

　

9．４

3.4

1.8

O
^

O
l

C
*
3

Ｏ
Ｏ

　

・

　
　

一

　
　

一

　
　

－

o

o

o

-
^

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｊ

100.0

出

　　

金

度
額

年3
8
計

和昭
純

196

　

80

　

17

109

562

164

287 928

　

88 311

　

31 347

　

18 734

　　

7 451

　

11 ２83

　　

1 981

　

9２ 395

814 531

24.1

O
i
~
|
Ｃ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
ｌ
Ｃ
ｏ
ｃ
Ｊ
>
^
!
≫
n
3

O
C
V
J
U
J
O
C
O
N
O
-
H
O

　
　
　
　
　
　
　

C
O

-
Ｍ

Ｕ
ｊ

100.0

の

万円、昭和38年度に1 200百万円ある。

増

状

　　

況

比

減

25 300

12 571

　

3 292

55 204

△

　

１ 002

487

△

　

1 749

　　　

1 099

△

　

２ 848

　　　　

360

　　

16 346

110 809

-271-

額

-

２２､８

　　

11.3

　　

3.0

　　

4ﾀ.∂

a

　

Q.∂

　　

Q.4

△

　

j.∂

　　

1､０

△、2.∂

　　

0.3

1４.9

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増減率

　　

12.９

　　

１５､6

　　

19.2

　　

19.２

△

　

1.1

　　

j.∂

△

　

9.4

　　

14､７

　　

２５.４

　　

１８.2

　　

17.7

13.6

18､６

１８.9

16.2

2j ひ

△13.２

　　

∂.J

　　

6．１

ａ １５.7

　　

27.タ

　　

38､９

　　

２９.2

15.2
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第32表

　

昭 和

　　

39 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　

許

　　　

可

　　

額

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

政府資金公

　

募

　　

計

　

政府資金公

　

募

　

計

一

　　

般

　

会

　

計

　

債

　　

132 000　3 800 135 800 131 412　43 075 174 487

　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　　

17 600　　　－　17 600　18 211　　1 090　19 301

　

公営住宅建設事業

　　

7 300　　　，-　7300　7 102　　　－　710

　

災害復旧事業

　

31 600　　－ 31 600 28 672　　－28 67

　

義務教育施設整備事業

　　

23 800　　　－　23 800　23 800　3 488　27 288

　

高等学校施設整備事業

　　

6 700　　　－　6 700　6 700　　266 69

　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　

9 300　　　－　9 300　9 294　2 354　U 34

　

一般単独事業

　　

5 700　3 800　9 500　6 733　26 553 33 286

　

辺地対策事業

　　

1500

　　　

－

　

1500

　

1500

　　　

－

　

15

　

直

　

轄

　

事

　

業

　

13 000　　－　13 000　13 777　　－ 13 777

　

1宸村民税臨時減税補て

　　

15000

　　　

－

　

15000

　

14 907　　　－　14 907

　

退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

716

　

9 629　10 345

準

　

公営

　

企

　

業

　

債

　　　　　　　

（1 700）

　　　　　　　　　　　　

34 100　58 900　93 000　　　-ご　　　ー

　

港湾整備事業

　　

6 000　2000　8 000　5 970　2 477　8 447

　

簡易水道事業

　　

4 900　　－　4 900　4 854　　－　4 854

　

と畜場整備事業

　　　

600

　　

500

　

1 100　　615　　500　1 11

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

22 600　5 400　28 000　22 647　6 797　29 4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債

　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

17 100

　　　　　　　　　　　　　　

－

　

51 000　51 000　　　－　55 977　55 97

　

公有林整備事業

　　　　

（1 700）（1 700）　　－（1 900）（1900）

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

74 80083 600 158 400 78 022 110 841 18886

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　

11 20　　6 000　17 ２00　10 693　5 907　16 6
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地

　　

方

都

　

道
蔽砿‾

１

　

０

　

２

　

８

５

　

１

　
　
　

１

６

１

１１

１１

８

2４

10

20

13

府
一
募

　

7 4，

うち外債

２
２

　

１

１
４

5
3

　

５

債

　　

許

県
一
計

２

　

０

　

２

　

８

７

　

１

　
　
　

１

６

14

１１

７

5
４

　

４

11 81

37

7
8

　

1
5

大

６

１

１

８

　

１

７

25

可

　　

状

-
公

　

募

-

6 94

109

１

２

ち外債

　

４5

13 ８

　

２０

うち外債

　

45

　

109･

33

－273－

市

一
計

３

　

２

－

２

２

　

３

２２

　

２

　

１

９２

10

59

況

市

３

　

５

　

３

　

９

　

２

７

　
　
　
　
　
　
　
　

２

７

５

　

１

　

１

１４

３

　

１

　

４

－

６

27

(単位

　

百万円)

町

　　　

村

公募

-

15 26，

２

10

　

1 295

(1 900)

　

9 ４6E

１

　

7 311ﾖ

(1 900)

23 46C

計

8
8

　

５

３

　

９

25

　

８

１５

　

１

　

１

１４
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１
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１

　

８

1 900）

50 833
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２

２



第32表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

地

　

方

-

　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　

許

　　　

可

　　

額

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

匹

-

　　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　

37 500 37 500 75 00040 152 56 301 96 45

　　

工業用水道事業

　

10 800　19 200 30000　9 287　18 374 27 661

　　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　

10 600　14 900 25 500　10600　18 130 28 73

　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　

1800

　

丿〇〇

　

2 900　4 733　1 076　5 809

　　

その他公営企業

　　

2 900　4 900　7800　2 557　11 053　13 61

　

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　

25 200　　－ 25 200 25 214　　828 26 04

　　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　

4 700　　　－　4 700　4 644　　　－　464

　　

病

　

院

　

事

　

業

　

11 700　　－H700　11 325　　－H 32

　　

厚生福祉施設整備事業

　　

8800

　　　

－

　

8 800　9 245　　　－ 9 24

　　

関

　

連

　

縁

　

故

　

債

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

828

　　

828

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債

　　

βづ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

17 100

　　

°

　　　　　　

計

　　　　　　　　

（1700）

　　

（1 900) (1 900)

1

　　　　　　　　　　　

266 100 146 300 412 400 268 734 220 495 489 2

　

枠

　　　

外

　　　

債

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

19 676　19 67

　　

消防施設整備事業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

2 695　2 695

　　

れ認養ソま

　

ー

　

－

　

－

　

‐2 976　2 976

　　

土地区画整理組合貸付金

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

400

　　

4

　　

母子福祉資金貸付金

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

467

　　

467

　　

住宅金融公庫貸付金

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

10 439　10 439

　　

妥当高配‰馴l

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－500

　　

5

　　

電力会社出資金

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

＿

　

2 186　2 186

　　

消費生活協同組合貸付金

　　　　　

－

　　　

－

　　　

＿

　　　

＿

　　　

13

　

j

　

l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち外債

　　

総

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

(1 700)　　（F9ぶ§?（1 900)

　　　　　　　　　　

266 100 146 300 412 400 268 734 240 171 508 90

（注）公有林整備事業欄の（

　

）書は、公営企業金融公庫が委託を受けて市町村に貸付
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債

　

許

　

可

　

状

　

況（つづき）

都

７

'9 ２1

３

　

３

道
一
公

府
一
募

27 031

11 052

　

3 ６0C

６

うち外債

２

　

６

リ
し

　
　

4
6

7

　
　

　
9

7

１１

２

６

県
一
計

４

　

６

　

４

Ｃ
Ｏ

―
≪

６

　

９

　

３

　

３

　

２

214

Ｈ

２

６

大

９

　

２

　

０

　

２

　

１

　

１

　
　
　
　
　
　

１

１

42 8

97 467｢llF万｣ 225 702｣　42 81

　

けるもので､外書としている。

　

都

一
公

　

募
-

1２78

3 37

14 53

2 861

うち外債

　　

4 51

　

55 1:

２

うち外債

４

　

5
8

市
一
計

22

　

5

24

2 93

4 14

２ 41

１

97

101

－275－

市

2
2

　

１

１

14

6 81

6 88

128

128

(単位

　

百万円)

町
-
公募

６

　

３

－

２

８

　
　

５

　

２

４

３２

53

村
一
計

詰

「

r
v
.

3
9

　

５

３

１４

６

６

５

　

２



第33表

　

昭 和

　　

39

　　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　　

年卜

　　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　　　　

市

　

町

　

村

　

(発

　　

行

　　

目

　　

的

　　

別)

普

　　　　

通

　　　　

債

　　

４８６９７×　　５５.2　　84 619　　64.2

　

衛

　　　　

生

　　　　

債

　　　　

730

　　　

Q.∂

　　

10850

　　

∂,2

　

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

債

　　　　

7 680　　　∂.7　　　2 155　　　M

　

土

　　　　

木

　　　　

債

　　

23 461　　部.∂　　26 542　　加,j

　

教

　　　　　

育

　　　　　

債

　　　　

9 489　　　j0. 7　　　31 589　　　2U

　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　

7 337　　　∂.4　　゛ 13 483　　　10.3

災

　　

害

　　

復

　　

旧

　　

債

　　　

18 772　　　21.3　　　8 323　　　U

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

債

　　　

10 004　　　11.3　　　　1 644　　　j.2

交

　　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　

2 216　　　2,5　　　　7 551　　　5,7

枠

　　　　　　

外

　　　　　　

債

　　　　

1 319　　　　j.5　　　10 372　　　り

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　

7 262　　　∂.2　　　19 338　　　14.7

　

退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　　　

6 387　　　7.2　　　2 735　　　2.j ，

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

1 394　　　M

　

市町村民税臨時減税補てん債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

14 907　　　11.3

　

モ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　

875

　　　

1.0

　　　　

302

　　　

□

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

88 270　　100.0　　131 847　　100.0

　

(貸

　　　

入

　　　

先

　　　

別)

政

　　

府

　　

資

　　

金

　　

55 166　　62.5　　87 918　　邸.7

　

資

　

金

　

運

　

用

　

部

　　

38 231　　お.∂　　62 293　　47.2

　

簡

　

易

　

保

　

険

　

局

　　

16 935　　jﾀ.2　　25 625　　19.5

公

　

営

　

企

　

業

　

金

　

融

　

公

　

庫

　　　　　

674

　　　　

0.∂

　　　

3 017　　　2j

市

　　　

中

　　　

銀

　　　

行

　　

20 410　　お.j　　15 906　　j幻

保険会社その他金融機関

　　　

2 147　　　2.4　　　3 086　　2j

交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　

2 216　　　2.5　　　7 551　　　5.7

共済組合(恩給組合を含む)

　　　

6 331　　　　7.2　　　　6 632　　　5,a

モ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　

1 326　　　　j.5　　　　7 737　　　5,ﾀ

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

88 270　　100.0　　131 847　100.0

（注）ｌ

　　　

２

市中銀行とは、都市銀行、地方銀行および長期信用銀行をいう。

保険会社その他金融機関とは、保険会社、信託銀行、相互銀行、信用金庫ﾓ
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地

　　

方 債

　　

発 行

　　

状 況

(単位

　

百万円・％)

　

度

　　　　　　　

昭和38年度

　　　　

比

　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　

ｌ

　

ｓ

　

ｔ

　

ｓ

　　

・

　

減

　

額

　

皺率談肇

　　

133 316　　60.6　　　107 406　　∂5.∂　　　25 910　　45.5　　24.1　　21.7

　　

11 580　　5､3　　　　8 497　　5.2　　　　3 083　　5.4　　36.3　　45.4

　　　

9 835　　4.5　　　　9 355　　5.7　　　　　480　　0.9　　5.j　　33.0

　　

50 003　　22.7　　　37 514　　23.0　　　12 489　　2j.タ　　33.3　　12.2

　　

41 078　　j∂.7　　　38 348　　23.5　　　　2 730　　4.∂　　7.j　　j0.∂

　　

20 820　　ﾀ.4　　　13 692　　∂.j　　　　7 128　　12.5　　52.1　　∂∂.∂

　　

27 095　　12.3　　　26 103　　16.0　　　　　992　　　j.7　　∂.∂　△　ﾀ.∂

　　

11 648　　　5.3　　　11 829　　7.3　　a　　181　△　0.a　△　j.5　　jj.∂

　　　

9 767　　4.4　　　　4 786　　2.∂　　　　4 981　　　∂.7　104.1　121.2

　　

11 691　　　5.3　　　　8 145　　5.Q　　　　3 546　　∂.2　　4£5　a S2.∂

　　

26 600　　12.1　　　　4 886　　∂.0　　　21 714　　a∂.2　444.4　　ﾀ.∂

　　　

9 122　　4.2　　　　3 494　　2.j　　　　5 628　　!?.タ　161.1　773.5

　　　

1 394　　Q.∂　　　　　934　　0.∂　　　　　460　　Q.∂　　jﾀ.∂　　扨.タ

　　

14 907　　∂.∂　　　　　　－　　　－　　　14 907　　26.2　　　－　　　－

　　　

1 177　　Q.5　　　　　458　　0.3　　　　　719　　　1.3　157.0　a∂5.9

　　

220 117　100.0　　163 155　100.0　　56 962　100.0　34.9　n.5

　　

143 084　　65.0　　　110 589　　∂7.∂　　　32 495　　57.0　　29.4　　2.4

　　

100 524　　45.7　　　71 924　　44. j　　　28 600　　50.2　　∂ﾀ.∂　△　L1

　　

42 560　　jタ.3　　　38 665　　23.7　　　　3 895　　∂.∂　　10.1　　　9.5

　　　

3 691　　　j.7　　　　2 222　　　j.4　　　　1 469　　2.∂　　66.1　　72.5

　　

36 316　　16.5　　　22 442　　13.7　　　13 874　　24.4　　∂j.∂　△j5.タ

　　　

5 233　　2.j　　　　3 362　　2.j　　　　1 871　　　3.∂　　55.7　八　3.1

　　　

9 767　　4.4　　　4 786　　2.∂　　　4 981　　∂.7　104.1　121.2

　　　

12 963　　5.9　　　12 915　　7.9　　　　　48　　0.1　　　0.4　タ'27.4

　　　

9 063　　4.j　　　　6 839　　4.2　　　　2 224　　j.∂　　32.5　　∂∂.タ

　　

220 117　100.0　　　163 155　100.0　　　56 962　100.0　　34.9　　11.5

の他金銭の貸付を業とするもので市中銀行以外のものをいう。
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使

　

授

　　

高

　　

そ

手

区

　

住
水

育
営
電

保
公
発
そ

に
に

令
例

法
条

合

区

積立金と

他会計か

用
業

分

学

　
　

の
使

等

　
　

所

　
　
　
　

く
く

使
使

　
　

づ
づ

宅
利
の
数
基
基

分

用
用
用

も
も
計

第34表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

使

　

用

　

料

　

昭

一

都

　

道

　

府

　

県

料
料
校
他
料
料
料
他
料
の
の

額
金

し
人

ず
繰

く
の

り
ら

法適用の公営企業会計

法非適用の公営企業会計

準公営企業会計（法非適用）

れ
七
普

合

資金を運用響

　　　

計

43 517

２1 ４36

21 027

　　　

409

7 190

5 359

9 53２

17 019

11 115

　

5 904

60 536

第35表

　

昭

　

７１､9

　

35､4

　

34､７

　　

０.７

　　　

－

　

11.9

　　

8､9

　

15､7

　

2∂.j

　

18､４

　　

∂.7

100.0

和 39

　　　

年く

一

市

　　

町

　

村

313 264

　

4 173

11 880

　

2 ２93

　

5 523

10 564

13 00４

14 453

　

3 481

10 972

47 717

卵.7

７
タ

ー
＆

　

j.∂

Ｕ､6

22､1

　

27.3

昶j

　

7.j

　

23.0

100.0

和

　

39

　

年

　

度

昭

都

　

道

　

府

　

県

９

４

２

１

338

674

758

　

－

916

　

－

458

14 470
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64.5

３２.3

jﾀ．ｊ

13.2

　

3､2

100.0

和

　　　

39 年

市

　　

町

　

村

8 686

4 212

2 198

　　

176

　

1 754

　　

84

　

3 479

16 3ｱｱ

53､0

25.7

13､4

　

1.1

７
５
ｊ

　

ｏ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　
　

Ｉ

ａ
　
＝
>
　
ｓ

　

0
0

　
　
　
　
　

Ｉ

■

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　

ｌ

　　　　　　

ｌ

　　　　　

ｉ

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

･．

　　　　　　　

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　　　

Ｉ

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

１

１

－

Ｉ

－

｜

｜

｜

ｉ

－
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お

　

よ

　

び

　

手

　

数

　

料

　

の

　

状

　

況

-

度

純

　　

計

　　

額

76 781

２5 609

22 907

　

2 70２

　

5 5２3

17 754

　

5 359

２2 536

　

31

　

1４

　

16

108

472

596

876

253

繰

　　

入

度

　

７０.9

　

23.7

　

21.2

　　

2.５

　　

５､1

　

16.4

　　

5.Q

　

20.7

　

２９. 1

　

12.５

　

１５.6

100.0

昭和38年度

純

　　

計

　　

額

66 563

21 540

19 30４

　

２ ２36

　

4 ４91

15 117

　

5 16４

20 ２51

２9 030

12 874

16 156

95 593

金

　　

の

純

　　

計

　　

額

１８

　

８

　

４

　

３

　

3

30

024

886

956

176

670

　

84

937

847

　

６９.６

　

２２.５

　

２０､2

　　

2．3

　　

4.7

　

j5.∂

　　

５．4

　

21.2

　

30.4

　

13､5

　

16.9

100.0

　

5∂.４

　

２８.8

　

16.1

　　

0.∂

　

11､９

　　

０．２

　

１２.8

100.0

状

　　

況

昭和38年度

純

　　

計

　　

額

19 ４28

11 919

　

5 167

　　

151

　

6 ４73

　　

128

　

2 091

33 438

　

５８.1

　

35､6

　

15.4

　

0.5

　

19.3

　

0.4

　

6．3

100.0
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比

増

　　

減

　　

額

10 218

　

4 069

　

3 6０3

　　

466

　

1 032

　

２ 637

　　

195

　

２ ２85

　

2 44２

　

1 72２

　　

720

12 660

比

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増減率

　

∂0.7

　

32.1

　

28.5

　　

＆∂

　　

∂.2

　

20.∂

　　

j.5

　

18､1

　

19､3

　

13.6

　　

5.7

100.0

15.4

18.９

１８､7

20.∂

23.0

n.4

　

3､8

11.３

　

８.4

13､４

　

４.5

13.2

前年度
増減率

1８､９

２２.3

22.５

２０.5

30.1

21.３

　

６､3

15.0

10.7

12.8

　

タ.0

16.2

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増

　　

減

　　

額 増減率

a l 404

△3 033

△

　

211

　　　　

25

△2 803

△

　　

44

　　

1 846

△2 591

　　

５４.2

　

117.1

　　

∂.2

△

　

j.0

　

108.2

　　

j.7

△71.3

　

100.0

△

　

7.２

△25.4

△

　

4.j

　　

16.6

△43､3

△34､４

　　

８８､３

△

　

ｱ.ア

前年度
増減率

△

　

7.７

　　

52.2

　　

29､２

△３０.1

　　

38.２

　　

∂.７

△10、9

　　

3.1

、

　　　

’

　　　　

－

　

、

　　　

ｉ

　　　　　　

．

　　　

Ｓ

　　　　

’

　　　

｜

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

■

　 　 　 　

＝
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ｉ
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－

Ｓ

－

Ｉ

－

ｉ

｜

－

｜

Ｓ

－

｜

－

ｄ

－

ｉ

｜

Ｓ

－

－



第36表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

そ

区 分

　

昭

一

都

　

道

　

府

　

県

和

　　　

39 年

市

　　

町

　　

村

　

財
財

　
　
　

延
預
貸
受
収
雑

財

　
　

分
寄
諸

区

合

産

　

収
収
担

収
用
払
負

許金、加算金及び過

　　

金

　　　

利
付

　

金

　

元

　

利

　

収
託

　

事

　

業

　

収
益

　

事

　

業

　

収

分

歳

　

出

　

合

　

計

計
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費

　　　

2 784　　9.4　　4 813　　10.3　　7 597　　jH・

　

扶

　　　

助

　　　

費

　　　

3 276　　ｕ. j　　4 364　　∂.4　　7 640　　10.8

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

7 852　　部.5　　4 508　　ﾀ.7　　7 566　10.7

　

普通建設事業費

　　　

3 662　　12.4　　5 806　　j2. 5　　8 569　j2ぶ

　　　

補助事業費

　　　

1 775　　δ.o　　2 839　　∂.j　　4 177　　6.0

　　　

単独事業費

　　　

1 887　　∂.ざ　　2 942　　∂.3　　4 392　　o'

　　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

25

　　　

0.j

　　　　　

－

　　　

一

　

貸

　　　

付

　　　

金

　　　

3 361　　皿4　　　　524　　　1.1　　　3 885　　5.5･:

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

194

　　

0.∂

　

10 337　22.2　10 531　15.0

　　

合

　　　　

計

　　　

29 582　100.0　46 536　100.0　Z0 425　100.0

第40表

　

社 会

　　

福

　　

祉

　　　　　　　　　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　

区

　　　　　　　　

分

　　

ｊ

　　　　　　　　　　　　

箇

　

所

　

数

　

利用者数

　

専任職員数

生

　

活

　

保

　

護

　

施

　

設

　

救

　　

護

　　

施

　　

設

　　　　　　　

63

　　　　　

3 668　　　　　　597

　

更

　　

生

　　

施

　　

設

　　　　　　

33

　　　　　

2 174　　　　　　313 1

　

宿

　

泊

　

提

　

供

　

施設

　　　　　

98

　　　　

10 447　　　　　216

　

医

　

療

　

保

　

護

　

施

　

設

　　　　　　　

3

　　　　　　　

818

　　　　　　　　

259

　

授

　　

産

　　

施

　　

設

　　　　　　　

182

　　　　　　

6 741　　　　　　　537
児

　

童

　

福

　

祉

　

施

　

設

　

助

　　

産

　　

施

　　　

設

　　　　　　

252

　　　　　　

5 830　　　　　　　630

　

保

　　　　

育

　　　　

所

　　　　　

7 178　　　　525 338　　　　　34 610

　

精ﾈ申薄弱児施設

　　　　　

123

　　　　　

7 079　　　　　1 889

　

盲ろ

　

う

　

あ児施設

　　　　　

32

　　　　

2 615　　　　　533

　

し体不自由児施設

　　　　　　

43

　　　　

3 557　　　　　1 812

　

母

　

子

　

寮（世

　

帯

　

数）

　　　　　　

500

　　　　　

12 520　　　　　　1 280
老

　

人

　

福

　

祉

　

施

　

設

　

養護老人ホーム

　　　　　

517

　　　　

31 924　　　　4 666

　

特別養護老人ホーム

　　　　　　

7

　　　　　　　　　

360

　　　　　　　

76

　

軽費老人ホーム

　　　　　

19

　　　　　

828

　　　　　　　　

134

　

有料老人ホーム

　　　　　

2

　　　　　

86

　　　　　　　　　

3
授

　　

産

　　

施

　　

設

　　　　　

157

　　　　

17 61４　　　　　643

１

２

自治省調による。

｢利用者数｣は、昭和39年度の月平均利用者数である。

－284－



会

　

福

　

祉

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
8
計

和昭
純

18 960

　

6 607

　

4 441

　

6 054

　

8 497

　

3 278

　

5 219

　

４

　

８

５7

施

　　

設

増

比
一

　

減

437
669

665

32.9

11､5

　

7.7

の

　

Ｉ
Ｉ
・
一

〇
ｊ
Ｉ
５
９

ｊ
１
！

　

7.

　

j5.

100.

5
7
7
0
一
７

０

０

状

　　

況

５

３

１

△

△

　

1

12

677

990

199

512

　

72

899

827

　　

－

552

862

760

額

U
５
　
t
^
　
―
I
０
０
　
<
ｏ
―
n
o
一

　

一
‐
Ｉ
一
一
－
1

4
7
5
j
0
7
6

M
l

C
M
-
H

　
　
　
　
　
　
　
　

△

△

　

4.3

　

j£∂

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

29､９

　

一
―
會
一
－

妬
一
一
一
一
部
Ｏ
ｙ

△15、

O

O

O
　
Ｏ
Ｏ
　
M
l
　
O
i
一

　

10.1

　

13､５

１６７､7

　

47.6

　

２６､3

　

35.3

　

21.2

a 12､4

　

21. S

　

22.1

一

　

７
Ｕ
３

　

Ｏ
Ｊ
　
l
Ｏ

19.7

(昭和40年３月31日現在・単位人)

　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　

県

　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　

箇所

　

数

　

利用者数

　

専任職員数

　

箇所数

　

利用者数

　

専任職員数j

　　　　　　

21

　　　　

1 518　　　　　267　　　　　　42　　　　　2 150　　　　　330　1

　　　　　　

10

　　　　　

834

　　　　　

150

　　　　　　

23

　　　　　

1 340　　　　　163

　　　　　　

32

　　　　

5 253　　　　　114　　　　　　66　　　　　5 194　　　　　102

　　　　　　　

1

　　　　　

133

　　　　　　

－

　　　　　　

2

　　　　　　

685

　　　　　

259

　　　　　　　

7

　　　　　

19∂

　　　　　

34

　　　　　

175

　　　　　

6 543　　　　　503　i

　　　　　　　

3

　　　　　

39

　　　　　

63

　　　　　

249

　　　　　

5 791　　　　　567　1

　　　　　　

35

　　　　

2 306　　　　　215　　　　7 143　　　　523 032　　　　34 395‘，

　　　　　　

72

　　　　

5 130　　　　1 382　　　　　　51　　　　　1 949　　　　　507　1

　　　　　　

32

　　　　

2 615　　　　　533　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　－

　　　　　　

36

　　　　

3 396 1 775　　　　　　7　　　　　　161 37　･i

　　　　　　

44

　　　　

1 261　　　　　163　　　　　456　　　　　11 259　　　　1 117　1

　　　　　　

40

　　　　

5 420　　　　　706　　　　　477　　　　　26 504　　　　3 960　’

　　　　　　　

2

　　　　　

124

　　　　　

34

　　　　　　

5

　　　　　　

236

　　　　　　

42

　　　　　　

10

　　　　　

653

　　　　　

89

　　　　　　

9

　　　　　　

175

　　　　　　

45

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

2

　　　　　　　

86

　　　　　　

3

　　　　　　

49

　　　　

7 361　　　　　325　　　　　108　　　　　10 253　　　　　318

-
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第41表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

児

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額，

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

5 941　　22.9　　16 039　　37.6　　21 980　　亀４

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

1 902　　7.a　　4 050　　9.5　　5 952　　ﾀ.0

　

扶’

　

助

　　

費

　　

10 403　4Q 2　12 569　2ﾀ.4　22 972　34.タ

　

普通建設事業費

　　　

3 765　　14.5　　6 962　　16.3　　10016　　址2

j

　　

補助事業費

　　　

2 409　　9.3　　2 476　　5.∂ 4 453 ∂.∂

　　　

単独事業費

　　　

1 356　　5.2　　4 486　　10.5　　5 563　　∂｡j

　

貸

　　

一付

　　　

金

　　　　

1 413　　5.5　　　　210　　　Q.5　　　1 623　　2.＆

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 463　　9.∂　　2 851　　　∂.7　　3 300　　5.J

　　

合

　　　　

計

　　　

25 887　100.0　　42 681　100.0　　65 843　100.0

第42表

　

児

　

童

　

福

　

祉

　

施

　

設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

収

　　　　　　　

容

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和34

　

年

　

｜

　

昭和35年、．

助

　　　　

産

　　　　

施

　　　　

設

　　　　　　　　　

1 306　　　　　　　　11％

乳

　　　　　　

児

　　　　　　

院

　　　　　　　　　

1 564　　　　　　　　1 532

保

　　　　

育

　　　　

所

　　　　　

407 709　　　　　424 092

養

　　　　

護

　　　

施

　　　　

設

　　　　　　　　　

7 599　　　　　　　　7 606

精

　

神

　

薄

　

弱

　

児

　

施

　

設

　　　　　　　　　

2 904　　　　　　　　3 664

精神薄弱児通園施設

　　　　　　　

630

　　　　　　

930

盲

　　　　

児

　　　　

施

　　　　

設

　　　　　　　　　

1 240　　　　　　　　1 390

ろ

　　

う

　　

あ

　　

児

　

施

　

設

　　　　　　　　　

2 241　　　　　　　　2 131

虚

　　

弱

　　

児

　　

施

　　

設

　　　　　　　　　　

694

　　　　　　　　　

664

し

　

体

　

不

　

自

　

由

　

児

　

施

　

設

　　　　　　　　　

2 209　　　　　　　　2 399

教

　　　　　　

護

　　　　　　

院

　　　　　　　　　

5 360　　　　　　　　5 493

情緒障害児短期治療施設

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　

433 456　　　　　　451 09Z

母

　　

子

　　

寮（世

　

帯

　

数）

　　　　　　　　　　

10 617 10 627

（注）厚生省調による。
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童

　

福

　

祉

　

費

　

の

　

状

　

況

霖゛ 3
8
計

16 778

　

4 646

18 026

　

7 207

　

2 960

　

4 247

　　　

641

　

3 767

51 065

リ

　

３２.9

　　

9.j

　

35.3

　

14.1

　　

5､8

　　

＆a

　　

j.2

　　

7.4

100.0

増

比

　

減

5 202

1 306

4 946

2 809

1 493

1 316

△

14

の

　

収

　

容

　

定

　

員

　

の

　

推

　

移

982

467

778

額

　　

35.2

　　

8．８

　　

３３､5

　　

jタ.0

　　

10.1

　　

8.９

　　

６､６

ａ　３､1

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　

31.0

　　

２８､1

　　

27.4

　　

3ﾀ.Q

　　

so. 4

　　

31.0

　

153.2

△12.4

　　

28.9

13.1

13-４

２５-３

２５.　9

23.3

31.7

27.7

12､3

19.0

(各年12月31日現在・単位

　

人)

　　　　

定

　　　　　　　　

員

昭

　

和

　

36

　

年｜

　

昭

　

和

　

37

　

年，|

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

｜

　

昭

　

和

　

39

　

年

　　　　　　　

1 229　　　　　　　　1 420･　　　　　　　　1 559　　　　　　　　1 731

　　　　　　　

1 450　　　　　　　　1 390　　　　　　　　1 420　　　　　　　　1 380

　　　　　

441 710　　　　　　　461 561　　　　　　　485 367　　　　　　　515 038

　　　　　　　

7 325　　　　　　　　7 598　　　　　　　　7 543　　　　　　　　7 371

　　　　　　　

4 217　　　　　　　　4 716　　　　　　　　5 287　　　　　　　　5 638

　　　　　　　

1 296　　　　　　　　1 580　　　　　　　　1 930　　　　　　　　2 130

　　　　　　　

1 220　　　　　　　　1 330　　　　　　　　1 305　　　　　　　　1 324

　　　　　　　

1 984　　　　　　　　2 214　　　　　　　　2 214　　　　　　　　1 999

　　　　　　　　

664

　　　　　　　　　

564

　　　　　　　　　

524

　　　　　　　　　

564

　　　　　　　

2 933　　　　　　　　3 238　　　　　　　　3 890　　　　　　　　4 075

　　　　　　　

5 540　　　　　　　　5 641　　　　　　　　5 671　　　　　　　　5 714

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

150

　　　　　　　　　

２00

　　　　　　　　　

２00

　　　　　

469 568　　　　　　　491 402　　　　　　　516 910　　　　　　　547 164

　　　　　　

10 619　　　　　　10 383　　　　　　　10 387　　　　　　　10 012

－287－

．
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．

　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　

．
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ｉ

－

｜！

－

一

一

ｉ
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－



人

　

扶

　

そ

区

合

件

　

助

　

の

分

計

費

　

費

　

他

第43表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

生

　

昭
一
都

　

道

　

府

　

県

　

2 999

50 038

　

1 655

54 692

　　

５､５

　

ﾀj.5

　　

3.0

100.0

和 39

市

　　

町
-

5 339 1

65

　

1

72

689

165

193

　

年

一

　

村

-

　

7.4

ﾀj.0

　

j.∂

100.0

第44表

　

被

度

へ
純

　　

計

　

額

　　

8 338

115 7２7

　　

2 368

126 433

　

∂ｊ

　

ﾀj.5

　

1.9

100.0

保

　　　

護

　　　　　　　　　　　

被

　

保

　

護

　

実

　

数

　　　

生活扶助

．

ｇ

　

゛

　　

実

　

１）

　

ｔ

　

悶靫

万

人

　

員

　　

指

　

数

　　　　　　　　　　　　　

千人

　　　　　　　　　　　

人

　　　　　

千人

　　

昭和31年度

　　　　　

1 776　　　　　jO∂　　　　jﾀ.7　　　　1 561　　　　崩

　　　　

32

　　　　　　　

1 624　　　　　ﾀ7　　　　j7.∂　　　　1 431　　　　　97

　　　　

33

　　　　　　　

1 628　　　　　ﾀ7　　　　n.7　　　　1 438　　　　　卯

　　

31～33平均

　　　　　

1 676　　　　　100　　　　　　－　　　　1 477　　　　崩

　　　　

34

　　　　　　　

1 669　　　　　wo　　　　j∂.0　　　　1 470　　　　j叩

　　　　

35

　　　　　　　

1 628　　　　　∂7　　　　17.4　　　　1 425　　　　　卵

　　　　

36

　　　　　　　

1 643　　　　　9∂　　　　17.4　　　　1 471　　　　j叩

　　　　

37

　　　　　　　

1 674　　　　　100　　　　17.6　　　　1 524　　　j叩

　　　　

38

　　　　　　　

1 745　　　　　j04　　　　j∂.j　　　　1 600　　　　μ

　　　　

39

　　　　　　　

1 675　　　　　100　　　　17.5　　　　1 524　　　　j邱

（注）生活保護速報（厚生省社会局保護課）による。
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乙

｜

　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

＝
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－



活

　

保

　

護

　

費

　

の

　

状

　

況

者 数 の 推 移

(単位

　

百万円・％)

（１ヵ月平均）

　　　　　

住

　

宅

　

扶．助

　　　　　

教

　

育

　

扶

　

助

　　　　　　　

医

　

療

　

扶

　

助

　　

人

　　

員

　

｜

　

指

　　

数

　　

人

　　

員

　　

指

　　

数

　　

人

　　　

員

　

｜

　

指

　　　

数

　　　　　　

゛千人

　　　　　　　　　　　　

千人’

　　　　　　　　　　　

千人

　　　　　　　

748

　　　　　

113

　　　　　

543

　　　　　

jQ∂

　　　　　　

372

　　　　　　　

9ﾀ

　　　　　　　

614

　　　　　

ﾀ2

　　　　　

496

　　　　　

卯

　　　　　　

365

　　　　　　　

∂7

　　　　　　　

629

　　　　　

ﾀ5

　　　　　

500

　　　　　

ﾀ7

　　　　　　

389

　　　　　　

Z04

　　　　　　　

664

　　　　　

100

　　　　　

513

　　　　　

100

　　　　　　

375

　　　　　　

100

　　　　　

‘664

　　　　　

100

　　　　　

510･‥ヽ

　　

gタ

　　　　　　

433

　　　　　　

115

　　　　　　　

656

　　　　　

ﾀ9

　　　　　

496

　　　　　

9ﾀ

　　　　　　

460

　　　　　　

123

　　　　　　

・677

　　　　　

j02

　　　　　

5･13

　　　　　

wo

　

一一-　　・ 477　　　　　･j27

　　　　　　　

702

　　　　　

jO∂

　　　　　

521

　　　　　

j02

　　　　　　

488

　　　　　　

130

　　　　　　　

752

　　　　　

113

　　　　　

525

　　　　

. 102　.　　　543　＿　　　　　145

　　　　　　　

745

　　　　　

112

　　　　　

483

　　　　　

ﾀ4

　　　　　　

590

　　　　　　

157

＿

　　　　

745
1　　＿　112 1　　　　483 1　　　　　ﾀ41＿　　　　　590　　　　　・

S
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昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

..較

純

　　　

計

　　　

額

　　

｜

　

増

　　

減

　　

額

　　

増減率前年度晒減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

･J-

　　

1-a

　　　　　

6 355　　　　5.∂’　　　　1 983　　　12.0　　　　31.2　　　　217

　　　

100 510　　　91.5　　　　　15 217　　　沢.∂　　　　15.1　　　　j∂.j

　　　　　

2 999　　　　2.7　　　　．　631　　a　3.∂　　　a 21.0　　　i 14.4

　　　

109 864　　100.0　　　　16 569　　100.0　　　15.1　　　17.3



第45表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

災

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

232

　　

9.j　　　408　　J2. j　　　640　　17.9

扶

　　　

助

　　　

費

　　　　

1 411　　55.5　　　　2％　　25.3　　　1 707　　47.∂
補

　

助

　

費

　

等

　　　　

241

　　

9.＆

　　　

198

　　

15.6

　　　

20ｱ

　　

Ｈ

普通建設事業費

　　　　

297

　　

11.7　　　234　　j∂.4　　　520　M.6

　　

補助事業費

　　　

285

　

11.2

　　　

186

　

14.6

　　　

460

　

12-9

　　

単独事業費

　　　　

12

　　　

0.5

　　　　　

48

　　　

∂.∂

　　　　

60

　　

j.7

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

363

　　

14.2

　　　　

136

　　

10.6

　　　　

499

　　

13.9

　

合

　　　　　

計

　　　　

2 544　100.0　　1 272　100.0　　3 573　100.0

その１

　

適用団体数

第46表

　

災

　

害

　

救

　

助

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度
区

　　　　

分

　　

件

　　

数|都道府県数市町村数

　

件

　　

数都道府県数市町村散

火

　　　　　

災

　　　　　

6

　　　　

6

　　　　

1o

　　　　

15

　　　　

16

1

　　　

20
継談翻）

　

1，

　

26

　　　　

76

　　　　　

7

　　　　

42

　　　

492

震

　　　　　

災

　　　　　

1

　　　　　

1

　　　　　

1

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

゛；

　

1

　　

1

;

　　

3

1

　　

j

　　

£

　　

5

;

　

5,;

その２

　

昭和年39年度の主な被害状況

発生年月日

|

災

　

害

　

の

　

種

　

類

　　　

1

11♂‰霖
ﾚA尚尚

昭和39年６月16日新潟地震

　　　　　　　　　　　

２県27市町村

　　　　

2

　　　

”

　　

7.7･ヽ7. 16　　豪雨による水害（梅雨前線）　　５県９市町村　　　　4

　　

7.18・7.19　　豪雨による水害（山陰北陸豪雨）４県25市町村　　　　114

　　

8.7・8. 13　　豪雨による水害（集中豪雨）　　　１県３市村

　　

8.23～8.25

　　

台風第14号による水害

　　　　　

２

　

５市

　　　　　　　

｜

　　

9.24・9.25　　　台風第20号による水害　　　　　６府県65市町村　　　11

(注) １

２

厚生省社会局施設課調による。

「その２

　

主な被害状況」は、被害戸数2000戸以上のものである。
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害

　

救

　

助

　

費

　

の

　

状

　

況

霖゛ 度
額

年3
8
計

　

203

　

H8

　

135

　　

－

　　

－

　　

－

　

560

1 016

20.0

1L6

13.3

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

ＳＳ. 1

100.0

法

　

の

　

適

　

用

　

状

　

況

増

比

　

減

-

　

４37

1 589
2
0
0
0
1

　

7

7
2
6
6
6

　

5

　

5
4

　
　
　

5

　
　
　
　
　
　
　

つ
｀

　
　
　
　
　

△

額

-

　

17.1

　

62.2

　

2.∂

　

20.3

　

j∂.0

　

2.3

＆　2､4

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

-
増減率
-

　

215､3

　

1 346.5

　

53.3

　

10-9

　

251.7

　
７
≫
3

　
0
一
一
一
'
-
Ｈ

ｇ
ｇ
ｇ

　
　
　

５

ａ

　

△

△ 17.6

　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

件

　　

数|穀道府県|市町村数件

　　

数|穀道府県|市町村数

|

件

　　

数|裴道府県

　

市町村数

　　　

7

　　　

7

　　　

7

　　　

5

　　　

5

　　　

5

　　　

12

　　　

12

　　　

12:

　　　

H

　　　

16

　　　

75

　　　　

8

　　　

13

　　　

68

　　　　

8

　　　　

21

　　　　

109

　　　

1

　　　　

1

　　　　

7

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

1

　　　　　

2

　　　　

271

　　　

j

　　

2

　　

ぷ

　　

，こ

　　

，ぶ

　　

に

　　　

ｊ

　　　

心

　　　

ぷ

　

害（人）

　　　　　　　　　　

住

　　

家

　　

の

　　

被

　　

害

　

（戸）

負

　　

傷|

　

計

　　

全

　　

壊|流

　　

失|半’

　

壊「床上浸水|床下浸水|

　　

計

　　　

333

　　

353

　　

3 442　　　　－　　10 588　　9 381　　2 147　　25 558

　　　　

12

　　　

16

　　　　

93

　　　　

6

　　　　

37

　　

3 416　　10 206　　13 758

　　　

421

　　　

537

　　　　

797

　　　　

49

　　　

1 021　　　9 956　　･37 070　　48 893

　　　　

1

　　　　

3

　　　　

46

　　　　　

5

　　　　

27

　　　

S20

　　

2 899　　349

　　　　

1

　　　　

1

　　　　　

1

　　　　　

一

　　　　

16

　　　

1 686　　　1 487　　3 190

　　　

335

　　

346

　　

3 18り　　　　74　　8 525　　9 537　　20 512　　41 83

-

-=-291 ―

●
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｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
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その１

　

日的別内訳

第47表

　

昭 和

　

39 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　

額

公衆衛生費

　　

49 275　41.2　39 318　30.6　84 561　お.0
結核対策費

　　

31 140　26.0　　9 445　　7.4　39 449　16 3
保

　

健

　

所

　

費

　　　

17 193　　14.4　　5 558　　4.3　　22 710　　ﾀ.4
清

　　

掃

　　

費

　　

22 021　j∂.4　74 131　57.7　95 106　39.3

合

　　　　　

計

　　　

119 629　100.0　128 452　100.0　241 826　100.0f

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

人

　　

件

　　

費

　　

30 108　25.2　36 530　2∂.4　66 638　27.6
物

　　

件

　　

費

　　

14 323　12.0　19 393　15.1　33 716　13.9
扶’

　

助

　　

費

　　

43 178　お.j　　6 391　　5.Q　49 569　20.引
補

　

助

　

費

　

等

　　

13 950　11.7　12 623　　ﾀ.∂ 22 426 9.μ
普通建設事業費

　　　

7 699　　∂.4　30 901　　討.j　　36 492　15.1

　　

補助事業費

　　　

2 276　　j.∂　15 974　12.4　17 491　　7.2

　　

単独事業費

　　　

5 423　　4.5　　14 870　皿∂　　19 001　　M ，

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

57

　　　

0.j

　　　　　

－

　　　

－i
繰

　

，出

　　　

金

　　　　

1 531　　　j.3　　17 569　　13.7　　19 100　　7.引
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

8 840　　7.3　　5 045 j.9　　13 885　　l7＼

　

合

　　　

計

　　

119 629　100.0　128 452　100.0　241 826　100.0

その３

　

財源内訳

　

区

　　　　

分

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

都道府県支出金

使用料、手数料
分担金、負担金、寄
附金
地

　　　

方

　　　

債

その他特

一

　

般

　

財

　

合

　　

債

定財源

　

源

　

等

計

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

41 008

　

5 923

　　　

230

　　　

667

　

4 418

　

67 383

119 629

　

34､３

　　　

－

　

５.0

　

0.2

　

0.∂

　

3.７

　

５６、2

100.0

和
一
市
-

10

39
-

町

323

　

5 0２7

　

10 213

　　　

8０7

　

11 359

　

6 089

　

84 634

128 452

年
一
村

　

∂.Q

　

3､９

　

８､0

　

0.∂

　

∂.∂

　

4.7

　

∂∂0

100.0

度
一
純

　　

計

　

額

　

51 331

　　　　

－

　

16 136

　　　

682

　

12 026

　

10 ４55

151 196

241 826

21.2

6､7

Ｓ
Ｏ

ａ
＆

　

4j

62､5

100.0

― 292 －

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’．

　　　　

．

　　　

１

　　　　　　　　　

１

ｌ

－

ｉ

－

｜

｜

－

・

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１



衛

　　

生 費

　　

の

度
額

年3
8
計

和昭
純

　

75 935

　

36 595

　

19 549

　

65 916

197 995

　

38､3

　

18､５

　

ﾀ.タ

　

33.3

100.0

度
額

年3
8
計

和昭
純

54 440

3D 146

41 941

15 433

27 062

10 899

16 163

　　　　

－

20 802

　

8 171

197 995

　

27.5

　

IS　２

　

２Ｋ２

　

７.∂

　

13.7

　

5.5

　

8､２

　　　

－

　

10､5

　

4.j

100.0

度
額

年3
8
計

和昭
純

51 246

　

13 ４74

　　　

541

　　

8 889

　　

8 649

115 196

197 995

　

25.9

　　　

－

　　

∂.∂

　　

0.a

　　

4.5

　　

4.４

　

５８､1

100.0

状

　　

況

増

増

増

比
-

　

減

8 626

2 854

3 161
２9 190

43 831

比
一

　

減

　

12 198

　　

3 570

　　

7 628

　　

6 993

　　

9 430

　　

6 592

　　

2 838

　　　　　

－

△

　

1 702

　　

5 714

　

43 831

比
一
減

-

　

85

　

２ 66２

　　　

1４1

　

3 137

　

1 806

36 000

43 831

－293－

額

　

19.７

　

６､5

　

7.２

　

６６､6

100.0

額

-

　

27.∂

　　

８､1

　

17.4

　

16.0

　

21.5

　

15.0

　　

6．５

　　　

－

△

　

∂.タ

　

13.1

　

100.0

額

Q.2

　

６.1

　

0.∂

　

7.2

　

4.j

　

∂2.j

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

-

増

　

減

　

率

11､４

　

７．８

１６.２

４４.3

22.1

1６.２

４７.0

j3.タ

24 S

22.9

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　

22-4

　　

11.8

　　

１８､2

　　

45.3

　　

34.8

　　

60.5

　　

17.６

　　　　

－

ａ

　

∂.2

　　

69､9

　　

22.1

17.6

10.3

∂5.タ

　

５．５

１７、1

50. a

　

j.∂

一
i
n
　
―
I

　
　

一
一

　

９
ｊ

　

ｊ
ｊ

22.9

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　

０．２

　　

一

19､8

26.1

３５､3

2Q.タ

３１､3

22.1

3９.６

　

∂.9

4＆j

36､8

11､８

１８.5

22.9

・

　　　　　　　　　

・

　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ｜

　　　　　　

｜

／ － ● 』 ・ Ｘ ． 二 Ｊ こ J I
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｜
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第48表

　

保 健 衛 生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建

　　

物

　　

面

　　

積（千m2）ザ

　　

区

　　　　

分

　　　　

施

　　

設

　　

数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

木

　　　　　

造

　　

非

　　

木

　

造

診

　　　

療

　　　

所

　　　　　　　　

2 505　1　　　　　　　663　　　　　　　　91

隔

　

離

　

病

　

舎

　　　　　　　　

1 299　　　　　　　　524　　　　　　　　155

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　

3 804　　　　　　　1 187　　　　　　　246

（注）自治省調による。

第49表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

公

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

8 630　　17.5　　10 366　　26.4　　18 996　　22.了

物

　　　

件

　　　

費

　　　

5 890　　12.0　　8 209　　20.9　　14 099　　16.7

扶

　　

助

　　

費

　　

16 711　お.タ　　　179　　Q.5　16 890　2U

補

　

助

　

費

　

等

　　　

7 694　　瓦∂　　5 151　　13.1　　10 201　　12.1

普通建設事業費

　　　

4 107　　∂.3　　5 188　　13.2　　7 907　　卵

　　

補助事業費

　　　

1 273　　2.∂　　1 838　　4.7　　2 373　　2.∂

　　

単独事業費

　　　

2 834　　5.7　　3 317　　∂.4　　5 534　　U

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

33

　　　

0.j

　　　　　

－

　　　

－

繰

　　　

出

　　　

金

　　　　

1 531　　　3.j　　　7 958　　20.2　　9 489　　n.2

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

4 712　　∂.∂　　2 267　　5.7　　6 979　　∂,j

　

合

　　　　

計

　　　

49 2乃　100.0　39 318　100.0　84 561　100.0

区 分

第50表

　

昭

~
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府
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和
一
市
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一
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年
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結
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純

　　

計

　

額

費
費
費
等
他

　
　
　

費

件
件
助

　

の

　
　
　

助

人
物
扶
補
そ

合 計

　

1

26

　

2

31

442

０98

467

975

158

140

　　

j.4

　　

3.５

　

∂5.Q

　

9､６

　

０．5

100.0

６
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234

２12

803
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タ
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・
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ｊ

　

６５､８
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1.j
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施 設 の 状 況

(昭和40年３月31日現在)

　　　　　　　　　

専

　

任

　

職

　

員

　

数（人）

　　　　

衛

　

生

　

車

　

両

　

数（台）

病床数（床）

　　　　　　　　

医

　　　

師

　　

そ

　

の

　

他

　　

レントゲン車

　　

患者輸送車

　　　

16 740　　　　2 071　　　　　　9 303　　　　　　　２8　　　　　　　371

　　　

29 141　　　　　　147　　　　　　2 029　　　　　　　23　　　　　　　443

　　　

45 881　　　　　2 218　　　　　11 332　　　　　　　51　　　　　　　814

衆

　

衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
8
計

和昭
純

15 725

13 785

12 780

6 170

5 67４

1 833

3 841

19 126

　

２ 675

75 935

核

　　

対

増

20.7

18､２

１６-８

　

∂.f

　

7.5

　

2､４

　

５､1

　

25.　2

　　

3､5

100.0

策

　　

費

比
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減
-
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4 110

4 031
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1 693
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4 304

　　　　

8 626
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状
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47.6

　

46.7

　

25｡∂

　

６．3

　

jタ.∂

△

　

111.6

　　　

４９.9

　　

100.0

況

増

　

減

　

率

20.∂

　

２.3

32､２

６５､3

39.4

29.５

４４.1

＆

　

ｓｏ.　4

160.タ

　

11.4

△

＆

凸

△

６

17.3

　

5.∂

57.0

畑.4

　

2.3

27.5

１２、1

　　

－

５１､7

40.4

16.2

(単位

　

百万円・％)

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　　　　

増

　　　

減

　　　

額

　　　

増

　

減

　

率｀前年度増減率

　　　　　　

457

　　　　

j.2

　　　　　　　

72

　　　　

2.5

　　　　

錨.∂

　　　　

16.3

　　　　　

2 265　　　　∂.2　　　　　　　67　　　　2.J　　　　　3.0　　　△14.7

　　　　

29 162　　　79.7　　　　　　3 517　　　123.2　　　　12.1　　　　70.2

　　　　　

4 529　　　12.4　　　　　心　887　　ム31.0　　　。jﾀ.∂　　　△　0.4

　　　　　　

182

　　　

o.s

　　　　　　　

85

　　　　

3.0

　　　　

46.7

　　　　

15.9

　　　　

36 595　　　100.0　　　　　　2 854　　100.0　　　　　7.8　　　　47.0
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第51表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

結’核

　

健

‾

　

区

　　　　

分

　　

｜

　

対

　

象囚人

　

ノヱ

　

≒’S

　

I

　　　　

ﾆ二

　　　　

3に

　

：／。：

　　　　　　

２２翼

　　　　　　

に

　

汗気噸

　　　

5に

　　　

ニ

　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　

99584 38876

(注)１

　

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

　　

２

　

結核死亡者および死亡率(10万人対比)は､34年32,992人(35.5人)､35年31 959

　　　

よび39年22 858人(23.5人)である。

第52表

　

結

　

核

　

医

　

療

　

費

　

公

　

費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

被

　　

用

　　

者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　

数

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本

　　　　　　

人

　　　　

家

　　　　　　　　　　　　　　　

申

　

請

　

合

　

格

　

承

　

認

　

申

　

請

　

合

　

格|承

　

認

　

申請

昭

　

和

　

30

　

年

　　　　

1 021　　　965　　617　　　357　　　336　　　97　　178

　　　　　　

31

　　　　　　

1006

　　

956

　　　

596

　　　

333

　　　

315

　　　

68

　　

18

　　　　　　

32

　　　　　　

1 217　　1 165　　767　　　384　　　366　　　80　　211

　　　　　　

33

　　　　　　

131

　　

1 260　　781　　　384　　　368　　　37　　2

　　　　　　

3４

　　　　　　

1 3２４　　1283　　842　　　367　　　355　　　36　　2

　　　　　　

35

　　　　　　

1 3４3　　1 310　　866　　　355　　　346　　　26　　22

　　　　　　

36

　　　　　　

1 ２77　　1 248　　833　　　334　　　326　　　17

　　　　　　

37

　　　　　　

1 173　1 1４7　　　791　　　333　　　326　　　16　　19

　　　　　　

38

　　　　　　

1 211　1 188　　792　　　363　　　361　　　11　　21

　　　　　　

39

　　　　　　

1 ２48　　1 227　　　786　　　395　　　389　　　　6　　23

（注）１

　

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

　　　

２

　

合格とは、結核予防法第34条の規定による公費負担の基準に合格したもので

区 分

第53表

　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

都

　

道

　

府

　

県 市

　　

町

　　

村 純

　　

計

　　

額

費
費
他

　

業

　

事
件
設
の

　

建

　

通
人
普
そ

合 計

14 310

　

1 205

　

1 678

17 1?3

　

∂3.2

　

7.0

　

9､8

100.0

4 535

　　

572

　　

451

5 558

　

∂j.∂

　

10.3

　　

∂.j

100.0

18

　

1

　

2

22

8４5

743

122

710

∂
７
ｊ

ｓ
<
-
'
°
>
'

100.0

－296－

１

　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　

＿

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

ｊ

.乙

ｌ

　　　　　

ａ

　　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　

ぶ



康 診

　

断

　

の

　

実

　

施

　

状

　

況 (単位

　

千人・％)

受

　　　

診

　　　

率

　　　　

発

　

見

　

者

　

数

　　　　

患

　

者

　

発

　

見

　

率

　

1

　　　

(B)/叫×100

　　　　

1

　　　　　　

助

　　　　　　　　　　　

(d)/(B)X100

　　　　　　　　　　　　

39.0

　　　　　　　　　　　　　

67

　　　　　　　　　　　　　

0.j∂

　　　　　　　　　　　　

23.6

　　　　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　　　

0.2j

　　　　　　　　　　　　

76.3

　　　　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　　　

0.07

　　　　　　　　　　　　

67.7

　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　

0.14

　　　　　　　　　　　　

28.5

　　　　　　　　　　　　　

42

　　　　　　　　　　　　　

0.30

　　　　　　　　　　　　

3∂.∂

　　　　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　　　　　

0.70

　　　　　　　　　　　　

39.0

　　　　　　　　　　　　　

ｱｱ

　　　　　　　　　　　　　

0.20

人(34.2人)、36年27 916人(29.6人)、37年27 852人(29.3人)、38年23 259人(24.2人)お

負 担

　

件

　

数

　

等

　

の

　

状

　

況 -(単位

　

千人)

　　

保

　　

険

　　　　　

国民健康保険

　　　　

生活保護

　　　

そ

　

の

　

他

　

族

合

　

格

　

承

　

認

　

申

　

請

　

合

　

格

　

承

　

認

　

申請

　

合格

　

承認

　

申請

　

合格

　

承認

　　　

167

　　　

135

　　　

140

　　　

133

　　　

119

　　

191

　　

18

　　

124

　　

155

　　

147

　　

142

　　　

169

　　　

135

　　　

165

　　　

157

　　　

141

　　

183

　　

175

　　

117

　　

145

　　

140

　　

135

　　　

20

　　　

173

　　

233

　　

224

　　

204

　

234

　

225

　　

164

　　

155

　　

150

　　

146

　　　

217

　　　

180

　　

288

　　

277

　　

250

　

26

　　

256

　　

177

　　

147

　　

142

　　

137

　　　

218

　　　

194

　　　

343

　　

333

　　

314

　

27

　　

265

　　

188

　　

114

　　

112

　　

110

　　　

216

　　　

194

　　

417

　　

406

　　

384

　

268

　

263

　　

186

　　

80

　　

79

　　

76

　　　

198

　　　

185

　　

448

　　　

438

　　

416

　

245

　

’241　　173　　45　　45　　４

　　　

187

　　　

182

　　

４31

　　　

42２

　　

415

　　

183

　　

18

　　

1４8

　　

33

　　

32

　　

31

　　　

２1

1

　　

205

　　

465

　　

457

　　

4４7

　　

137

　　

13

　　

108

　　

23

　　

２3

　　

21

　　　

２3

　　　

２２２

　　

４82

　　

475

　　

463

　　

119

　　

117

　　

81

　　

17

　　

16

　　

1４

あり、承認とは合格したもののうちから公費負担が承認されたものである。

保 健 所 費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
8
計

和昭
純

15 903

　

1 536

　

２ 110

19 549

　

∂j.∂

　

7.∂

　

jQ.∂

100.0

増

比

-

　

減
-

2 942

　

207

　

12

3 161

－297

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

額

・93.0

　

∂∂

　

０､4

100.0

増

　

減

　

率

1８.5

12.5

　

0.∂

16,2

妬.7

５
2

　

1
1

4
タ

△

13.9
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第54表

　

昭 和

　　

39 年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

6 725　　釦.5　　21 543　　29.j　　28 268　　2ﾀ.7
物

　　　

件

　　　

費

　

1

　　

5 786　　26.3　　9 566　　12.9　　15 352 16.1
補

　

助

　

費

　

等

　　　

3 243　　U.7　　5 625　　7.∂　　8 507　　U
普通建設事業費

　　　

2 257　　瓦）.2　　25037　　お.∂　　26609　2H=

　　

補助事業費

　　　　

25

　　

0.1

　

13 713　j∂.5　13 717　14.4

　　

単独事業費

　　　

2 232　　皿j　　l1 324　　15.3　　l2 892　13.6
繰

　　　

出

　　　

金

　　　　　

－

　　　

－

　　

9 612　　政0　　9 612　　10.1
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

4 010　　j∂.3　　2 748　　3.∂　　6 758　　7､2

　

合

　　　　

計

　　　

22 021　100.0　74 131　100.0　95 106　100.0

その１

　

し尿処理施設

第55表

　

清

　　　

掃

　　　　

施

(昭和40年３月31日現在)

　　　　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

事

　　　　

項

収

　　　　

集

　　　　

人

　　　　　

ロ

　　　　

（千人）

　　　　　　　　

54 438

年

　

間

　

総

　

排

　

出

　

量

　　

㈲

　　　

（千k1）

　　　　　　　　

25 645

年

　　

間

　　

収

　　

集

　　

量

　　

㈲

　　　

（千kl）

　　　　　　　　

19 439

（Ｂ）下水道７７ホ‾ル投入

　　　

（千kl）

　　　　　　　

1 939

の

　

し尿消化槽等処理施設

　　　

（千k1）

　　　　　　　

7 585
徨

　

農

　　　　

村

　　　　

還

　　　

元

　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　

2 412

を

じ

　　　　　　　　　

4 243
法

　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　　

他

　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　

3 260

自

　　　　

家

　　　

処

　　　

理

　

(A)-(B)(O (千k1）　　　　　　　　　6 206
♂

（Ｃ）終末処理施設のある下水道の放流

　　　

（千kl）

　　　　　　　　　

1 944
冑

|

し

　　

尿

　　

浄

　　

化

　　

槽

　　　　

（千k1）

　　　　　　　　　

□75

訳．そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　

（千k1）

　　　　　　　　

2 88ｱ

収

　　　　　　

集

　　　　　　

率（Ｂ）/㈲×100（％）

　　　　　　　　　

75.∂

運

　　　

搬

　　　

用

　　　

器

　　　

材

　

バ

　　

キ

　　

゛

　

－

　　

ム

　　

車

　　　　

（台）

　　　　　　　　

5 228

　

運

　

搬

　

用

　　

ト

　　

ラ

　　

ツ

　　

ク

　　　　　

（台）

　　　　　　　　　　　

241

　

海

　　　

洋

　　　

投

　　　

棄

　　　

船

　　　　　

（隻）

　　　　　　　　　　

129

（注）自治省調による。
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清

　　

掃 費

　　

の

度
額

年3
8
計

和昭
純

22 355

12 203

　

4 665

19 689

　

7 810

11 879

　

1 676

　

5 3２8

65 916

設

その２

C
T
j
l
O
≪
-
(
Ｏ
>
0
O
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-
M
l
O
'
-
-
l

　

墟
一
・
・
●
一
Ｉ
自

C
O
C
D
t
s
.
Ｏ
^
'
-
＾
Ｏ
Ｏ
Ｃ
Ｍ
Ｏ
Ｏ

Ｃ
Ｖ
Ｊ*
-
＾

C
S
J≫
-
H≫
―
I

100 ０

　　

の

ごみ処理施設

状

状

　　

況

増

比
一

　

減

5

3

3

6

5

1

7

　

１

２９

913

149

842

9２0

907

013

936
４30

190

況

額

2０-2
j0.∂

13.2
23.7

２０.2

　

3.5

　

27.2

　

4.タ

100.0

増 減

(単位

　

百万・円)

　　　

較

率

　
　
　
　
　
　
　
　

Ｑ

ｕ
ａ
ｏ
ｎ
'
^
'
-
i
t
o
i
O
'
Ｏ
Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

t
o
i
n
c
v
ａ
ｉ
ｏ
ｉ
ｏ
Ｏ
Ｏ
≪
3
t
o

　
　

"
^

２
ｅ
＼
i
　
ｏ
ｎ
　
C
o
　
t
v

t
^
　
ｃ
v
]

-
^

　
　
　
　
　
　
　
　

４

　

18.　Ｓ

　

２３.2

　

77.2

　

26.５

　

６９.9

　

8､4

　

65.1

165.　3

　

24.5

(昭和40年３月31日現在)

　　　　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　

｜

　　

事

　　　　

項

収

　　　　

集

　　　　

人

　　　　　

口

　　　　

（千人）

　　　　　　　　

59 314

年

　

間

　

総

　

排

　

出

　

量

　　

㈲

　　　　

（千t）

　　　　　　　　　

14 378

年

　　

間

　　

収

　　

集

　　

量

　

（Ｂ）

　　　

（千t）

　　　　　　　　　

11 966

　　

焼

　　　

却

　　　　

施

　　　　

設

　　　

（千t）

　　　　　　　　

5 567

費高速堆肥化処理施設

　　

（千t）

　　　　　　　　

195

徨

　

埋

　　　　　　　　　　　　　

土

　　　

（千t）

　　　　　　　　

5 638

（

飼

　　　　　　

料

　

（や）

　　　　

I。

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　

（千t）

　　　　　　　　　

414

自

　　　　

家

　　　　

処

　　　　

理

　

(A)-(B) (千t）　　　　　　　　　2 412

収

　　　　　　

集

　　　　　　

率

　

(B)/(^×100（％）

　　　　　　　　　

８３　２

運

　　　

搬

　　　

用

　　　

器

　　　

材

　

特

　　

殊

　　

運

　　　

搬

　　　

車

　　　　　

（台）

　　　　　　　　　　

2 692

　

運

　

搬

　

用

　　

ト

　　

ラ

　　

ッ

　　

ク

　　　　　　　

（台）

　　　　　　　　　　

４ ４72

(注) 自治省調による。

― 299

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　

ｌ

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

四

！

－

｜

｜

｜



その１

　

日的別内訳

第56表 昭

　　

和 39

　　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

昭

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　

額

失業対策費

　　

22 030　52.9　42 424　94. 2　64 364　7ｕ

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

19 611　　47･

j　　2

594　　5. ∂　　21 884　　25j

　

合

　　　

計

　　　

41 641　100.0　45.018　100.0　86.248　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

｜

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

7 378　　n.7　　2 235　　5.0　　9 613　　n.i

失業対策事業費

　　

20 248　　4∂.∂　40 240　∂9.4　60 488　7帽

　　

補助事業費

　　

17 034　如.タ　32 358　71.9　49 392　占口

　　

単独事業費

　　　

3 214　　7.7　　7 882　　凰5　　11 096　12. S

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

14 015　　お.7　　2 543　　5.∂　　16 147　　18.8

　

合

　　　

計

　　　

41 641　100.0　45 018　100.0　86 248　100.0

その３

　

財源内訳

　

区

　　　　　

分

　　

｜

　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

国庫支出金

　　

13 747　お.o　18 849　の.9　32 596　a7.∂

都道府県支出金

　　　　

－

　　　

－

　　　

584

　　

j.3

　　　　

－

　　

－

その他特定財源

　　　

6 733　　16.2　　2 386　　5.2　　8 928　lO.i

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

21 161 5Q.∂　　23199　　51.6　　44 724　　5j,∂

　

合

　　　　　

計

　　　　

41 641　　100.0　　45018　100.0　　86 248　100.0

－300－



労

　　

働 費

　

の

度
計

年3
8
額

和昭
純

　

8 776

56 940

46 883

10 057

13 364

79 080

　

11.１

　

７２､０

　

５９.３

　

１２.７

　

扨.∂

100.0

状

　　

況

増

比
一

　

減

　　

837

3 548

2 509

1 039

２ 783

7 168

304･－

額

　

Ｕ.7

　

49.5

　

35.0

　

14.5

　

２８.8

100.0

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　

9､５

　

６．２

　

５.4

W.3

20.∂

　

9.1

1６-2

　

7.∂

　

６．９

１２､４

１５､0

10.6

(単位

　

百万円・％)

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　

，

純

　　　

計

　　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　　　

増琴平前年度増減率’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

31 736　　　如.j　　　　　　860　　　12.0　　　　2.7　　　　13.3！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

6 971　　　　∂｡∂　　　　　　1 957　　　27.3　　　　2∂.j　　　。7.2

　　　　

40 373　　　5L 1　　　　　　4 351　　　60.7　　　　j0.∂　　　　12.1

　　　　

ｱ9 080　　　100.0　　　　　　7 168　　　100.0　　　　　9.1　　　　10.6・

　　　

昭和38年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　

｜

　

増

　　　

減

　　

額

　　

増

　

減

　

率前年度増減率

－

　　　　　　

60 231　　　76.2　　　　　　4 133　　　57.7　　　　　∂.タ　　　　　タ.j

　　　　　　

18 849　　　23.∂　　　　　　3 035　　　42.3　　　　扨.j　　　　15.5

　　　　　　

79 080　　　100.0　　　　　　7 168　　　100.0　　　　　9.1　　　　10.6

－

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

1 1

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｉ

¶
１

ｌ

ｊ

｜

Ｊ

ｌ

Ｓ

ｂ

ｊ

４

｜｜

｜

－



第57表

　

昭

　

和

　

39

　

年シ度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

1

　

都

　

道

　

府

　

１１市

　

田丁

　

石し４

　

ｎ

　

Ｕ

人

　　　

件

　　　

費

　　　　　

825

　　

∂.7

　　　

1 847　　　4.4　　2 67訂　Ｕ，
失業対策事業費

　　

20 248　　ﾀj.タ　　40 240　　舅.タ　　60 488　94､Q

　　

補助事業費

　　

17 034　77.5　32 358　阿.j　49 392　76.7

　　

単独事業費

　　　

3 214　　皿∂　　7 882　　Z∂.∂　　11 096　17j

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

％5

　　

j.4

　　　

337

　　

0.7

　　

1 211　　U

　

合

　　　　

計

　　　

22 030　100. 0　42 424　100. 0　64 364　100.0

その１

　

日的別内訳

第58表

　

昭

　

和

　

39一年

　

度農林

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

1

都

　

道

　

府

　

県

　

｜市

　

聶

　

ＨＩ純

　

お

　

ｌ

農

　　

業

　　

費

　　

82 826　52.9　54 602　皿7　115011　お.ひ
畜

　

産

　

業

　

費

　　　

16 475　　∂.5　　6 026　　5.7　　20 366　　U
農

　　

地

　　

費

　　

74 994　29.7　21 858　20.7　91 580　2U
林

　　

業

　　

費

　　

51 560　20.4　13 994　汪∂　60 673　泗
水

　

産

　

業

　

費

　　　

26 418　　10.5　　9 064　　∂.∂　　31790　　9j

　

合

　　　

計

　　

252 273　100.0　105 544　100.0　319 420　100.0

その２

　

性質別内訳

　

区

　　　　

分

　
　
　
　
　
　
　
　
　

一
-
ａ
-
L
"
"

　
　
　
　
　

通
補
単
国
県

人
物
補
普

都

　

道

　

府

そ

　

合 計

46 700

17 763

26 315

146 326

120 564

　

23 975

　　

1 787

　

15

252

　

－

169

273

昭

一
県

100.0

和
一
市

39
－

町

22 428

　

6 776

16 075

56 037

33 416

20 100

　　　　

3

　

2 518

　

4 228

105･54４

年
一
村

　

21.3

　

∂.4

　

15.2

　

5＆j

　

31､7

　

19.0

　

0.0

　

2.4

　

4.0

1･00.0

度
一
純 計

69 128

24 539

32 711

173 646

133 477

38 379

　

1 790

　　　

－

　

19 3％

319･ 420

顧

-

2μ

ｱ,7
２
ｊ
Ｉ
∂
∂
∂
″
１
－
・

　

－
ｐ
Ｉ
暑
－

　
　

Ｉ

Ｓ
Ｓ
＾
£
３
=
≫

"
■

100.1)

― 302 ―

　

件

　　　

費
。‰峯

唱VJリ

　

独事業費
直轄事業負担金
営事業負担金

　

の

　　　

他

-

　

Ｊ

．

　　　　　　　　　

Ｊ

¶

　　　　　　　　　　　　

Ｉ

＝

－

－

｜

－

~－一一



失

　

業

　

対

　

策

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
8
計

和昭
純

　

2

56

46

10

60

531

9４0

883

057

760

231

　

4.2

　

94.5

　

77.∂

　

16.7

　　

j.3

100.0

増

比

一

　

減

-

　

142

3 548
２ 509

1 039

　

451

4 133

水

　

産

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
8
計

和昭
純

10２ 575

　

17 751

　

75 857

　

52 7４7

　

26 91２

275 842

増

２
^

U
C
'
-
HC
o

　

一
一
一
一
一

７
δ
７
タ
タ

m

C
M
　
―
<

100

度
額

年3
8
計

和昭
純

64 307

22 779

27 140

144 404

112 465

　

30 237

　　

1 702

　　　　

－

　

17 ２11

275 842

０

Ｊ
Ｊ

３
Ｓ

　

S.∂

　

52.4

40.∂

　

11.0

　

0.∂

　　　

－

　

６､2

100.0

増

比

　

減

12 ４36

　

2 615

15 723

7 9２6

4 878

43 578

比

一

　

減

　

4 821

　

1 760

　

5 571
29 242

21 012

　

8 142

　　

88

　　

－

　

２ 185

43 578

― 303 ―

額

額

額

　

3､4

　

85.８

　

60.7

　

25.1

　

10.8

100.0

　

28-５

　　

∂.0

　

36.1

　

j∂.2

　

11.2

100.0

≫
-
S
　
(
＾
　
０
０
　
―
*

　

２

　

７
２
一
･
ｏ

　

　

０

Ｕ
ｊ
。
り
一
卯
召
認
０

　

０

　

｀
宍

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率
-

　　

５､６

　　

∂.2

　　

5.4

　　

10.3

　　

59.3

　　

6.9

2
2
7
δ

　

j2

14０

　

9

O
　
o
n
　
C
J
)
　
-
＾
　
Ｕ
５

　

Ｓ
Ｓ
Ｉ
Ｓ
Ｓ

１

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

12-1
14.7
20.7
巧.0
18.1

15.8

24.５

１３-5

jタ.5

20.4

巧.5

20.6

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　

7.5

　

7.７

20.5

20.2

18.７

２６.9

　

5.2

　　

－

12.7

15.8

増減率

-

　

18.８

　

６．4

21.6

25.0

２６.７

２０.２

　

貳5

　　

－

12.9

20.6

・

　　　　　　

●--ｌｌ

　　　　　

ｉ

　　　　　　　

ｌ

㎜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

●

　 　 　 　 　 　

』

　 　 　 　 　 　 　 　

１

【

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

-

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

”

J m ● j ● I ･ － ゝ ふ = a l

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－7

ｉ

－

Ｊ

－

！

－

！

－

｜

－

！

ｌ

－

－

！

｜

－

－

－

｜

｜

ｉ

－

－

｜

－

－



第58表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

農

　

林

その３

　

財源内訳

"

　

区

　　　　　

分

合 計

金
金
寄

債
源
等

　　　　　　　　　　

昭

"

都

　

道

　

府

　

県

107 611

　　

8 936

　　

7 4２0

　

30 51４

　

97 792

252 273

　

42.７

　　　

－

　　

3､5

　　

2.9

　

12、1

　

38､8

100.0

和
一
市

39
－
町

　

２ 380

　

33 113

　

6 759

　

4 017

　

9 410

　

49 865

105 544

村

　

２.3

　

31.４

　

６､4

　

3.8

　

8．9

　

47.2

100.0

純

　　

計

　

額

109 991

　

10 318

　

11 437

　

38 730

148 944

319 420

４
一

況

C
Ｍ

t
o

C
M

　

―

　

Ｉ
Ｉ

Ｃ
Ｏ

≪
０
　
C
Ｍ

　
　
　
　

ｊ

　

必.6

100.0

第59表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

農

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　

額

人

　　

件

　　

費

　　

24 410　29.5　20 465　37.5　44 875　お.Q
物

　　　

件

　　　

費

　　　

7 940　　9.∂　　4 207　　7.7　　12 147　　1U
補

　

助

　

費

　

等

　　　

17 817　　21.5　　9 526　　17.4　　21 349　　j∂.6
普通建設事業費

　　

23 314　2∂.j　　18 472　お.∂　25 363　22.1

　　

補助事業費

　　

16 253　四.∂　14 039　25.7　17 162　14.9

　　

単独事業費

　　　

7 061　　∂.5　　4 364　　∂.0　　8 201　　7,2

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

69

　　

0.1

　　　　

－

　　　

－
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

9 345　　11.3　　　1932　　3.∂　　11 277　　H

　

合

　　　　

計

　　　

82 826　100.0　54 602　100.0　115 011　100.0

人
物
補
普

そ

　
　
　

費
費
等
費
費
費
金
他

分

　
　
　
　
　
　

業
業
業
担

　
　

計

　
　
　
　

費
事
事
難

　
　
　

件
件

　

設
助

　

事
の

　
　
　
　

～
Ｈ
四

区

　
　
　
　
　
　

通

　
　
　
　
　

合

第60表

　

昭

　

和

　

39

　

年‥度

　

畜

　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

都

　

道

　

府

　

県

4 808

3 833

3 053

4 463

3 065

」398

　　　

－

　　

318

16 475

　

29.2

　

23､3

　

18.５

　

２７、1

　

j∂.∂

　

8.５

　　　

－

　　

1.∂

100.0

－304－

市

1

2

1

1

町

　

14
754

615

769

637

098

　

34

87４

_6 026

　

村

-

　

0.2

　

12.5

　

26､8

　

46.0

　

27.2

　

j∂.２

　

ｏ､6

　

14.5

100.0

純

一

　

４

ご

。|
4 587

3 713

6 052

3 695･

2 357

　　　

－

　

1 192

20 366

額

23.7

忿.5

18.2

2ﾀ,７
―
I

t
o

1

c
*
>

　

Ｉ
自

　
　

Ｉ

ｏ
ｏ

<
―
H

ｕ
ａ

ｊ
ｊ

国

　

庫

　

支

　

出
都道府県支出
分担金、負担金、
附金
地

　　　

方
その他特定財
一

　

般

　

財

　

源

--

　　　　　　　　　　

’

　　　　

j

　　　　

！一一.1 l__

｜

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　

Ｉ

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　

．

｜

　　　　　　　　　　　　

．

Ｆ

　 　 　 　 　 　

●

　 　 　 　

７

●

　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

ｌ

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

１

　　

，１

■

－

ｉ

－

｜

｜

－

｜

｜

－

｜

－

｜

！

＝

Ｆ㎜㎜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

．



水

　

産

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況(つづき)

度
額

年3
8
計

和昭
純

98 778

　

－

9 040

　

3

　

36

128

275

177
457
390

842

　

35､８

　　　

－

　

＆a

　

1､2

　

13､２

　

４６､5

100.0

業

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
8
計

和昭
純

　

43 396

　

12 264

　

18 538

　

18 596

　

12 589

　　

6 007

　　　　　

－

　　

9 781

102 575

　

４２､3

　

12.0

　

18、1

　

18､1

　

12.3

　　

5.∂

　　　

－

　　

９.5

100.0

増

増

産

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
8
計

和昭
純

4 202

4 282
2 588

5 657

3 585

2 072

　　　

－

　

1 022

17乃1

23.７

２４.1

14.6

3j.タ

20.2

　

11.7

　　　

－

　

5.7

100.0

増

比
一

　

減

11 213

　　　　

－

　

1

　

8

　

２

20

43

278

260
273
554

578

比

一

　

減

　

1 479

△

　

Ｈ7
1
7
3
4

1
6
7
9

8
7
5
1

２
6
4
2

　

･1 496

12 436

比

-

　

減

　　

620

　　

305

1 125

　　

395

　　

110

　　

285

　　　

－

　　

170

2 ‘615

－305

額

額

　

25･､７

　　　

－

　

2.9

　

19､０

　

５､2

　

47.2

100.0

。
一
。
ぶ
じ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
一
Ｊ

　

　

０

-
'
　
O
　
C
N
j
　
'
i
j
i
　
(
Ｏ
　
C
＾

C
S
)
　
0
0

額

　

７

　

７
Ｏ
-
Ｈ

Ｓ
ｎ
ｇ
ｇ

　

4.2

　

10.９

　　　

－

　

６．5

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　　　　

11.４

　　　　　　

－

22.7

　

14.1

2∂Q･Q

　　

∂.2

　

16.0

　

15.8

　

II 9

343.1

　

15.3

　

jﾀ.2

　

20.6

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率･

-

　　　

j.４

　　

６　０．９

　　

１５.２

　　

３６､4

　　

36.３

　　

２６.５

　　　

－

　　

巧.3

　　

12.1

増

j∂.J

　

∂.7

31.８

５２､4

∂∂.∂

　

８､６

　　

－

j∂.∂

24.5

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

減 率

C
Ｏ
　
･
^
　
l
O
　
Q
　
･
*
-
(

Ｏ
Ｏ
一
δ
　
ア

＾
j
l
　
I
ｓ
.
"

e
o
'
　
t
ｓ
!
　
＆
＆
　
＆
　
４
　

ｊ

　

Ｊ
曾

　
　

ｊ

　

ｊ

　

ｌ

△

19.6

　

５.3

20.5

１７.3

36､2

　

5.5

　　

－

△

　

５､8

　

13.5

-

-

　

- 　

” 6 = ■ ・ ･ 二 ･ ･ － → － ●

-

「

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

●

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ａ

　 　 　 　 　 　

■

　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

Ｉ

｜

－

｜

一

一

－

１

｜

－

－

ｉ

｜

一

一

｜

－

－

｜

１

－

－

ｉ



第61表

　

昭

　

和

　

39

　

年ヶ

　

度ﾆ

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

十

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

5 746　　7.7　　　　44　　Q.2　　5 790　　U
普通建設事業費

　　

64 791　　邱.4　　18 143　　叙Q　　78600　叙∂

　

補助事業費

　　

57 646　7∂.タ　　8 806　40.3　64 029　∂9タ

　

単独事業費

　　

5 888　　7.∂　　8 591　お.∂　13 314　1衣

　

国直轄事業負担金

　　　　

1 257 /.∂　　　　　一　　　－　　　1257　　j 4.ヽ

　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　

746

　　

j.4

　　　　　

－

　　　

･
ﾐI

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

4 457　　5.タ　　3 671　　j∂.∂　　7 19Q　　7.9

　

合

　　　　

計

　　　

74 994　100.0　21 858　100.0　91 580　100.0

第62表

　

土

　

地

　

改

　

良

　

事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

完

　

成

　

受

　

益

　

面

　

積（千ha）

　　　

区

　　　　

分

　　　　　　

。

　　　　　　　　

35年度

　　　

36年度

　　　

37年度

　　　

38年度

国

　　　　　　　　　

営

　　　　　

12.7　　　　17. 8　　　　14. 2　　　22.6
都

　

道

　

府

　

県

　

営

　　　　　

33.4　　　　34. 0　　　　49. 6　　　38.5
ほ

　　　

場

　　

整

　　

備

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

5.3
団

　　　　　

体

　　　　　

営

　　　　　

一

　　　　

般

　　　　　

91.6

　　　　

91.6

　　　　

96.8

　　　

84.7

　

補

　

助|集

　　

団

　　

化

　　　　　

77.9

　　　　

％｡0

　　　　

87.1　　　　79.6

　　　　　

農

　

索

　

道（km）

　　　　

606

　　　　　　

649

　　　　　　

661

　　　　　

7H

　

非補助｛一

　　　　　

般

　　　　　

131.1　　　　164.7　　　　164.2　　　135.0

　

融

　

資

　

農

　

索

　

道（km）

　　　　

54２

　　　　　

1006

　　　　

1 196　　　　1 295

区 分

都

　

道

　

府

人
普

そ

合 計

　

7 574

36 955

30 135

　

6 340

　　

480

　　　　

－

　

7 031

51 560

第63表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

昭

一

　

県

-

14.7

71.7

58.4

12.4

　

0.タ

　　

－
13.6

100.0

－306

和
一
市

39
-
町

　

1 274

10 063

　

4 495

　

5 012

　　　　

－

　　

556

　

2 657

13 994

年

　

村

-

　

9.j

　

71.9

　

32.1

　

35.８

　　

－

　

４､0

　

19.0

100.0

度

一
純

　　

計

　　

額

　

8 848

43 346

32 234

10 633

　　

479

　　　　

－

　

8 ４78

60 673

14.6

71.4

53､1

17.5

　

0.∂

　　

－

　

14.0

100.0

　　

件

　　　

費
通建設事業費
補助事業費

単独事業費
国直轄事業負担金
県営事業負担金

　　

の

　　　

他

’
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｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

゜

　　　　　　　　　

Ｊ

"

¶
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・

｜

｜

－

ｊ

｜

－



２１､2

22. 1

17.7

40.0

　

9.5

　　

－

ll､3

20.4

農

　

地

　

費

　

の

　

状

　

．況

度
額

年3
8
計

和昭
純

　

5 024

65 535

53 659

10 657

　

1 219

　　　　

－

　

5 298

75 857

　

６．６

　

∂∂.4

　

70.7

　

14.0

　　

j.7

　　　

－

　　

７．0

100.0

増

業

　

実

　

績

　

の

　

推

　

移

比

13

減
-

766
065

０
７
８
一
2

7
5
3

　

９

３
６

　
　

８

０
２

　
　

１

１

1･5 723

額

　

4.9

　

83､1

　

66.0

　

j∂.タ

　

0.2

　　　

－

　

12.0

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増

　

減 率

C
Ｍ
　
O
i
　
e
n
　
ｏ
^
　
･
-
^
一

　

Ｉ
Ｉ
一
一
Ｉ

ｌ
Ｏ
　
O
i
　
O
i
　
^
　
Ｃ
Ｏ

･
-
H
　
≫
-
S'
-
Ｓ
C
＼
]

55.7

20.7

△

1９､２

２２.０

２３.4

17.7

　

j.7

　　

－

　

4.j

19.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国

　

家

　

投

　

資

　

額（百万円）

39年度

　

1

　

35年度

　　　

36年度

　

1

　　

37年度

　

1

　

38年度

　　　

ケ
39年度

　　　

16.5

　　　

10 130　　　1 1 029　　　　14 166　　　　16 710 ’　　　13 345

　　　

35.5

　　　　

4 238　　　　4 861　　　　5 968　　　　　7 099　　　　　6 288

　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

721

　　　　　　　

－

　　　

64. 1

　　　

116.8

　　

1

　

4 224　　　　4 997　　　　5 951　　　　6 358　　，　　5 708

　　　　

625

　　　

銚

　

｝5 539　　　　8 073　　　　7 703　　　　　7 694 84帽

林

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

度
額

年3
8
計

和昭
純

　

7 ４８1

37 972

２8 691

　

8 84４
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7 294

52 747
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減

２
O
　
■
<
]
<
　
０
０
　
Ｏ
Ｏ
一

■
＾
*
　
Ｃ
v
]
　
■
＊
'
　
<
ｄ

o

■
-
Ｈ
　
C
s
.
　
l
O
　
"
-
I

　

jj.∂
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－
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7 926
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額
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第64表

　

造 林 事 業

　　　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　

昭和31年i昭和32年1昭和33年|昭和94年

　　　

林所

　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　　　

61

　　　　

69 75　　　　　75

　　　

野

　

|

天

　

然

　

更

　

新

　　　　　　　　

8o

　　　　

67

　　　　

49

　　　　

38

国

　　

庁管

　　　　

計

　　　　　　　　　　　

141

　　　　

136

　　　　

124 113

　　　

そ官

　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　　　

２

　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　

１

　　　

詰
]

天ｇｉ・

　　　　　

１

　　　

。

　　

，

　　　

の管

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

３

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　

１

営

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　　　

63

　　　　

70

　　　　

76

　　　　

76

　　　　

計

　

|

天

　

然

　

更

　

新

　　　　　　　　

81

　　　　

67

　　　　

49

　　　　

38

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

144

　　　　

137

　　　　

125

　　　

114

　　　

都県

　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　　　

16

　　　　

15 14 1 117

　　　

道

　

|

天

　

然

　

更

　

新

　　　　　　　　

１

　　　　　

３

　　　　　

２

　　　　

２

公

　　

府営

　　　　

計

　　　　　　　　　　　

17

　　　　

18

　　　　

16

　　　　

19

　　　

市財

　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　　

30

　　　　　

27

　　　　　

28

　　　　　

25

　　　

町羨

|

天

　

然

　

更

　

新

　　　　　　　

９

　　　　

８

　　　　

７

　　　　

４

　　　

村営

　　　　

計

　　　　　　　　　　　

39

　　　　

35

　　　　

35

　　　

29

営

　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　　

46

　　　　

42

　　　　

42

　　　

42

　　　　

計

　

|

天

　

然

　

更

　

新

　　　　　　　　

10

　　　　　

11

　　　　　

9

　　　　

6

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

56

　　　　

53

　　　　

51

　　　　

48

　　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　　　　　　

252

　　　

225

　　　　

243

　　　

246
私

　　　

営

　

天

　

然。更

　

新

　　　　　　　

1o

U

　　　

106

1

　　　

88

　　　　

90

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

361

　　　

331

　　　

331

　　　

336

合

　　　

ｎ

　

余

　

盃丿

　

裂

　　　　　　　

ｍｌ

　　　

ｍ

　　　　

ｍ

　　　

?al

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

561

　　　　

521

　　　　

507

　　　

498

（注）農林省統計調査部編「林業生産統計年報」による。
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の 実 施 状 況 (単位

　

千ha)

’昭和35年

　

｜

　

昭和36年

　　　　

昭和37年

　　　　

昭和38年

　　　　

昭和39年

　　　　　　　　

82

　　　　　　　　

84

　　　　　　　

78 80　　　　　　　82

　　　　　　　　

49

　　　　　　　　

45

　　　　　　　

60

　　　　　　　

51

　　　　　　　　

57

　　　　　　　　

131

　　　　　　　　

129

　　　　　　　

138

　　　　　　　

131

　　　　　　　

139

　　　　　　　　　

2

　　　　　　　

4

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　

18

　　　　　　　　

20

　　　　　　　　　

0

　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　　

2

　　　　　　　

4

　　　　　　　

12

　　　　　　　　

18

　　　　　　　

22

　　　　　　　　　

84

　　　　　　　　

88

　　　　　　　

90

　　　　　　　

97

　　　　　　　

102

　　　　　　　　　

49

　　　　　　　　

45

　　　　　　　

60

　　　　　　　

52

　　　　　　　

59

　　　　　　　　

133

　　　　　　　　

133

　　　　　　　

150

　　　　　　

1゙49　　　　　　　161

　　　　　　　

16

　　　　　　　　

19

　　　　　　　　

18

　　　　　　　　

19

　　　　　　　　

18

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

19

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　

22

　　　　　　　

20

　　　　　　　

31

　　　　　　　　

30

　　　　　　　

33

　　　　　　　

33

　　　　　　　

30

　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

４

　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

5

　　　　　　　

38

　　　　　　　　

36

　　　　　　　

37

　　　　　　　

37

　　　　　　　

35

　　　　　　　

47

　　　　　　　　

49

　　　　　　　

51

　　　　　　　　

5２

　　　　　　　

48

　　　　　　　

10

　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

7

　　　　　　　

57

　　　　　　　　

57
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59

　　　　　　　

55

　　　　　　　　

２6４

　　　　　　

260

　　　　　　　

251

　　　　　　　

2２6

　　　　　　　

225

　　　　　　　　

90

1

　　　　　

87

　　　　　　

79

1

　　　　　

64

　　　　　　

58

　　　　　　　　

354

　　　　　　

347

　　　　　　

330

　　　　　　

290

　　　　　　

283

　　　　　　　　

395

　　　　　　

397

　　　　　　　

392

　　　　　　　

375

　　　　　　　

375

　　　　　　　　

1４9

1　　　　140 1　　　　　146　　　　　　1２3 1　　　　　1２４

　　　　　　　　

544
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499
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その１

　

管理者別漁港数

第66表

　

漁

　　　

港

　　　　

施

(昭和40年３月26日現在)

㎜

　　　

区

　　　　　　　

分

　　

トｎ平⊇ｏ÷。ｎ÷。ｕ÷

　

7i

　　　

都道府県

　　　　　　

263

　　　

224

　

j

　　　

89

　　　　

73

　　　

649

　

≠

市町村

　　　　

1 926　　　180　　　　5　　　　0 2 111，

　　　　

計

　　　　　　

2 189　　　404　　　　94　　　　73　　2 760

　

管で者未指定ｽﾞもの

　　　　

2 19;　　　　40ﾐ　　　　ｊ　　　　ｊ　　２ｱ6:　ｉ

（注）水産庁漁港部計画課調による。

　　　　　　　　　　　　　　

参考表（１）漁 港

　　

整 備

　　

計

　　　　　　　

第３次整備計画(38―45)

　　　　　

昭和38年度実績

‥

し９

　

事ハｏヰ

］

事丿口ｏ回削逮率

　

本

　　　　　

土

　　　

63 782　　　33 964　　　　3 634　　　　1 857　　　　5.7

　

離

　　　　　

島

　　　　

18 718　　　L7 047　　　　1 428　　　　1 333　　　　7.∂

　

北

　　

海

　　

道

　　　　

17 500　　　16 983　　　　1 572　　　　1 547　　　　ﾀ.0　’

　

合

　　　

計

　　　　

100 000　　　67 994　　　　6 634　　　4 737　　　6.6

（注）水産庁漁港部調による。

その１

　

性質別内訳

第67表

　

昭 和

　　

39 年

　　

度

-

　　

＿

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度|

　　

区

　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

十

　　

額

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

7 624　　7.j　　5 522　　12.5　　13 146　　∂.∂

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

4 038　　j,7　　2 576　　5.タ　　6 614　　4.4

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　

8 897　　∂.2　　8 863　　加.j　　16 352　　10 .∂

　

普通建設事業費

　　　

6 711　　∂.2　　6 894　　岱.∂　　12 930　　∂.∂

　　

補助事業費

　　　

2 423　　2.2　　　433　　Q.タ　　2 836　　j.タ

　　

単独事業費

　　　

4 288　　4.0　　6 282　　μ.3　　10 094　　∂.7

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

179

　　　

0.4

　　　　　

－

　　　

－

　

貸

　　

付

　　

金

　　

78 417　72.6　16 731　認.0　95 148　63.4

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 384　　2.2　　3 470　　7.タ　　5 854　　3.タ

　　

合

　　　　

計

　　

108 071　100.0　44 056　100.0　150 044　100.0

－310－



設

その２

　　

の

　　　　

状

漁港施設の整備状況

況

(昭和40年３月31日現在)

心－一司Ａ:

　

ご

　

響

　

ご

　

ぷ

けい船岸延長（km）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

281

　　　　

441

　　　　

722
昭度丿防波堤等外かく施設新設改良延長（k耐

　　　　

4o

　　　　

164

　　　　

204
留棄|けい船岸新設改良延長

　　　　　　

（k°）

　　　　

12

　　　　

11

　　　　

23

年量浚せっ量

　　　　　　

（千ｍs）

　　

1 154　　　　64０　　　1794

（注）自治省調による。

画

　　

の 進

　　

捗 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭和39年度実績

　　　　　　　　　　　　　

昭和40年度見込

事業

　

費１

　

うち国費｜進捗率

　　

事業費｜

　

うち国費

　　

進捗率‘

　　　

4 594　　　　　2 311　　　　12.9　　　　5 465　　　　2 966　　　　　21.5

　　　

1 633　　　　　1 550　　　　16.4　　　　1 943　　　　1 853　　　　　26.7

　　　

1 834　　　　　1 805　　　　四.5　　　　2 H1　　　　2 047　　　　　31.5

　　　

8 061　　　　　5 666　　　　14.7　　　　9 519　　　　6 866　　　　　24.2

商

　　

工 費

　

の

度
額

年3
8
計

和昭
純

　

11 018

　

5 657

　

12 524

　

9 874

　

1 962

　

7 912

　　　　

－

　

76 2２2

　

9 943

125 238

　

８､８

　

４.５

　

１０.0

　

7.9

　

j.∂

　

6.3

　　

－

　

δQ.タ

　

7.9

100.0

状

　　

況

-
増

　　

減

　　

額

　　

2 128

　　　

957

　　

3 828

　　

3 056

　　　

・874

　　

2 182

　　　　

－

　

18 9２6

６

　

4 089

　

24 806

― 311 －

ａ

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

^
ｏ
　
c
y
>
　
>
w
　
C
O
　
l
o
　
０
０
一

　

一
一
一
一
一
Ｉ

Ｏ
ｎ
　
e
n
　
i
f
i
　
C
S
j
　
Ｃ
ｎ
　
O
n

　
　
　

ｊ
ｊ

　

７６.3

　

16.5

100.0

凸

19.3

扨.タ

50.6

30.9

４４.5

27.6

　　

－

24､8

41.1

19 ８

△

13.4

　

7.j

15-4

　

0.j

35.0

　

j.0

　　

－

17.5

16.1

16.3

ｊ

　 　 　 　 　 　

７

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

－

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　

、

　 　 　 　 　

｜

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

｜

－

－

｜

－

ｌ

－

｜

１

－



その２

　

財源内訳

第67表

　

昭 和

　　

39 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　

使用料、手数料

　　　

1 472　　j.4　　　999　　2.3　　2 471　　j.6

　

詰果金、負担金、寄

　　　　

353

　　

0.3

　　　　

871

　　　

j.9

　　　　

805

　　

Q.5

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　　

790

　　

0.7

　　　　

987

　　　

2.2

　　　

1 777　　　j.2

　

諸

　　

収

　　

入

　　

62 220　57.6　17 403　訟5　79 018　52.7

　

その他特定財源

　　

10 915　　10. j　　3 153　　7. 2　　13 297　　∂.∂

　

一般財源等

　　

32 321　29.9　20 643　必.∂　52 676　お.2

　　

合

　　　　　

計

　　　　

108 071　　100.0　　44 056　100.0　　150 044　100.0

－

その１

　

日的別内訳

第68表

　

昭 和

　　

39 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

土木管理費

　　

19 967　　3,a　23 585　　∂.Q　42 851　　5.4
道路橋りよう費

　　

209 178　如,4　100751　　討.0　299 203　37.9
河川海岸費

　　

101 658　皿7　12 490　　4.2　111 777　14.2
港

　　

湾

　　

費

　　

39 797　　7.7　27 394　　ﾀ.∂　62 140　7.タ
都市計画費

　　

93 430　j∂.j　83 285　2∂.j　171 830　2j.∂
住

　　

宅

　　

費

　　

53 099　10.3　48 627　拓.4　101 348　比∂

　

合

　　　　

計

　　

517 129　100.0　296 132　100.0　789 149　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

人

　　

件

　　

費

　　

22 645　　4.4　32 831　皿j　55 476　　7.吋
物

　　　

件

　　　

費

　　　

3 419　　0.7　　7 317　　2.4　　10 736　　j.･1
維持補修費

　　

24 131　　4.7　19 483　　∂.∂　43 614　5.5
普通建設事業費

　　

438 780　討.∂　222 420　75.1　638 922　∂j.0

　

補助事業費

　

299 579　57.9　98 904　お.4　398 202　50.5

　

単独事業費

　　

96 589　皿7　101 231　討.2　192 649　24.4

　

国直轄事業負担金

　　　

42 612　　∂.2　　5 459　　j.∂　　48 071　　∂.j

　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　

16 826　　5.7　　　　－　　　－
失業対策事業費

　　　

4 119　　0.∂　　　720　　0.3　　4 839　　0.∂
貸

　　　

付

　　　

金

　　　

15 131　　2.タ　　3 884　　j.3　　19 015　　2.4
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

8 904　　j.7　　9 477　　∂.2　　16 547　　2j

　

合

　　　　

計

　　

517 129　100.0　296 132　100.0　789 149　100.0

－312－



商

　

工 費

　　

の

度
額

年3
8
計

和昭
純

1 9４7

　　　

1

　　

62

　　

12

　　

45

　　

125

-

土

　　

木

654

091
883
682
981

238

　　

1.6

　　

0.5

　　

Q.9

　

50.2

　

10.1

　

３６.7

100.0

費

　　

の

度
額

年3
8
計

和昭
純

　

39

250

103

　

４6

136

　

86

663

962
195
587
606
077
701

128

　

∂.j

　

37.7

　

15.6

　　

7.0

　

20.5

　

13.1

100.0

度
額

年3
8
計

和昭
純

　

49 858

　

7 7４0

　

40 180

530 283

335 523

155 514

　

39 2４6

瓢
3
2
0

5
.
1
4
1
5

663 128

　

7.5

　

7.2

　

∂.Q

　

∂0.Q

　

50.6

　

23.5

　

5.9

　　　

－

　

0.∂

　

2.2

　

2.3

100.0

状

増

況(つづき)

比

一

　

減

4
1
6
5
5
5

2
5
8
3
1
9

5
1
6
1
6
6

　
　
　
　

6

　

6

　
　
　
　

－

　

24 806

-

状

　　

況

増

増

比
一

　

減

　

２

　

49

　　

8

　

15

　

35

　

14

126

889
008
190
534
753
647

021

比

一

　

減

　

5 618

　

2 996

　

3 434

108 639

　

62 679

　

37 135

　

8 825

　　　　

－

　

△

　

432

　

4 539

　

1 ２27

126 021

－313－

額

額

額

2.j

0.∂

２.8

Ｊ
Ｊ
Ｊ

砧
２
2
7

100.0

　

2.a

　

∂∂.9

　

6､5

　

12.3

　

２８.4

　

11.6

100.0

　

4.d

　

2.4

　

2.7
86､2

4ﾀ.7

29.5U
3
　
O

I

０
５
　
<
Ｏ
　
O

O
l
　
t
^

O
　
≪
V
3
　
･
-
Ｍ

２

　
　
　
　

△

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

2６､9

23. 1

62-9

25.7

　

4､8

14.6

9.8

　

０．３

８３.７

６９.7

19､1

jﾀ.∂

11.3

16.3

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率
-

　　

7.2

　　

j9.∂

　　

7.∂

　　

33､3

　　

26､3

　　

16､9

　　

19.0

*
-
H
　
O
　
０
０
　
O
　
O
　
ｏ
ｎ

　

一
一
一
一
一
一

C
O
　
U
i
　
C
N
a
　
Ｃ
Ｍ
　
≫
-
<
　
Ｎ
.

C
S
J
　
'
^
≫
―
(
･
―
I
≫
-
Ｓ

13.1

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

-

　　　

11.3

　　　

38､７

　　　

８､5

　　　

20.5

　　　

j∂.7

　　　

23.9

　　　

22､5

　　　　

－

　　

△

　

∂.2

　　　

31.4

　　　

∂.0

　　　

19.0

　

・
－
Ｉ
・

０
４
タ
２

２

　
　

ｊ

7
0
1
　
C
V
j
　
Ｏ
^
■
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-
<
　
Ｃ
Ｔ
ｌ
一

　

ｙ
Ｉ
ｅ

”
Ｉ
　
■
<
＊
　
O

ｊ
ｊ
２

　

８､1

22.5

　

4､8

13.1
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ｉ

　　　　　　　　　　　　　

ｌ
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その３

　

財源内訳

第68表

　

昭 和

　　

39 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国庫支出金

　　

174 149　お.7　50 824　17.2　224 973　2∂.5，
都道府県支出金

　　　　　

－

　　　

－

　　

10 925　　3.7　　　　－　　　一
使用料、手数料

　　　

7 821　　j.5　　9 449　　j.2　　17 271　　2.2
諮塁金ヽ負担金ヽ寄

　　　

25 334　　5.j　　9 539　　J.2　　23 584　　3.0

地

　　

方

　　

債

　　

32 627　　∂.∂　30 749　皿j　63 376　　∂.0
その他特定財源

　　

36 983　　7.2　　39 415　　註j　　73 886　　9.4
一般財源等

　　

239 215　邸.2　145 231　四.0　386 059　姐タ

　

合

　　　

計

　　

517 129　100.0　296 132　100.0　789 149　100.0

第69表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

道

　

路

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

－

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

73％

　　

3.5

　　

8 898　　∂.∂　　16294　　5.4

　

維持補修費

　　

19 508　　タ.3　15 796　lb.7　35 304　jj.∂

　

普通建設事業費

　　

17り446

　

砧.∂

　

71 502　71.0　240 834　∂Q.5

　　

補助事業費

　　

111 810　S.5　　9 105　　9.0　120 817　初.4

　　

単独事業費

　　

47 493　22.7　52 570　52.2　97 878　訟７

　　

国直轄事業負担金

　　　

20 143　　ﾀ.∂ 1 996 2.0　22 139　7.4

　　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　

7 831　　7.∂　　　　－　　　－

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 828

1　　j.4　　4

555　　4.5　　6 771　　2.∂

　　

合

　　　　

計

　　

209 178　100.0　100 751　100.0　299 203　100.0

第70表

　

道 路

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　

道

　　　　　　

都

　　

道

　　　　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　

｜

　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

級

　

２

　　

級

　　　

計

　　

主要地方道

実延長

　　　　　　　　

(A) (km)　　　7 133　　11ｱｱ8　　18 911　　31 733
（A）のうち舗装延長

　　　

（Ｂ）（km）

　　　

3 704　　4 762 8 466 7 220
㈲のうち改良済延長

　　

(0 (km)　　　　4 306 6 218　　10 524　　15 180
㈲のうち自動交通不能延長(D) (km)　　　　　10　　　　72　　　　　82　　　867
舗装率

　　　　

(B)/(A)×100（％）

　　　

5j.タ

　　　

如.4

　　　

弘.∂

　　　

22.∂

　

//

　

前年同期

　　　　　　　

（％）

　　　　

49.3

　　　

お.7

　　　

3ﾀ.7

　　　

21.6
改良率

　　　　

(C)/(A)×100（％）

　　　

印.4

　　　

52.∂ 55.7　　　　47.∂

　

//

　

前年同期

　　　　　　　

（％）

　　　　

卯.Q

　　　

47.3

　　　

52.1

　　　

加.4
自動車交通不能率(D)/(A)×100（％）

　　　　

0.j

　　　　

0.∂

　　　

Q.4

　　　

2.7

　

//

　　　

前年同期

　　　　　　

（％）

　　　　

0.4

　　　　

0.∂

　　　　

0.5

　　　　

j.∂
昭和39年舗装延長

　　　　

（km）

　　　　　

416

　　　　

687 1 103　　　1 209
度事業量

｛
改良延長

　　　　　

（km）

　　　　　

410

　　　　

475 885　　　1 346
昭和39年度中新設実延長

　　

（km）

　　　　　

159

　　　　

92 251　　　4 315
昭和39年度中癈止路線延長

　

（km）

　　　　

255

　　　　

113

　　　　

368

　　　

387

（注）１

　

自治省調による．

　　　

２

　

地方公共団体か管理してい石道路のみであり、国直結管理の回書か合舎かい．
調による。
共団体が管理している道路のみであり。
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土

　　

木 費
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度
額

年3
8
計

和昭
純

194 736

　　　　

－

　

12 ４14

　

19 373

　

51 625

　

56 730

328 25０

663 128

　

29.４

　　

－

　

1.9

　

2,タ

　

7.∂

　

８．５
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100.0

状
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増

比
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－

　

4 857
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17 156
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状
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度
額
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8
計
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純

　

14 736
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t96 ２65

　

95 930

　

82 185

　

18 150
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∂.∂

　　

24､3

　　

24.2

　　

7.1

　　

7.4
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計
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１
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1
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９.S.9

94､６

９７.3
５
７
一
３
９

　

一
－

　
　
　

２

Ｑ
Ｏ

増

比

　

誠

一

　

1 558

　

2 273

44ヽ569

24 887

15 693
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－

　

608

49 008

-

況

市

　

町

　

村

　

道

一
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(昭和40年３月31現在)

合

　　

計

982 324

　

48 021

153 572

372 737

　　　

4.9

　　　

4.2

　　

lS-６
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第71表

　

橋
り よ

　

区

　　　　　

分

　　　　　　

ｌ

　　　　　

級

　　　　

２

　　　　

級

　　　

jF‾司‾石ご而‾・

　

１延則・)jF‾ｉ

全橋りょう

　　　　　　

収

　　　

6 226　119 793　　H 585　186 071　　17811

且

　

:TI

　

T7jﾚ1§

白丁爪判ド

府弩

　

レレレ

　

？

。

△

　

＼

ﾉ

ｷﾞ

ｻ

ﾄﾞ七くﾂﾞﾐﾐ

且

　

：

　

ド丁雛

三絲に

　

ｊ

聯呂

　　

ト｜

（注）１

　　

２

自治省調による。

地方公共団体が管理している橋りようのみであり、国直轄管理の橋りようは
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う の 現

　　　

況

(昭和40年３月3旧現在)

　　　　　　　　　　　　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　

道

　

計

　　　　

主要地方道

　

一般都道府県道

　　　　　

計

一

　

延長（ｍ）

　

橋

　　

数

　

延長（ｍ）橋

　　

数

　

延長（ｍ）橋

　　　

数

　

延

　

長（ｍ）

　　

305 864　　27 661　407 47　　　73 328　909 916　　　100 989　　1 317 388

　　

289 438　23 64　350 257　55 106　648 673　　78 746　　998 930

　　　

4 407　　　　16　　　8 646　　　433　　24 263　　　　595　　　32 90

　　　

12 01　　　3 859　　48 569　　17 789　236 980　　　21 648　　　285 549

　　　

8 04　　　2 351　　34 35　　　9 743　135 284　　　12 094　　　169 63

　　　

94.6

　　　

∂5.

　　　

辞.0

　　　

75.2

　　　

71.3

　　　　

78.0

　　　　　

75.8

　　　

93.8

　　　

部.0

　　　

∂5.

　　　

72.5

　　　

卵.0

　　　　

乃.3

　　　　　

72.9

　　　　

2.6

　　　　

∂.

　　　　

∂.

　　　

13.3

　　　

j4.タ

　　　　

12.0

　　　　　

12.9

　　　　

3.6

　　　　

∂.

　　　　

∂.0

　　　

μ.2

　　　

16.4

　　　　

12.9

　　　　　

14.3

　　　

12 754　　　598　　18 085　　2 004　　34 691　　　　2 602　　　52 776

　　　　

274

　　　　　

1

　　　　

11

　　　　　

2

　　　　

20

　　　　　　　　　　　　

31

　　　　

448

　　　　

3

　　　　

45

　　　　

225

　　

3 129　　　　255　　　　3 58

　　　

8 538　　　27　　　7 551　　　　850　　17 924　　　　1 125　　　25 475

　　　

道

　　　　　　　　　　　　

Ａ

　　　　　　　　

一

　　　　

主

　

要

　

地

　

方

　

道

　　　

ｅ

　　　　　　　　　　　

°

　　　　　　　　

計

　　　　　　　

（再掲）

　　　

計

橋

　　

数

　

延長（ｍ）橋

　　　

数

　

延

　

長（ｍ）橋

　　

数

　

延長（ｍ）

　　

446 558　　3 223 236　　　　565 358　　4 846 488　　　27 757　　410 27

　　

240 285　　1 447 364　　　　335 450　　2 735 73　　　　23 727　　　352 957

　　　

5 637　　　　ｱﾌ 69　　　　　6 31　　　　115 009　　　　　16　　　　8 646

　　

200 636　　1 698 17　　　　223 59　　　1 995 747　　　3 868　　　48 676

　　　

68 355　　　564 977　　　　81 201　　　　742 659　　　　2 351　　　43 35 1

　　　

53.8

　　　　　

44.9

　　　　　

59.

　　　　　

56.4

　　　　

∂5.

　　　　

∂∂.4

　　　

51.9

　　　　　

42.0

　　　　　

57.

　　　　　

53.9

　　　　

∂∂.

　　　　

∂5.

　　　

15.3

　　　　　

17.5

　　　　　　

14.

　　　　　

15.3

　　　　　

∂.

　　　　　

∂.j

　　　

17.3

　　　　　

19.8

　　　　　

16.0

　　　　　

17.2

　　　　　

∂.0

　　　　　

7.9

　　　

630

　　　　

67 95　　　　　9 418　　　　133 482　　　　604　　　18 713

　　　　

161

　　　　

3 115　　　’　16　　　　　3 701　　　　　　1　　　　　11０

　　　

1 949　　　21 60　　　　　2 220　　　　25 6381　　　　　3　　　　　４54

　　　

2 637　　　　27 74　　　　　3 92　　　　　61 759　　　　276　　　7 631

含まない。
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参考表（２）道路整備５ヵ年計画

その１

　

道路整備力年計画の負担区分と財源

(昭和39～43年度)

　　　　　　　

(単位

　

億円)

　　

－‾

　　　

fWごm〃F'=－

　　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

総

　

額

　

国

　

費

　

地方費|公団等

　　　　

一

　　

般

　　

道

　　

路

　　　　　　

22 000　　16 148　　5 852　　　　－

　

事

　　

有

　　

料

　　

道

　　

路

　　　　　　

11000

　　　

1 330　　　　554　　9 H6

　

蕎

　　　　

小

　　　　　

計

　　　　　　　　

33000

　　

17 478　　6 406　　9 116

　

訳

　　

地

　　

方

　　

単

　　

独

　　　　　　

8 000　　　　－　　8000　　　　－

　　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

41 000　　17 478　　14 406　　9 116

　　　　

揮発油

　

税収入

　　　　　

14 927　　14 927　　　　－　　　－

　　　　

石油ガス税収入

　　　　　

129

　　　　

L29 〃　，　　＝

　

財

　　

地方道路譲与税収入

　　　　　　

2 715　　　　－　　271よ

　　　　

石油ガス譲与税収入

　　　　　　

129

　　　　　

129

　　　　

－

　

源

　　

軽油引取税収入

　　　　　

4 106　　　－　　4 106　　　－

　　　　

地方債証券収入

　　　　　

27

　　　

27

　　　

－

　　　

－

　

内

　　　　

小

　　　　　

計

　　　　　　　

22 033　　15 083　　6 950　　　　－

　　　　

国の一般財源等

　　　　　

2 395　　2 395　　　－　　　－

　

訳

　

地方の一般財源等

　　　　　

7 456　　　　－　　7 456　　　－

　　　　

公団の借入金等

　　　　

9 116　　　　　－　　　　　－9 116

　　　　　

合

　　　　

計

　　　　　　

41 000　17 478　14 406　　9 116

（注）１

　

道路整備５ヵ年計画は、昭和40年１月29日閣議決定された。

　　

２

　

負担区分および財源内訳は、建設省道路局道路総務課調による。

　　

３

　

一般道路の地方費には、直轄分担金1 493億円が含まれている。

その２

　

道路整備５ヵ年計画実施後の道路整備状況見込

　

（単位km・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

整

　　

備

　　

状

　　

況

　　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

39年３月末状況

　　

44年3月末状況：

　　　　

高

　

速

　

自

　

動

　

車

　

国

　

道

　　　　　　　　　　

71

　　　　　　　　　　

629

　　

ン

　　　　　　　　　　

首都高速道路

　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　

103

　　　　

都市高速道路

|

阪神高速道路

　　　　

l

　　　　　　　

o

　　

l

　　　　　　

52

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　

155

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

改

　

良

　

状

　

況

　　　

舗

　

装

　

状

　

況

　　　　

区

　　　　

分

　　　　　

;IF醤が詣が難が霖が

　　　　　　　　　　　　　

‾

　

㈲

　

談親屋罰‰靉燃湿謝‰

　　　　　　

一般国道

　　　　　

27 34l|l5 68557.^22 225∂i.312 00043.ﾀ23 406∂5.

一般道路

　

主要地方道

　　　　

32 948 14 935 45. ∂18 25155.4 6 436 i9. 515 70847.7

(皆野)Ｐ言黎で)－９｡35325. 322 73326. 0 7 730 ∂.∂15 177iり

　　　　　　　　

計

　　　

ﾚ

47 80ﾖ50 97334.563 20942.826 16617.754 291 6.‾『

　

a･-S

　

=j.-- .●6ゝtJ-い.四､､』=ja､●.=j---=　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‾､.I｡t，
（注）建設省道路局道路総務課調による。
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その３

　

主要10ヵ国の道路整備状況

　

区

　　　　

分

　　

道路延長舗装道延長舗装率人口当り道路延長面積当り道路延長

　　　　　　　　　

(km) (km) (%)匹よ卜/ｆ人IEy万万］

　

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　

5 826 401 2 200 214　　37.∂189 375　　30.　9 363　0.622

　

フ

　

ラ

　

ソ

　

ス

　　

1 429 958　499 998　　お.Q　47 853　　29.タ　　547　2.614

　

日

　　　　

本

　　

％7 897　49 363　　5.j　95 899　　皿j’　370　2.616

　

オーストラリア

　　

857 815　113 236　　13.2　10 916　　7∂.∂　7 695　O.lll

で

　

イ

　　

ン

　　

ド

　　

748 242　111 204　　Z4.タ460 492　　j.∂　3 046　0.248

　

ブ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　

501 313　148 558　　3.Q　76 409　　∂.7　8 512　0.059

　

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　

377 989　218 000　57.7　55 430　　∂.∂　　248　1.524

　

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　

319 374　319 374　100.0　53 812　　5.∂　　２４４　ｊ.おタ

　

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　

194 593　145 949　75.0　50 498　　3.タ　　301　0.646

(注) 1％4年版ＩＲＦ統計資料および建設省調による。

その４

　

主要10力国の自動車保有状況

　　　　　　　　　　　　　

バスｊトラ

　　　

。

　　　　　　

１台当り人口
区

　　

分

　

乗
（学台?E

I

ツ律台）（
旱な

）人口（千人）千人/千台

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　　　

71 864　　14 329　　86 193　　189 375　　　　2.2

西

　

ド

　

イ

　

ッ

　　　　

j8 274　・　2 085　　　･10 359　　　55 430　　　　5､4

フ

　

ラ

　

ソ

　

ス

　　　　　

7 800　　　　1 935　　　　9 735　　　47 853　　　　　4.9

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　　　

7 391　　　　1 422　　　　8 813　　　53 812　　　　　∂.j

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　　　　

4 789　　　　1 248　　　　6 037　　　18 928　　　　　3.j

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　　　

3 864　　　　　578　　　　4 442　　　50 498　　　　11.４

オーストラリア

　　　　

2 547　　　　　831　　　　3 378　　　10 916　　　　　3.2

日

　　　　　

本

　　　　　

1 193　　　　2 085　　　　3 278　　　95 899　　　　2ﾀ｡∂

ブ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　　　　　

ア61

　　　　　

698

1

　　　　

1 459　　　76 409　　　　52.4

ペ

　

ル

　

ギ

　

ー

　　　　　

1 176　　　　　2321　　　1 408　　　9 290　　　　　6､６

（注) 1964年版ＩＲＦ統計資料および建設省調による。
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第72表

　

昭 和

　　

39 年

　　

度

区 分

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

／

都

　　

道

　　

府

　　

県

　

39
-
市

年
一
町

度

村

費

　

費

　

費

　

費

　

費

　
　

修

　

業

　

業

　

業

　
　
　
　

事

　
　
　
　
　
　

事

　

事

件

　

補

　

設

　
　
　
　

建

　

助

　

独

　
　

持

　
　
　
　

通

　

補

　

単

人

　

維

　

普

　　

国直轄事業負担金

　　

県営事業負担金

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　

合

　　　　　　　　　

計

　

1 659

　

1 638

94 985

68 150

10 145

16 690

　　　　

－

　

3 376

101 658

　

j.∂

　

1.∂

ﾀ3.5

67.1

10.0

18.4

　

3.3

100.0

第73表

　

河川施設の整備状況

1 023

　　

921

9 786

3 187

4 903

　　　

9

1 687

12

760

490

　

∂.2

　

7.4

　

78､3

　

25､5

　

39､2

　

0､1

　

13.5

　

∂.j

100.0

(単位

　

ｍ)

　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

事

　

業

　

量

　

区

　　　　　　　

分

　　　

適用河川

　　

準用河川

　　

貢の帑

　　

合

　　　　

計

　　

新設延長

　　

141 623　310 683　　　343　　452 649日ぐ

　　

改良延長

　　

79 8％　　258 113　　　　41　　　338 050

　　

新設延長

　　　

74 154　　160 049　　　4 248　　　238 451‥｛

　　

改

　

良

　

延

　

長

　　　

68 105　　171 71４　　　２２35　　　　242054

（注）自治省調による。

－320－

｜

　　　　　　　　　　　　　

「

ｊ

－

－

一

一

ｌ

－

ｊ

　　　　　　　　

ｊ

　　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　

ｌ

Ｉ



河

　　

川

純

　　

計

2 682

2 559

102 782

　

71 330

　

14 753

　

16 699

　　　　　

－

　

3

111

754

7ｱｱ

海

　　

岸

額

2.4

2.3

ﾀj.9

63､8

13.2

14､９

　　

－

　

3.4

100.0

昭

純

和

　

２

　

２

94

38

計

427

２57

137

70 601

　

9 936

13 600

　　　　

－

　

2 766

101 587

費

　　

の

年 度

額

2.4

2.3

91.９

６３.８

１３.２

１４.９

　　　

－

　

＆4

100.0

増

状

　　

況

比

　

減

(単位

　

百万円・％)

額

U
３

O

０
０

~
H

c
v
i

n
j

V
I

K

　
　
　
　
　
　

０
０

5

　

２

　

５

　

９

５

　

０

　

４

　

２

２

　

３

　

６

　

７

　
　
　
　
　
　

８

4 817

3･099

　　　

－

　

988

10 190

47.5

30.4

　　

-

　

ﾀ.7

100.0

第74表

　

治山および砂防施設等の整備状況

　　

較

増減率

1０.5

13､4

　

9.2

　

1､0

j∂.5

22.∂

　　

－

35.7

10.0

21.５

　

８､０

１０.６

　

８．9

11.3

２０、1

　

５､1

10.7

　　　　　　　　　　

治

　　

山

　　

施

　　

設

　　　　

砂

　　

防

　　

施

　　

設

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

40.3.31現在

　

39年度事業量

　

40.3.31現在け9年度事業量

　

えん堤（千㎡）

　　　

6 397　　　　571　　　17 074　　　　990

　

山腹工事（千㎡）

　　　

516 661　　　47 233　　　124 985　　　44 389

　

護

　　

岸（km）

　　　　　　

862

　　　　　

22

　　　　

8 309　　　　　583

　

床

　　

止（千m8）

　　　　

5 891　　　　　389　　　　3 288　　　　　119 ’

　　　　　　　　　　　　　

海

　　

岸

　　

保

　　

全

　　

施

　　

設

　

区

　　　　　

分

　　　　　

40.3.31

　　

現

　　

在

　　

39

　

年

　

度

　

事

　

業

　

量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

1堤

　　　

防(km)

　　　　　　　　

17 047　　　　　　　　　326　1

！護

　　　

岸（km）

　　　　　　　　　　

1 650　　　　　　　　　　　　　　100　　1

321 ―

-

- ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’

　 　 　

． ’

　 　 　

｜

｜

！
」

－

－

－

－

｜

！

－
－

－
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－
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参考表（3）治

　　

山

　　

治

その１

　

治水事業５ヵ年計画（昭和40～44年度）

水

　　

事

　　

業

(単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　　　

投

　　　　

資

　　　　

総

　　　　

額

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　

直

　　　　

轄

　　

補

　　　　

助

　

｜

　　　

計

河

　

川

　

改

　

修

　

事

　

業

　　　　　　

2 952　　　　　　2 068　　　　　　5 020

多目的ダム建設事業

　　　　　

1 308　　　　　362 1 670

砂

　　　

防

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

320

　　　　　　

1 460　　　　　　1 780

建

　

設

　

機

　

械

　

整

　

備

　　　　　　　　

30

　　　　　　　　

－30

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

4 610　　　　　　3 890　　　　　8 500｀

災害関連事業・地方単独事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 500

‥･

　

・

∧／

　

1000

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11 000

（注）１

　

建設省河川局河川計画課調による。

　　

２

　

治水事業５ヵ年計画は、昭和40年８月27日閣議決定された。

　　

３

　

この５ヵ年計画の進捗状況はつぎのとおりで、計画額8 500億円の34％で

　　　

ある。

　　　　

昭和40年度事業費見込額1 364億円

　　　　

昭和41年度事業費見込額1 526億円

区

　
　

通
補
単
国
県

人
維
普

そ

　

合

分

件
補
設

　
　

建

　

持

直
営

の

　
　
　
　
　

Ｌ
ｒ

担
担

　

會

第75表

　

昭

費
費
費
費
費
金
金
他

~
都

　　

道

　　

府

　

1 284

　　

656

31 611

２2 978

　

２ 90２

　

5 731

　

6

39

246

797

― 322 ―

和

　　

39

-
和

　　

39

県
-
3､2

j.7

７９､4

57.7

　

7.∂

14､４

　　

－

　

扨.7

100.0

市

年

　　

度

一
年

　　

度
一
町

　　　

村

　

1 138

　　

２83

２２ 579

　

6 996

　

8 ２24

　

3 018

　

4 341

　

3 39４

27 394

　

4.2

　

j.0

∂2.4

25.5

30､0

11､0

18.9

12.4

100.0

　　

補

　　

修

ｌ

　

設

　

事

　

業

助

　

事

　

業

独

　

事

　

業

轄事業負１

’事業負お

’

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

/

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　

~|

｜

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

ｉ

－

ｉ

－
－



　

13.５

ａｌ､２

　

１８、1

　

24.2

A 3.5

　

26.7

12.6

16.8

５

モの２

ヵ

　　

年

　　

計

　　

画

治,山事業５ヵ年計画（昭和40～44年度）

(単位

　

億円・千ha)

　　　　　　　　　　　　　　

投

　　

資

　　

総

　　

額

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

国有林ﾄ民有林｜

　　

計

　　

事業量

　

復

　　　

旧

　　　

治

　　　

山

　　　　　

228

　　　　　　

904

　　　　

1 132　　　　123

　

緊

　　　

急

　　　

治

　　　

山

　　　　　　

7

　　　　　

36 43　　　　　　　5

　

予

　　

防

　　

治

　　　

山

　　　　　

39

　　　　

159

　　　　

198（201J）

　

防

　　

災

　　

林

　　

造

　　

成

　　　　　　

10

　　　　　　

67

　　　　　

77

　　　　　

20

　

保

　　

安

　　

林

　　

整

　　

備

　　　　　

24

　　　　　

37 61　　　　　　115

　

地

　　　

す

　　　

べ

　　　

り

　　　　　　

4

　　　　　

95

　　　　　

99

　　　　　

7

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　

58

　　　　　

2

　　　　　

60（201kj）

　　

小

　　　　　　

計

　　　　　　　

370

　　　　　

1 300　　　　1 670　　　　299

　

予

　　　　　

備

　　　　　

費

　　　　　　　

‾‾‾

　　　　

150

1

災害関連事業地方単独事業

∠∧

50

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 870

（注）１

　

林野庁治山課調による。（

　

）内は防潮林である。

　　

２

　

治山事業５ヵ年計画は、昭和40年８月27日閣議決定方れた。

　　

３

　

この５ヵ年計画の進捗状況はつぎのとおりで、計画額1 670億円の34.3%で

　　　

ある。

　　　　

昭和40年度事業費見込額271億円

　　　　

昭和41年度事業費見込額301億円

港

　　

湾

純

２

49

29

10

　

8

　

9

62

　

計

-

4２2

939

343

858

736

7４9

436

140

費

　

の

額

-

　

3.タ

　

j.5

7ﾀ.4

4∂.G

17.3

14､1

　

IS.　2

100.0

昭

純

状

　　

況

和

２

38

24

　

7

　

6

　

6

48

　

38

　

計

-
181

664

979

831

567

581

78２

606

年 度

額

　　

4.5

　　

1.4

　

∂0.2

　

51.1

　

15.6

　

13.5

　　　

－

　

13､9

100.0

－323－

増

比

一
減

　　

241

　　

275

10 364

　

5 027

　

3 169

　

2 168

　　　

－

　

２

13

654

534

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

　

額

-

　

1､8

　

2.０

　

７６.６

　

３７.2

　

2J.!ず

　

16.0

　　

－

　

jﾀ.∂

100.0

増減率

11.0

41.4

26.６

２０-２

４１.９

３２.9

　　

－

39、1

27.8

ｊ

．
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第76表管理者別港湾数

　　　　　　　　　

(昭和40年12月31日現在)．

　

・

　　　　

ﾀﾀﾞ

　

|皿府県|市田I村廠箭割港務局レ刈モの（合ｎ

特定重要港湾

　　　

8

　　　　

5

　　　　

2

　　　

－

　　　

15

　　　　

－

　　　　

15

重

　

要

　

港

　

湾

　　　　

64

　　　

12

　　　　

2

　　　　

1

　　　

79

　　　　

1

　　　

80’

地

　

方

　

港

　

湾

　　　

449

　　　

359

　　　

－

　　　

－

　　

808

　　　

154

　　　

％2

　

合

　　　　

計

　　　　

521

　　　

376

　　　

’4

　　　　

1

　　　

902

　　　

155

　　

1 057

（注）１

　

運輸省港湾局管理課調による。

　　

２「その他」とは、港湾管理者の未定のものである。

　　　　　　　　

第77表

　

港湾施設の整備状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（昭和40年３月3旧現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　

訳

　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　

1

　

総

　　　

十

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　

市

　

町村

　　　　　　　　

総延長（km）

　　　

3 472 2 745 727
防波堤等外かく施設|

　　　　　　　　

改良済延長（km）

　　　　

2 232 1 868　　　　　　364・

け

　

い

　　

船

　

岸

　

延

　

長（km）

　　　　

709

　　　　　

539

　　　　　　　

170・

　　　　　

諮芸盾ｌ農賀瓦葺(km)

　　　　　

85

　　　　　　

63

　　　　　

22

野箭

（

註Ｐ９’゛（k･･･）

　　

・

　　　

1，

　　

・

　　　　　

浚せっ量（千㎡）

　　　

16 780　　　13 ４76　　　3 304

（注）自治省調による。

区

　
　

通
補
単
国
県

人
維
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建

　

設

　

事

　

建

　

設

　

事

　

業

　

助

　

事

　

業

　

独

　

事

　

業
直轄事業負担
営事業負担

　　　

の

　　　　　　　

計

第78表

　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

費
費
費
費
費
金
金
他

都

　　

道

　　

府

　　

県

　

2 187

　　

485

86 521

64 343

22 178

　　　

－

　　　

－

　

４ 237

93 430
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参考表(4)港湾整備５ヵ年計画(昭和40～44年度)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位億円)‘

ｌ

　　　　　　　　　　　　

投

　　

資

　　

総

　　

額

　　

区

　　　

分

　　

l

基本施設

　

機能施設

　　

。

　　

|

　

お

　

も

　

な

　

事

　

業

_

　　　　　　

整

　　

備|整

　　

備|

　

計

’外国貿易港湾

　　　

1 513　　　　535　　2048 外貿岸壁157バース等
ｌ

ｊ

　

内国貿易港湾

　　　

1 656　　　　320　　　1976
恩峯岸壁lloバース、離島港

ｌ

　

産業港湾

　　　

842

　　　

95

　　　

937

　

開業雪落泗葦油゛鉄鋼’石炭

・

　

航

　

路・避難港

　　　　

181

　　　　

－

　　　

181

、そ

　　

の

　　

他

　　　　

108

　　　　　

－

　　　　

108作業船整備、港湾事業調査

｜

ｌ

　

調

　

整

　

項

　

目

　　　　

550

　　　

50

　　　

600

　

穫票に応じ他の項目に繰入れ

　　

小

　　　

計

　　　　

4 850　　1 000　　5 850

1

　

地

　

方

　

単

　

独

　　　　

650

　　　　

－

　　　

650

　　

合

　　　

計

　　　　

5 500　　1 000　　6 500

（注）１

　

運輸省港湾局計画課調による。

　　

２

　

港湾整備５ヵ年計画は、昭和40年８月27日閣議決定された。

　　

３

　

この５ヵ年計画の進捗状況はつぎのとおりで、計画額5 850億円の24.4%で

　　　

あ昌和40年度事業費見込額

　

661億円

　　　　

昭和41年度事業費見込額

　

768億円

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　　

｜昭和38年度

(単位

　

百万円・％)

増 額

　　　

較

増減率｜

　　

7 464

　　　

802

154 488

111 422

　

42 781

　　　

285

　　　　　

－

　　

9 076

171 830

　

4.∂

　

0.５

８９-9

∂4.∂

。
一

　

２
一

麗
０

　

５.3

100.0

　　

計

-

　

6 650

　　

473

T2Γ邨0

88 715

32 451

　　

264

　　　

－

　

7 524

136 0ｱﾌ

　

額

一

　

4.9

　

0.4

　

89､２

　

６５　2

　

23.∂

　

０．２

　　

－

　

５．5

100.0

― 325 ―

　

比

一

　　

減

-

　

814

　

329

33 058

22 707

10 330

　　

21

　　

－

　

1 55２

35 753

　

2.3

　

0.タ

　

92､5

　

63-6

　

2∂.タ

　

0.0

　　　

－

　

4.3

100.0

1２.2

69 6

27.2

25.6

3j.∂

　

8.０

　　

－

20.6

26.3

　

21.3

△4.∂

　

10.５

　

９､5

　

j2.∂

Ill　２

　　　

－

　

12､8

　

n.o

｜

　　　　　　　　　　　

・

　　

~

　　　　　　　

’

｜

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　

㎡ － ● ・ 　 ■

．

　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

自

－
－

１

－
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その１ 都市計画法適用市町村数

第79表

　

都

　　

市

　　　　　

計

(昭和40年１月１日現在)

　

区

　　　　　　

分

　　

｜市町村数｜法適用数｜指

　

定

　

率‘

　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

561

　　　　　　　　

561

　　　　　　　

100.0

町

　　　　　　　　

村

　　　　　　　

2 835　　　　　　　　772　　　　　　　27.2

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

3 396　　　　　　　1 333　　　　　　　39.3

（注）建設省都市局都市計画課調による。

その２ 都市計画地域地区指定状況 (昭和40年１月１日現在)

　

区

　　　　　　

分

　　

臨市難々祠

　

区

　　　　　　

分

　　

‰郭lｔＨ

　　　

用

　

途

　

地

　

域

　　

307 724ぶg　　　　　空　地　地　区　　　41　8o1りg

　　　

住居専用地区

　　

75

　

38 680

　　　

工業専用地区

　　

47

　

12 820密度形態容　積　地　区　　　1　14 63?

　　　

特別工業地区

　　　

7

　

2 600 高　度　地　区　　　６　ア４ｊ

用

　

途

　

文

　

教

　

地

　

区

　　　

4

　

2 600 特　定　街　区　　　３　　　９

　　　

小売店舗地区

　　　

5

　　

500

　　　　　　　　　　　

1

　　　

にマ;

　

７

　

］。。・観

　

地

　

区

　　　

4

　　

400

　　　

緑

　

地

　

地

　

区

　　

15

　

33 100 風　致　地　区　　178ﾚ14 500

防

　

火

　

防

　

火

　

地

　

域

　　

116

　

3 510　　　　　臨　港　地　区　　　70　7290

　　　

|

準防火地域

　　

269 103 250その他|駐車場整備地区1　　10 4 926

（注）建設省都市局都市計画課調による。

その３ 都市人口１人当り公園面積 (単位

　

m2)

都

　　　

市

　　　

名

　　

１人当り面積

　

||

　

都

　　　

市

　　　

名

　　

１人当り面積

雲

　　

頁

　　

鷲

　　　　　

ニ

　

ニノバ

　　　　　

ゴ

１≒ご果

　　　

言

　

ン

　

ノ∧7

　　　　

;J:

4 7:果　　二でイ　　ー　　レ　　　ご

仙

　　　

台

　　　

市

　　　　　　　

2.94

　　

モ

　　

ス

　　

ク

　　

ワ

　　　　　　　　　

10.9

福

　　　

岡

　　　

市

　　　　　　　

2.20

　　　

－
(注) 建設省都市局都市計画課調による。
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画

その４

　　

の

　　　　

状

都市計画事業の状況

　　　　　　　　　　　　　

昭和40年３月31日現在

　　　　　

㈲昭和39年度

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

進捗率吸

　　　　　　　　　　　　　

計

　

画

　

CA）実施済

　

CB）

　　　　

（％）事

　

業

　

量

区画整理面積（千m2）

　

770 369　　394 674　　皿2　43 662

市街地改造面積（千m2）

　　

15 581 2 256　　　　14.5　　　　338

街路新設改良延長（km）

　　

51 965 H 451　　　　22.0　　　1034

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9
駐

　

車

　

場

　

面

　

積（千m2）

　　　　

914

　　　　　

157

　　　　

17.1

　　　　

67

都市下水路延長（km）

　　

4 727　　　3 194　　　S7.6　　216

公共下水道排水区域面積（千m2）

　

2 238 199 924 075　　　41.3　　147 917

都･市公園面積（千ｍ２）

　　

335 241 105 198　　　31.4　　　8 310

墓

　　

地

　　

面

　　

積（千が）

　　

30 466　　13 230　　　お.4　　　569

（注）自治省調による。

参考表（5）道路整備５ヵ年計画中の街路事業

(単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

投

　　

資

　　

総

　　

額

区

　　　　　　　

琴

　

|

道

　

路｜橋りよう

　　

舗

　

装｜

　　

計

一

　　　

般

　　　

国

　　　

道

　　　　

1 079　　　　　15　　　　　88　　　　1 182

主

　　

要

　　

地

　　

方

　　

道

　　　　

1 279　　　　　67　　　　　142　　　　1 488

そ

　

の

　

他

　

の

　

地

　

方

　

道

　　　

2 148　　　　163　　　　509　　　2 820

　

小

　　　　　　　　　

計

　　　　　

4 506　　　　　245　　　　　739　　　5 490

道

　　

路

　　

の

　　

調

　　

査‾

　　　　　　

‾‾‾‾

　　　　　

10

　

合

　　　　　　

十

　

／丿丿

　　

5 500

（注）１

　

建設省道路局道路総務課調による。

　　

２

　

道路整備５ヵ年計画は、昭和40年１月29日閣議決定された。

　　

３

　

この計画中街路事業の進捗状況はつぎのとおりで、計画額5 500億円の58.6

　　　

％である。

　　　　

昭和39年度事業費見込額

　

959億円

　　　　

昭和40年度事業費見込額1 050億円

　　　　

昭和41年度事業費見込額1 213億円

｡｡

　　　　　　　　　　　　　　　

― 327 ―



区

件
補
設

　

持
建

　
　

通

人
維
普

貸
そ

合

付
の

事
事
業

分

計

第80表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

都

　　

道

　　

府

　　

県

　

1 590

　

1 647

39 790

31 183

　

8 607

　　　

－

　

7 878

　

２ 19４

53 099

第81表

　　

3､0

　　

3.j

　

74.タ

　

５８.7

　

16.2

　　　

－

　

14.9

　　

4.j

100.0

公

市

営

　

町

-

　

２ 549

　

1 401

40 765

31 880

　

8 880

　　　

5

　

1 347

　

２ 565

48 627

住

村

　

C
S
)

O
i

Ｑ
Ｏ

。
。
２
醇

65､5

　

18.3

　

0,0

　

2.∂

　

5.3

100.0

宅

　　　　　　　　　　　

公

　　　　

営

　　　　

住

　　　　

宅

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

第

　　　

１

　　　

種

　

｜

　

第

　　　

２

　　　

種

ロヨ≒：

　　　

二

　　　

器

昭和39年,度新築戸数

　　　　　　　　

24 875 ^37 399

（注）自治省調による。

参考表（6）公

　

営

　

住･宅

　

建

ン

　

渋渋ﾌﾟ⑤二言諭:

リリュレユ:ﾄﾞ:乱器ﾚﾆﾄﾞJ;
（注）１

　

建設省住宅局計画課調による。

　　　

２

　

過年災および予備費補正予算支出当年災の災害公営住宅を含まない。
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住

　　

宅

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況

純

　

４

　

3

80

63

17

　

計

139

048

405

03４

371

　

９２25

　

4 531

101 348

額

　

4.j

　

3.0

79.３

６２-2

17.1

　

９､1

　

4.5

100.0

昭

純

和

　

3

　

2

69

53

38

計

750

563

189

07２

1
7

　

Ｉ

ＩＳ

6 18２

5017

86 701

年 度

額

　　

４､3

　　

3.0

　

79､8

　

61.2

　

j∂.6

　　　

－

　　

7.j

　　

5､8

100.0

増

比
一
派

389

４85

11 216

9 962

1 254

　　　

－

　

３

　

△

１４

043

486

647

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

額

　

2､6

　

3.３

７６.６

∂∂.0

　

∂.∂

　　　

－

　

２０.８

△3.∂

100.0

増減率

10.4

j∂.タ

16-2

18.8

7.∂

　

４９.２

△ﾀ.7

　

16.9

　

23､２

　

１０.6

　　

7.7

　　

5．９

　

１３､８

　　　

－

・2.J

　

11.S

　　

7.8

等

　　

の

　　

設

　　

置

　　

状

　　

況（昭和40年３月31日現在・単位

　

戸）

改

　

良

　

住

　

宅

　　　

その他の賃貸住宅

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

502

　　　　　　　　

４6474　　　　　　　　430 236

　　　　　　

16 760　　　　　　　　　15 252　　　　　　　　386 936

　　　　　　

4 ２91　　　　　　　　　　　２749　　　　　　　　　　69314

設

　　

３

　　

ヵ

　　

年

　　

計

　　

画

(単位

　

戸 ％）

　

第

　　　

３

　　　

期

　　　

第

　　　

4･

　　　　

期

　　　

第

　　　　

５

　　　　

期

　

（昭和33～35年度）

　

（昭和36～38年度）

　　

（昭和39～41年度）

ｈ画|実績皿率

し

画|実（ｕ率

　

お（長が濯諮

67 000　61 637　　ﾀ0.2　66000　64 984　　9∂.5　　80000　　78 023　　ﾀ7.5

90 000　82 377　ﾀj.5 105 000　96 298　91.7　120 000　117 661　　卵.j

157000 144 014　91.7 171 000 161 282　94.3　200 000　195 684　　97.8
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その１

　

性質別内訳

第82表

　

昭

　

和

　

39

　　　　　　　　　

(単位

……年

　

度

百万円・％）

　　　　　　

昭和39年度昭和38年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

ｇ

　　　

り

M 1+ IS Pitfm　ｌ　ｓ　額　・ｓ率I
tti^ S

人

　

件

　

費

　

129 586　109 723　19 8卵　　∂2.9　　z∂Ｊ　　加｡∂

物

　

件

　

費

　

15 247　14 520　　727　　3. 0　　5:0　　皿７

補

　

助

　

費

　

等

　　

2 429　　2 090　　　339　　　　j.4　　　扨｡2　　　/J.∂

普通建設事業費

　　

10 960　　7 986　　2 974　　　12.4　　　37.2　　　皿∂

そ

　　

の

　　

他

　　　

1 163　　　1 092　　　　71　　　　0.j　　　　6.､5　　　20.0

合

　　　　

計

　

159 385　135 411　23 974　　100.0　　17､7　　18.6

第83表

　

警 察

　　

職 員

　　　　　　　　　　

国家警察職員または地方警務官

　　　　　　　

自治体警
区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

ダ

　　　　　　　　　　

|

←

　　　　　　　　

警察

　

官

　

事務職員

　　　

計

　　　

警察官

昭

　

和

　

８

　

年

　　　　　

65 462　　　　5 7％　　　　ｱ1 258　　　　　　－

　　　

23

　　　　　　

30 000　　　16 955　　　46 955　　　95 000

　　　

29

　　　　　　　

270

　　　　　

－

　　　　　

270

　　　

125 725

　　　

33

　　　　　　　

260

　　　　　

－

　　　　

260

　　　

121 940

　　　

34

　　　　　　　

260

　　　　　

－

　　　　　

260

　　　

123 983

　　　

35

　　　　　　　

260

　　　　　

－

　　　　　

260

　　　

126 816

　　　

36

　　　　　　　

280

　　　　　

－

　　　　　

280

　　　

129 482

　　　

37

　　　　　　　

280

　　

｀

　　　

－

　　　　　

280

　　

・132 661

　　　

38

　　　　　　　

300

　　　　　

－

　　　　　

300

　　　

137 227

　　　

39 ゛　　　　　300　　　　　－　　　　300　　　141 901

　　　

40

　　　　　　　

300

　　　　　

－

　　　　　

300

　　　

145 249

　　　

40（定員）

　　　　

300

　　　　　

－

　　　　

300

　　　

147 410。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
(注) １

２

昭和33～35年は５月１日現在、昭和36～39年は５月31日現在、昭和40年は４

地方警務官は警察庁調。その他は自治省調による。
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警

その２

察

　　

費

財源内訳

の 状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　

昭和39年度昭和38年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　

較
区

　　　

分

　

純十額

　

純計額

　

増

　

減

　

額

　

）減率順急『

|

　　　　　

｜
国庫支出金

　　

5 520　　4 737　　　783　　　j.3　　16.5　　皿丿

使用料・手数料

　　

4 127　　4 253　　△126　　△0.５　　△3.0　　　15.5

諸

　　

収

　　

入

　　　

720

　　　

671

　　　　

49

　　　

Q.2

　　　

7.∂

　　　

Z∂.∂

その他特定財源

　　

3 251　　2 438　　　813　　　3.j　　　お.3　　　65.1

一般財源等

　

145 767　123 312　22 455　　93.6　　皿2　　1ﾀ.∂

合

　　　　

計

　

159 385　135 411　23 974　　100.0　　17.7　　18.6

数 の 推 移

(単位・人)

察職員または地方警察職員

　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　

計

　

事務職員

　

１

　　　

計

　　　　

警’察

　

官｜事一務職員

　

｜

　　　　

計

　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　

65 462　　　　　　5 7％　　　　　　71 258

　　　

15 000　　　　111 000　　　125 000　　　　31 955　　　　156 955

　　　

19 244　　　　144 969　　　125 995　　　　19 244　　　　145 239

　　　

19 085　　　　141 025　　　122 200　　　　19 085　　　　141 285

　　　

19 956　　　　143 939　　　124 243　　　　19 956　　　　144 199

　　　

19 529　　　　146 345　　　127 076　　　　19 529　　　　146 605

　　　

19 833　　　　149 315　　　129 762　　　　19 833　　　　149 595

　　　

20 433　　　　153 094　　　132 941　　　　20 433　　　　153 374

　　　

21 476　　　　158 703　　　137 527　　　　21 476　　　　159 003

　　　

21 736　　　　163 637　　　142 201　　　　21 736　　　　163 937

　　　

22 048　　　　167 297　　　145 549　　　　22 048　　　　167 597

　　　

22 223　　　　169 633　　　147 710 1　　　22 223　　　　169 933

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一
月１日現在の職員数である。

－331－



第84表

　

刑

　

法

　

犯

　

年

　

次

　

主

　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　

全

　

刑

　

法

　

犯

区

　

ﾀにこ-Ｔｎに１

　

殺人件数

　　

強姦件数

　　

放火件数

昭

　

和31年

　　

1 410 411　　　100.0　　　2 617　　　3 749　　　1 607

　　　

32

　　　　

1 426 029

1　　　jO

j.0　　　　2 524　　　　4 121　　　　1 520

　　　

33

　　　　

1 440 259　　　　102. j　　　　2 683　　　　5 988　　　　1 720

　　　

34

　　　　

1 483 258　　　　105.2　　　　2 683　　　　6 140　　　　1 662

　　　

35

　　　　

1 495 888　　　　106.1　　　　2 648　　　　6 342　　　　1 743

　　　

36

　　　　

1 530 464　　　　如∂.5　　　　2 619　　　　6 487　　　　1 757

　　　

37

　　　　

1 522 480　　　　107.タ　　　　2348　　　　6 125　　　　1 567

　　　

38

　　　　

1 557 803　　　　110.5　　　　2 283　　　　6 239　　　　1 493

　　　

39

　　　　

1 609 741　　　　H4. j　　　　２366　　　　6 857　　　　1 597

(注) １

２

警察庁刑事局調であり。暦年で調査したものである。

14歳未満の件数は除いてある。

第85表

　

交通事故等発生の状況

　　　

区

　　　　　　

分

　　

IPに繋失帑傷可|

　

交通事故件数

　　

昭

　　

和

　　

25

　　

年

　　　　　　　　　　　

8 618　　　　　　　　　　　33 212

　　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　　　　　　　

36 072　　　　　　　　　　　　93 869

　　　　　　　　　　

31

　　　　　　　　　　　　　　

56 339　　　　　　　　　　　122 691

　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　　

71600

　　　　　　　　　　　

146 833

　　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　　

86 329　　　　　　　　　　　168 799

　　　　　　　　　　

34

　　　　　　　　　

100 466　　　(371 763) 201 292

　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　

117071

　　　　　　　　　　　

449 917

　　　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　

129 549　　　　　　　　　　　493 693

　　　　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　　

137 696　　　　　　　　　　　479 825

　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　　　

180 327　　　　　　　　　　　531 966 1

　　　　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　

224 383　　　　　　　　　　　557 183

-

（注）１

　

警察庁調であり、暦年で調査したものである。

　　

２

　

「業務上等過失致死傷害罪発生件数」の昭和31年以降の件数には14歳未満

　　　

の者の件数を除いてある。

　　

３

　

「交通事故件数」の昭和35～36年には軽微な事故を含んでいる。

　

…………

　　　　

なお、昭和34年の（

　

）数は東京都と大阪府の軽微な事故を含んだ件数で弗j

　　　

る。
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要

　

罪

　

種

　

別

　

発

　

生

　

の

　

状

　

況

強盗件数

　　

窃盗件数

　　

暴行件数

　

|

　

傷害件数

　

|

　

脅迫件数

　

’Ｉ恐喝件数

　　　　

5 ２85　　1 007 649　　　　36 039　　　66 883　　　　7 181　　　27 736

　　　　

5 029　　1 005 101　　　　38 038　　　70 023　　　　6 964　　　28 269

　　　　

5 442　　　990 602　　　　45 787　　　73 985　　　　8 088　　　38 684

　　　　

5 192　　1 0２799２　　　　46 794　　　73 01４　　　　7 354　　　41 599

　　　　

5 198　　1 038 418　　　　4４ 250　　　68 304　　　　6 717　　　41 060

　　　　

4 491　　1 051 874　　　　45 650　　　68 3２1　　　　6 807　　　45 306

　　　　

4 1４2　　1 055 237　　　　43 167　　　63 918　　　　5 966　　　45 034

　　　　

4 0２1　　1 066 044　　　　44 687　　　59 730　　　　6 339　　　4２ 032

　　　　

3 926　　1 057 531　　　　46 965　　　61 282　　　　6 995　　　40 892
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その１

　

性質別内訳

/

　

区

人

　

物

　

普

　

そ

通

　

建

件

　

件

設

の

事

　

業

合

その２

　

財源内訳

　

区

国

　

地

　

そ

一

　

合

分

計

分

費

　

費

　

費

　

他

金

　

債

出支

　

方

庫

の

　

他

　

特

　

定

　

財

　

源

　

般

　　

財

　　

源

　　

等

　　　　　　　　　　

計

第86表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

昭

　　

和

　　

39

都

　　

道

　　

府

　　

県

　

8 699

　　

495

　

1 122

　　

377

10 693

　

∂j.4

　

4.∂

　

10.5

　

3.5

100.0

市

昭

　　

和

　　

39

都

　　

道

　　

府

　　

県

０

　

０

　

４

　

９

　
　
　

５

　

６

　

７

　
　
　

３

　

６

　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

９

10 693

　　

ｏ､0

　　

3､3

　　

∂.2

　

ﾀ0.5

100.0

市

第87表消防職員数の推移

　　　

(単位人)

区

　　　　　

分

　

｜

　

消

　

防

　

職

　

員

　

数

昭

　

和

　

８

　

年

　　　　　　　　　

3 702

　　　　　　

22

　　　　　　　　　　　

21 683

　　　　　　

30

　　　　　　　　　　　

31 194

　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　

34 771

　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　

36 222

　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　

37 763　1

　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　

39 012

　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　

41 987

　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　

44 152

　　　　　　

‘39

　　　　　　　　　　　

46 499　1

　　　　　　

40

　　　　　　　　　　　

４8 931

-

334 ―

年
一
町

28 534

　

6 901

　

8 198

　

4 192

47 825

年
一
町

741

　

２

　

2

４1

47

398

903

783

825

度

度

村

　

59.7

　

14.4

　

17.2

　

8､7

100.0

村

1.5

Ｑ

　

ｊ

５
　

　

ｉ

　

∂7.4

100.0

（注）１

　

自治省調による。

　　

２

　

昭和33～35年は５月１日

　　　

現在、昭和36～39年は５月

　　　

31日現在および昭和40年は

　　　

４月１日現在の職員数であ

　　　

る。

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

。

｜

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

_

　　　　　　　　　　　　　　　　　

_

｜

ｉ

－

－

ｉ

－

｜

｜

｜｜



消

　　

防 費

　

の

純

　　

計

　　

額

37

　

7

　

9

　

4

57

233

397

320

000

950

　

64､2

　

j2.∂

　

扨.j

　

6．9

100.0

昭

純

和

30

　

6

　

8

　

2

48

　

38

　

計

-

936

786

538

633

893

状

　　

況

年 度

額

　

63.3

　

13､９

　

１７.４

　

５.4

100.0

増

比
一

　

減
-

6 297

611

１

９

78２

367

057

(単位

　

百万円・％)

-

額 増減率

　

６９.５

　　

６．８

　　

８､６

　

１５.1

100.0

2０.4

　

9.0

　

9.2

51.9

18.5

　

18､1

　

7.５

△j.∂

△８､3

　

12.4

第88表火災発生の状況

(単位

　

百万円・％)

(単位 百万円・人）

　　　　　　　　

総出火件数

　　

総損害額

　　

死傷者数
区

　

叶

戸ｏ

劉

金

　　

額

　

指

　

ド

・万

昭和31年

　　　

33 31２　　100　　37 1２8　　100　　　8 151　　100

　　　

32

　　　　　　

34 650　　　104　　　２6 251　　　71　　　　7 939　　　97

　　　

33

　　　　　　

36 178　　　109　　　21 750　　　59　　　　8 167　　　100

　　　

34

　　　　　　

36 913　　　111

1　　20

803　　　56　　　　8 592　　　105

　　　

35

　　　　　　

43 679　　　131　　　２４４34　　　66　　　　8 893　　　109

　　　

36

　　　　　　

47 106　　　1４11　　43 020　　　116　　　　9 580　　　118

　　　

37

　　　　　　

４9 644　　　149　　　40 ２00　　　108　　　　9４71　　　116

　　　

38

　　　　　

50 478　　　152　　　39 021　　　105　　　9 ４75　　　116

　　　

39

　　　　

49 020　　147

1　　51

909　　143　　10 085　　124

（注）消防庁調により、 暦年で調査したものである。

　　　　　

－335－

　　　　　　　　　　　

昭和38年度

　　　

比

　　　　　　

較

扁‾‾茸‾‾云‾

ﾔ

４

　

計

　

額

ﾄ

l

　

ｓ

　

額|皺率嘔昌

　　　　

741

　　　

j.∂

　　　　　

718

　　　

j.5

　　　　　　

23

　　

0.∂

　　

3.2

　　

Q.7

　　　

2 748　　4.7　　　　2 260　　j.∂　　　　　488　　5.4　　21.6　．0.∂

　　　

3 262　　5.∂　　　　2 295　　4.7　　　　　967　　jO｡∂　　43.5　△　7.2

　　

51 199　　∂∂.4　　　43 620　　∂ﾀ.2　　　　7 579　　∂3.7　　17.4　　13.0

　　

57 950　100.0　　　48 893　100.0　　　　9 057　100.0　　18.5　　12.4

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｆ

　 　 　 　

Ｉ

　

ｉ ・ 〃 ・ ●
¶

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｊ
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．

　 　 　 　 　 　 　 　

１
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－

－

｜

｜

－
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第89表消防施設の状況

　　　　　　　　　　　　　　　

40.5.31現在

　

39.5.31現在

　

比

　　　　　　

較

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

設置数設置数匹

　

消防ホップ自動車

　　　

16 239　　　15 730　　509　　∂.2

　

はしご付消防ホップ自動車

　　　　　　

123

　　　　　

106

　　　　

17

　　

16.0

一手

　

引

　

動

　

カ

　

ポ

　

ッ

　

プ

　　　　

10 229　　　　11 190　・　961　△∂.∂･

　

小型動力

　

ポ

　

ッ

　

プ

　　　

48 848　　　48 086　　　7卵　　j.∂

　

腕

　　

用

　　

ポ

　　

ッ

　　

プ

　　　　　

4 097　　　　　5 486　△1 389　ム昂.3

　

化

　　　　　

学

　　　　　

車

　　　　　　　

78

　　　　　　

72

　　　　　

6

　　　

∂.j

　

消

　　　　　

防

　　　　　

艇

　　　　　　　

33

　　　　　　

29

　　　　　

4

　　

jj.∂

　

無

　

’

　　　

線

　　　　　

車

　　　　　　

131

　　　　　　

113

　　　　

18

　　

15､9

　

救

　　　　　

急

　　　　　

車

　　　　　　

468

　　　　　　

377

　　　　

91

　　　

24j

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

消

　

防

　

車

　　　　　

1 075　　　　　　870　　　　205　　23.6

　

ホ

　　　

ー

　　　

ス

　

（本）

　　　　

923 850　　　　872 310　　51 540　　　5.タ

　

消

　　　　

火

　　　　

栓

　　　

518 065　　416 204　101 861　　24.5

　

貯

　　　

水

　　　

そ

　　　

う

　　　　

130 129　　　125 237　　4 892　　　＆9

　

.

　　　　　

固

　　

定

　　

局

　　　　　　

754

　　　　　　

670

　　　　

84

　　

12.5

　

消防用無線｛移

　　

動

　　

局

　　　　　

4 054　　　　　3 548　　　　506　　　μ.∂

　

火

　

災

　

報

　

知

　

発

　

信

　

機

　　　　

17 718 16 703　　　1 015　　　∂.j

（注）消防庁教養課調による。

　　　　　　

参考表（7）消防施設整備10ヵ年計画の状況

その１

　

整備計画（昭和36～45年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和40年３月31日現在

　　

昭和40年度以降

　

区

　　　　

分

　

|

整備基準

|

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

保

　

有

　

数

　

|充

　

足

　

率

　　

整備計画

消防ポンプ

　　　

89 003　　　57 159　　　64.2　　　31 844

　

消防ポンプ自動車

　　　　　

18 906　　　　14 640　　　　　77.4　　　　4 266 チ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　

手引動力ポンプ

　　　　　

4 650　　　　4 551　　　　ﾀﾌ.9　　　　　99！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　

小型動力ポンプ

　　　　

65 447　　　　37 968　　　　5∂.Q　　　　27 479 1j

火災報知発信機

　　　　

22 676　　　　8 239　　　　お.3　　　14 43リ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
火災報知受信機

　　　　　

227

　　　　　　　

128

　　　　　

5∂.･f

　　　　　　

991

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
消防専用無線電話機

　　　　　

8 187　　　　　3 435　　　　　42.0　　　　4 752 i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

防

　

火

　

水

　

そ

　

う

　　　　

536 346　　　515 539　　　　96.1　　　　2o 807 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

,1

（注）消防庁総務課調による。
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参考表(7)消防施設整備10ヵ年計画の状況(つづき)

その２

　

消防施設整備費補助金による整備状況 (単位

　

千円)

　　　　　　　　　

昭和36年度

　　

昭和37年度

　　

昭和38年度

　　

昭和39年度。
六部ゑ

数量

　

補助金‾雍下函にｎ｢皿。

｣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ
消防ポンプ自動車

　　

61

　

338 940　685 369 27　　703 396 581　657 385 669

三輪ポンプ自動車

　　　

8

　

314

　　　

9

　

3800

　　

1

　　

410

　　

－

　　　

－

手引動カポソプ

　　　

8

　

1 550　　5　1010　　1　　190　　2　　380

小型動力ポンプ

　

1 571 123 661 1 601 126 238 1 575 125 022 1 570 126 465

　　　　　

発信機

　　

264

　

5 280　117　2 340　　50　1 000　126　2 520
火災報知機｜

　　　　　

受信機

　　　

2

　　

400

　　　　　　

400

　　

1

　　

200

　　

2

　　

400

　　　　　　

無線

　　　

－

　　　

－

　　　

1

　　

250

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－
消防専用電話｜

　　　　　　

有線

　　

277

　

22 680　322　22 855　206　23 833　274　30 545

防

　

火

　

水

　

そ

　

う

　

1 805 149 657 1 840 150 122 1 728 146 313 1 420 143 820

合

　　　　　

計

　　　

- 645 308　　－ 676 287　　- 693 54　　－ 689 799

(注) 消防庁総務課調による。

　　　　　

第90表

　

水防管理団体の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(昭和40年４月１日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

水

　

防

　

団

　

員

　

数

　

区

　　　　　　　

分

　　

団体数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

専

　　

任

　

｜

　

兼

　　

任

　

｜

　　

計

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　

3 077　　　15 995　1 215 406　1 231 401

　　

指

　

定

　

管

　

理

　

団

　

体

　　　　

1 328　　　10 859　　615 774　　626 633

　　

一

　

般

　

管

　

理

　

団

　

体

　　　　

1 749　　　5 136　　599 632　　604 768

水防事務組合・水害予防組合

　　　　　

107

　　　

16 712　　　61 241　　　77 953

　　

指定管理団体

　　　　

87

　　

16 638　　54 065　　70 703

　　

一

　

般

　

管

　

理

　

団

　

体

　　　　　

20

　　　　　

74

　　　

7 176　　　7 250

冶

　　　　　　　　　　　

計

　　　

3 184　　　32 707　1 276 647　’1309 354

（注）Ｉ

　

建設省河川局治水課調による。

　　

２

　

指定管理団体とは、水防上公共の安全に重大な関係があるものとして、水

　　　

防法により都道府県知事が指定したものである。
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第91表

　

昭

　　

和

　　

39

　

｡年

　

度=i，

その１

　

日的別内訳

-

　
　

校
育
育

校
校

　
　

学
教
体
の

学
学

　
　

等
会
健

小
中
高
社
保
そ

　

合

その２

　

性質別内訳

　

区

人
物
維
扶
普

　
　

修

　
　
　

助
事

件
件
補
補
設

　
　
　

費
建

　
　

持

事
事
業

分

計

分

計

費
費
費
費
費
他

費
費
費
等
費
費
費
金
他

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

〃

都

　　

道

　　

府

　　

県

272 990

176 400

178 225

　　

5 884

　　

7 478

　

87 593

728 570

　

３７.5

　

24.2

　

24､5

　　

0.∂

　　

j.0

　

12.0

100.0

　

39
-
市

昭

　　

和

　　

39

都

　　

道

　　

府

　　

県

628 609

　

２4 529

　　

1 581

　　

9 024

　

62 263

　

２1 ４98

　

40 765

　

2 56４

728 570

8６､3

　

＆4

　

o､2

　

j.2

　

8､5

　

2.9

　

5．６

　　

0.4

100.0

市

　

年

-

　

町

-

Ｈ2 525

　

77 750

　

23 568

　

21 058

　

29 345

　

37 345

301 591

年
一
町

84 129

55 063

　

8 315

　

20 835

130 916

　

71 133

　

56 536

　

3 2４7

　

２ 333

301 591

度

度

　

村

-

３７.3

25.8

7､8

7.0

9､7

12.4

100.0

村

2７.9

18､2

　

2.∂

　

6､9

43.4

23､6

７
-
i

Ｏ
Ｏ

　

一

　

一

　

Ｉ

Ｃ
ｏ

―
<

Ｃ
s

１

100.0

そ

　　　　

の

　

合

その３

　

財源内訳

　

区

国
都
使
分
地
そ
Ｉ

庫

　

£

　

般

　

道
用
担

　

の

　
　

合

支
県

　

担
方
特
財

　

府
帳
負
他

分

計

都 道

-

226

　

2２

　　

3

　

1４

　

14

446

728

　

昭

一
府

739

　　

－

58４

772

4４9

157

869

570
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和

　

県

-

　

31.1

　　

－

　

3.j

　

0．5

　

2.0

　

2.0

　

61 3

100.0

　

39
-
市

　

年

一

　

町

-

27 50４

　

7 367

　

5 595

　

6 027

3２ 974

２２ 37４

199 750

301 591

度

一

　

村

一

　

9､1

　

2,5

　

1､9

　

2.Q

　

j0.タ

　

７､4

　

邸､2

1

　

100.0

　　

出

　　

金

　

支

　

出

　

金
手

　

数

　

料
金、寄附金

　　　　　

債

　

定

　

財
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等
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１
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教

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

純

　　

計

-

　

382 215

　

252 480

　

198 066

　

26 295

　

36 075

　

1２４142

1 019 273

　

額

-

　

３７.５

　

２４.８

　

扨.4

　

2．６

　

＆5

　

12-2

100.0

純

　　

計

　　

額

712 738

　

79 592

　

･9 896

　

26 522

185 628

91 614

94 014

　　　　

－

　　

4 897

1 019 273

純

一

　

25４

　

２8

　　

6

　

47

　

35

　

647

1 019

　

計

-

243

　

－

179

４42

４２3

7２4

２6２

273

69.9

　

7．8

　

l､0

　

2.6

j∂.2

　

9,0

　

9.2

　　　

－

　

０．5

100.0

額

24.タ

　　

ー

　

2.∂

　

0.∂

　

4.7

　

3.５

　

６３､5

100.0

昭 和38年度

純

　　

計

3２9 703

223 735

175 401

　

２4 510

　

２8 361

108 071

889 781

昭

純

和 38

計

613 313

　

70 647

　

10 538

　

21 453

170 182

76 277

93 905

　　　　

－

　

3 648

889 781

　

額

-

37.1

２５.1

19.7

　

2.7

　

3､2

12.2

100.0

年 度

額

6８､９

　

８．0

　

j.2

　

2.4

19.1

　

8．6

10.5

　　　

－

　

Ｏ､4

100.0

昭和38年度

純

　　

計

　　

額

219 874
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そのｉ

　

義務教育学校施設

第96表

　

教

　　　

育
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(昭和40年５月１日現在)

区

　　　　　

分

　　

小学校
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学

　　　

校

　　　

数
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（校）

　　

25 745　　　11 384
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数

　　　　　　

（校）
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分

　　　

校

　　　

数

　　　　　　　　　

（校）
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学

　　　　　

級

　　　　　

数

　　　　　

（お）

　

（級）

　　　　

275 553　　　　140 311

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積

　　　　　

(0 (千m2）　　　　47 146　　　　27 366

　　

木

　　　　　　　　

造

　　　　　　　

（千m2）

　　　　

36 810　　　　19 213

　　

非

　　　

木

　　　

造

　　　　　

（功（千m2）

　　　　

10 336　　　　8 153
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堂・屋内運動場面積

　　　　　

（絢（千m2）

　　　　

6 830　　　　4 463
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険

　

校

　

舎

　

面

　

積

　　　　　　

㈲（千m2）

　　　　　

7 160 1 482

学校校舎不足面積

　　　　　　

（千㎡）

　　　　

2 982　　　　　2 909
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童

　

生

　

徒

　

数

　　　　　　

剛（千人）

　　　　

9 678　　　　5 740

教

　　　　

員
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佃（千人）
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造
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（Ｄ》/(C)×100（％）
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29.∂
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険

　

校

　

舎
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率

　　　　　　

(F)/(0 (%)　　　　　15.2　　　　　　5.4

児童生徒１人当り校舎面積

　　　　　

（（ｶ/（Ｇ）（m2）

　　　　　　

4.87

　　　　　

4.77

児童生徒１人当り講堂・屋内運動場面積㈲/（Ｇ）（㎡）

　　　　　　

0.71

　　　　　

0.78

1校当り児童生徒数

　　　　　

(G)/(A) (人）　　　　　376　　　　　504

1学級当り児童生徒数

　　　　

(G)/(B) (人）　　　　　35. 1　　　　　40.9
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（X）》/叫）×100犬（％）

　　　　

７.2

生徒１人当り校舎面積

　　　　　

(B)/R

　

（m2）

　　　

4.74

1校当り生徒数(E3/WI (人）　　　935
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1学級当り幼児数(G)/(B)

人）

　　

33づ

　

教員１人当り幼児数

　　　　　　　

㈲/如

　

（人）

　　

29‘71

（注）ｌ

　

文部省「学校基本調査」おJFび管理局教育施設那助成課調による．

　　

２「昭和39年度事業量」は、昭和39年５月２日以降昭和40年５月１日までの

事業量である。
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就学率
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歳

　　　　　

％

　

日

　　　　　　　

本

　　

1963

　　　

9

　　　　　　　　　　

6～15

　　　　

卯.S

　

アメリカ合衆国

　　

1963

　　　

9（州により異る）

　　

7～16

　　　　

卯.ｎ

　

イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　

1963

　　　

10

　　　　　　　　　　

5～15

　　　　

四.7

　

西

　

ギ

　

イ

　　

ッ
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9（邦により異る）

　　

6～15

　　　　

99.7 1

　

フ

　　

ラ

　　

ン

　

ス

　　　

1961

　　　

8

　　　　　　　　　　

6～14

　　　　

99.0

1
1

　

イ

　　　

ッ

　　　

ド

　　　

1961

　　　　

5（州により異る） 6～11　　　　62.1

　

セ

　　

イ

　　

ロ

　　

ソ

　　　

1961

　　　

6

　　　　　　　　　　

5～11

　　　　

90.6 ;

　

ビ

　　　

ル

　　　

7

　　　

1962

　　　

4

　　　　　　　　　　

6～10

　　　　

72､3づ、

　

イ

　

ｙ

　

ドネシア

　　

1り61

　　　

6

　　　　　　　　　

6～12

　　　　

75.タ

　

タ

　　　　　　　

イ

　　　

1％0

　　　

7

　　　　　　　　　　

7～14

　　　　

∂∂.2＼

　

韓

　　　　　　　

国

　　　

1％0

　　　

6

　　　　　　　　　　

6～12

　　　　

昭.j

（注）文部省「わが国の教育水準」､「日本の成長と教育」、UNESCO “International」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

参考表（9）高等学校（公立）生徒こ

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

左

　　

区

　　　　

分

　　

全体事業量

　

全体事業費

　

36、

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

万坪

　

一般校舎屋内運動場

　　　　　　　

70

　　　　　　　

463

　　　　　　　

38

　

一

　　

般

　　

設

　　

備

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

38

　

産業教育振

　

施

　　

設

　　　　　　　　

20

　　　　　　　　

108

　　　　　　　　　

5

　

興施設整備

|

設

　　

備

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

91

　　　　　　　　

5

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

700

　　　　　　　　

48

-
(注) 文部省調による。
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各国ヽにおける初等・中等学校の教員１人当り生徒数

　　

国

　　　　

名

　　　

年

　　

度

　

|

　

初

　

等

　

学

　

校

　　

中

　

等

　

学

　

’⊇

17’

　　　　　　　　　　

゛F’゛゛●●゛　9　1　　5r　z･●SI..|Φ|.-...j.－　.　　　　　　　　　－　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　

人・

　

日

　　　　　　　

本

　　　

1％4

　　　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　　　

26

　

アメリカ合衆国

　　

1962

　　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　　

22，

　

イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　

I％3

　　　　　　　　　　　　

30

　　　　　　　　　　　

20

　

j

　

西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　　　

1％3

　　　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　

21

　

1

　

フ

　　

ラ

　　

ソ

　　

ス

　　　

1％3

　　　　　　　　　　　　

22

　　　　　　　　　　　

23

　

ソ

　　　　　　　

連

　　　

1962

　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　　

18

　

オ

　

ラ

　　

ン

　

ダ

　　　

I％2

　　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　

20

　

，

　

イ

　　

タ

　　

リ

　　

ア

　　　

1963

　　　　　　　　　　　　

22

　　　　　　　　　　　

13

　

｀

　

スウェーデン

　　

1962

　　　　　　　　　

19

　　　　　　　　

15、

　

ノ

　

ル

　

ウ

　

ェ

　

ー

　　　

1963

　　　　　　　　　　

23

　　　　　　　　　

22

　

！

　

デ

　

ソ

　

マ

　

ー

　

ク

　　　

1959

　　　　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　

13

　

，

　

ス

　　

ペ

　　

イ

　　

ン

　　　

1％2

　　　　　　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　

22

　

1

　

ブ

　　

ラ

　　

ジ

　　

ル

　　　

1963

　　　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　

17

　

！

　

イ

　　　

ソ

　　　

ド

　　　

1962

　　　　　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　　

27

　

1

　

セ

　　

イ

　　

ロ

　　

ソ

　　　

1962

　　　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　

30

　

フ

　

イ

　

リ

　

ピ

　

ソ

　　　

1952

　　　　　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　

26

　

7

　

ラ

　

ブ

　

連

　

合

　　　

1963

　　　　　　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　

15

　

.

Yearbook of Education VoL XXVI. 1964”による。

急増に伴う施設整備計画（改定）
(単位

　

億円)

　　　　　　

の

　　　　

年

　　　　

次

　　　　

計

　　　　

画

　　

37

　　

年

　　

度

　

1

38　　年　　度 39　　　年　　度　　40　　　年　　度　1

　　　　　　　　　　

168

　　　　　　　　　

140

　　　　　　　　　

117

　　　　　　　　　　

－

　

，･

　　　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　　

14

　　　　　　　　　　

9

　　　　　　　　　　

－

　

･t

　　　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　

3?

　　　　　　　　　　

22

　　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　　

19

　

.;

　　　　　　　　　　

212

　　　　　　　　　

212

　　　　　　　　　

187 41　j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－.
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第97表

　

昭

　

和

　

39

　

年，度

区 分

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

／

都

　

道

　

府

　

県’

　

39
-
市

年
一
町

度

村

費

　

費

　

費

　

費

　

費

　
　
　
　

業

　

業

　

業

　
　
　
　

事

　
　
　
　
　
　

事

　

事

件

　

件

　

設

　
　
　
　

建

　

助

　

独
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3.4

　

0.7

∂3.４

５２､8

50.5

　

0.1

　

4.∂

　

５､９

　

Ｏ､4

　

j.∂

100.0

(単位 百万円・％）

(単位

　

百万円・％)

-
増減率

19.4

14.5

16.4

15.3

19.3

　

2.7

13.９

２２､3

　

2.9

54.∂

16.5

ａ

4８.4

11.0

17.1

14.8

23.2

　

j.タ

８９　２

62.1

a 11.5

△４６.7

　

20.1

　　　　　

昭

　　　

和
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年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　

純

　

計

　

額

　　

増

　

減

　

額|増減率|篇果菜

　

836 966　39.9　359 966　2∂.∂1 196 932　36.2　　197 071　3∂.4　16.5　20.1

　　　

7 796　0.4　　35 810　2.7　　43 606　j.∂　　7 994　　1.∂　j∂.3　∂∂.0

　

716 810　34.2　284 695　21.2 1001 505　30.5　164 420　32.0　16.4　17.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

”

　　

112 36　　5.a　　39 461　2.9　151 821　　4.9　　24 657　4.∂　16.2　37.

　　

90 616　4.∂　　80 068　∂.Q　　170 684　5.2　　33 687　∂.∂　jﾀ.7　31.3

　　

71 332　3.4　　55 686　4.2　126 922　j.∂　　7 031　　j.4　5.　扨.

　

998 914　47.6　495 720　37.0 1 494 538　45.2　237 789　46.4　15.9　21.0
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和で

　

39

　

年

　

度

その２

　

財

　

源

　

内

　

訳

　

区

　　　　　　　　

分

国

使

そ

一

　

庫

　　

支

用

　

料、手

出

　

数

　

の他特定財

　　

般

　　

財

　

源

合

　　　　　　　　

計

金

　

料

　

源

　

等

-
都

　

道

　

府

　

県

230 510

　

25 744

　

10 315

702 66４

969 233

23､8

　

2.6

　　

1.1

　

72.5

100.0

和

　　

39

　　　

年

市

　　

町

　　

村

　

6 857
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15 698

385 666

424ｱｱ0

V
3

Ｏ
＼

Ｌ

　

＆

3.7

90.8

100.0

第103表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

人

　

件

（注）企画総務関係には議会、選挙管理委員会、

－356－

人事 （公平）委員会および監査委艮

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

昭∩

　

・

　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町村

　　

純計額

　　

都道府県ｉ

-●

　　　　　　　

．．､．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

企画総務関係

　　

44 924 5.4 114 747　34.1 159 671　13.7　37 473　5. ’

　

民

　

生

　

関

　

係

　

16 018　j.タ34 191　扨.2 50 209　4.∂　14 478　2.0

　

衛

　

生

　

関

　

係

　

28 101　3.4 33 617 10.0 61 718　5.3 24 801　j.

　

労

　

働

　

関

　

係

　　　

6 671　0.∂　2 048　Q.∂　8 719　Q.7　　‘5 415　o.n

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　

農林水産関係

　　

43 225 5.2　19 108　5.7 62 333　5.3 37 798　5漢

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

商

　

工

　

関

　

係

　　　

7 171　Q.9　5 082　j.5　12 253　l.l　6 228　Q. 1

　

土

　

木

　

関

　

係

　

21 193　2.5 30 271　9.Q 51 464　j.4 18 708　2.∂

　

警

　

察

　

関

　

係

　

ロ2 852　13.6　　　－　　- 112 85　9.7　96 340,　13.4:

　

消

　

防

　

関

　

係

　　　

7 979　j.0　22 954　δ.∂　30 933　2.7　6 844　j.び

　

教

　

育

　

関

　

係

　

541 688 砧.3 74 085 22.1 615 773 52.≫ 468 725 阻４
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計

　　　

829 822 100.0 336 103 100.0 1 165 925 100. 0 y16 810 100.0
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計

　

額
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４2 293

　　

18 49２

1 095 851

1 394 003

17.0

　

∂.j

　

1.３

７８､６

100.0

昭和38年度

純

　　

計
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18 8２４

　　

936 982

1 196 932
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1.6
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増
-
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比
一
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-

578
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況
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門馴伊
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28 872　10.1　43 350　4.j　6 859　4.2　如.∂　j∂.4　j5.∂　j4.∂23.2　20.2
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公 務

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和
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年
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日

　

現
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区
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市町村

　　　

総

　　

数

　

一
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職

　

員

　　

316 767　24.∂　466 818　70.0　783 585　9.2

　　

企

　

画

　

総

　

務

　　

49 714　　3.タ　146 249　2j.タ　195 963　10. j

　　

税

　　　　

務

　　

27 606　　2.2　58 514　　∂.∂　86 120　4.4･

　　

民

　　　　

生

　　

26 852　　2.j　77 169　11.6　104 021　　5.∂

　　

衛

　　　　

生

　　

42 357　　3.j　63 464　　9,5　105 821　　5.4

　　

労

　　　　

働

　　

11 360　　0.9　11 875　　j.∂　23 235　U

　　

農

　

林

　

水

　

産

　　

80 750　　6.a　39 670　　5,タ　120 420　6.2

　　

商

　　　　　　

工

　　　

10 977　　0.タ　　9 025　　　j.4　　2000　　　j.0

　　

土

　　　　

木

　　

67 151　　5.2　60 852　　9.j　128 003　∂.∂

　

教育関係職員

　　

784 124　61.3　161 944　24.3　946 068　姐７

　　

教

　　　　

員

　　

720 358　邱.3　23 153　　3.5　743 511　3∂.2’

　　　

高等学校

　　

142 300　11.1　11 174　　j.7　153 474　7,タ

　　　

義務教育

　　

571 103　　44.7　　　　　一　　　一　571103 2ﾀ.j

　　　

そ

　

の

　

他

　　　　

6 955　　Q.5　　11 979　　　j.∂ 18 934　　j嶋

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

63 766　　5.0　138 791　20.∂　202 557　皿５

　

警

　

察

　

職

　

員

　　

167 354　13.1　　　－　　－　167 354　∂.∂

　　

警

　

察

　

官

　　

145 249　11.4　　　一　　一　145 249　7.5}

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

22 105 j.7　　　　　－　　　　－　　22105 j.１

　

消

　

防

　

職

　

員

　　

10 539　　Q.∂　38 392　　5.7　48 931　　2.j

　　

ｲ¥

　　　　　　

1汁

　　

1 278 784 100.0　667 154　100.0 1 945 938　100.0
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員

　　

数

件

度
一
純

　　

計

1２ 044

41 199

　

7 01４

43 ２61

105 190

　

25 101

　

31 735

265 544

の

　　

状

費

　

の

　

額

-

　

４.５

　

１５.5

　

2.∂

　

16.3

　

39.6

　

9､5

　

12.0

100.0

況

状

　　

況

昭和38年度

純

　　

計

　　

額

11 100

39 5２9

　

6 381

39 933

146 066

243 009

　

４.6

16.3

　

2.６

１６.４

60.1

100.0

増

比

減

　　

9４4

1 670

　　

633

3 328

15 960

22 535

― 359 ―

額

-

　

４.2

　

7.4

　

2.8

j4.∂

70.∂

100.0

(単位

　

人・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

∂.5

4､2

9.9

8､3

1０、9

　

9.3

19.5

11.5

　

4.∂

　

５.５

11､4

10.6
-

　　　　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

５

　

月

　

31

　

日

　

現

　

在

　　　　　

比

　　　　　

較

　

都道府県

　　　

市町村

　　　

総

　　

数

　　

増

　　

減

　

増減率

　

296 592　　24.0　471 082　　70.2　767 67　　　40.2　15 911　44.5　　　2.j

　　

38 941　　　∂.2　　149638　　22.5　　188 579　　タ.タ　ア 384　20.7　　　j.タ

　　

25 062　　2.0　　63 831　　　タ.5　　88 893　　　4. 7U 2 773△　７.∂　a　3.j

　　

26 412　　2.j　　76 411　　11.4　　102 823　　5.4　1 198　3.S　　　j.2

　　

42 286　　　3.4　　59 415　　　∂.9　101 701　　　5.3　4 120　11.5　　　4.j

　　

12 032　　　1.0　　11 334　　　j.7　　23 366　　　1.2＼A　131△　0.4　△　Q.∂

　　

80 960　　∂.5　　39 116　　　5.∂　　120076　　∂.∂　　344　j.0　　　Q.

　　

10 607　　　0.9　　9 045　　　j.3　　19 652　　　1.0　　350　j.0　　　j.

　　

60 292　　4.9　　62 292　　タ.3　122 584　　∂.4　5 419　15.2　　　4.4

　

768 732　　62.0　　163 667　　24.4　932 399　　4∂.∂　13 669　3∂.a　　　j.

　

710 643　　57.S　　22 809　　a.4　733 452　　3∂.4　10 059　2∂.2　　　j.4

　

127 376　　10.3　　10 297　　　j.5　137 673　　7.2　15 801　44.2　　11.5

　

577 623　　46.6　　　　813　　　0.j　578 436　　∂0.a△7 333・20.5　a　j.3

　　　

5 644　　0.4　　11 699　　　j.∂　　17 343　　　Q.タ　　1591　4.5　　　ﾀ.2

　　

58 089　　4.7　　140 85　　　21.0　198 947　　j0 .4　3 610　10.1　　　j.∂

　　

163 637 、13.2　　　　　－　　　－　163 637　　　∂.∂　3 717　10.4　　　2.3

　　

141 901｀　　11.4　　　　　一　　　－　141 901　　　7.4　3 348　タ.4　　　2.4

　　

21 736　　　j.∂　　　　　一　　　－　　21 736　　　j.2　　369　1.0　　　j.7

　　

10 363　　　Q.∂　　36 136　　5.j　　46 499　　2.4　2 432　∂.∂　　　5.2

1 239 324　100.0　670 885　100.0 1 910 209　100.0　35 729 100.0　　　1.
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100.0

比

一
減

　　

額

　　　

17

　　　

10

　　

２3２

　　　

9

3 540

　　

２5

3 285

比
一

減

　　

455

　　

180

２ 650

3 285

△

　

0.5

　　

0.5

△

　

７．1

　　

0.3

　

107.∂

心

　

0.∂

　

100.0

額

　

jj.∂

　

５．５

　

80.7

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率｜

　　

4.j

　　

5．５

£　２．0

　　

II.0

　　

5.3

6S

6．8

7.j

12.４

　

ア.8

(単位

　

百万円・％)

　

較
一
増減率

ム　1.2

　　

Q.､5

△21.9

　　

1.3

　　

6､２

△

　

４．9

　　

5.3

６

　

Ｑ．５

　　

３．j

　　

31.４

　　

拓.4

　　

7.∂

△

　

j.∂

　　

ア.8

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

1.５
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9.0

5.3
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その１

　

会計別内訳

　

区

　　　　　　　　　

分

　

法非適用の公営企業会計

計
計
計
計
計
金

会
会
会
会
会
基

　

計

業

　

業
業
業
用

企
″
鱒
事
事

　
１

≒
昌
搾

公
益
四
益
業
産
合

準
収
国
公
農
財

その２

　

日的別内訳

　

区

　　　　　　　　

分

資
財
財
財
て

　

費
費
費
補
の

転
務
設
債
字

運
事
建
公
赤
そ

合 計

金
源
源
源
ん
他

都

都

その３

　

会計別、繰出目的別内訳

第115表

　

昭

　

和39年……度

一
道

　

府
-

　

100

4 524

１

５

9
3

　

一

　

一

　

一

　

7
5

　
　
　
　
　
　
　

－

892

昭

一

道

　

府

　

1003

　　

386

　

1 668

　

1 309

　　

２6２

　

1 264

　

5 892

一

一

　

j.７

７６.8

1.６

　

19.9

100.0

和

一

　

県

　

17､０

　　

６．６

　

２８､3

　

22.2

　　

j.4

　

21.5

　

100.0

39

39

市

市

年

一

　

町

-

　

2 326

17 837

　　

60

　

9 528

　

２56

　

２47

２２05

32 459

年

一

　

町

　

1 236

　

6 051

1２ 195

　

3 659

　

6 623

　

２ 695

32 459

村……

-

　

7.2

　

5貳S

　

0.2

29.3

　

0.∂

0.∂

　

∂.∂

100.0

村

　

∂.∂

　

18.6

　

37､6

　

11､3

　

加1.4

　

8.3

100.0

　

区

　　　　　　　

分

　　

|

　

総

　　　　

額

　

堂非要用雲公算

　

準公営企業会計:，

:♪。゛1:

　　　

に

　　　

ご

　　

ぷ

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　

13 863　　　　　　1138　　　　　12571
公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　

4 968　　　　　　　549　　　　　4354
で

o fa　　　　;二　　　ご　　　ｌ］

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

38 351　　　　　　2426　　　　　22361
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繰

　

出

　

金

　

の

　

状

　

況

度
一
純

　

計

　

２ ４２6

２2 361

　　

153

　

9 528

　　

256

　　

247

　

3 380

38 351

度

　

純

一

　

２

　

６

　

１３

　

４

　

６

　

３

３８

計

239

437

863

968

885

959

351

額

　

６．３

　

Ｓ８.3

　

Q.4

　

24､９

　

０．7

　

Q.∂

　

∂.∂

100.0

額

-

　

５.8

　

16.８

　

３６.1

　

13.0

　

18､0

　

10.3

100.0

昭和38年度

純

　　

計

　　

額

　

3 718

２7 532

　　

108

　

7 ２10

　　

２49

　　

２00

39 017

　

タ.５

７０.6

　

Q.3

18.5

　

Q.∂

　

Q.５

100.0

昭和38年度

純

　　

計

　　

額

　

1 8２7

　

7 9２7

16 860

　

6 574

　

４ ２07

　

1 622

39 017

　　

4.7

　

20.3

　

４３､２

　

１６.８

　

１０.８

　　

４､2

100.0

△

△

ａ

増

－

増

　

比

減

29２

5 171

　　

45

２ 318

　　

7

　　

47

3 380

　

666

Ｑ

　

額

-

jﾀ4.0

776.4

　

f.∂

１
２

ａ

　

△

a

ａ

6 ３４８　０

△

　

1､０

△

　

7.ｊ

ａ 507.5

　　

100.0

一
減

　　

額

41２

４90

997

1 606

2 678

2 337

　　

666

ム６１､９

　

２２３.7

　

450.0

　

241.２

△402.1

△350.9

　

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

a 34.7

△j∂.∂

　

41､７

　

３２.1

　　

2.∂

　

23.５

△

　

1.7

6４ 6

11.2

17.４

１７.6

　

7.∂

６９.５

20.2

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増減率

　　

22.6

a 18､８

△17.8

a 24.4

　　

63.7

　

144.1

△

　

1.7

　　

ﾀ0.5

　　

31.4

　　

10.2

　　

12.5

　　

27.8

△２４.9

　　

20.2

(単位

　

百万円・％)

収益事業会計

　

緊民健雲保険壽|公益質屋事業会計鴛業共済事?7E
I

翌産区｀運屋

　　　　　　　　

76

　　　　　　　

457

　　　　　　　　

64

　　　　　　

16

　　　　　　　

526

　　　　　　　　

61

　　　　　

3 121　　　　　　124　　　　　187　　　　　　　12

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

127

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　　

25

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

38

　　　　　　　　

27

　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

3
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13
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153
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その１

　

増

　

加

　

状

　

況

第116表昭和39年度積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

39

　　　

年

　

区

　　　　　　

分

　　　　　

積

　　　

立

　　　

金

　　　

積立金

　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　

｜

　

市町村

　　

合

　

計（A）

　

都道府県

歳

　

出

　

決

　

算積立金

　　　　

8 030　　　14 121　　22 151　　　9 338

　　

財政調整基金等積立金

　　　　　

6 219　　　　5846　｀　12 065　　　7 334

　　

その他特定目的積立金

　　　　　

1 8H　　　　8 275　　　10 086　　　2 004

歳計剰余金処分積立金

　　　　　

300

　　　

1 526　　　1 825　　　　　－

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

8 330　　　15 647　　　23 9ｱ7　　　9 338

(注)
１

２

財政調整基金等積立金は、財政調整基金積立金および減債基金積立金の合計

積立金とりくずし額欄は、それぞれ区分欄該当の積立額からとりくずした額

その２

　

現在高の状況

区 分

財

　

政

　

調

　

整

　

基

　

金

減

　　

債

　　

基

　　

金

その他特定目的基金

　

合

　　　　　　　

計

その３

　

積立金現在高の推移

都

昭

道 府

28 351

　

4 704

　

8 116

41 1７1

和

県

　

6∂.9

　

11.4

　

19　7

100.0

39

　　

年

　　　

度

市

　　

町

　　

村

15

　

1

20

37

233

673

908

814

　

如.∂

　

4.4

　

55.3

100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　

額

　　　　　　　

財

　

政

　

調
区

　　　　　

分

　　　　　

積

　

立

　

金

　　　

対前年度‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜

　　　　　　　　　　　

増減率

　　　

積

　

立

　

金

昭和33年度末

　　　　　　　　　　

27 943　　　　　　　－　　　　　　7 624

　　　　

34

　　　　　　　　　　　　　

32 773　　　　　　俘.∂　　　　　　9 807

　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　

49 386　　　　　　so.7　　　　　　22 618

　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　

62 720　　　　　　27.(.

　　　　　33

275

　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　

71 316　　　　　　j＆7　　　　　　41 949

　　　　

38

　　　　　　　　　　　　　

73 033　　　　　　2.4　　　　　　40 460

　　　　

39

　　　　　　　　　　　　　

78 985　　　　　　∂.j　　　　　　43 584

（注）財政調整基金には、昭和38年度までは基本財産積立金および財政調整資金積立;=
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立

　

金

　

の

　

状一況

と

市

　　　　　

度

りくずし額

町

　

村
-

8 686

3 627

5 059

　　

－

8 686

額である。･

である。

　

ｉ

　　　　　

｜

純

　

計

　

額

43

　

6

29

78

58４

377

024

985

　

５５.2

　　

∂.ｊ

　

３６.7

100.0

合

　

計㈲
-

　

18 024

　

10 961

7 063

　　　

－

18 024

純積立額

(A)- (B)

　　

4 127

1 104

3 023

1 8２6

5 953

昭和38年度

純

　　

計

　　

額

40

　

6

25

73

460

853

7２0

033

　

55.4

　　

9.４

　

３５.2

100.0

増

　　

昭
一一
積立金

　

(C)

22 291

13 287

　

9 004

　

1 ２23

23 514

　

比

減

　

3 124

△

　

476

　

3 304

　

5 952

(単位百方円)

和

　

38

　

年

　

度

積立金とり

くずし額

　　

剛

19 428

1２ 054

7 374

　　

－

19 428

純積立額

(C)一剛

2 863

1 233

1 630

１

４

額

　　

５２.５

△

　

８．０

　　

５５.　5

　

100.0

2２3

086

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

　　　

7.7

△

　

∂.タ

　　

j2.∂

　　　

8.1

△

　

3.5

　　

j.0

　　

13.2

　　　

2.4

(単位

　

百万円・％)

整

　

基

　

金

　　　　　

減

　

債

　

基

　

金

　　　　　　

その他特定目的基金

　

篇甘菜

　

積

　

立

　

金

　　　

譜甘栗

し

立・

　

箔甘菜

　　　　　　　　

－

　　　　　

12 067　　　　　　　－　　　　　　8 252　　　　　　　－

　　　　　　

2∂.∂

　　　　　

12 195　　　　　　1.1　　　　　，10 771　　　　　50.5 ,

　　　　　

130.6

　　　　　

11 713　　　　　△　4.0　　　　　15 055　　　　　　3タ.∂

　　　　　　

４７』

　　　　　

8 456　　　　　△27.∂　　　　　20 989　　　　　　jﾀ.4

　　　　　　

26.1

　　　　　

6 652　　　　　△11.3　　　　　22 715　　　　　　∂.2，

　　　　　

△

　

3.5

　　　　　

6 853　　　　　　j.0　　　　　25 720　　　　　　13.2

　　　　　　　

7.7

　　　　　

6 377　　　　　△　6.9 I　　　　　29 024　　　　　　j2.∂
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第117表昭和39年度投入資･

　　

昭

　　　

和

　　　

39

　　　

年

村

Ｊ
ｊ

　
５
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

§
Ｓ
;
£
3
S
°
"
=
’
<
'

町

-

3 624
2 980
1 129
1 850

市県都

その１

　

日的別内訳

　

区

　　　　　　　　

分

　

0.3

　

0.3

　

0､4

　

0.j

14､5

　

4､5

　

∂.j

　

3､9

　

0､3

　

0.2

　

0.7

　

3.4

100.･o･

1
4
2
0
2
7
2
4
3
7
6
0
7
0
1
8
’
一
ｔ
一
’
一
1
8
6
2
0
6

　

9
4

０10012 743計合

その２

　

現在高の状況

　　　　　　　　　　　　

昭和38年度末現在高

　

㈲

　　　

昭和39年度出資額㈲

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都道府県市町村|

　　　

計

　　　

都道府県市町村

　

計

商

　

工

　　

関

　

係

　　　

6 678　2 848　9 526　15.4　1 830　　790　26

農林水産関係

　　

7 207　1 413　8 620　14.0　1 442　　319　061

住

　

宅

　

関

　

係

　　　

1 245　　1046　2 291　　3.7　　　21　　　29　　　5

観光交通関係

　　

6 286　　718　7 004　11.4　2 997　　235　3 23

開

　

発

　

関

　

係

　　　

1 298　　986　2 284　3.7　　　131　　1135　1 266

電

　

力

　　

関

　

係

　　　

8 080　H 029　19 109　31.0　　　－　2 268　2 268

モ

　　　

の

　　　

他

　　　

7 012　5 843　12 855　加.∂　6 322　4 218　1054

　　

電信電話公社債

　　　　

774

　

1 375　2 149　J.5　　H7　　293　　410

　　

鉄道利用債

　　

1 278　　385　1 663　2.7　　211　1 079　1 29

　　

モ

　　

の

　　

他

　　　

4 960　4 083　9 043　14.6　5 994　2 846　8 84

　

合

　　　　　

計

　　　

37 806　23 883　61 689 100.0　12 743　8 994　2□

－378－

　

一
－
一
―
一
泰
一
一
一
一
一
－
Ｉ
一
一
・
一
一
―

。
。
お
り
　
　
C
M

-
-
H

'
―
I≫
-
H

'
―
I

･
―
t

道

　

府

-

　

402
5 26４
1 598
3 661

5
6
7
4
7
8
0
7
4
０
２
6
6
3
7
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（注）（

　

）内数字は、都道府県が市町村に対して貸し付けた額で、外書である。
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2 967　　　∂.9　　　　　　I　　570　　1､3

　

It
・　・　事　1　　　　　199　　　0.∂
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－
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合

　　　　　　　

計

　

1
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1　　　43
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（注）法適用の公営企業会計欄の額は．普通会計から同会計に対する補助金，出資金
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に対する繰出の状況
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77 033　100.0　　S7 96i
1　100.0　　　19
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1　32.9　　19.1

および貸付金を繰出金とみなして作成したものである．とみなして作成したものである。
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j2∂

　　

４

　

５.4

　　　　　

2.Q

　　

851 189　　　　j5∂　　　　12.6　　　　25.7

　　　　

j∂j

　　　　

2,S

　　　　　

j.∂

　

1001 234　　　　j∂3　　　　17.6　　　　26.2

び

　

公

　

舎

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　　　　　　　　

(昭和39年３月31日現在単位

　

千m2・％）

　

都

　

道

　

･府

　

県

　　　　　　　　　　　　　

．市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　

内

　　　　

訳

　　

比

　　　　

率

　

建物面積

　　

内

　　　　

訳

　　

比

　　　　

率

　

ｉ

瓦可⊇⊆‾

ﾚ

m

o

l昌構（剛木戸ト木４ワol昌削

　　

223

　　

1 033 j7.∂　　12.2　　3 988　1 895　　2 093　　47.5　　系刈

　　　　

8

　　　

127

　　　

∂.0

　　　

1.3

　　　　

724

　　

349

　　　

375

　　

4∂.2

　　

∂.∂

　　　

93

　　　　

69

　　

57.4

　　　

j.∂

　　　　

342

　　

201

　　　

141

　　

5∂.∂

　　

∂.2

　

3 556　　1 991　　64.1　　5J.タ　　　1 886　　1 419　　　467　　7∂.j　　17.6

　　　

46

　　　　

78

　　

37.タ

　　　

j.2

　　　

1 078　　　518　　　560　　4∂.j　　辺.j

　　

520

　　　

122

　　

∂1.0

　　

∂.2

　　　　

121

　　　

61

　　　　

60

　　

50.4

　　　

1.1

　　　

27

　　　　

13

　　

67.5

　　

Q.4

　　　　

915

　　

659

　　　

256

　　

72.0

　　

∂.5

　

4 473　　3 433　　56.6　　7∂.∂　　9 054　5 102　　3 952　　56.4　　∂衣δ1

　

1 936　　　447　　∂j.2　　23.2　　　1 643　　1 539　　　104　　95.7　　15.4

　

6 409　　3 880　　62.3　100.0　　10 69ｱ　6 641　　4 056　　62.1　100.01
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モの１

　

総

　　

括

第125表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

４

　　　　

月

　　

５

　　　　

月

　　

６

　　　　

月

　　

歳

　　　　　　

入

　　

209 314 な∂　136 868 64.3　403 590 ﾀ4.7

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　

21 663　7.∂　78 215 56.7　176 656 孔５

収

　

鸚詣ｏ肖地

　

148 782　52.5　　　　110　0.1　　153 894 お.j

　　　　

国庫支出金

　　

19 671　6.タ　33 132 括.∂　41 362　ﾀ.7

　　　　

都道府県支出金

　　　　

118

　　

0.1

　　　　

415

　

Q.2

　　　　

512

　

0.j

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　

19080

　

∂.7

　

24 996　皿7　31 166　7.a

　

入暫詰能皆ぢ゛

　　

5 897　2.j　　13 787　∂.5　　6 195　j.5

　　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　　

69 088　24.3　62 298　2ﾀ.2　16 249　J.∂

　　　

合

　　　　　

計

　　

284 299 100. 0　212 953 TOO. 0　426 034 100.0

　　

歳

　　　　　　　

出

　　

187 872 卵.∂　183 799 ∂2.5　296 714 ∂4.∂

　

１詐計器能4戸

　　

・892

　

∂.∂

　　　

9 973　4.5　　11 119　＆2

　

出

|

‾時借入金返済額

　　　

9 862　4.∂　　29 075　2.0　　42 001　12.0

　　　

合

　　　　

計

　　

211 626 100.0　222 847 100.0　349 834 100.0

一

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

1

　

4

　　　　

月

　

1

　

5

　　　　

月

　

1

　

6

　　　　

月

　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　

5.∂

　　　　　　　

j.4

　　　　　　

皿２

　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　

j.5

　　　　　　　

5.5

　　　　　　

12.5

　　

a

　

混詣敦1

　　

21.0

　　　　　　　

0.0

　　　　　　

21.7

　

各

　　　　

国庫支出金

　　　　

2.j

　　　　　　　

3.δ

　　　　　　　

4.5

　　　　　

都道府県支出金

　　　　　　

0.j

　　　　　　　

0.5

　　　　　　

Q.∂

　

月

　　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　

2.j

　　　　　　　

3.0

　　　　　　　

3.7

別

　　　

歳計現金貸付金回収

　

７

　

入

　

金および他会計借入

　　　　　　　

5.j

　　　　　　　　

jj.タ

　　　　　　　

5.4

　　　　

金
，構

　　　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　　　　　

皿５

　　　　　　　

皿j

　　　　　　　　

2.7

　

成

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

6.1

　　　　　　　

4.5

　　　　　　　

9.1

比

　

支

　

芸
計現金貸付金ま

宍

　　　　　　

4.7

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　

7.51

　　

ぼ器群44

　　　

11.7

　　　　　　　

∂.4

　　　　　　　

9.4

　　

出

|

‾時借入金返済額

　　　　　　

j.∂

　　　　　　　

貳∂

　　　　　　　

7.0
1

　　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

4.5

　　　　　　　

4.8

　　　　　　　

７ｊ
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資

　

金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　

７

　　　

月

　

1

　

8

　　　　

月

　　

９

　　　　

月

　　

10

　　　　

り

11

　　　　　

月

　

186 323　∂2.S　240 302　∂4.∂　345 624　タj.9　206 551　∂j.4　　372 415　幻.∂

　

107 010　47.2　119 678　42.1　108 592　2∂.タ　92 637　お.∂　　126 933　3j.∂

　　

2 341　　j.0　　9 671　　3.4　141 491　37.6　　3 194　j.∂　　148 498　57.2

　　

45 000　jﾀ.タ　68 946　24.3　58 222　巧.5　66 257　26.1　　57 067　14. 5 ■

　　　

635

　

0.3

　　

1 434　Q.5　　1 567　0.4　　2 727　1.1　　　3 889　j.θ

　　

31 337　13.9　40 573　14.3　35 752　9.5　41 736　16.4　　36 028　9. 0,

　　

7 598　a.4　　4 313　j.5　　3 218　0.9　　5 390　2.j　　　4 797　j.2・

　　

32 561　14.3　39 399　jJ.タ　27 203　7.2　4:1 731　16.5　　22 148　5.5･，

　

226 482 100.0　284 014 100.0　376 045 100.0　253 672 100.0　　399 360 100.0;

　

234 814　∂∂.4　260 090　∂ﾀ.∂　265 914　∂4.j　263 154　∂∂.∂　259 180　∂ﾀ.祚

　　

4 534　1.7　　6 134　2.j･　10 583　3.∂　　4 104　j.4　　　5 640　j.郵

　　

26 207　9.9　23 545　∂.j　39 804　皿∂　29 017　9.∂　24 958　∂.川

　

265 555 100.0 289 769 100.0 316 301 100.0 296 275 100.0　289ｱｱ8 100.0｢'

二卜

　

１９

　　　　

月

　　

10

　　　

り

11

　　

緋

　　　　　

4.7

　　　　　　　

∂.j

　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　

5.2

　　　　　　　

タ.4

　　　　　

7.∂

　　　　　　　

∂.5

　　　　　　　

7.7

　　　　　　　

∂.5

　　　　　　　

∂.Q

　　　　　

Q.∂

　　　　　　　

j.4

　　　　　　

jﾀ.9

　　　　　　　

0.5

　　　　　　　

2θ.タ

　

l

　　　　　

j.タ

　　　　　　

7.5

　　　　　　

∂.3

　　　　　　

7.2

　　　　　　　

∂.2

　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　

Q.7

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　

3.1

　　　　　　　

4.5

　

ぐ

　　　　　

3.∂

　　　　　　

j.∂

　　　　　　

4.3

　　　　　　

5.Q

　　　　　　　

4.S

　

i

　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

3.7

　　　　　　

2.∂

　　　　　　

ざ.7

　　　　　　　

4.j

　　　　　

5.4

　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

4.5

　　　　　　

7.0

　　　　　　　

3.7

　

，j

　　　　　

4.8

　　　　　　

6.1

　　　　　　

8.0

　　　　　　

5.4

　　　　　　

8.5

　　　　　

5.9

　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

∂.5

　

・

　　　　　

∂.∂

　　　　　　

5.2

　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

3.5

　　　　　　　

4.∂

　

1

　　　　　

j.4

　　　　　　

＆9

　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　

4.∂

　　　　　　　

4.2

　　　　　

5.7

　　　　

6.2

　　　　

6.8

　　　　

6.3

　　　　

6.2

1;

--

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2.1
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その１

　

総

　　

括

第125表

　

昭

　

和

　

聊ﾐ年し度

－

　　　　　　　　　　　

-

　　

区

　　　　

√

　

12

　　

二ト

　　　

ｙ ２

　　

歳

　　　　　　

入

　　

436 216 79.2　　166 704 ∂j.2　　224 25

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　

164 1％2ﾀ.∂　　87 648 42.7　　96 924'

　

収

　　　

努嘉五万ﾐ貧税地および

　　　　

32 041　5.　　　　　540　0.3　　　28 477

　　　　

国庫支出金

　　

159 693 2ﾀ.0　　44 870 21.9　　52 083

　　　　

都道府県支出金

　　　

14 118　2.∂　　　2 299　l.l　　　376

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

66 168　12.0　　31 347　政2　　43 004
入暫詰籍隆支゛

　

1。553

　

j.タ

　　　　

4 902　2.4　　　　6 945

　　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　

104 174　j∂.タ　　33 678　j6.　　57 66

　　　

合

　　　　　

計

　　　

550 943 100.0　　205 284 100.0　　288 857

　　

歳

　　　　　　　

出

　　

620 322 叙.2　　182 891　7∂.∂　　253 403

　

・鶏計器鎔4戸

　　

10 756　j.∂　　　4 814　2.j　　　　7 381

‘出

|

‾時借入金返済額

　　　

27 616　4.2　　45 987　19.6 55 006

y

　　

合

　　　　　

計

　　　

658 694 100.0　　233 692 100.　　315 79

1

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

j

　

l2

　　　　　

月
＼1

　

1

　　　　　　

月

　

１

　

２

　　　

１

　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　

11.0

　　　　　　　　

4.2

　　

．

　

‰ふｊ

　　　　　

ツ

　　　　　

ロ

Ｊ各

　　　　

国庫支出金

　　　　　　

17.3

　　　　　　

4.∂

.=

　　　　　　

都道府県支出金

　　　　　　　

16.2

　　　　　　　　　　

2.∂
；

　

自涜ｎ‰諜

　　　　

7.タ

　　　　　　　　

j.∂

j

　　

入

　

金および他会計借入

　　　　　　　　

ﾀ.j

　　　　　　　　　　

j.2

；構

　　　

全

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　　　　　　

17.4

　　　　　　　　

5.∂

j成

　　　

合

　　　

計

　　　　　　

11.8

　　　　　　

4.4

　

比

　

支

ﾘ

　　　　　　　

15.7

　　　　　　　　

4.∂

　　　

鬘尊会計借入金返済

　　　　　　　　

9.j

　　　　　　　　　　

4.1

　　

出|一時借入金返済額

　　　　　　　

4.∂

　　　　　　　　　　

7.7

　　　　

合

　　　　

計

　　　　　　　

14.1

　　　　　　　

5,0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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資’金ご収尚支jの

　

状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

月

　　

３

　　　　　　　

月

　　

出

　

納

　

整

　

理Ｉ期

　　　　

合

　　　　　　

計

　

77.∂

　　　　

534 859　　83.2　　　　505‘804　　ﾀ4.タ　　　　3％8 820　　∂j.7

　

お.∂

　　　　

139 346　　21.7　　　　　95 009　　j7.∂　　　　1 414 507　　昶.2

　

ﾀ.9

　　　　

39 636　　∂.　　　　　1 046　　　0.2　　　　　709 721 i5.2l

　

j∂.0

　　　　

173 847　　27.0　　　　103 609　　19.4　　　　　923 759　　扨.7

　

j.

　　　　

11 389　　　j.　　　　　44 H8　　　∂.j　　　　　86 983　　　j.∂

　

j4.

　　　　

170 641　　26.5　　　　262 022　　49.2　　　　　833 850　　17.7

　

2.4

　　　　

14 668　　　2.j　　　　　27 437　　　5.j　　　　　115 700　　2､5

　

20.0.

　　　　

93 239　　μ.5　　　　　　　－　　　－　　　　　599 430　　12.8

100.

　　　　

642 766　100.0　　　　533 241　　100.0　　　　4 683 950　100.0

・∂Q.2

　　　　

434 242　　7＆∂　　　　518 819 j　∂j.2　　　　3 961 214　　84.7

　

2.j

　　　　

l4 587　　　2.5　　　　　15 034　　　2.4　　　　　118 551　　　2.5

　

17.5

　　　　

141 556　　2J.タ　　　　104 796　　16.4　　　　　599 430　　j2.

100.0

　　　　

590 385　100.0　　　　638 649　100.0　　　　4 679 195　100.0

　

月

　

1

　

3

　　　　　　　

月

　

|

　

出

　

納

　

整

　

理

　

期

　　　　

合

　　　　　　

計

　　　　

■=lk』匹-＝

　

a･･r　-- --「 -r　　　　　a･　ra.L

5.7

　　　　　　　　　　

13.5

　　　　　　　　　　

12.6

　　　　　　　　　　

100.0

6.∂

　　　　　　　　　　

ﾀ.タ

　　　　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　　　

100.0

4.0

　　　　　　

；

　　　　

５.∂

　　　　　　　　　　　

0.j

　　　　　　　　　　

100.0

5.∂

　　　　　　　　　　

j∂.∂

　　　　　　　　　　

11.1

　　　　　　　　　　

100.0

4.4

　　　　　　　　　　

13.1

　　　　　　　　　　

5Q.∂

　　　　　　　　　　

100.0

5.2

　　　　　　　　　　

20.5

　　　　　　　　　　

31.3

　　　　　　　　　　

100.0

6.Q

　　　　　　　　　　

12.7

　　　　　　　　　　

23.7

　　　　　　　　　　

100.0

ﾀ.∂

　　　　　　　　　　

15.6

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

１００.0

6.2

　　　　　　　　　

13.7

　　　　　　　　　

11.4

　　　　　　　　　

100.0

∂.4

　　　　　　　　　　

11.0

　　　　　　　　　　

13.2

　　　　　　　　　　

100.0

6.2

　　　　　　　　　　

12.3

　　　　　　　　　　

12.6

　　　　　　　　　　

100.0

9.2

　　　　　　　　　　

25.6

　　　　　　　　　　

17.6

　　　　　　　　　　

100.り

6.Z

　　　　　　　　　

12.6

　　　　　　　　　

13.6

　　　　　　　　　

100.0
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その２

　

都道府県

第125表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

区

　　　　　　　　

分

　　　

４

　　　　

月

　

1

　

5

　　　　

月

　　

６

　　　　

月

　　

歳

　　　　　　

入

　　

138 113 ﾀ1.3　74 443 邸,∂　264 165 卯.7

　　　

地

　　

方

　　

税

　　

12 548　∂.3　36 071　J2. j　107 879 3ﾀ．

お

　

％魏ｏＪ゛

　

101 132　∂∂.タ　　　　　ー　　－　105 132 お．

　　　

国庫支出金

　　

14 450　9.∂　27 834 25.0　35 288 13.1

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

9 983　∂.5　　10 538　9. j　　15 866　5.

　　

暫註臨紹゛゛

　　

132

　

0.j

　　

6 371　5.7　　2 767　j.

入

　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　

12 998　∂,∂　　30 682　27.5　　3 351　N

　　

合

　　　　　

計

　　

151 243 100. 0　1 11 496 100. 0　270 283 100.

　

歳

　　　　　　　

出

　　

118 007 ﾀﾌ.j　103 711　∂5.0　187 714 卵．
１詐肘詰謔4戸

　　

2 493　2.j　　　　521　　Q.4　　3 981　j，

出

|

‾時借入金返済額

　　　　

988

　

Q.∂

　　

17 751　14.6　　19 763　9.

　　

合

　　　　　

計

　　

121 488 100.0　121 983 100.0　211 458 100.

　

区

　　　　　　　　

分

　　

1

　

4

　　　　　

月

　　

５

　　　　　

月

　　

６

　　　　

月

　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　

5.∂

　　　　　　　

3.j

　　　　　　

n.i

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　

j.7

　　　　　　

14.1

　

収

　

剪錨賢ふ

　　

21.4

　　　　　　　　

－

　　　　　　

22.3

各

　　　　

国庫支出金

　　　　　

2.0

　　　　　

3.∂

　　　　　

4.タ

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

2.S

　　　　　　　

2.5

　　　　　　

a.7
月

　　　

歳計現金貸付金回収

jじ，塞および他会借計入

　　　　　　　

Q.4

　　　　　　

jﾀ.2

　　　　　　　

∂.4

構

　　

‾時借入金

　　　　

j.4

　　　　

12.7

　　　　

j.4
；

成

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

5.7

　　　　　　　

4.2

　　　　　　

10.1

　

・

J七

　

fkｕｎ．鍵

　　　

j.タ

　　　　　　　

4.3

　　　　　　　

7.9

　

支

　

這彗会計借入金返済

　　　　　　　

7.2

　　　　　　　

j.5

　　　　　　

H.∂

　

出t一時借入金返済額

　　　　　　

0.4

　　　　　　　　　

7.∂

　　　　　　　　

∂.2

　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

4.6

　　　　　　　

4.6

　　　　　　　

7,９

－400－
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資

　

金

　

収’支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

７

　　　

月

　　

８

　　　　

月

　　

９

　　　　

月

　　

10

　　　

月

　　

11

　　　　　

月

　

92 857　∂∂.∂　142254　∂∂.3　216 515　ﾀﾌ.∂　123 174　∂∂.∂　　235848　ﾀ∂.

　

41 466　3∂.7　62 287　S7.∂　61 996　2∂.Q　46 392　33.4　　77 504　31,.7

　　

1 270　1.2　　8 978　5.4　90 987　む.j　　　239　0.2　　96 387　39.5

　

35 084　∂2.∂　58 787　35.7　46 607　21.0　54 725　39.4　　43 563　j7.∂

　

15 037　14.1　　12 202　7.4　　16 925　7.7　21 818　15.6　　18 394　7.∂

　

3 600　＆4　　1 260　0.∂　　　550　0.2　　1 236　0.9　　　2 317　0.∂

　

10 565　9.∂　21 310　12.9　　4 368　2.0　14 567　10.5　　　5 995　2.5

107 022 100.0　164 824 100.0 221 433 100.0 138 977 100.0　244 160 100.0

138 015　96.5　156 187　92.7　157 663　∂∂.3　158 957　93.7　　157 850　94.3

　　

1 306　0.タ　　　985　Q.∂　　4 565　2.5　　　378　0.2　　　　795　0.5

　　

3 662　2.∂　　11 313　∂.7　20 548　11.2　　10 378　∂.j　　　8 716　5.2

142 983 100.0　168 485 100.0　182 776 100.0　169 713 100.0　　167 361 100.

7

　　　　

月

　　

８

　　　　

月

　

1

　

9

　　　　

月

　

1

　

10

　　　

月

　

1

　

11

　　　　

月

　　　　　　

a.∂

　　　　　　

∂.0

　　　　　　

ﾀ.j

　　　　　　

J.2

　　　　　　　

タ.タ

　　　　　　

5.4

　　　　　　

∂.j

　　　　　　　

∂.j

　　　　　　

∂.Q

　　　　　　　

10.1

　　　　　　

0.3

　　　　　　　

j.9

　　　　　　

jﾀ.J

　　　　　　

0.j

　　　　　　　

20.4

　　　　　　

4.タ

　　　　　　　

∂.2

　　　　　　

∂.5

　　　　　　

7.∂

　　　　　　　

∂.0

　　　　　　

∂.5

　　　　　　

2.タ

　　　　　　

4.0

　　　　　　

5.j

　　　　　　　

4.3

　　　　　

jQ.タ

　　　　　　

3.∂

　　　　　　　

j.7

　　　　　　

3.7

　　　　　　　

7.Q

　　　　　　

4.4

　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　

∂.Q

　　　　　　　

2.5

　　　　　　

4.0

　　　　　　　

6.2

　　　　　　

8.3

　　　　　　

5.2

　　　　　　　

9.2

　　　　　　

5.∂

　　　　　　

∂.∂

　　　　　　

∂.∂

　　　　　　

∂.7

　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　

∂.∂

　　　　　　

2.9

　　　　　　

13.3

　　　　　　　

1.1

　　　　　　　

2.3

　　　　　　

j.5

　　　　　　　

4.7

　　　　　　　

∂.5

　　　　　　

4.3

　　　　　　　

3.∂

　　　　　　

5.4

　　　　　　　

6.3

　　　　　　　

6.9

　　　　　　

6.4

　　　　　　　

6.3
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その２

　

都道府県（つづき）

第125表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

12

　　　　　　

月

　　

１

　　　　　　

月

　　

２

　　

歳

　　　　　　

入

　　

269 166 叙り　　％％6∂4.j　　138 887

　　　

地

　　

方

　　

税

　　　

87 163 2∂.!?　　45 249 お.3　　50 262
収

　　　

11嘉章貧税および地

　　　　

26 238　∂.j　　　　－　　－　　23 854

　　　

国庫支出金

　　

125 156 3∂.∂　　37 190 訟2　　42 661

　　　

モ

　　

の

　　

他

　　　

30 609　9. 4　　14 527 j2.∂　　22 H01

　　

暫稚群然？゛

　　

5 337　j.∂　　　　1742　j.５　　　　3085'

入一

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　

49 795　15.4　　16 618　14.4　　29 527

　　

合

　　　　　

計

　　　

324 298 100.0　　115 336 100.0　　171 499

　　

歳

　　　　　　　

出

　

’

　

391 060　認.∂　　110 041　∂2.j　　15243‘七賢数数能4戸

　　

3 810　0.∂　　　2 279　j.7　　　4 176

出|‾時借入金返済額

　　　　

8 734　2.2　　　21 700　16.2　　　28799

　　

合

　　　　　

計

　　　

403 604 100.0　　134 020 100.0　　185 407

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

12

　　　　　　

月

　　

１

　　　　　　

月

　

1

　

2

　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　

11.3

　　　　　　　　

4.Q

　　

a

　

‰遥．j

　　　

jj｡4

　　　　　　　　

5.9、

　　　　

び地方譲与税

　　　　　　　　　

5.∂

　　　　　　　　

一

各

　　　　

国庫支出金

　　　　　　

17.4

　　　　　　　　　　

5.j

E

　

お高ぷ臨諧

　　　

7.2

　　　　　　　　

＆4

ﾀ心塞および他会計借入

　　　　　　　

16.1

　　　　　　　　

5.3

構

　　　

‾

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　　　　　

20･5

　　　　　　　　

∂.∂

成

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　

12.2

　　　　　　　　

4.3

比

　

支

　

蛮計現金貸付金お蛍

　　　　　　　

16.4

　　　　　　　　

4.∂

　　　

富尊会計借入金返済

　　　　　　　

11.1

　

l

　　　　　　

6､６

　

出

|

一時借入金返済額

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　　　　

ﾀ.0

　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

15.2

　　　　　　　　

5.0

－402－



資金収支の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

□

３

　　　　　　　　

月

　　

出

　

納

　

整

　

理

　

期

　

｜

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　

∂j.0

　　　　

345 065　　∂∂.J　　　　250 351　　ﾀ∂.4　　　　2 387 804　　89.7

　　　

2ﾀ.3

　　　　

79 624　　20.4　　　　　58 930　　23.4　　　　　767 371　　2∂.∂

　　　

j3.タ

　　　　

17 748　　　j.5　　　　　　　71　　　0.0　　　　　472 036　　n.7

　　　

24.9

　　　　

139 684　　55.7　　　　　59 957　　23.∂　　　　　720 9％　　27. 1

　　　

12.9

　　　　

108 009　　27.7　　　　131 383　　52.2　　　　　427 401　　扨.j

　　　

j.∂

　　　　　

3 269　　　0.∂　　　　　1 434　　0.∂　　　　　33 100　　　1.3

　　　

17　２

　　　　

･42 654　　10.9　　　　　　　　　　　　－　　　　　242 440　　ﾀ.Q

　　

100.0

　　　

390 988　100.0　　　　251 785　100.0　　　2 663 344　100.0

　　　

∂2.2

　　　　

264 163　　76. 1　　　　291 014　　ﾀ4.7　　　　2 386 811　　∂ﾀ.∂

　　　

2.3

　　　　　

7 849　　2.J　　　　　1 276　　0.4　　　　　34 414　　　1.3

　　　

15.5

　　　　

75 104　　21.6　　　　　14 983　　　4.タ　　　　　242 440　　ﾀ.j

　　

100.0

　　　　

347 116　100.0　　　　307 273　100.0　　　　2 663 667　100.0

ハレ

　　

り
出

　

納

　

整

　

理

　

期

　

｜
合

　　　　　　

計

　　

5.∂

　　　　　　　　　　

14.4

　　　　　　　　　　

10.4

　　　　　　　　　　

100.0

　　

∂.∂

　　　　　　　　　　

10.4

　　　　　　　　　　　

7.∂

　　　　　　　　　　

100. 0

　　

5.0

　　　　　　　　　　

3.7

　　　　　　　　　　　

0.0

　　　　　　　　　　

100.0

　　

5.∂

　　　　　　　　　　

19.3

　　　　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　　　

100.0

　　

5.2

　　　　　　　　　　

25.3

　　　　　　　　　　

50.6

　　　　　　　　　　

100.0

　　

9.3

　　　　　　　　　　

ﾀ.タ

　　　　　　　　　　　

4.3

　　　　　　　　　　

wo.o

　　

12.1

　　　　　　　　　　

17.5

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

100.0

　　

6.4

　　　　　　　　　　

14.7

　　　　　　　　　　　

9.5

　　　　　　　　　　

100.0

　　

∂.4

　　　　　　　　　　

n.i

　　　　　　　　　　

12.1

　　　　　　　　　　

100. 0

　　

12.1

　　　　　　　　　　

22.8

　　　　　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　　　　

100.0

　　

11.9

　　　　　　　　　　

3G.タ

　　　　　　　　　　　

∂.j

　　　　　　　　　　

100.0

　　

7.0

　　　　　　　　　　

13.0

　　　　　　　　　　

11.4

　　　　　　　　　　

100.0

］
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その３

　

市町村

第125表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

４

　　　　

月

　　

５

　　　　

月

　

1

　

6

　　　　

月

　　

歳

　　　　　　

入

　　

71 201 紹.5　62 425 肛5　139 425 阻

　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　

9 115　∂.∂　　４２１４４　孔5　　68 777　召．

　

収

　　　

劣嘉ﾖ§と貧税および地

　　　

47 650　35.8　　　　H0　0.j　　48 76 到．

　　　

国

　

庫

　

支

　

出・金

　　　

5 221　3.∂　　5 298　5.2　　6 074　3.

　　　

都道府県支出金

　　　　

118

　　

0.1

　　　　

415

　

0.4

　　　　

51

　　

0.

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

9 097　∂,9　　14 458　14.3　　15 30　9.

　

入暫註肛鴛゛゛

　　

5 765　4.3　　7 4161 7.J　　3 428 2.’

　　

ご

　

時

　

借

　

入

　

金

　　

56 090 42.2　31 616 乱2　12･898　∂.

　　　

合

　

‥

　　

計

　　

133 056 100.0　101 457 100. 0　155 751 100.･

　　

歳

　　　　　　

出

　　

69 865 77.5　80 088 79.4　109 000 7∂.

　

１詐皺数能4斗

　　

11 399　12.6　　　9 452　9.4　・　　7 138　5.j

　

出I
- B# ft A金返済額　　　8 874　∂.∂　　11 324 11.2　22 238 扨.j

　　　

合

　　　　　

計

　　　

90 138 100.0　100 864 100.0　138 376 100.

　　

ｇ

　　　　　　　

゛

う

４

　　　　

り
５＼

　　　

り二

　　　

歳

　　　　　　

入

　　　　　　

j.5

　　　　　　

3.タ

　　　　　　

Ｈ

　　　

∩
に‥

　　

ｊ．４

　　　　　　　

∂．５

　　　　　　　　

10.6 .

　　

ａ

　

混錨駿占

　　　

20.1

　　　　　　　

Q.0

　　　　　　

加.5 11゛

　

各

　　　　

国庫支出金.

　　　　　

2.∂

　　　　　

2.∂

　　　　　

Ｈ

　　　　　

都道府県支出金

　　　　　　

0.j

　　　　　　　

0.5

　　　　　　

0.∂.

，月

　　

一.

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

2.2

　　　　　　

3.∂

　　　　　　

3.∂

　

l

　　

’;歳計現金貸付金回収

　

別

　

，入・金および他会計借入

　　　　　　

7.Q

　　　　　　　

9.0

　　　　　　

･1.2

　

構

　

ﾚ

時

　

借

　

入

　

金

　　　　　　

15.7

　　　　　　　

∂.9

　　　　　　

3.6i

　

成

　

．一

　

合

　　　　

計

　　　　　　

6.6

　　　　　　

5.0

　　　　　

7.7

　　　

歳

　　　　　　

出

　　　　　　

4.4

　　　　　　　　　

5.j

　　　　　　　　

∂.9
比

　　

ﾁﾞ歳計現金貸付金およ

　

ぺ鉾会計借入金返済

　　　　　　

13.5

　　　　　　

11.2

　　　　　　

∂.5

　　

出|一時借入金返済額

　　　　　　

2.5

　　　　　　　　　

3.2

　　　　　　　　

∂.2

　　　　

合

　　　　

計

　　　　　　　

4.5

　　　　　　

5.0

　　　　　　

6.9

－

－404－



資

　

金‘収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

一一

　

７

　　　　

月

　

1

　

8

　　　　

月

　

1

　

9

　　　　

月

　　

10

　　　

'月

　　

11

　　　　

月

　

93 466　78.2　98 048　∂2.a　129 109　∂J.5　83 377　72.7　　136 567　∂∂.Q

　

65 544　54.9　57 391　4∂.2　46 596　30.1　46 245　40.3　　49 429　31.

　　

1 071　0.9　　　693　Q.∂　50 504　32.7　　2 955　2.∂　　52 H1　3＆δ

　　

9 916　∂.3　　10 159　∂.5　　H 615　7.5　　11 532　10. j　　13 504　∂.7

　　　

635

　

Q.5

　　

1 434　j.2　　1 567　1.0　　2 727　2,4　　　3 889　2.

　

16 300　13.6　28 371　23.∂　　18 827　12.2　　19 918　17.3　　17 634　11.4

　　

3 998　∂.3　　3 053　2.∂　　2 668　j.7　　4 154　3.δ　　　2 480　j.∂

　

21 996　j∂'5　　18 089　15.1　22 835　14.8　27 164　23.7　　16 153　扨.4

　

119 460 100.0　119 190 100.0　154 612 100.0　114 695 100.0　　155 200 100.0

　

96 799　79.0　103 903　∂5.7　108 251　∂l.l　104 197　∂2.3　　101 330　∂2.

　　

3 228　2.∂　　5 149　4.2　　6 018　j.5　　3 726　3.0　　　4 845　3.9

　

22 545　j∂.4　　12 232　10.1　　19 256　14.4　　18 639　U.7　　16 242　13.3

　

122 572 100.0　121 284 100.0　133 525 100.0　126 562 100.0　　122 417 100.0

　

7

　　　　

月

　　

８

　　　　

月

　

1

　

9

　　　　

月

　　

10

　　　

月

　

|

　

11

　　　　　

月

　　　　　

5.∂

　　　　　　　

∂.2

　　　　　　　

∂.2

　　　　　　

5.∂

　　　　　　　

∂.∂

　　　　　

10.1

　　　　　　　

∂.タ

　　　　　　

7.2

　　　　　　

7.j

　　　　　　　

7.∂

　　　　　

0.5

　　　　　　　

0.3

　　　　　　

21.2

　　　　　　　

j.2

　　　　　　　

21.9

　　　　　

4.∂

　　　　　　　

5.0

　　　　　　

5.7

　　　　　　

5.7

　　　　　　　

∂.7

　　　　　

0.7

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　

3.j

　　　　　　　

4.5

　　　　　

4.0

　　　　　　　

7.0

　　　　　　

j.∂

　　　　　　

4.タ

　　　　　　　

4.3

　　　　　

4.∂

　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　

J.2

　　　　　　

5.0

　　　　　　　

3.0

　　　　　

∂.2

　　　　　　　

5.j

　　　　　　　

∂.4

　　　　　　

7.∂

　　　　　　　

4.5

　　　　　

5.9

　　　　　　　

5.9

　　　　　　

7.7

　　　　　　

5.７

　　　　　　　

７.7

　　　　　

∂.2

　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　

∂.9

　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

∂.4

　　　　　

3.∂

　　　　　　

∂.j

　　　　　　　

7.2

　　　　　　

4,4

　　　　　　　

5.∂

　　　　　

∂.3

　　　　　　

3.4

　　　　　　

5.4

　　　　　　

5.2

　　　　　　　

j.5

　　　　　

6.1

　　　　　　　

6.0

　　　　　　　

6.6

　　　　　　

6.3

　　　　　　　

6.3

ら
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その３

　

市町村（つづき）

第125表，昭

　

和

　

39

　

年

　

度

‾

　

区，

　　　　

分

　

1
12　　　月11　　　　月　２

　　

歳

　　　　　　　

入

　　

167 050 75.7　　69 738 77j5　　85 363

　　　

地

　　

方

　　

税

　　　

77 033 34.Q　　42 399 47.j　　46 662

　

a

　

擬鶏ｏｌ゛゛

　　

5 803　2.∂　　　　　540　0.∂　　　　4623

　　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

34 537　15.2　　　　7680　∂.5　　　9 422

　　　

都道府県支出金

　　　

14 112　∂.2　　　2 299　2.6　　　3 762

　　　

そ

　　

め

　　

他

　　　

35 565 」5.7　　16 820 j∂.7　　20 894

　

入暫詰肛鴛？゛

　　　

5 216　2.3　　　　3 160　3.5･　　3 86

　　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　

54 379 討.Q　　I7 050　jﾀ.0　　28 135

　　

合

　　　　　

計

　　　

226 645 100.0　　89 948 100.0　　117 358

　　

歳

　　　　　　　

出

　　

229 262 即.9　　72 850 73.1　　100 971

　

1詐計数能4戸

　　　

6 946　2.7　　　　2 535　2.5　　　　3 205

　

出

|

‾時借入金返済額

　　　

18 882　7.4　　　24 287　24.4　　　26 207

　　

合

　　　　　

計

　　　

255 G90 100.0　　99 672 100.0　　130 383

　　　　　　　　　　　

一一

　

区

　　　

り
12

　　　　　　

月

　

I

　

1

　　　　　　

月

　

1

　

2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＝㎜J

　

ふｰ¶¥-

　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　

10.6

　　　　　　　　

4.j

　　　　

地

　

方

　

税

　　　　　　

jj.タ

　　　　　　

∂.∂

　　

ａ

　

混端数1

　　　

2.4

　　　　　　　　

0.2

各

　　　

国

y

支出金

　　　　　

17.0

　　　　　　　　

J.∂

　　　　

都道府県支出金

　　　　　　　

16.2

　　　　　　　　

2.∂

　

へ

玩ｙ

　

:1;

　

:1;

構

　　　

き

　

時

　

借

　

入

　

金

　　　　　　　

15.2

　　　　　　　　

4.∂

　

゛

成

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

11.2

　

1

　　　　　　

4.5

比

　

支

　

蛮計現金貸付金お蛍

　　　　　　　

14.6

　　　　　　　　

4.6

　

|

鉾会借４゛

　　　

¨

　　　

卵

　　

出

|

一時借入金返済額

　　　　　　　

4.j

　　　　　　　

∂.∂

1

　　　　

合

　　　

計

　　　　　　

12.7

　　　　　

4.9
－
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資

　

金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

月

　　

３

　　　　　　　　

月

　

|

　

出

　

納

　

整

　

理

　

期

　

｜

　　

合

　　　　　　

計

72.7

　　　　

189 794　　75.4　　　　255 453　　ﾀ0.∂　　　　1 581 016　　7∂.2

s9.∂

　　　　

59 722　　23.71　　　　　36 079　　j2,∂　　　　　647 136　　32.0

　

3.タ

　　　　

21 888　　　∂.7　　　　　　975　　0.J　　　　　237 685　　jj.∂

　

∂.Q

　　　　

34 163　　13.6　　　　　43 642　　諮.5　　　　　202 763　　10.0

　

3.2

　　　　

11 389　　　4.5　　　　　44 114　　括.7　　　　　86 973　　　4.3

　

j7.∂

　　　　

62 632　　24.タ　　　　130 643　　46.5　　　　　406 459　　20. 1

　

∂.3

　　　　

11 399　　　4.5　　　　　26 003　　タ.2　　　　　82 600　　　4』

　

24.0

　　　　

50 585　　20. I　　　　　　　－　　　－　　　　　356 990　　17.7

100.0

　　　　

251ｱﾌ8

　　

100.0

　　　　

281 456　100.0　　　　2 023 606　100.0

　

77.4

　　　　

170079

　　

∂ﾀ.∂

　　　　

227 805　　68.7　　　　1 574 401　　7a. j

　

2.5

　　　　　

6 738　　　2.∂　　　　　13758　　　4.2　　　　　84 137　　　j.2

　

20.I　　　　66 452　　27.3　　　　　89 813　　27.1　　　　　356 990　　17.7

100.0

　　　　

243 269　100.0　　　　331 3ｱ6　　100.0　　　　2 015 528　100.0

　

月

　

1

　

3

　　　　　　　　

月

　

|

　

出

　

納

　

整

　

理

　

期

　　　　

合

　　　　　　

計

5.j

　　　　　　　　　　

12.0

　　　　　　　　　　　

妬.2

　　　　　　　　　　

100.0

7.2

　　　　　　　　　　

∂.2

　　　　　　　　　　　

5.7

　　　　　　　　　　

100.0

j.9

　　　　　　　　　　

∂.3

　　　　　　　　　　　

0.5

　　　　　　　　　　

100.0

4.∂

　　　　　　　　　　

扨.∂

　　　　　　　　　　

21.6

　　　　　　　　　　

100.0

4.4

　　　　　　　　　　

13.1

　　　　　　　　　　

5Q.∂

　　　　　　　　　　

100.0

5.2

　

1

　　　　　　　　　

15.4

　　　　　　　　　　

32.2

　　　　　　　　　　

100.0

4.71

　　　　　　　

ja.∂

　　　　　　　　　　

31.5

　　　　　　　　　　

100.0

7.タ

　

l

　　　　　　　　　

14.1

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

100.0

5.8

　　　　　　　　　　

12.5

　　　　　　　　　　

13.8

　　　　　　　　　　

100.0

∂.4

　　　　　　　　　　

10.8

　　　　　　　　　　

14.5

　　　　　　　　　　

100.0

∂.∂

　　　　　　　　　　

∂.0

　　　　　　　　　　

16.4

　　　　　　　　　　

wo.o

7.J

　　　　　　　　　　

j∂.∂

　　　　　　　　　　

25.5

　　　　　　　　　　

100.0

6.4

　　　　　　　　　

12.0

　　　　　　　　　

16.3

　　　　　　　　　

100.0
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第126表十昭和39年度純く計決

　

ニ

　　　　　　　　

歳

　　　　　　　

入……

　

区

　　　　　　　

分

　

|

純計決算額ﾄ計

二I

画

　

額|差

　　　

ヰ]

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　

1 399 598　　　　1 290 379　　　　　109 219

；

　

。

　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　　

1 322 669　　　1 215 329　　　　107 340

　　　

日

　　　　

的

　　　　

別

　　　　　　

76 929　　　　　75 050 、　　　　1 879 1

　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　

43 629　　　　　45 237　　　△　　1 608

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　

665 985　　　635 084　　　　30 901

　　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　　

2 109 212　　　　1 970 700　　　　138 512

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

926 690　　　859 412 11　　　67 278

　　　

義務教育費国庫負担金

　　　　　

221 409　｡･　　203 018　　　　　181 391

　　　

その他普通補助負担金

　　　　　

233 106　　　　253 697　　　ム　20 591

　　

公共事｡業費補助負担金

　　　　　

438 991　　　　　368 663　　　　　70j 32引

　　　　

普通建設事業

　　　　

351 682　　　　308 746 1　　　42 936

　　　　

災害復旧事業

　　　　

87 309･｡　　　59 917　　　27 392

　　　

失業対策事業費補助負担金

　　　　

31 834　　　　　32 684　　　a　　850'

　　　

鸚鸚EP四在市回

　　　

ふ
o

　

≒

　　　

1 350

10'

　

地

　

、

　　

方

　　　

債

　　　　

210 350　　　130 400　　　7り950

　

使‥用

　

料、手

　

数料

　　　

108 253　　　63 452　　　44 801。諸　　収　　入　　等　　　　556

416 1 14 163　　　　442 253
1

　

歳

　　

入

　　　

合

　　　

計

]

　　

3 910 921　　　3 138 12ｱ　　　　ﾌﾌ2.ｱﾑ1

（住）不交付団体における平均水準をこえる必要経費口ついては、決算額では各科目

－408－



算額と地方財政計画額との比較

(単位

　

百万円)

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

歳

　　　　　　　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　　　　　

純計決算額

　　

計

　

画

　

額

　

差

　　　

引

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　　

1 394 003　　　　1 122 490　　　　27! 513

一

　

般

　

行

　

政

　

経

　

費

　　　　

886 825　　　644 538　　　242 287

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　　

133 953　　　　114 312　　　　19 641

維

　　

持

　　

補

　　

修

　　

費

　　　　　

63 462 79 168　　　ム 1S 706

投

　

資

　

的

　

経

　　

費

　　　　

1 343 725 1 149 779　　　　　193 946

　　

直轄事業負担金

　　　　

50 976　　　　50 604　　　　　372

　　

普通建設事業費

　　　

1 099 638　　　％0 526　　　139 112

　　　

補

　　　　　

助

　　　　

665 071　　　542 579　　　122 492

　　　

単

　　　　　

独

　　　　

434 567　　　417 947　　　16 620

　　

災害復旧事業費

　　　　

127 308　　　　88 895　　　38 413

　　　

補

　　　　　

助

　　　　

112 528　　　77 161　　　35 367

　　　

単

　　　　　　　

独

　　　　　　

14 780　　　　　H 734　　　　　3 046

　　

失業対策事業費

　　　　

65 803　　　　49 754　　　16 049
地方交付税の不交付団体にお
ける平均水準をこえる必要経

　　　　　　　　

－

　　　　　

27 840　　　・　27 840
費

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　

3 821 968　　　3 138 127　　　　683 841

に含まれている。
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第127表

　

地

　

方

　

財

　

政

　

と

　　　　　　　　

国民総支出

　　

歳

　

出

　

総

　

額

　　

国から

　　

地方から

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方に対

　　

国に対す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

する支出

　　

る支出

　　　　　　　　

実

　

額倒

　

|

指数

　

国

　

（Ｂ）

|

　

地

　

方（ｃ）

　　　

C功

　　　　　

卿

昭和10年度

　　　

16 7｡34　　－　　　2 206　　　2 H7　　　　255　　　　13

　　　

16

　　　　　　

44 896　　－　　　　8 134　　　　3 088　　　　1 063　　　　23

　　　

31

　　　　

9 292 902　　－　　1 082 275　　1 206 069　　　483 814　　　2 517

　　　

32

　　　　

10 149 752　　－　　1 227 050　　1 342 528　　　553 918　　　3 686

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

33

　　　　

10 394 709　　－　　1 495 795　　1 455 579　　　606 663　　　3 889

31～33平均

　　

9 945 788　扨0　1 268 373　1 334 725　　526 736　　　3 364

　　　

34

　　　　

12 577 820　　j2∂　　1 545 082　　1 623 883　　　705 381　　　6 418

　　　

35

　　　　

14 678 879　j4∂　　1 790 140　　1 924 907　　　824 211　　27 603

　　　

36

　　　　

17 737 491　　j7∂　2 164 459　2 391 080　　1 028 166　　38 131

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　

37

　　　　

19 289 964　　j∂4　2 644 741　　2 887 366　　1 226 339　　44 64 ，

　　　

38

　　　　

22 383 401　225　3 138 876　3 308 833　　1 432 077　　52 787

　　　

39

　　　　

25 668 025　25∂　3 476 850　3 821 968　　1 636 304　　62 244

（注）１

　

国民総支出は、経済企画庁の推計による。

　　　

２

　

国の歳出額は、39年度については一般会計と交付税及び譲与税配付金、国立

　　　

路整備および治水の８特別会計との純計決算額であり、38年度以前において

　　　

３

　

「国から地方に対する支出」は、地方交付税（地方分与税、地方財政平衡交

　　　　

方の歳入決算額）の合算額である。

　　　

４

　

「地方から国に対する支出」は、地方財政法第17条の２の規定による地方公

　　　

国に対する交付公債の元利敬還額の合算額）である。
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国の財政の累年比較
(単位

　

百万円・％)

学校、国有林野事業（治山勘定のみ）､特定土地改良工事、港湾整備、自動車検査登録、道

も一般会計とこれらに相当する特別会計がある場合にはそれらとの純計決算額である。

付金および臨時地方財政特別交付金を含む｡）および地方譲与税ならびに国庫支出金（地

共団体の負担金（地方の歳出決算中国直轄事業負担金にかかる国への現金納付額および

― 411

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　

歳

　　

出

　　

純

　　

計

　　

額

　　　　　　

純計構成比

　　

賢昌斤対

　　　

国

　　　　

地

　　　　

方

　　

合

　　　　

計

　

（Ｆ）

　

朗

　　

㈲

　　

卵

　　

㈲

大町ふヅ|
回

折ドド

ザ〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

1 951　　－　　　2 104　　－　　　4 055　　－　4∂.j　51.9　Ｈ.7　12.5　2j2

　　

7071

　　

－

　　　

3 055　　－　　10 136　　－　∂∂.∂　30.2　15.7　∂.タ　22.6

　

598 461　　－ 1 203 552　　－ 1 802 013　　一一　55.2　∂∂.∂　∂.4　13.0　四.4

　

673 132　　－ 1 338 842　　－ 2 011 974　　－　35.5　66.5　∂.∂　13.2　19.∂

　

889 132　　－ 1 451 690　　－ 2 340 822　　－　3∂.0　∂2.Q　∂.5　μ.0　22. S

　

741 637　WOl 1 331 361　μ30 2 072 998　　1Q0　35.∂　ぶぜ.2　7.4　13.4　2Q.∂

　

839 701　113 1 617 465　12j 2 457 166　　U9　34.2　∂5.∂　6.7　12.8　1ﾀ.5

　

965 929　130 1 897 304　μ∂2 863 233　　13∂　53.7　66.5　∂.6　j2.ﾀ　ﾉﾀ.5

　

1 136 293　j53 2 352 949　j77 3 489 242　　旧∂　32.6　67.4　∂.4　旧.S　四.7

　

1 418 402　191 2 842 723　214 4 261 125　20∂　35.3　66.7　7.4　L4.7　22. 1

　

1 706 799　23Q 3 256 046　245 4 962 845　23ﾀ　34.4　65.6　7.∂　μ.∂　22.2

　

1 840 546　2ず∂3 759 7門 2S2 5 600 270　270　j2.タ　67. I　7.2　14.6 2ゴ



第128表

　

国 民

　　

総

　　

生

　　　　　　　

昭和34

　

昭和35

　

昭和36

　

昭和37

　

昭和38

　

昭和39

区

　　　　　　

分

　　

年度年度年度年度年度年度

　　　　　　　

（A）

　

（Ｂ）

　　

仰

　　

（剛

　

|

　

㈲

　　

（F゛）

　　　　　　

一一一

国

　　

民

　

所

　

得

　

100 488 09 997 142 13E 157 469 182 655 205 225

間接事業税一補助金

　　

11 830　14 039　16 616　17 425　19 585　22 164

資本

　

減粍

　

引

　

当

　

12 613　15 377 20 606 22 590 27 102 33 981

統十上不突合

　

丿

千

合

　　　

計（国民総生産）

　

125ｱｱ8 146 789 177 375 192 900 223 834 256 681

個

　

人

　

消

　

費

　

支出

　

68 823 77 017 89 166 102 420 118 299 134 373
奘府の財貨サービス経常購

　　

11 771　13 429　15 884　18 590　21 867　25 394

国内総資本形成

　

44 047 56 137 75 891　71 821 87 324 96 586

輸出と海外からの所得

　　

16 148　18 220　19 048　21 743　24 3％　30 865

　

小

　　　　　　

計

　　

140 789 164 803 199 989 214 574 251 886に87 218
（楸と海外への所得

　　

15 011　18 014　22 614　21 674　28 052　30 537

合

　　　

計（国民総支出）

　

125 778 146 789 177 375 192 900 223 834!256 681

第129表

　

国 民

　　　　　　　　　　　　

昭和34

　

昭和35

　

昭和36

　

昭和37

　

昭和38

　

昭和39

　

区

　　　　　　　

分

　　

1

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

　

年

　

度

1

年

　

度

　

年度

　　　　　　　　　　　　

（A）

　　

㈲

　　

（ｃ）

　

（Ｄ）

　　

CE〉

　　

剛

国

　

民

　

総

　

支

　

出

　

125 778 146 789 177 375 192 900 223 834 256 681

　

個人消費支出

　

68 823 77 017 89 166 102 420 ロ82り9 134 373

　

国内民間総資本形成

　　

32 894　42 736　58 639　49 491　62 161　67281

　　

個

　　

人

　　

住

　　

宅

　　　

2 761　3 427　4 495　5 413　7 394　8 87

　　

生産者耐久施設

　

21 702　30 727　40 867　38 284　41 427 48 479

　　

在

　

庫

　

品

　

増

　

加

　　　

8 431　8 582　13 2ｱ7　5 794　13 340　9 93

　

経常

　

海

　

外

　

余

　

剰

　　

四37

　　

206 ^ 3 566　　　69 ム3 656　　328

　

政府の財貨サービス購入

　　

22 924　26 830　33 136　40 920　47 030　54699

　　

中

　　　　　　

央

　

12 298　14 164　17.386 21 6ｱ9 24 680 28 475

　　　

経

　

常

　

支

　

出

　　　

5 218　5 841　6 967　8 332　9 569　11 15

　　　

資

　

本

　

形

　

成

　　　

7080

　

8 323!　10419　13 347　15 H1　17 323

　　

地

　　　　　　

方

　

10 626　12 666　15 750　19 241　22 350 26 224

　　　

経

　

常

　

支

　

出

　　　

6 553　7 588　8 917　10 258　12 298　1424

　　　

資

　

本

　

形

　

成

　　　

4 073　5 078　6 833　8 983　10 052　1198

　　

（経常

　

支

　

出

　

計）

　　

11 771 13 429　15 884　18 590　21 867　25394

　　

（資本形成

　

十）

1

1四53

　

13 401　17 252　22 330 25 163　29305
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産

　

，と

　

国

　

民

　

総

　

支

　

出
(単位

　

億円・％)

　　

対

　　

前

　　

年

　　

比

　　　　　　　　　

構

　　　　

成

　　　　

ｌ

可‰ド乳皿回
o

汁?ﾂｯ�（･ヽ）ト）ﾄり（・）ト）ト）

119.４'×　118.5

　

no.∂

　

116.0

　

112.4

　

79.9

　

∂j.7

　

∂0.1

　

∂j.∂

　　

8H『こ

jj∂.7

　

H∂.4

　

104.タ

　

112.4

　

113.2

　　

ﾀ.4

　　

9.∂

　　

ﾀ.4

　　

ﾀ.j

　　

∂.∂

　　

∂.∂

121.9

　

134. 1　109.6　120.0　125.4　　拍.Q　　10.5　H.∂　Ｈ.7　12. 1　招.2

　

］▽千

116.7

　

120.8

　

108.8

　

116.0

　

114.7

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

ni.9＼

　

H5.∂

　

114.9

　

115.5

　

113.6

　

54.7

　

52.5

　

50.5

　

55.il　52.8　52.4

114.1

　

jj∂.3

　

117.0

　

117.6

　

116.1

　　

ﾀ.4

　　

9.2

　　

∂.タ

　　

9.∂

　　

タ.∂

　　

ﾀ.タ

127.4

　

135.2

　

ﾀざ.∂

　

121.6

　

110.6

　

35.0

　

j∂.2

　

42.∂

　

37.5

　

jﾀ.0

　

37.6

112.∂

　

104.5

　

114.1

　

112.2

　

126.5

　　

j2.∂

　

j2.!l

　

10.7

　

H.3

　

10.9

　

12.0

117.1

　

121.4

　

107.3

　

117.4

　

114.0

　

111.9

　

112.3

　

H2､7

　

111.3

　

112.5

　

Hj.タ

120.0

　

125.5

　

ﾀ5.∂

　

12ﾀ.4

　

jQ∂.タ

　　

jj.タ

　

22.5

　

22.7

　

U.3

　

12.5

　

jj.タ

116.7

　

120.8

　

108.8

　

116.0

　

114･.7

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.G　100.0　100.0

総 支 出

(単位

　

億円・％)

　　　　　

対

　　

前

　　

年

　　

比

　　　　　　　　　　

構

　　　　

成

　　　　

比

　

問o大‰ツ‰|町‰大仏川八（り（（1・）

　

U6.7

　

120.8

　

1C8.8

　

116.0

　

114.7

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

111.タ

　

us.∂

　

114.9

　

115.5

　

113.6

　

54.7

　

52.5

　

50.5

　

53.1

　

52.∂

　

52.4

　

j2ﾀ.タ

　

137.2

　

∂4.4

　

125.6

　

jO∂.2

　

26. 1　29.1　3＆j　25.7　27.∂　26.2

　

124.1

　

jj?j.2

　

120.4

　

136.6

　

120.0

　　

2.2

　　

2.3

　　

2.5

　　

2.∂

　　

3.3

　　

3.5

　

141.6

　

133.0

　

ﾀ3.7

　

jO∂.2

　

117.0

　

俘.2

　

21.0

　

23.1

　

jﾀ.タ

　

18.5

　

j∂.∂

　

101.∂

　

154.7

　

43.6

　

250.2

　

74.i

　　

δ.7

　　

5.∂

　　

7.5

　　

3.0

　　

∂.0

　　

∂.∂

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

0.タ

　　

0.1

　

△2.0

　　　

－

　

△j.∂

　　

0.j

　

117.0

　

123.5

　

123.5

　

114.タ

　

116. 3　18.3　j∂.3　j∂.∂　21.2　21.0　21.3

　

115.2

　

122.7

　

124.7

　

113.∂

　

115.4

　　

∂.∂

　　

9.7

　　

∂.∂

　

11.2

　

n.o

　

11.1

　

ni.9

　

119.3

　

119.6

　

114.∂

　

116.5

　　

4.2

　　

4.0

　　

∂.9

　　

4.3

　　

4.a

　　

4.3

　

117.6

　

125.2

　

j2∂.j

　

113.2

　

114.6

　　

5.∂

　　

5.7

　　

5.9

　　

∂.タ

　　

∂.7

　　

∂.∂

　

jjﾀ.2

　

124.3

　

122.2

　

116.2

　

117.3

　　

∂.5

　　

∂.∂

　　

∂.∂

　

扨.0

　

10.0

　

10.2

　

115.∂

　

117.5

　

115.0

　

119.9

　

115.∂

　　

5.2

　　

5.2

　　

5.0

　　

5.∂

　　

j.5

　　

5.5

　

124.7

　

134.6

　

131.5

　

Hj.タ

　

jjﾀ.2

　　

3.3

　　

3.4

　　

3.∂

　　

4.7

　　

4.5

　　

4.7

　

114.1

　

jj∂.j

　

117.0

　

117.6

　

jj∂.j

　　

9.4

　　

ﾀ.2

　　

∂.∂

　　

∂.∂

　　

∂.∂

　　

∂.タ

　

120/2

　

j2∂.j

　

j2ﾀ.4

　

112.7

　

116.5

　　

∂.9

　　

9.j

　　

ﾀ.7

　

11.6

　

Ｈ.2

　

11.4

-
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第130表

　

国

　

民

　

所

　

得 に

　　　　　　　　　

分配国民所得

　　　　　　　　　　　

租

　　　　

税

　　　

負

　　

‥て二卜

国

　　　

税

　

才数

　

地

　

方

　

税

　

指数

昭和10年度

　　　　

14 440　　－　　　　1 202　　－　　　　635　二I

　　　

16

　　　　　　　　

35 834　　－　　　　　4 931　　－　　　　　　879　　-I

　　　

31

　　　　　　

7 627 557　　－　　　1 086 774　　－　　　　449 924　　－

　　　

32

　　　　　　

8 285 802　　－　　　1 201 775　　－　　　　527 190　　－

　　　

33

　　　　　　

8 518 966　　－　　　1 190 818　　－　　　　543 932　　－

31～33平均

　　

8 144 108　j00　　1 159 789　j卯　　　507015　掴

　　　

34

　　　　　　

10 048 661　　j2∂　　　1372 372　H∂　　　610 937　120

　　　

35

　　　　　　

11 999 614　147　　　1 801 464　巧5　　　　744 236　j47

　　　

36

　　　　　　

14 213 845　j75　　2 227 728　四2　　　　906 475　17ﾀ

　　　

37

　　　　　　

15 746 795　jﾀJ　　2 390 697　206　　　1056 684　2叩

　　　

38

　　　　　　

18 265 495　224　　2 731 724　2J∂　　　1 212 860　239

　　　

39

　　　　　　

20 522 540　252　　3 159 246　272　　　1 399 598　27∂

（注）１

　

国税は、租税および印紙収入のほか、専売納付金を含む。

　　

２

　

租税の限界負担率（租税の増分の、国民所得の増分に対する割合、％）

37年度

　　　

20.4

38年度

　　　

19.7

39年度 27.2

国税のみについては

　

10.6

国税のみについては

　

13.5

国税のみについては

　

18.9

３

　

租税め国民所得に対する弾性値（租税の増減率の、国民所得の増減率Ｋ対す

37年度

　　　

0.93

38年度

39年度

0.90

1.26

　　　　

国税グ)みについては

　

0.68

　　　　

国税のみについては

　

0.89

　　　　

国税のみについてはよ27
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対

　

す

　

る

　

租

　

税

　

負

　

担

　

率

-

一

一
道府県税

６

　
　

９

　
　

６

５

　
　

２

　
　

１

２

　
　

２

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｑ
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｑ
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

―

230 1ﾀ5

227 38２

214 ２31

263 862

348 948

4４4 178

522 585

605 4４3

709 660

-

-
市町村税

９

　
　

０

　
　

８

７

　
　

５

　
　

０

３

　
　

６

　
　

８

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

296 995

316 550

292 784

347 075

395 288

46２ 297

534 099

607 ４17

689 938

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

る割合）

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

　　

地方税のみについては

計

837

５ ８１０

1 536 698

L 7２8 965

L 734 750

1 666 80４

1 983 309

2 545 700

3 134 203

3 ４47 381

3 9４４ 584

4 558 844

9.8

6.2

8.3

1.54

0.93

1.24

指数

加Q

11９

巧∂

j∂∂

２０７

237

274

－415－

国税

８．３

13.８

Ｍ．２

1４.5

1４　０

1４.3

13.6

15.0

IＳ　７

IＳ.　２

lＳ.Ｏ

15.4

(単位

租

　

税

　

負

4.4

2.4

5.9

６．４

６．４

∂.2

∂.j

６．２

６．４

∂.7

６．６

６．８

内

j｡∂

０．６

２．４

2.8

２．７

2｡∂

2.６

2.9

3.1

3.3

3.3

3､4

百万円・％）

担

　

率

訳

２．６

j｡刃

3､５

∂.∂

j.7

3｡∂

３．５

3.3

3.3

＆４

3.3

＆４

計

1２.７

1６.２

2り．ｊ

20.9

20.4

2０.5

19.7

21.２

2２. 1

2j.タ

21.8

22.2

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

¬

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｊ

　 　 　

ｉ ”

　 　 　 　 　

ｊ

．

　 　 　 　 　

｜

| ←

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜Ｓ

・

」

－
｜

－

｜

－

｜

－

－

－

－

－

ｉ

－

！



第131表

　

租

　

税

　

収

　

入

　

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

租

　　　

税

　　　

内

　　　

訳

　　　　

゛

　　

区

　　　

分

　　

租税総額

　　

国

　　

税

　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㈲

　　　

道府県税

　　

市町村税

　　　

計呻

　　　　

10

　　

度

　　　

(100.の

　　　

（６５　４）

　

（μ.の

　　

(20.≪)

　

(34.6)
昭和

　　

年

　　　　　　

1 837　　　　1 202　　　　256　　　　379　　　　635

　　　　

16

　　　　　　　　

(100.の

　　

（84-９）

　　

（３､9゛）

　

（皿２）

　

（15.1）

　　　　　　　　　　　　　　　

5 810　　　　4 931　　　　　229　　　　　650　　　　879

　　　　

31

　　　　　　　　

(100.の.・(70. 7)、（Z2.j）　07.2}　(29.3)

　　　　　　　　　　　　

1 536 698　　1 086 774　　　185 116 1　　264 808ト　449 924

　　　　

32

　　　　　　　　

(100.の

　　

（∂ﾀ.5）

　

（13.3）

　

(17.2)

　

(50.5)

　　　　　　　　　　　　

1 728 965　　1 201 775　　　230 195 、　296 995　　527 190

　　　　

33

　　　　　　　　

(100.の

　　

（６８.６~）

　

（13.1）

　

（j∂､J）

　

(31.4)

　　　　　　　　　　　　

F 734 750　1 190 818　　　227 382　　　316 550　　543 932

31～33平均

　　

(100.の

　　

（69-６）

　

（12､8）

　

（17、６）、（30､4）

　　　　　　　　　　　　

1 666 804　　1 159 789　　　214 231　　　292 784　　507 015

　　　　

34

　　　　　　　　

（１００.０｀）

　　

（６９.２）

　

(13. 3-)　（17、５）　（30.8）

　　　　　　　　　　　　

1 983 309　1 372 372　　263 862　　　347 075　　610 937

　　　　

35

　　　　　　　　

（IQO､ｏ｀）

　　

(70.∂）

　

（12-７）

　

（15.５）ト(29.2)

　　　　　　　　　　　　

2 545 700　　1 801 464　　　348 948　　　395 288 1イ　744 236

　　　　

36

　　　　　　　　

Ooo. 0)　(71. 1)　（14.２）　（14､７）　（2∂.ﾀ）

　　　　　　　　　　　　

3 134 203　2 227 728　　444 178　　　462 297 、　906 47S

　　　　

37

　　　　　　　　

Ooo. 0)　（６９.3）　（15.２）　05. 5-)　（∂ﾛ.7）

　　　　　　　　　　　　

3 447 381　2 390 697　　　522 585　　　534 099　1 056 684

　　　　

38

　　　　　　　　

(100.の

　

、（∂ﾀ.∂）

　

（15.3）

　

05.4)

　

(,30.7)

　　　　　　　　　　　　

3 944 584　2 731 724　　605 443　　607 417　1 212 860

　　　　

39

　　　　　　　　

（100.０）

　　

(69. 5)　O5.6-)　（15､1）1　(50.7)

　　　　

.

　　　　　　

4 558 84４　3 159 246　　　70９ 6６0　　689 938 1　1 399 598

（注）１

　　　

２

国税は、租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分）お

国から地方への交付額中「地方交付税」は、国税三税の最終予算額に当該年

ただし、39年度分には、交付税及び譲与税配付金特別会計が一般会計から借

３

　

地方から国への負担額は国直轄事業負担金にかか,る国への現金納付額および

４（

　　

）は構成比を示す。
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実

　

質

　

’的

　

分

　

’配

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　

国から地方への交付額

　　　　　　　

地方から

　　　

実質的分配

　

地

　　

方

　

地

　　

方

　

国

　　

庫

　　　　　　　

国への

　　　　　　

ｂ
＼交付税譲与一税支出金

　　

ト助

　　

負担額（哺

　

㈲－

;

＋（吻

|;

十（cl）－

；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(:S2.3)　iil.T)

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　

255

　　　　

255

　　　　　

13

　　　　

960

　　　　

877

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(37. 0)　i33. 0)

　　　　

423

　　　　　

－

　　　　

640

　　　

1 063　　　　　23　　　3 891　　　1 919

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（お.の

　　

（61.０）

　　

172 591　　　21 777　　295 111　　489 479　　　･2 517　　599 812　　936 886

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(:38.i)　（61.９）

　　

195 178　　29 422　　321 422　　546 022　　　3 686　　659 439　1 069 526

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３４､６）

　

（６５､4）

　　

212 213　　　32 648　　350 214　　595 075　　　3 889　　599 632　1 135 118

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３７２）　（62.８）

　　

193 327　　　27 949　　322 249　　543 525　　　3 364　　619 628　1 047 176

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（34.６）

　

（６５.4）

i

　

246 976　　　32 869　　413 608　　693 453　　　6 418　　685 337　1 297 972

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（即.7）

　

（６１､３）

　　

331 666　　　36 218　　477 056　　844 940　　27 603　　984 127　1 561 573

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(40. 0)　（卯･の

　　

385 242　　45 253　　580 757　1 011 252　　38 131　1 254 607　1 879 596

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（趾∂）

　

（６４べ

　　

470 080　　30 737　　708 080　1 208 897　　44 643　1 226 443　2 220 938

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（お･O

　(,64.

ff)

　　

536 042　　35 162　　815 731　1 386 935　　52 787　1 397 576　2･ 547 008

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（35、1）

　

（６４.9）

　　

649 151　　　43 629　　9２6 690　1 619 470　　6２ ２44　1 602 020　2 956 824

よび印紙収入のほか、専売納付金を含む。

度最終予算の繰入率を乗じたものである。

り入れた15000百万円を入れてある。

国に対する交付公債の元利償還額の合計である。
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第132表地 方 財

　

政 財

　　

区

　　　　　

《ヅワド非才ワ際

　

地方財政財貨サービス購入

　　

10 626　12 666　15 750　19 241　22 350 26 224 1

j

　　

（歳

　　　

出

　　　

額）

　

16 239　19 249　23 911　2? 874　33 088　38 22j

l

　

普（控

　

除

　

項

　　

目）

　　

6 422　7 753　9 743　11 540　13 312　15 433 1

　

で

　

差訂
貨サービス購入額

　　

9 817　11 496　14 168　17 334　19 776　22 787

，７χ

ド

　　　

言:二三二T二二

　

：：：ンエニ乱二

　　

（経

　

常

　

支

　

出

　

計）

　　

6 553　7 588　8 917　10 258　12 298　14 242

　　

（資本形成計）

　　

4 073　5 078　6 833 8 983　10 052　11 982

1
（注）［普通会計歳出額（地方公共団体の純計額）からの控除揉こ∇地方公共団体が冪

　　　

について行なってある。

　　　　　　　　　　　　　　　　

尚

　　

２

　

収益会計は、財貨サービス購入額全額を経常支出とする。

　　

３

　

事業会計は、財貨サービス購入額全額を資本形成とする。
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貨

　

サ

　

ー

　

ビ

　

ス

　

購

　

人

　

額

(単位

　

億円・％)

　　　　　

対

　　

前

　

’年

　　

比

　　　　　　　　　　

構

　　　　

成

　　　　

比

呪o（閤§o叶‰町‰匹‰（り（む）ト）叫ト）

､.119.2　124.3　122.2　116.2　117.3　100.0　100.0　辺り.よ100.り　100.0 100.り

Ｕ∂.5

　

124.2

　

120.8

　

114.6

　

115.5

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

117.1

　

123.2

　

122.3

　

114. I　115.2　ﾀ2.j　90.･∂　90.0　ﾀ0.1　∂∂.５　∂∂.タ

U5.タ

　

117.7

　

115.3

　

119.8

　

115.5

　

5ﾀ.9

　

5∂.2

　

55.1

　

52.0

　

5S.7

　

５２.∂

119､3 ×133.1　133.4　106.3　114.∂　32.5　32.6　34.タ　3∂.j　∂4.∂　34.1

il2.6

　

110.2

　

103.∂

　

123.6

　

127.3

　　

1.∂

　　

j.7

　　

j.5

　　

j.3

　　

1.4

　　

j.5

154.5

　

140.∂

　

123.5

　

136.7

　

134.4

　　

5.∂

　　

7.５

　　

∂.5

　　

∂.∂

　

10. 1　11.6

U5.∂

　

117.5

　

115.0

　

jjﾀ.9

　

115.∂

　

61.7

　

5ﾀ.∂

　

56.6

　

53.3

　

55.0

　

54.3

124.7

　

134.6

　

131.5

　

111.タ

　

jjﾀ.2

　

38.3

　

40. 1　43.4　46.7　45.0　45.7

終需要者として購入したものといえない支出額（中央財政との重複、扶助費、公債費等）
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第133表

　

地 方 公 営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　　

区

　　　　　　

分

　　　　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　

法適用企業

　　

法非適用企業

　　

合

　　　

計，

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　　　　　　

1 171　　　　　　4 627　　　　　5 798

　　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　

459

　　　　　　　

750

　　　　　　

1 209

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

20

　　　　　　

1 976　　　　　　1 996

　　

工

　

業

　

用I水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

46

　　　　　　　　

19

　　　　　　　　　

65

　　

交

　　　

道

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

92

　　　　　　　　

79

　　　　　　　

171

　　　

バ

　　　　　　　　　　　

不

　　　　　　　

47

　　　　　　　　

6

　　　　　　　

53

　　　

路

　　　

面

　　　

電

　　　

車

　　　　　　

‘15

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

15

　　　

地

　　　

，下

　　　　　

鉄

　　　　　　　　

３

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

３

　　　

ト

　

ロ

　

･リ

　

ー

　

パ

　

ス

　　　　　　　

４

　　　　　　　

－

　　　　　　

４

　　　

モ

　

ノ

　

レ

　

ー

　

ル

　　　　　　

１

　　　　　　

－

　　　　　　

１

　　　

索

　　　　　　　　　　

道

　　　　　　　

11

　　　　　　　　

16 27

　　　

上記以外の軌道,I地方鉄道

　　　　　　　

５

　　　　　　　　

４

　　　　　　　

９

　　　

船

　　　　　　　　　　　

舶

　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

53

　　　　　　　

59

　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

34

　　　　　　　　

11

　　　　　　　

45

　

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

55

　　　　　　　　

15

　　　　　　　

70

　

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

313

　　　　　　　

480

　　　　　　　

793

　

公

　

共

　

下

　

道

　

水

　

事

　

業

　　　　　　　

21

　　　　　　　

152 173

　

そ

　　

の

　　

他

　　

事

　　

業

　　　　　　　

131

　　　　　　

1 145 1 276

収

　　

益

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

499

　　　　　　

499

　

競

　　　

馬

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

－

　　　　　　　

153

　　　　　　

153

　

競

　　　

輪

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

－

　　　　　　　

212

　　　　　　

212

　

モーターボート競走事業

　　　　　　　

－

　　　　　　

74

　　　　　　

74

　

小型自動車競走事業

　　　　　　

－

　　　　　　

８

　　　　　　

８

　

宝

　　

く

　　

じ

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

52

　　　　　　　　　

52

国民健康保険事業

　　　　　　　　

－

　　　　

4 494　　　　4 494

公

　

益

　

質

　

屋一事

　

業

　　　　　　　　　

－

　　　　　

1 191　　　　　1 191

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

1 456 1 456

　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

1 171　　　　　　12 267　　　　　13 438

参考表（10）法

　

適

　

用

　

企、業

－420－

　

年

　　　　　

度

　　　　　

1

　

27

　

1

　

28

　

1

　

29

　

1

　

3o

　

l

　

31

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　

数

　　　　

｜

　　

145

　　　

163

　　　

176

　　　

188 220



事

　　

業 の

　　

事 業

　　

数
－

　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

増

　　　　　　

減

　　

法適用企業

　

法非適用企業

　

合

　　　　

計

　　

法適用企業

　　

法非適用企業

　　　　　　　　　

936

　　　　　

4 625　　　　　　5 561　　　　　　　235　　　　　　　　2

　　　　　　　　　

427

　　　　　　

710

　　　　　　

1 137　　　　　　　　32　　　　　　　40

　　　　　　　　　　

17

　　　　　

1 964　　　　　　1 981　　　　　　　　3　　　　　　　　12

　　　　　　　　　　

41

　　　　　　　

20

　　　　　　　

61

　　　　　　　　

5

　　　　　　

△

　

1

　　　　　　　　　　

90

　　　　　　

74

　　　　　　　

164

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　　

48

　　　　　　　

5

　　　　　　　　

53

　　　　　　

△

　

1

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

15

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

15

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　

13

　　　　　　　　

23

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

4

　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　

5

　　　　　　

52

　　　　　　　　

57

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

34

　　　　　　　

14

　　　　　　　　

48

　　　　　　　　

0

　　　　　

△

　　

3・

　　　　　　　　　　

49

　　　　　　　

16

　　　　　　　　

65

　　　　　　　　

6

　　　　　

。

　

1

　　　　　　　　　

165

　　　　　　

629

　　　　　　　

794

　　　　

’“

　　

」48

　　　　　

△

　

149

　　　　　　　　　　

18

　　　　　　

144

　　　　　　　

162

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

8

　　　　　　　　　　

95

　　　　　

1 054　　　　　　1 149　　　　　　　36　　　　　　　91

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

309

　　　　　　　

309

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

190

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

92

　　　　　　　　

92

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

61

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

134

　　　　　　　

134

　　　　　　

¬・一一一‘

　　　　　　　

78

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

25

　　　　　　　　

25

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

49

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

7

　　　　　　　　

7

　　　　　

，

　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

51

　　　　　　　　

51

　　　　　　　　

－

　

’

　　　　　　

l

　　　　　　　　　　

－

　　　　　

4 582　　　　　　4 582　　　　　　　　－　　　　　△　88

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

689

　　　　　　　

689

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

502

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

888

　　　　　　　

888

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

568

　　　　　　　　　

936

　　　　

11 093　　　　　12 029　　　　　　　235　　　　　　1 174

数

　

の

　

増

　

加

　

傾

　

向

32

　

」

　

33

　　

1

　　

34 35　　　　36　　　　｡37　　↑　　38.イ　　39

　

266

　　　

298

　　　　

344

　　　　

402

　　　　

642

　　　　

826

　　　　

936

　　　

1 171
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第134表

　

地 方

　　

公 営

　　

事

　　　　　　　　　　　　

-

　　

区

　　　　　　

分

　　

｜

　

一般職員

　　

臨時芦員･･

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　　　

250 334　　　　　　10 168

　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

51 064　　　　　　　　1 704

　

簡

　　

易

　　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　

3 451　　　　　　　　　409

　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

2 356　　　　　　　　　84｀

　

交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　

73 724　　　　　　　589 ，

　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

3 863　　　　　　　　305

　

ガ

　　　　

ス

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　　

1 592　　　　　　　　　Ill

　

病

　　　　

院

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

91 168　　　　　　　　4 737

　

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　

9 356 334

　

そ

　　

の

　　

他

　　

事

　　

業

　　　　　　

13 760　　　　　　1 895

収

　　　

益，

　　

事

　　　

業

　　　　　　　

2 132 76

国

　

民

　

健

　

康

　

保

　

険

　

事

　

業

　　　　　　　　

46 339 1 045 k

公

　　

益

　　

質

　　

屋

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

602

　　　　　　　　　

60
t

農

　　

業

　　

共

　　

済

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

3 391 48 ，

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　

302 798　　　　　　11 397

第135表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

地方

　　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

㈲

　　　　　

昭

　

和

　　　　　　　　　　　　　

収

　

入

　

支

　

出

　

差

　

引

　

収

　

入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　

878 618 895 542　　△16 924　　731 15j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’｜

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　　

666 189　　688 358　　△22 169　　447 464・

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　　

212 429　　207 184　　　　5245 ，　283687｡

収

　　

益

　　

事

　　

業

　　　　

342 346　　355 054　　　7 292 ｡　272 794，

国民健康保険事業

　　　

183 724　　190 280　△6 556　　152 263L

公

　

益

　

事

　

質

　

屋業

　　　　

3 055　　　2 913　　　　142　　　3 668

農

　

業

　

共

　

済

　

事業

　　　　

5 810　　　5 065　　　　745　　　5 314

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　

1 413 553　1 428 854　　６15 301　1 165 190
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業

　　

の 職

　　

員 数

(単位

　

人)

合

　　　　　

計

　　　　　　

前年度職員数

　　　　　　　

増

　　　　　

減

　　　　　　　　　

265 062　　　　　　　　　　247 714　　　　　　　　　　　12 788 「

　　　　　　　　　　

52 768　　　　　　　　　　　50 417　　　　　　　　　　　2 351

　　　　　　　　　　　

3 860　　　　　　　　　　　3 189　　　　　　　　　　　　671 1

　　　　　　　　　　　

2 440　　　　　　　　　　　2 089　　　　　　　　　　　　351

　　　　　　　　　　

74 313　　　　　　　　　　　73 431　　　　　　　　　　　　　882

　　　　　　　　　　　

4 168　　　　　　　　　　4 158　　　　　　　　　　　　10 :

　　　　　　　　　　　

1 703　　　　　　　　　　　　1 594　　　　　　　　　　　　　109 1

　　　　　　　　　　

95 905　　　　　　　　　　　91 103　　　　　　　　　　　4 802

　　　　　　　　　　

9 690　　　　　　　　　　　8 653　　　　　　　　　　　　1 037

　　　　　　　　　　

15 655　　　　　　　　　　　13 030　　　　　　　　　　　2 575

　　　　　　　　　　　

2 208　　　　　　　　　　　6 852　　　　　　　　　　△　4 644

　　　　　　　　　　

47 384　　　　　　　　　　　29 253　　　　　　　　　　　18 131

　　　　　　　　　　　　

662

　　　　　　　　　　　　

959

　　　　　　　　　　

£

　　

297 ・

　　　　　　　　　　　

3 439　　　　　　　　　　　2 655　　　　　　　　　　　　784

　　　　　　　　　

314 195　　　　　　　　287 433　　　　　　　　26 762 ゛

公

　

営

　

事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　

38

　　

年

　　

度

　　

CB）

　　　　　　　　　　

増

　　

減

　

（A）一図

　

１

　

川ｔ

　

５

う

収

　　　　

入

　　

支

　　　　

出

　

匹

　　　

733 346　　　　△　2 195　　　　　147 467　　　　　162 196　　　　△14 729

　　　

463 967　　　　△16 503　　　　　218 725　　　　　224 391　　　　△　5 666

　　　

269 379　　　　　14 308　　　　△71 258　　　　・62 195　　　　△　9 063

　　　

267 393　　　　　　5 401　　　　　69 552　　　　　67 661　　　　　　1 891

　　　

149 208　　　　　　3 055　　　　　31 461　　　　　41 072　　　　4　9 611

　　　　

3 442　　　　　　　226　　　　△　　613　　　　△　　529　　　　△　　84

　　　　

5 015　　　　　　　299　　　　　　　496　　　　　　　　50　　　　　　　446

　　

1 158 404　　　　　6 ｱ86　　　　　248 363　　　　　2ｱ0 450　　　　ム22 08ｱ

_

　　　　　　　

｜

　　　　　

＿
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第136表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

法適

その１

　

収益および費用の状況

／／ノヅドドビデ宍

（営

　　

業

　　

収

　　

益）

　　　

90 899　　　　5686　　　69 600　　　18306

石川ﾄﾞﾄﾞ

ﾕ

ﾍ

↑

汪

お

づ

　　

記ﾄﾄﾞﾚﾐ五万

　

ヨ

　

う

　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　

20 080　　　　2727　　　　7277　　　8 537

当

　

年

　

度

　

純

　

損

　

益

　　　

△

　

3 735　　　・　173　　ム17473　　　1 801

言ドバ

　

爪子⑤玉子二月E

鵜乱ツ五

　　

囃

　

くﾐ,レ玉

　

ヨ

鸚∵jUご;

　　

ゴ

　

ガ

　

ガ

　

ツ

（注）１（

　

）は事業数を示す。

　　　

２

　

水道事業には簡易水道事業を含めてある。

その２

　

費用の性質別構成および対営業収益比率の状況

　　　

水

　

道

　

事

　

業

　

工業用水道事業

　

交

　

通

　

事

　

業

　

電

　

気

　

事

　

業ガス

ｏ行囃訃啼喉

宍

畷喉ド半径・

摩員靉31 927 32. 3＼35.1　746に0ｲぼj56 657にj.∂∂1.4 2 062 皿mi. 31 84

箆価雲12 992 IS.2＼ 14.3＼ 1 173 i∂.42り. S 9 007　ﾀ.a 12.9 4 521 26. l＼2J1　53

為豹．080 20.5 22. 1 2 727 J∂.りj∂.0 7 277　S.O 10. s＼8 537 49.3146う　425

その他33 749 34.2 37.1 2 523 35.2な.418 688 201 2∂.∂2 215 12, 7＼12.i!2 46

　

1-

　

98 748i100.0108.6716ﾂﾞ00.01126.191 629100.0131.71ｱ335100.094.年27

(注)１

　

職員給与費とは、基本給、手当、賃金、退職給与金及び法定福利費をいう、

　　

２

　

ガス事業は製造原価により作成しているので｢その１収益および費用の状況｣
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用

　

企

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位 百万円・％）

ガス事業

　

病院事業

　

公共下水道事業

　

その他事業

　　　

計

　　　　

4 298　　　　　84 153　　　　　12 910　　　　　35 886　　　　　332 548

　　　　

3 571　　　　　77 889　　　　. 7 968　　　　　34 539　　　　　308 458

　　　　

3 318　　　　　76, 175　　　　　　5 233　　　　　33 793　　　　　288 643

　　　　　　

20

　　　　　

4･922

　　　　　　

4 680　　　　　　　477 ・　　　　13 881

　　　　　　　

－

　　　　　　　

42

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　

10

　　　　　　　

710

　　　　　

4 166　　　　　83 251　　　　　　14 216　　　　　31 255　　　　　347 771

　　　　　　

848

　　　　　

39 975 ’　　　　3 043　　　　　　2･183　　　　　137 441

　　　　　　

533

　　　　　　

3 025　　　　　　2 623　　　　　　1 028　　　　　34 902

　　　　　　

425

　　　　　　

2 973　　　　　　4 157　　’　　　1 650　　　　　47 826

　　　　　　

129

　　　　　　

1 902　　　　△　1 305　　1　　　4 631　　　　・15 223

　　　

(35)219

　

(215)2 585　　　(13)28　　(92)4 955　(752) 14 676

　　　　

（20）90

　　

(97)1 683　　(8)1 334　　　(24) 324　(395)29 899

　　　　　　

283

　　　　　　

4 157　　　　　　1 959　　　　　　　518　　　　　65 869

　　　　　　

7.9

　　　　　　　

j.3

　　　　　　

24.6

　　　　　　　

j.5

　　　　　　

21.4

　　　　　　

553

　　　　　　

9 667 .　　　　1 126　　　　　　　852　　　　　59 986

1

　　　　　

15.5

　　　　　　

12.4

　　　　　　

14.1

　　　　　　　

2.5

　　　　　　

jﾀ.4

　　　　　

103.1

　　　　　　

101.1‘

　　　　　

’ﾀQ.∂

　　　　　　

114.∂

　　　　　　

ﾀ5.∂

　　　　　

36.4

　　　　　　

31.0

　　　　　　

S∂.j

　　　　　　

20.7

　　　　　　

34.4

(単位

　

百万円・％)

事業

　　　

病院事茉

　

公共下水道事業

　　

その他事業

　　　　　

計

新訂

日州ド爾司珂囃吟肺瀧

　

j∂.∂2＆∂39795 48.0 51.3 3 043 21.4 38.2 2 183　7.0　∂.3 137 441 39.5ぜj.6

　

12.5 14.9 3 025　3.∂　j.タ2 623 j∂.4 32,タ1 028　3.3　3.0　34 902 10.1＼11.3

　

9ｼﾀjj.ﾀﾞ2 973　＆∂　3.& 4 157 2タ.2 52.2 1 650　5.a　4.8＼ 47 826 13.7 15.5

2Q.タ25. 037 278 jj.∂47.∂4 393 31.0 55.126 393 ∂4.4＼76.4 127 708 3∂.∂41.3

100.0119.783 251100.0106.814 216100.0178.431 255100.0 90.5 347 877 100. 0112.7

の同事業の総費用と合致しない。
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その３

　

資本的収支の状況

第i36表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

法適

ｌ

　　　　　

区

　　　　

分

　　　　　

ト・四

　

看摯到四事業

　

ｕ事業

　

∵∵べ絨諮ト鱗百

　

他会

　

計

　

出

　

資

　

金

　　　　

672

　　　

1 327　　　1 315　　　　13

　

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　　

1 213　　　　　590　　　　　539　　　　227

　

他

　

会

　

計

　

補

　

助

　

金

　　　　　

252

　　　　

1 236　　　　　38　　　　　4 1

　

国

　　

県

　　

補

　

助

　

金

　　　　　

578

　　　　

5 739　　　　　57　　　　1 058 1

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　

5 110　　　　1 464　　　　4 672　　　　1 699

　

と警言ｓ二二謡叉二二

∵ﾌﾟ√ご；二7二二二

　

企

　

業

　

債

　

償

　

還

　

金

　　　　

11 477　　　　2 024　　　　5 167　　　4 727

　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

　　　　

1 382　　　2 107　　　　2 157　　　1 806

　

雛雑低温爽9

　

24 827　　　　5 200　　　10 225　　　6 588

:二言二ご

　

二

　

二

　

二

　

６二

補てん財源不足率該×100

　　　　　　

∂.5

　　　　

s.3

　　　　

∂.2

　　　　

2.Q

注

　

１（

　

）内書は借替債である。

　　

２「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」の算出は、資本的収入額のうち

　　

額のみを集計したものである。
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用企業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

ガス事業

　

|
病院事業

　

雌Ｖ列その他事業

　　　　

計

-

　　　　

1 507　　　　　12 699　　　　　34 419　　　　　94 472　　　　　333 641

　　　　

（-）

　　　

(65)

　　　

(310)

　　　

(18)

　　

（5 226)

　　　　

1 224　　　　　　7 642　　　　　21 906　　　　　40 252　　　　　233 765 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　

11

　　　　　　

2 833　　　　　　1 857　　　　　　　266　　　　　　8 294

　　　　　

61

　　　　　　　

694

　　　　　　　

H8

　　　　　　

4 360　　　　　　7 802゛

　　　　　　

7

　　　　　　　

780

　　　　　　

4 444　　　　　　　817　　　　　　7 578 ・

　　　　　　

－

　　　　　　　

319

　　　　　　

4 251　　　　　　　140　　　　　12 142 1;

　　　　　

204

　　　　　　　

431

　　　　　　

1 843　　　　　48 637　　　　　64 0601

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　

40

　　　　　　　

303

　　　　　　

1 308　　　　　11 433　　　　　32 167

　　　　

1 467　　　　　12 396　　　　　33 111　　　　　83 039　　　　　301 474 1

　　　　

2 172　　　　　15 957　　　　　40 560　　　　　100950　　　　　377 909

　　　　

1 714　　　　　13 199　　　　　38 197　　　　　70 545　　　　　311 075 ■

　　　　　

419

　　　　　　

1 482　　　　　　1 432　　　　　17 336　　　　　44 064 1･.

　　　　　

39

　　　　　　

1 276　　　　　　　934　　　　　13 069　　　　　22 770

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　

708

　　　　　　

3 816　　　　　　7 452　　　　　19 298　　　　　78 114 ・

　　　　　

560

　　　　　　

2 858　　　　　　6 508　　　　　13 476　　　　　57 574

　　　　　

148

　　　　　　　

958

　　　　　　　

944

　　　　　　

5 822　　　　　20 540

　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

δ.Q

　　　　　　　

2.j

　　　　　　　

5.∂

　　　　　　　

5.j

「翌年度へ繰り越される支出の財源充当額」を控除した額が資本的支出に不足する場合の
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その４

　

資産負債および資本に関する調
ﾚ

y

　　　

E

IT

　　　

タ

　

T

　

宅

　　

地

　　

造

　　

成

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

－

　

流

　　　

動

　　　

資

　　　

産

　　　　

37 808　　　12 657　　　　8 672　　　9 828

　

繰

　　

延

　　

勘

　　

定

　　　　　

936

　　　　　

86

　　　　　

917

　　　　　

34

　

:

　

ｿﾞ

。。

　　

７

　　

ｊ

　　

１

　　

で

　

借

　

入

　

資

　

本

　

金

　　

352 830　　84 608　　128 H5　　151 219

　

資

　　

本

　　

剰

　

余

　

金

　　　

31 9ｱ1　　　30 185　　　　8 446　　　2 690

　　　　　　　　

＼レスｊ

ｊ

　　　

充

　

ﾐ☆レうレﾐ
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用企業決算の．状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　

ガス事業

　　

病院事業

　　

公共下水道事業

　

その他の事業

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

F

　　　　　　

9 552　　　　105 383　　　　　181 072　　　　　416 089　　　　1 809 973

　　　　　　

8 483　　　　　84 876　　　　　167 256　　　　　60 632　　　　1 348 186 ，

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

271 992　　　　　271 992

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　

38 724　　　　　38 724

　　　　　　　

1 047　　　　　20 420　　　　　13 797　　　　　44 699　　　　　148 928

　　　　　　　　　

22

　　　　　　　

87

　　　　　　　　

19

　　　　　　　

42

　　　　　　

2 143

　　　　　　　

1 495　　　　　27 329　　　　　13 454　　　　　196 474　　　　　352 013

　　　　　　　　

202

　　　　　　

3 962　　　　　　　339　　　　　176 413　　　　　200 609

　　　　　　　

1 293　　　　　23 367　　　　　13 115　　　　　20 061　　　　　151 404

　　　　　　　

8 057　　　　　78 054　　　　　167 618　　　　　219 615　　　　1 457 960
1

　　　　　　　

1 415　　　　　35 532　　　　　70 824　　　　　56 546　　　　　407 398 ，

　　　　　　　

6 315　　　　　38 765　　　　　79 215　　　　　150 511　　　　　991 578 ，

　　　　　　　　

306

　　　　　　

5 295　　　　　18 544　　　　　　5 888　　　　　103 325

　　　　　　　　　

21

　　　　

△

　

1 538　　　　　△　965　　　　　　6 670　　　　△44 341

　　　　　　　

j∂.2

　　　　　　

37.3

　　　　　　

4∂.∂

　　　　　　

16.6

　　　　　　

25,∂

　　　　　　

102.7

　　　　　　

103.5

　　　　　　

ﾀ∂.∂

　　　　　　

15.3

　　　　　　

∂j.3

　　　　　　　

∂1.0

　　　　　　

∂7.ざ

　　　　　　

105.2

　　　　　　

222.∂

　　　　　　

9∂.4

　　　　　　　

7∂.∂

　　　　　　

4ﾀ.0

　　　　　　

42.∂

　　　　　

/ 68S.タ　　　　　　111.3

　　　　　　　

23.4

　　　　　　　

4.∂

　　　　　　

ﾀﾀ.タ

　　　　　　

56.4

　　　　　　

28.5

　　　　　　　　

553

　　　　　　

9 667　　　　　　1 126　　　　　　　852　　　　　59 986

　　　　　　　

扨.5

　　　　　　

12.4

　　　　　　

14.1

　　　　　　　

2.5

　　　　　　

jタ.4

-
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用

　

企

　

業

　

の事

言言□∇‾
・ﾆ

ﾝﾆｸし1

　　　

35

　　　　　　

36

　　

……
|

　

水

　

諭

　　

裂

　　

戻

　　　

（ツドッ

　　

（後ﾚﾋﾞ
I

　　

｜

|

轟ﾆﾑ為隋

　　　　　

1詣

　　　　

沼

　　

業

　

驀積欠謁金月l

　　　　

(16)

　　　

昌

　　　

(14)

　　

諧

ン

　　

工水

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　

（4）

　　　

39

　　　　　　　

（7）

　　

165

　

弓

|

轟八恥隋

　　　　

石

　　　

詔

　

用業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

－

　　　　　　

2∂ｊ

　　

ヵ

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

(21)

　

1 283　　　　　(24)　　　683

　　

凶

　　

純

　　　

損

　　　

失

　　　　

（48）

　

2 547 （60）　6 007

　　

漁

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　

3 959　　　　　　　　　9 197

　　

川

字事業数の割合

　　　　　　　　

69.6

　　　　　　　

71.4

　　

業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

8.0

　　　　　　　

扨.5

　　

一

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

（28）

　

1 259　　　　　(29)　1 714

　　

電

　　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　　

（〇）

　　　

－

　　　　　

（2）

　　

51

j

　　

条

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　　

61

j

　　

，

　

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

δ.5

j

　　

が

　　

純

　　　

利

　　　　

益

　　　　

(13)

　　

126

　　　　　　　

(20)

　

153

J

　　

ス

　　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　

(14)

　　　

54

　　　　　　　

(18)

　　　

59

1

　　

事

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　

144

　　　　　　　　　　

186

’薬

　

|

赤字事業数の

　

Ｕ合

　　　　　　　　

お.7

　　　　　　　　

47j

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

7.7

　　　　　　　

7.∂

’

　　　　

純

　　　

利

　　　

益

　　　　

（20）

　　　

70

　　　　　　　

（38）

　　

206

　　

饒

　　

純

　　　

損

　　　

失

　　　　

(29)

　　

307

　　　　　　　

(29)

　　

329

　　

事

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　

500

　　　　　　　　　　

688

　　

案

　

|

赤字事業数ｏ

　

ｕ合

　　　　　　　　

59.2

　　　　　　　

゛ｊ

　

八道

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

（7）

　　

113

　　　　　　　

（8）

　　

235

　

ぶ

　　

純

　　　

損

　　　　

失

　　　　　

（4）

　　

106

　　　　　　　

（8）

　

221

　

苓事

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　　

278

　　　　　　　　　

496

　

火業

　

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

J∂.3

　　　　　　　

卯.Q

　

7

　　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　　

12.7

ノ

　

ごＲ

。

ト

，

ミ

　　　

つ

　

4E

　　　

ヅ

　

回

　　　

純

　　　

利

　　　　

益

　　　　

(272)

　

7 671 ㈲6）　9 436

　　

n

　

架．奨ml

　　　

(126)

　

?ぶ

　

（207）
1
疆

　　　

|

赤字数業数の

　

り合

　　　　　　　　　

31.3

　　　　　　　　

お,2

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

4.∂

　　　　　　　　　　　　

∂.∂

（注）（

　

）は事業数を示す。 ただし建設中の事業を含まない。
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業

　

別

　

累

　

年

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　

(287)

　

3 422 (296)　3 596 (314)　4 215

　　　　　　　　

(133)

　

203

　　　　　　

(143)

　

3 450　　　　　　　(163)　7 950

　　　　　　　　　　　　

4 038　　　　　　　　　　　6 463　　　　　　　　　　　13 730

　　　　　　　　　　　　　

お.7

　　　　　　　　　　　　

32.6

　　　　　　　　　　　　

34.2

　　　　　　　　　　　　　　

∂.Q

　　　　　　　　　　　　　

∂.2

　　　　　　　　　　　　

15. 1

　　　　　　　　

(15)

　

240

　　　　　　

(19)

　

544

　　　　　　

(25)

　　

454

　　　　　　　　　

（8）

　

276

　　　　　　　

（9）

　

301

　　　　　　

(13)

　

626

　　　　　　　　　　　　　　

538

　　　　　　　　　　　　　

701

　　　　　　　　　　　　

1 367

　　　　　　　　　　　　　

24.7

　　　　　　　　　　　　

32.1

　　　　　　　　　　　　

34.2

　　　　　　　　　　　　　

20.0

　　　　　　　　　　　　

17.7

　　　　　　　　　　　　

24.0

　　　　　　　　　

(25)

　　

116

　　　　　　

(24)

　

356

　　　　　　

(26)

　　

281

　　　　　　　　　

(65)

　

8 308　　　　　　　(66) 13 133　　　　　　(67) 17 754

　　　　　　　　　　　　

17 524　　　　　　　　　　　25 749　　　　　　　　　　　43 769

　　　　　　　　　　　　　

72.2

　　　　　　　　　　　　

73.3

　　　　　　　　　　　　

72.0

　　　　　　　　　　　　　

28.9

　　　　　　　　　　　　

39.1

　　　　　　　　　　　　

62.9

　　　　　　　　

(32)

　

1 548　　　　　　　(34)　2 013　　　　　　　(31)　1 939

　　　　　　　　　

（1）

　　　

25

　　　　　　　　　

ト）

　　

－

　　　　　　

（3）

　　

138

　　　　　　　　　　　　　　

102

　　　　　　　　　　　　　

46

　　　　　　　　　　　　　

86

　　　　　　　　　　　　　　

3.0

　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　　

８．8

　　　　　　　　　　　　　　

0.7

　　　　　　　　　　　　　

Q.∂

　　　　　　　　　　　　

0.５

　　　　　　　　

(25)

　

200

　　　　　　

(32)

　　

172

　　　　　　　　　

(35)

　

219

　　　　　　　　

(17)

　　

43

　　　　　　

(16)

　　　

４２

　　　　　　　　　

(20)

　　

90

　　　　　　　　　　　　　　

233

　　　　　　　　　　　　　

226

　　　　　　　　　　　　

283

　　　　　　　　　　　　　

40.4

　　　　　　　　　　　　

53.5

　　　　　　　　　　　　

36.4

　　　　　　　　　　　　　　

∂.a

　　　　　　　　　　　　

7.J

　　　　　　　　　　　　

7.∂

　　　　　　　　

(63)

　　

330

　　　　　　　　　

(99)

　　

633

　　　　

｀

　

(216)

　

2 585

　　　　　　　　

く52）

　　

657

　　　　　　　

(66)

　　

933

　　　　　　　

(97)

　

1 683

　　　　　　　　　　　　　

1 543　　　　　　　　　　　2 621　　　　　　　　　　　4 157

　　　　　　　　　　　　　

45.2

　　　　　　　　　　　　

40.0

　　　　　　　　　　　　

31.0

　　　　　　　　　　　　　　

∂.j

　　　　　　　　　　　　　

∂.2

　　　　　　　　　　　　

5.3

　　　　　　　　　

（9）

　　

5

　　　　　　

（9）

　　

6

　　　　　　

(13)

　　　

28

　　　　　　　　　

（8）

　　

383

　　　　　　　　

（9）

　　

883

　　　　　　　

（8）

　

1 334

　　　　　　　　　　　　　　

875

　　　　　　　　　　　　

1 503　　　　　　　　　　　1 959

　　　　　　　　　　　　　

47.1

　　　　　　　　　　　　

50.3

　　　　　　　　　　　　

∂∂.j

　　　　　　　　　　　　　

j∂.タ

　　　　　　　　　　　　

2∂.2

　　　　　　　　　　　　

24.e

　　　　　　　　

<45)

　

1 502　　　　　　　（60）　1 793　　　　　　　(92)　4 955

　　　　　　　　

･(17)

　　

115

　　　　　　　　　

(23)

　　

123

　　　　　　　　　

(24)

　　

324

　　　　　　　　　　　　　　

177

　　　　　　　　　　　　　

259

　　　　　　　　　　　　

518

　　　　　　　　　　　　　

27.4

　　　　　　　　　　　　

27.7

　　　　　　　　　　　　

20.7

　　　　　　　　　　　　　　

j.7

　　　　　　　　　　　　　

2.0

　　　　　　　　　　　　

j.5

　　　　　　　　

･(501)

　

7 363　　　　　　(573)　9 113　　　　　　(752) 14 676

　　　　　　　　

(301) 11 920　　　　(332) 18 865　　　　(395) 29 899

　　　　　　　　　　　　

25 030　　　　　　　　　　　37 568　　　　　　　　　　　65 869

　　　　　　　　　　　　　

S7.5

　　　　　　　　　　　　

3∂.7

　　　　　　　　　　　　

34.4

.

　　　　　　　　　　　　　　

j∂.∂

　　　　　　　　　　　　

17.2

　　　　　　　　　　　　　　

2j.

リ
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区

　　　

分

　

上水道事業圭Jな塁

　

交通事業

　

電気事業

総

　　　

収

　　　

益

　　　

㈲

　　　　

15 522　　　　　209　　　　1 038　　　　　79

　

（営

　

業

　

収

　

益）

　　　

14 030　　　190　　　853　　　7

う

　

料

　

金

　　

収

　　

入

　　　

11 810　　　　139　　　828 69

ち

｛

他

　

会

　

計

　

繰

　

入

　

金

　　　　　

1 039　　　　　　5　　　　　149　　　　　6

総

　　

費

　　

用

　

（Ｂ）

　　

13 468　　　163　　　927 64

う

　

職

　

員

　

給

　

与

　

費

　　　　

3 798 24　　　　　　529　　　　　26

ち

｛

支

　　

払

　　

利

　　

息

　　　　

3 712　　　　　82 48　　　　　　13

収

　

支

　

差

　

引〔(A)-(B)〕（Ｃ）

　　　

2 054　　　　　46 HI　　　　　　15

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　

剛

　　　

21 863　　　4 198　　　　220　　　1 167

　

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　

13 304　　　3 473　　　　　145　　　1 113

　

他

　

会

　

計

　

繰

　

入

　

金

　　　　

2 926　　　　　41　　　　　52　　　　　34

　

国

　　

県

　　

補

　

助

　

金

　　　　

2 503　　　　　582　　　　　21，　　　　－

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　

㈲

　　　

23 564　　　4 170　　　　429　　　1 173

　

建

　

設

　

改

　　

良

　　

費

　　　　

21 408　　　　4 055　　　　　264　　　056

　

地

　

方

　

債

　

償

　

還

　

金

　　　　

1 750　　　　　86　　　　　　　60　　　　　1

　

他

　

会

　

計

　

繰

　

出

　

金

　　　　　　

87

　　　　　　

－101

　　　　　

1

収

　

支

　

差

　

引〔剛一㈲〕㈲

　　　

△

　

1 701　　　　　28　　　・209　　　　心６

収支再差引〔昭十㈲〕（Ｇ）

　　　　

353

　　　　　

74

　　　

△98

　　　　　

9

積

　　　

立

　　　

金

　　　

佃

　　　　　

192

　　　　　　

113

　　　　　

－

繰

　　　

越

　　　

金

　　

（I）

　　　　

1 317　　　　　115　　　　　17　　　　　28

前年度繰上充用金（J）

　　　

ヌ094

　　　　

19 216　　　　　16

形式収支〔㈲一如十（I）－（J）〕如

　　　

△

　　

616

　　　　　

169

　　　

△

　

310

　　　　

21

翌年度へ繰り越すべき財源（L）

　　　　　

254

　　　　　　

159

　　　　　　

－

　　　　　

3

実

　

質

　

収

　

支

　

如一如

　　　

△

　　

870

　　　　　

10

　　　

ム

　

310

　　　　

．11

　　

黒

　　

宇

　　　　　　

(544)

　

1 704　　　(17)　20　（４４）　　20　　　（10）

　　

赤

　　　

字

　　　　　　

（208）△2 574　（2）△10 (35)△　330　(3) a 13

赤

　

字

　

事

　

業

　

数

　

割

　

合

　　　　　

27.7

　　　　　

10.5

　　　　

44.

　　　　

お.j

収

　

益

　

的

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

101.5

　　　　

∂4.0

　　　　

105.2

　　　

103.5

赤

　　　

字

　　　

比

　　　

率

　　　　　

20.6

　　　　　

5.3

　　　　

3∂.7

　　　　

j∂,j

(注)
（

）は事業数を示す。
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適

　

用

　

企

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

ガフ、事業
「

病院事業

　

|公共下水道事業|

　

その他見暴、

　　

’計

　　

¬

　　　　　

2H

　　　　　

34 710　　　　　　4 161　　　　　41 822　　　　　97 752

　　　　　

183

　　　　　

32 671　　　　　　、1609　　　　　38 321　　　　　87 929

　　　　　

164

　　　　　

32 265　　　　　　1 483　　　　　36 705　　　　　83 513

　　　　　　　

4

　　　　　　

1 621　　　　　　2 403　　　　　　1 371　　　　　　6 598

　　　　　　

187

　　　　　

33 662　　　　　　4 358　　　　　16 527　　　　　69 356

　　　　　　

38

　　　　　

15 460　　　　　　1 436　　　　　　4 189　　　　　25 500

　　　　　　

32

　　　　　　　

806

　　　　　　

1 713　　　　　　4 655　　　　　11 061

　　　　　　

24

　　　　　　

1 048　　　　　△　197　　　　　25 295　　　　　28 396

　　　　　

314

　　　　　　

5 406　　　　　23 703　　　　　43 564　　　　　100 435

　　　　　

250

　　　　　

3 011　　　　　　8 831　　　　　28 271　　　　　58 398

　　　　　　

23

　　　　　　

1 635　　　　　　7 109　　　　　　3 928　　　　　15 748

　　　　　　　

－

　　　　　　　

336

　　　　　　

5 671　　　　　　1 430　　　　　10 543

　　　　　　

341

　　　　　

6 548　　　　　22 904　　　　　70300　　　　129 429

　　　　　　

327

　　　　　　

5 819　　　　　22 121　　　　　52 016　　　　　107 166

　　　　　　

10

　　　　　　

470

　　　　　　

659

　　　　　

12 329　　　　　15 376

　　　　　　　

－

　　　　　　　

110

　　　　　　　　

－

　　　　　　

3 384　　　　　　3 683

　　　　

△

　

27

　　　　

△

　

1 142　　　　　　　799　　　　△26 736　　　　・28 994

　　　　

．

　

3

　　　　

△

　　

94

　　　　　　　

602

　　　　

△

　

1 441　　　　△　　598

　　　　　　　

－

　　　　　　　

112

　　　　　　　　

3

　　　　　　　

155

　　　　　　　

476

　　　　　　

16

　　　　　　

1 024　　　　　　　331　　　　　11 393　　　　　14 241

　　　　　　

10

　　　　　　

1 298　　　　　　　327　　　　　　3 942　　　　　　7 922

　　　　　　　

3

　　　　

△

　　

480

　　　　　　　

603

　　　　　　

5 855　　　　　　5 245

　　　　　　　

－

　　　　　　　

63

　　　　　　　

442

　　　　　　

7 759　　　　　　8 709

　　　　　　　

3

　　　　

△

　　

543

　　　　　　　

161

　　　　

△

　

1 904　　　　△　3 464

　

（11）

　　

19

　　

(313)

　

1 282 (136)　563 (2 711)　5 023 (3 786)　8 633

　

（4）△

　

16

　

(169)△1 825　(16)　△　402　　（412）△　6 927　(849)△j12 097

　　　　　

26.7

　　　　　　

35.1

　　　　　　

jQ､5

　　　　　　

13.2

　　　　　　

j∂.

j

　　　　

106.∂

　　　　　　

101.7

　　　　　　

∂2.∂

　　　　　　

144.9

　　　　　　

115.4

　　　　　　

∂.7

　　　　　　　

5.∂

　　　　　　

25.0

　　　　　　

j∂.j

　　　　　　　

zj.

］
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その１

　

収支の状況

　

１

　

事業勘定

第139表昭和39年度国民健

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

昭

　

和

　

39
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保険事業決旅の･状況（つづき）
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決算額構成比
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∂.j

　　　　　

3.5

　　　　　

5.1

　　　　

11.2

　　　　

12.0、

　　　　　　

∂.5

　　　　　　

7.∂

　　　　　

j.タ

　　　　　

5.0

　　　　　

7.Q

　　　　

14.2

　　　　　　

j.4

　　　　　　

j.3

　　　　　

j.∂

　　　　　

0.1

　　　　

38.0

　　　　　

Q.∂

　　　　　

∂∂.2

　　　　　

84.4

　　　　　

!?2.∂

　　　　

94.4

　　　　

31.4

　　　　

27.5

　　　　　

∂4.５

　　　　　

82.6

　　　　　

ﾀl.l

　　　　

32. 5　　　　31.5　　　　27.5

　　　　　　

j.7

　　　　　　

j.∂

　　　　　

j.5

　　　　　

j..ﾀ

　　　　

25.6

　　　　

2∂.タ

　　　　　　

２．２

　　　　　　

２．５

　　　　　

ｊ．０

　　　　　

ｊ．２

　　　　

ｊｊ．∂

　　　　

10.0

　　　　　　

０．２

　　　　　　

０．５

　　　　

△

　

０．∂

　　　

△

　

Ｑ．２

　　　

△３５.　４

　　　

△

　

７．３

　　　　　　

０．２

　　　　　　

０．５

　　　　

ａ

　

０．９

　　　

△

　

Ｑ．２

　　　

i 51.1　　　^ 7.3

　　　　　　

０．０

　　　　　　　

－

　　　　　

0.3

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

０．２

　　　　　　

０．３

　　　　

△

　

Ｑ．∂

　　　

△

　

1.0

　　　

△２∂．∂

　　　

△∂∂．∂

　　　　　　

０．ｊ

　　　　　　

０．２

　　　　　

Ｑ．０

　　　

△

　

0.0

　　　　　

０．４

　　　

△

　

4.0

　　　　　　

Ｑ．旧

　　　　　　

0.j

　　　　

a

　

0.j

　　　

△

　

0.1

　　　

△50.5

　　　

^ 23. 4

　　　　　　

0.j

　　　　　　

O.I

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　

4･3.∂

　　　　

22.6

　　　　　　

j.5

　　　　　　

1.1

　　　　　

2.∂

　　　　　

0.2

　　　　

72.1

　　　　　

a.4

　　　　　　

j.7

　　　　　　

j.9

　　　　　

j.0

　　　　　

0.3

　　　　

14.4

　　　　　

3.4

　　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　

100.0

　　　　

28.6

　　　　

23.8

　　　　　

決算額構成比

　　　　　　　　

増減額構成比

　　　　　　

増

　

減

　

率

＿
39

　

年

　

度

　

1

　

38 年　度　　39　年　度ト8‾皐度ト9年度ト8年度

　　　　　　

79.1

　　　　　

77.5

　　　　　

∂∂.5

　　　　

116.∂

　　　　

jﾀ.Q

　　　　

j∂.0

　　　　　　　

j.5

　　　　　　

0.9

　　　　　

4.∂

　　　

△

　

0.j

　　　　

∂j.0

　　　

心

　

4.j

　　　　　　　

0.4

　　　　　　

Q.4

　　　　　

Q.5

　　　　　

0.∂

　　　　

25.0

　　　　

20.0

　　　　　　　

タ.タ

　　　　　

12.4

　　　　

△

　

5.∂

　　　　　

2.∂

　　　

a

　

7.5

　　　　　

2.j

　　　　　　　

∂.5

　　　　　　

∂.タ

　　　　　

３．７

　　　　　

２．∂

　　　　　

∂．∂

　　　　　

４．４

　　　　　　　

３．ｊ

　　　　　

５．３

　　　

△即.2

　　　

△（ﾌ.∂

　　　

△3j,タ

　　　

△

　

ｊ．５

　　　　　　　

０．∂

　　　　　　

０,２

　　　　　

０．∂

　　　　　

Ｑ．７

　　　　

ﾀ3.∂

　　　　

77.∂

　　　　　　　

0.2

　　　　　　

0.2

　　　　　

Q.4

　　　

△

　

0.4

　　　　

40.0

　　　

△21.1

　　　　　　　

4.5

　　　　　　

a.9

　　　　　

∂.δ

　　　

ム

　

2.タ

　　　　

36.7

　　　

△

　

7.j

　　　　　　　

j.9

　　　　　　

j.2

　　　　　

∂.0

　　　

△

　

∂.∂

　　　　

∂3.j

　　　

△i4.6

　　　　　　　

2.5

　　　　　

J.5

　　　

a

　

3.2

　　　

△

　

∂.∂

　　　

A 15.2　　　A 16.7

　　　　　

100.0

　　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

16.6

　　　　

11.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

439－



その２

　

歳入歳出内訳(つづき)

　

２

　

直診勘定(歳出)

第139表昭和39年度国民健

　

区

　　　　　

分

　　　　　

|

　

昭和39年度

　　

昭和38年度

　　

増

　

減額

　

トド｜

　

回

　

回

　

?jl

に席亭拳l

　

j

　

j

　

ij

　

公

　　　　　

債

　　　　　

費

　　　　　　

149

　　　　　

120

　　　　　

29

ド≒ﾝ拉ぬ果

　

ヰ

　

jl j

　

歳

　　　　

出

　　　　

合

　　　

計

　　　　　

11 618　　　　10 241　　　　　1 377

第140表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度収

　　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　

競

　　

馬

　

事

　

業

　　

競

　

輪

　

事

　

業

　　

入

　　　　

場

　　　　

料

　　　　　　　　　　　　

224

　　　　　　　　　

799

　　

車馬券等売上金

　　　　　　　　

65 440　　　　　　180 506
歳

|

繰

　　　　

入

　　　　

金（A）

　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　

100

　　　

普通会計の分

　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　

ｱ3

　　　

その他の会計の分

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

27
入

　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　　　　　　　　　

1 079　　　　　　　　　3 210

　

|

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　　　

1 099　　　　　　　　　2 573

　　

歳

　　

人

　　

合

　　

計（Ｂ）

　　　　　　

67 855　　　　　　187 188

　　

開

　　　

催

　　　

費

　　　　　　　　

57 767　　　　　　148 485

　　

交

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　　　　　　　　

1 019　　　　　　　　　8 113
歳

于

繰

　　　　

出

　　　　

金

　

助

　　　　　　　　　

6 258　　　　　　　　22 832

　　　

普通会計の分

　　　　　　　　　

6 253　　　　　　22 460
出

　　　

その他の会計の分

　　　　　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

372

　

|

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　　　

1 417　　　　　　　　　3 642

　　

,歳

　　

出

　　

合

　　

計

　

叫

　　　　　　　　　

66 461　　　　　　　　183 072

　　

歳入歳出差引(B)-(D)R

　　　　　　　　

1 394 4 116
収

f

翌年度へ繰越すべき財源

　

剛

　　　　　　　　　　

431

　　　　　　　　　　　　

650

　　

繰

　　　

入

　　　

金

　　

（Ａ）

　　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　　　

100
支1繰

　　　

出

　　　

金

　　

（Ｃ）

　　　　　　　　　

6 258　　　　　　　　22 832

　　

再

　

差

　

引

　

叫－（剛一凶十（C）

　　　　　　　　

7 208　　　　　　　　26 198

－440－



康保険事業決算の状況(つづき)
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0.∂
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0.∂
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－
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－
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－

　　　　　　　　　　

－
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－
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－
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－
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－
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繰
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△
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較年
一
特別区

△

６
０
６
一
1
3

　

7
0
1
0
一

　

一
２
０

　

３
一
〇
一
7

8
4
4

　
　

7

　

フ
ー
５

　
　
　
　

４

　

３

　

４

５

　
　
　
　

･
"
Ｏ

U
J

-
Ｏ

-

-

２ ４50

３

6
2
4
3
5

9
5
1
4
5

2
2

　
　

０

2
2
3
2
4

9
6
0
9
9

4

　

１

　
　

２

１

９
３

　

２
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２
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０
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２
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２
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△
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０
４
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Ｃ
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５
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Ｏ
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４
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２
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j.∂
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＾
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２
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∂
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３
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j∂.
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収
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収
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－
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－
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収
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－
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３
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－
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－
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４
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３

　

５
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２
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９

　

５

　

８

　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

　

Ｉ

　

５
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０
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２
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９
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９
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５
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３
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２
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０
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度の地方交付税とするものとされた。
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東京都特別区については、地方交付税法第21条（都等の特例）の規定に基づ

　　　

超過団体として算入してある。

第154表昭和40年度地

　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

40

　　　　

年

　　　

度

　

区

　

り

　　　　　　　　

普通交付税ｌ特別交付税

　　　　

計

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

462 189　　　　18 460　　　　480 649

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

238 212　　　　24 326　　　　262 538

　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　

9 638　　　　　　　781　　　　　　10419

　

都

　　　　　　

市

　　　　

75 659　　　　10 192　　　　85 851

　

町

　　　　　　

村

　　　　

152 915　　　　13 353　　　　166 268

　

合

　　　　

計

　　　　　

700 401　　　　42 786　　　　743 187

－464－



通交有税の算定状況
(単位

　

百万円・％)

　

財

　

政

　

収

　

入

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　

l

　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

財源超過額

　

財源不足額

|

　

ノ

財源超過団体

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　

302 968　　　675 958　　　　38 804　　　465 838　　　462 189　　　　66.0

　　　

204 182　　　526 150　　　　7 454　　　240 655　　　238 212　　　　34.0

　　　　

94 941　　　197 761　　　a 15 313　　　　10 130　　　　9 638　　　　　Z.4

　　　　

97 934　　・　237 847　　　　19 605　　　　76 596　　　　75 659　　　　j0.∂’

　　　　

11 307　　　　90 542　　　　，3 162　1　　153 929　　　152 915　　　　2j.∂

　　　

507 150　　1 202 108　　　　46 258　　　706 493　　　700 401　　　　100.0

合併算定替団体とを単純に合算したものである。

き、東京都分と合算した場合財源超過団体となるので、単独では財源不足となるが財源

方交付税の交付状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

普通交付税

　　

特別交付税

　　　　

十

　　　

|

　

増

　

減

　

額

　

1増

　

減

　

率

　　　　

414 844　　　　　17 351　　　　　432 195　　　　　48 454　　　　　n.2

　　　　

212 079　　　　　，21 7H　　　　　233 790　　　　　28 748　　　　　12.3

　　　　　

8 591　　　　　　　762 1　　　　　9 353　　　　　　1 066　　　　　11.4

　　　　

67 989　　　　　　8 978　　　　　76 967　　　　　　8 884　　　　　11.5

　　　　

135 499　　　　　11 971　　　　　147 470　　　　　18 798　　　　　12-7

　　　　

626 923　　　　39 062　　　　665 985　　　　77 202　　　　11.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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第155表昭和40年度地ﾚ方

　　　　　　　　　　

計

　

画

　

額・

　　　

許

　

可

　

額

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　

｜匹

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　

162 600 32 700 195 300 131 044 49 971 181 015

　

一般補助事業

　

37 300　11 100 38 400　19 947　11 108 31 055

　

公営住宅建設事業

　　

9 500　5500　15 000　8 638　5 511　14 149

　

災害復旧事業

　

34 100　　－ 34 100　15 485　　－ 15 485

　

義務教育施設整備事業

　　

29 000　　　－　29 000　28 963　　　－　28 96彫

　

雲篇果1§および大学施設

　　

2000

　　　

－

　

2000

　

2000

　　　

286 2 286y

　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　

6700

　

5700

　

12 400　6 760　24 685　31 445

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　

1500

　　　

－

　　

1500

　　

1500

　　　

－

　

1 500

　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

24 300　8 400　32 700　21 643　8 381　30 024

　

で器村民税臨時減税補て

　　

26 200　　　－　26 200　26 108　　　－　26 108

　

新産業都市建設事業

　　

2000

　

2000

　

4000

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　　　　　　　

（2 100) (2 100）　　（2 379) (2 379)
準公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

42 200 68 700 110900 37 537 57 643 95 180

　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　

7800

　

3 200　11000　7 533　2 678　10 211

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

5800

　　　

－

　

5800

　

4 175　　　－　4 175

　

と畜場整備事業

　　　

600

　　

500

　

1100

　　

565

　　

450

　

1 015

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

28 000　7 500　35 500　25 264　14 288　39 55

　

地域開発事業

　　　

－57 500 57 500　　　－ 40 227 40 227

　

公有林整備事業

　　　

－（2 100）（2100）　　- (2 379) (2 379)

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

91 300 107000198 30087 804 118 167 205 971

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　

9800

　

5 200　15000　7 985　3 630　11 615

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　

50000 51 500 101 500 52 170 61 004 113 174

　

工業用水道事業

　

U 500 2350035000　8 026　16 383 24 409

　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　

14 500　18 50033000　14 500 22 480 36 980

　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　

2 400　2 100　4 500　2 535　2 493　5 028

　

その他公営企業

　　

3100

　

6 200　9 300　2 588　12 177　14 765

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　　

41 900　　　－　41 900　41 395　　L 985　43 380

　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　

4 900　　　－　4 900　4 751　　　－　4 751

　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　

12 700　　　－　12 700　12 621　　30　12 651

　

厚生福祉施設整備事業

　　

10900

　　　

－

　

10900

　

10 883　　396　U 27り

　

清

　

掃

　

事

　

業

　

13 400　　－　13 400　13 140　1 559 14 699

　　　　　　　

－

　　　

（2 100）（2100）
合

　　　　　　　

計

　

338 000 230000 546 400 297 780 22ｱｱ66 525 546

枠

　　　　　

外

　　　　　

債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

6 450　6 45

　

消防施設整備事業

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　

3 055 3 055

　

客小企業高度化資金貸付

　　　　

‾

　　　

‾

　　　

‾

　　　

‾

　

3 395　3 395

綻≧

　　　　　　　　　　

計

　

338 000
ぶ101§§ふぶ1611呂ぶ297

780 234 216 531 996

(注) １

　

公有林整備事業の（

　

）は、公営企業金融公庫から貸付けるものであり、ﾀi.

2

　

市町村分には、一部事業組合分を含む。
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債

　

許

　

可

　

状

　

況

　　

都道府県および大都市

政府資金

24

　

6

17

2
7
0
6
4
1

5

　

<
Ｎ

―

　

1 051

14 271

4
４
２
2

144

　

144 21

一

書である。

公

　　

募

-

　

37 21

　

11 1（

　

5 51

１２

　

８

45

　

2

1２
3
0

0
3
8
3
２

9

　

３
１
２

1 75
9 83

1 ２1

３

　

４

　

３

　
　

７

７

　
　
　
　
　
　

ア

ー

　
　
　
　
　
　

ー

計

9
1
２
5
1
０１１

　

１

Ｓ

　

2
9

69

　

8

31

７
６
。
5
6
1
C
8
C
8

9
3

　
　

1
7
7
6
9
2
8

9
0

　
　

2
0
9
0
6
3
0

2
3

　
　

4
1
5
2
3

　

1

　
　
　
　

－

5
４
４
２
３

　

８

　

４

１

　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　

Ｑ
）

３

322

(昭和41年１月31日現在・単位

　

百万円)

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　

交付公債

政府資金
-

　

77 15
5
9
4
6
Ｃ
6

7
7
2
9
3
5

5
3
4
8

　
　

５

　
　
　

２

26 1

１３

　

１

　

４

　

７

35

―
―

　

―
－

　

７

　

７
８
０

　

３

３

　
　
　
　
　

２

　
　
　

１

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

153

－467－

公

　　

募
-

　

12 7（

t2

(2；

　

12

１
９

３

　

２
２

５

56

計

9
5
3
４
8

　
　

８
１

８

　
　
　

２

　
　

１

5
3
３

３

　

７

　

７
８
１

　

７

　
　

２

　
　
　

１

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

９

　

５
一
〇
６
９

　

８

３

　

７

　

３
１
２

　

８

ｆ
ｉ
ｎ

h
-
^

~
-
t
　
^
ｎ

(
Ｔ
^

２
２

209

２

３

24

ｊ
一

31

31



第156表

　

公共事業にかかる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

39

　　

年

　

度（A）

　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

後進地域

　　

ヒ

　　　

ー

　　　　

ｚ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

特例制度

　　

指定事業

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

丿

　　　　　　

補

　　

助

　　

事

　　

業

　　　

12 345　　　　0　　12 345

府

　

県

　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　

11 589　　　　0　　11 589

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

23 934　　　　　　0　　　23 934

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　

補

　　

助

　　

事

　　

業

　　　　　　

－

　　　　　

74

　　　　　　

74

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i
市町村

　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　　　

－

　　　　

３

　　　　

３

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

-

　　　　　

ｱﾌ

　　　　　

ｱﾌ

　　　　　　

補

　　

助

　　

事

　　

業

　　　

12 345　　　　74　　12 419

合

　　

計

　　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　　

11 589 3　　　11 592

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

23 934　　　　77　　24 011

（注）指定事業とは、地方財政再建促進特別措置法の規定によって国庫負担割合が引
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国庫負担の引上額の状況
(単位

　

百万円)

　　　　

昭

　

和

　

40

　

年

　

度（見込) (B)　　　　差　　　　　引　(B)-(A)

ｎＵ

　

ｍｔ事業

　　

お

　　

翻替
指定事業　≫

　　　

15 029　　　　　　　’0　　　　15 029　　　　2 684　　　　　　0　　　2 684

　　　

12･ 556　　　　　　　0　　　　12 556　　　　　967　　　　　　0　　　　967

　　　

27 585　　　　　　　0　　　　2Z 585　　　　3 651　　　　　　0　　　3 651

　　　　　　

－

　　　　　　

44

　　　　　　

44

　　　　　　

－

　　　

△

　

30

　　　

△

　

30

　　　　　　

一

　　　　　　　

･〇

　　　　　　　

〇

　　　　　　

－

　　　

△

　　

3

　　　

△

　　

3

　　　　　　

－

　　　　　　

44

　　　　　　

44

　　　　　

－

　　　

・

　

33

　　

6

　

33

　　　

15 029　　　　　　44　　　　15 073　　　　2 684　　　6　30　　　2 654

　　　

12 556　　　　　　･0　　　　12 556　　　　　967　　　△　　3　　　　964

　　　

27 585　　　　　　44　　　　27 629　　　　3 651　　　・　33　　　3 618

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

き上げられる事業をいう。

－469－



その１

　

歳 入

第157表

　

昭

　

和

　

41

　

年度

　　　　　　

(単位億円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　

区

　　　　　　　　

分

　　

昭和41年度

　

昭和40年度

|

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

増減額

　

増減率

地

　　　

方

　　　

税

　　　　

15 741　　14 948　　　　793　　　5.∂

　

普

　　　

通

　　　

税

　　　　

14 760　　14 054　　　　706　　　5.0

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　

981

　　　　

894

　　　　　

87

　　　　　

9.7

地

　

方

　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　

567

　　　　

528

　　　　　

39

　　　　

7.4

　

地方道路譲与税

　　　　

513

　　　

485

　　　　

28

　　　

5.8

　

石油ガス譲与税

　　　　　

16

　　　　

4

　　　　

12

　　

∂卯.ひ

　

特別とん譲与税

　　　　　

38

　　　

39

　　

△

　

1

　　

ム2.∂

臨時地方特例交付金

　　　　　

414

　　　　

－

　　　　

414

　　　　

－

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　

7 467　　　7 132　　　　335　　　　4.7

国

　　

庫

　

支

　　

出

　　

金

　　　　　

11 958　　　9 910　　　　2 048　　　　20.7

　

要望変音職員給与費国庫

　　　　　

2 572　　　2 327　　　　　245　　　　10.5

　

その他の普通補助負担金

　　　　　

3 348　　　2 850 498　　　　　17.5

　　

生活保護費負担金

　　　　　

1 237　　　1 058　　　　179　　　M.タ

　　

結核医療費負担金

　　　　　

355

　　　

327

　　　　

28

　　　　

∂.∂

　　

児童保護費負担金

　　　　　

294

　　　

250 44　　　　　17.6

　　

精神衛生費負担金

　　　　　

207

　　　　

160

　　　　　

47

　　　　　

29.4

　　

その他補助負担金

　　　　　

1 255　　　1 055　　　　200　　　　　jﾀ.0

　

公共事業費補助負担金

　　　　　

5 672 4 379　　　　1 293 2ﾀ,５

　　

茶話建設事業費補助負

　　　　　

4 833　　　3 761　　　　1 072　　　　28.5

　　

京之復旧事業費補助負

　　　　　　

839

　　　　

618

　　　　　

221

　　　　

a5.∂

　

変業対策事業費補助負担

　　　　　　

351

　　　　

340

　　　　　

11

　　　　　

3.2

　

国有提供施設等所在市町

　

村助成交付金

　　　　　　　　　　　　

15

　　　　　　

14

　　　　　　

1 7.1

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　　

2 895　　　1 630　　　　1 265　　　　77.6

使用料および手数料

　　　　　

817

　　　　　

705

　　　　　

112

　　　　

j5.ﾀ

雑

　　　　　

収

　　　　　

入

　　　　　　

1 489　　　1 268　　　　　221　　　　17.4

歳

　　　　　　

合

　　

計

　　　　　

41 348　　36 121　　　　5 227　　　　14.5
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地

　　

方

　　

財

　

モの２

　

歳

政
出

計

　　

画

(単位

　

億円 ％）

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

昭和41年度

　

昭和40年度

　　　

比

　　　

較＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

］

　

給」与

　

関

　

係

　

経

　

費’

　　

14 679　　　13 072匹丁

　

給

　　　　　　

与

　　　　　　

費

　　　　

14 354　　　12 773　　　1581　　12.4

　　

:゛Ｖ∵゛;

　

ゴ:

　

で翼

　

二言

　　

諸鸚昌諸ｒ以ﾀ９）

　　

7 553　　　　6681　　　　872　　13.1

　

恩

　　　　　

給

　　　　　

費

　　　　　

325

　　　　

299

　　　　

26

　　

∂.7

　

一

　

般

　

行

　　

政

　　

経

　　

費

　　　　　

8 275　　　　7393　　　882　　H.タ

　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　

4 771 4 107 664　　　扨.2

　　

ま

　　

；

　　

：

　　

：

　　

：

　　　　　

ご

　　　

１二

　　　

2ｽﾞ2

　　

な

　　

芸いな

　　

：

　　

：

　　

：

　　　　　

謡

　　　　

ここ

　　　　

2;

　　

こ:こ

　　

その他の一般行政経費

　　　　

2 108　　　1 825　　　283　　15.5

　

ご庫兼二ぎ尚に

．
言

　

二

　

ご二

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費り

　　

1 013 902　　　　　111　　　12.3

，投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費p

　　

15 728　　　13 141　　2 587　　皿７

　

直

　

轄

　

事

　

業

　

負担金一一

　　　　

610

　　　　　　

539

　　　　　

71

　　　

13.2

　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　

9 368　　　7 622　　1 746　　22.9

　　

公

　　

共

　　

事

　　

業

　　

費

　　　　　

8 839　　　7 107　　　1732　　24.4

　　

Ｌｎにま昌

　　　　

に

　　　

６二

　　

Ｉゴ

　　

］::

　　

失業対策事業費

　　　

529

　　　　　　

515

　　　　　

14

　　　

2.7

　

国庫補助負担金を伴わないもの

　　　　　

5 750 4 980　　　770　　15.５

　　

にこにこ雲

　　　

５驚

　　

４１

　　

７こ

　

昌

筒親尉賛頌脂押゛

　　

177

　　　　　

278

　　

△

　

101

　

a 56.5

　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　

41 348　　　36 121　　　522ｱ　　14.5
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第158表昭和41年度地方

　　　　　　　　　　　　　　　

昭和40年度

　　　　　　　

昭

　　　

税

　　　　　　　

目

　　　　

当初見込額

　

昭和40年度当初見

　

現行法による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

|

込額に対する自然|収入見込額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㈲

　

増減（△）収額（Ｂ）

　

㈲十OB) (0

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　

税

　　

普

　　　　　

通

　　　　　

税

　　　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　　

173 460 17 396

1

190 856

　　　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　

2 892　　　　　　　　87　　　　　2 979

　　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　　

506

　　　　　　　　

25

　　　　　　

531

　　　　

所

　　　

得

　　　

割

　　　　

113 781　　　　20 709　　　134 490

　　　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　　　

56 281　　　　△　3 425　　　　　52 856

　　　

事

　　　　

業

　　　　

税

　　　　　

344 848　　　　△　7 714　　　　337 134

　　　　

個

　　　　　　　　

人

　　　　　　

22 190　　　　　　2 747　　　　　24 937

　　　　

法

　　　　　　　

人

　　　　　

322 658　　　　△10 461　　　　312 197

　　　

不

　

動

　

産

　

取

　

得

　

税

　　　　　　

30 431　　　　　　3 266　　　　　33 69ｱ

　　　

道府県たばこ消費税

　　　　　

44 505 4 992 49 497

　　　

娯楽施設利用税

　　　　　

9 487　　　　　453　　　　9 940

　　　

料理飲食等消費税

　　　　　

54 379　　　　　3 508　　　　57 887

　　　

自

　　

動

　　

車

　　

税

　　　　

48 995　　　　10 569　　　59 564

　　　

鉱

　　　　

区

　　　

税

　　　　　　　

734

　　　　

△

　　　

9

　　　　　　

725

　　　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　　　

407

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

408

　　　

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　　　

599

　　　　　　　　　

40

　　　　　　

639

　　　

固定資産税（特例分）

　　　　　　

3 727 337　　　　　4 064

　　　

道府県普通税計

　　　　

711 572 32 839 744 411

　　

日

　　　　　

的

　　　　　

税

　　　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　　　　

70 102 3 705 73 807

　　　

入

　　　　

猟

　　　　

税

　　　　　　　

356

　　　　

。

　　

25

　　　　　　

331

　　　

道府県目的税計

　　　　

70 458 3 680　　　　　74 138

，

　

道

　

府

　　

県

　　

税

　

計

　

1

　　　　

782 030　　　　　36 519 818 549

－472－



税

　

収

　

入

　

見

　

込

　

状

　

況

－

　　　

和

　　　　　

41

△

　

8 454

△

　　　

7

△

　

8 447

△ 1 801

１

　

０

　

１

０

　
　
　

７

８

　
　
　

３

－
△

　
　
　

△

　　　

1 740

a

　

l 658

　　　　　　

－

ａ 5
6

　

一

　　　　

－

△10 600

-

　　　　

－

△10 600

△ 527

　

－

　　　　　　

－

a

　　

527

△

　

2 258

　　　　　

－

ａ

　

２ ２５８

　　　　　

－

-

-

-

　　　　

－

ａ

　

２ ７８５

-

-

△

　

2 ７85

年

△

　

8 981

△

　　　

7

△

　

8 ４47

a

　　

527

△

　

4 059

a

　

1 801

△

　

2 258

い

　　

371

△

△

1 740

1 658

　　　

－

5
6

　

一

　　　　

－

△13 385

-

　　　

－

。13 385

473 ―

度

181 875

　

2 97２

　　　

531

1２6

　

5２

333

　

23

309

　

33

　

49

　

11

　

56

　

59

043

3２9

075

136

939

326

497

680

2２9

564

９

　

８

　

９

　

４

６

　

０

　

３

　

６

６

　

４

　

６

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

731 0２6

73 807

　　

331

7４ 138

805 164

(単位

　

百万円)

8 415

０

　

５

　

２

８

　

２

　

６

　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　
　

－

ａ 3 95２

△11 773

　　　

946

△12 719

　　

2 895

　　

4 99２

　

２

　

１

１０

193

850

569

５

　

１

　

０

　

７

　

４

６

　
　
　

４

　

３

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

９

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

△

△

3 705

　　

25

3 680

23 13-<



第158表昭和41年度地方

　　　　　　　　　　　　　　

昭和40年度

　　　　　　　

昭

　　　

税

　　　　　　　

目

　　　　

当初見込額

　

昭和40年度当初見

　

現行法による

ト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

込額に対する自然
|

収入見込額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

倒

　

増減(△)収額(Ｂ)(A)十(Ｂ)

　

鴎

１

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

税

　

普

　　　　　

通

　　　　　

税

　　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　　

279 976　　　　29 811　　　309 787

　　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

10087

　　　　　

616

　　　　

10703

　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　

1 628　　　　　　　149　　　　　　1 777

　　　

所

　　　

得

　　　

割

　　　　

182 850　　　　33 643　　　216 493

　　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　　

85 411　　　　・4 597　　　　　80 814

　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　

268 565　　　　23 096　　　291 661

　　　

純産

　

土

　　　　　

地

　　　　　

60 174　　　　　　　624 60 798

　　　

回

　

1

家

　　　　　　

屋

　　　　　

105 882　　　　　13 403　　　　　119 285

　　　

資税

　

償

　

去p

　

資

　

産

　　　　　　

83 604　　　　　　5 353　　　　　88 957

　　　

交

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　　

2 335　　　　　　　328　　　　　2 663

　　　

納

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　　

16 570　　　　　3 388　　　　　19 958

　　

軽

　　

自

　　

動

　

車

　

税

　　　　　　

11 969　　　　　　1 167　　　　　13 136

　　

市町村たばこ消費税

　　　　　

74 176　　　　　8 320　　　　82 496

　　

電

　　

気

　　

ガ

　　

ス

　　

税

　　　　　　

54 100　　　　　　3 859　　　　　57 959

　　

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　　　

2 222　　　　　　　10　　　　　2 232

　　

木

　

材

　　

引

　　

取

　

税

　　　　　　

2 076　　　　　　　27　　　　　2 103

　　

離言詰普逮にj

　　　

738

　　　　　　　　

72

　　　　　　　

810

　　

市町村普通税計

　　　　

693 822　　　　66 362　　　760 184

　

日

　　　　　

的

　　　　　

税

　　

入

　　　　　

湯

　　　　　

税

　　　　　　　

1 254　　　　　　　　29　　　　　　1 283

　　

都

　

市

　　

計

　　

画

　　

税

　　　　　　

17 406　　　　　　2 064　　　　　19 470

　　

水利地益税、共同施設税

　　　　　　　

324

　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　

326

　　

市町村目的税計

　　　　

18 984 2 095　　　　　21 079

　

市

　

町

　

村

　

税

　

計

　　　　

ｱ12 806　　　　68 457　　　781 263

一

　

地

　　

方

　　

税

　　

合

　　

計

　　

道

　　

府

　　

県

　　

税

　　　　

782 030　　　　36 519　　　818 549

　　

市

　　

町

　　

村

　　

税

　　　　

712 806　　　　68 457　　　781 263

　　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　

1 494 836　　　　　104 976　　　　1 5卯812

(注) 法人税の税率の引下げに伴う法人税割の減収額（初年度3 033百万円、平年度

等によりその減収を回避する措置をとっているので、上記の税制改正による増

－474－



税収入見込状況（つづき）
(単位

　

百万円)

　　　　　　

和

　　　　　　

41

　　　　　　　　

年

　　　　　　

度

　　　　

税制改正による増減（△）収額

　　　

改正法による前年度当初見込額

地方税法の改正

　

国税の改正によ

　　

差

　

引

　

額

　　

収入見込額

　

|

に対する増減（△）

によるもの

　

剛

　

るもの

　　　

㈲

　　

CD》十㈲

　

CIり（ｃ）十CF）

　

仰収額

　

(G)-(A)

　　　　

△21 018　　　　　a　806　　　　△21 824　　　287 963　　　　　　7 987

　　　　

△

　　

28

　　　　　　　　

－

　　　　

Q

　　

28

　　　　

10 675　　　　　　　588

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　

1 777　　　　　　　149

　　　　

△20 990　　　　　　　　－　　　　a 20 990　　　195 503　　　　　　12 653

　　　　　　　　　

一

　　　　　

△

　

806

　　　　

△

　　

806

　　　　

80008

　　　　　

△

　

5 403

　　　　　　

6 912　　　　　　　　－　　　　　　6 912　　　298 573　　　　　　30 008

　　　　　　

7 044　　　　　　　　－　　　　　　7 044　　　　67 842　　　　　　7 668

　　　　

△

　　

119

　　　　　　　　

－

　　　　

△

　　

119

　　　

119 166　　　　　　13 284

　　　　

△

　　

211

　　　　　　　　

－

　　　　

a

　　

211

　　　　

88 746　　　　　　5 142

　　　　　　　　

150

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

150

　　　　

2 813　　　　　　　478

　　　　　　　　　

48

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

48

　　　　

20 006　　　　　　3 436

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　

13 136　　　　　　1 167

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　

82 496　　　　　　8 320

　　　　

ム

　　

277

　　　　　　　　

－

　　　　

△

　　

277

　　　　

57 682　　　　　　3 582

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　

2 232　　　　　　　　10

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　

2 103　　　　　　　　27

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

810

　　　　　　　　

72

　　　　

a 14 383　　　　　△　806　　　　△15 189　　　744 995　　　　　　51 173

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　

1 283　　　　　　　　29

　　　　　　

2 922　　　　　　　　－　　　　　　2 922　　　　22 392　　　　　　4 986

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　

326

　　　　　　　　

2

　　　　　　

2 922　　　　　　　　－　　　　　　2 922　　　　24 001　　　　　　5 017

　　　　

a 11 461　　　　　△　806　　　　△12 267　　　768 996　　　　　　56 190

　　　　

a l0 600　　　　a　2 785　　　　△13 385　　　805 164　　　　　　23 134

　　　　

△11 461　　　　△　　806　　　　△12 267　　　768 996　　　　　　56 190

　　　　

△22 061　　　　△　3 591　　　　△25 652　　1 5ｱ4 160

1　　　　　ｱ9

324

7 016百万円)および法人税額の控除による減収額については、法人税割の税率の調整

減(△)収額には計上していない。

－４７５－



第159表

　

昭和41年度地'方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和41年度

　　　　　　　

昭和40年

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　

㈲

　　　

j

　

当
（b）

初

　

|

　

補

　　

正

国

　　

所

　　　　　　

得

　　　　　　

税

　　　

1 043 985　　　　989 134　△　8 963

税

　　

法

　　　　　

人

　　　　　

税

　　　　

894 728　　　1 035 721　・139 501

三

　

酒

　　　　　　　　　　

税

　　　

406 850　　　388 959　心24 966

税

　　　　　　　　

計

　　　　　

（A）

　　

2 345 563　　2 413 814　・173 430

　　　

法

　　

定

　

繰

　

入

　

率（Ｂ）

　　　　

32.0

　　　　　

2ﾀ.5

　　　　　

2ﾀ.5

地

　　　　　

（Ａ）×（Ｂ）

　　　　

(0

　　　

750 580　　　712 075　　△51 162

　　　

過

　

年

　

度

　

精

　

算

　

額

　

（Ｄ）

　　　　　　

90

　　　　　　

4 112　　　　　一
方

　　

法第19条第２項にかかる返還

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　　　　　　　

－

　　　　　

一
交

　　

金

　　　　　　　　　　　　

叫

　　　

借

　　　　

入

　　　　

金剛

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

30000
付

税

　　

返

　　　　

還

　　　　

金

　

剛

　　　　　

4000

　　　　　

3000

　　　　　

－

　　　

一

　

般

　

会

　

計

　

負

　

担

　

分剛

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　

51 162

　　　　

計（C）十ぐ剛十ぐＥ）十(F)-(G)十知

　　　　

746 672　　　713 187　　　30 000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

― 476



交付税の算定基礎
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

一

度

　　　　　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

ｌ

　　

増

　　

減

　　

率

゛

(c)

　

門こ

（

ドド囃1

（

門

　

詰問詔

　

問聚憶

　　　

980 171　　　　　54 851　　　　　63 814･　　　　　　5.5　　　　　　　∂.5

　　　

896 220　　　a　140 993　　　　　　1 492　　　　△13.6　　　　　　　0.2・

　　　

363 993　　　　　17 891　　　　　42,857　　　　　　4.∂　　　　　　jj.∂

　　

2 240 384　　△ 68 25』 105 179　　　△2.8　　　　　4.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

29.５

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　

660 913　　　　　38 505　　　　　89 667　　　　　　5.4　　　　　　13.6

　　　　

4 112　　　a　4 022　　　　a　4 022　　　　△97.∂　　　　　a 97.∂・

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

21･

　　　　　　　　

２

　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一，

　　　　

30 000　　　　　　　　－　　　　△30 000　　　　　　　－　　　　　△100.0

　　　　

3 000　　　　　　1 000　　　　　　1 000　　　　　33.3　　　　　　33.3

　　　　

51 162　　　　　　　　－.　　　　△51 162　　　　　－　　　　　△100.0 1

　　　

743 187　　　　　33 485　　　　　3 485　　　　　4.7　　　　　　0.5

－４７７ ―



第160表

　

昭

　

和

　

41

　

年丿度尚

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

41

　　

年

　　

度

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

お

　　

（政府資金Ｏ

　

！

　　

一

　　

般

　

会

　

計

　

債

　　　

一般補助事業

　　　　　　

250

　　　　　

250

　　　　　

一

｜

　　　

公営住宅建設事業

　　　　　　

111

　　　　　

H1

　　　　　

－ ｜

　　　

災害復旧事業

　　　　　

225

　　　　　

225

　　　　　

－1

　　　

義務教育施設整備事業

　　　　　　　

3H

　　　　　　

311

　　　　　　

－ ！

　　　

一般単独事業

　　　　　

145

　　　　　

122

　　　　　

23
1

　　　

辺地対策事業

　　　　　　

2o

　　　　　

2o

　　　　　

一ｉ

　　　

直

　

轄

　

事

　

業

　　　　　

140

　　　　　

140

　　　　　

－i

　　　

突宸村民税臨時減税補て

　　　　　　　

203

　　　　　　

203

　　　　　　

＿l

　　　

新産業都市等建設事業

　　　　　　　

40

　　　　　　　

20

　　　　　　

20

　　　

（高等学校および大学施

　　　

設整備事業）

　　　　　　　　　　　　　

‾

　　　　　　　

‾

　　　　　　　

‾

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

1 445　　　　　　1 402　　　　　　　43

　　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　　　

143

　　　　　　　

102

　　　　　　　　

41

　　　

と畜場整備事業

　　　　　　

11

　　　　　　

5

　　　　　

6

　　　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

310

　　　　　　

215

　　　　　　

95

　　　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　　　　

570

　　　　　　　

－

　　　　　　

570

　　　

公有林整備事業

　　　　

(26)

　　　　　

－

　　　　

(26)

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

(26)

　　　　　　

322

　　　　　

(26)

　　　　　　　

゜

　　　　　　　　　　　　　

I 034　　　　　　　　　　　　　　　　712

　　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　　　

135

　　　　　　　

77

　　　　　　　　

58 ，

　　　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

1 220　　　　　　　612　　　　　　608

　　　

工業用水道事業

　　　　　

280

　　　　　

95

　　　　

185

　　　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　　　　　　

400

　　　　　　　

179

　　　　　　

221

　　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　　　　

50

　　　　　　　　　

25

　　　　　　　

25

　　　

その他公営企業

　　　　　

117

　　　　　　　　　

23

　　　　　　　

94

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

2 202　　　　　　1 011　　　　　　丿91

　　

特

　　

別

　

地

　　

方

　

債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

≒

　　　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

55

　　　　　　　

55

　　　　　　　

－

　

j

　　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　　　

145

　　　　　　　　　

145

　　　　　　　

－卜

　　　

厚生福祉施設整備事業

　　　　　　　

144

　　　　　　　　　

144

　　　　　

－ミ

　　　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　　　　　　

120

　　　　　　　

120

　　　　　　　

－

　　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

47

　　　　　　　　　

47

　　　　　　　

－

　　　

ぶ姿道終末処理施設整備

　　　　　　　

H5

　　　　　　　

115

　　　　　　　

－

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

626

　　　　　　

626

　　　　　　

－

　　　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

，（謡

　　　　　　　

3 361
詣

　　

公営企業再建債

　　　　　

200

　　　　　　　　

－

　　　　　　

200

　　

特

　　

別

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　　　

1 200　　　　　　　500　　　　　　700

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，（温

　　　　　

3 861
jレ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ
（注）公有林整備事業の（

　

）は．公営企業金融公庫から貸付けるものであり、外冑で万
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画

(単位

　

億円)

増

　　

減

　　

額
募

　

度

一
公

年

一
金

4０
-

　

資

債

　　

計

　　

和

地

　　

方

昭

府政額総

8
1
0
1
5
5

3
2
2
2
2

　

一

一

一

一

5
9

　

一

一
5
7
一
一

　

一

2
0

　

5
1

2
0

　

一

77

３

　

６
Ｌ
ｆ
ｉ
^
く
ノ
４

３
一
４

　

ｌ
Ｏ
　
1
0
7

　
　
　

△

5
5
0
0
5
4
9

1
5
7
8

　

2
7

　

2

　
　
　
　
　

2

△

　

ａ

2
5
5
5
ｘ
‐
く
・
ノ
7

　
　

2
5
5
5
1
2
0

3

　

7
7
1
1
8

　

5
6
3
7
2
6
1

　
　
　

5
2
2
6

　
　
　

4
2
1

　
　
　

0

　
　
　
　

ぐ
ぐ

2
0
5
0
3
5
0
2
0
0

　

7

　
　

8
6
9

1
9
0
9
6
1
4
6
2
2

　

1

　
　

7

　

8
一
一

２

　

２
２

　
　

１
２

　
　
　
　

３

　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

2
0
5
0
0
5
0
2
０
0

　

４

1
9
0
9
2
1
4
6
4
2

　

９

２

　

２
２
１

　

１
２

　
　
　
　

３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

110

　

11

273

8
0
5
5
4
1
3

9
0
1
４
２
3
1

　

５
１
１

　
　
　

９

6
8
5
8
1

　

1
3
1
1

　
　
　

△
△

一
一

一

一

一

・
9
7
9
8
8

４
2
0
3
5

　

１
１
１

2
4

　

5
４

9
1
5
7
2

４
５
ベ
ノ
ー
0

　

0
5
0
0
5
3
3

　
　

9
7
9
8
8
1

6
7
1
1
6

　

5
6
5
2
4
9
2

　
　

4
2
0
3
5
9

2
5
2
2
9

　
　

1
9
3
3

　
　
　

9

　
　
　
　

－
１
１

　
　

ぐ
ぐ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

ｘ
・
ノ
8
0
0

5
5
0
0

ぐ
４
２
２

　
　
　
　

１

　

(5)

1 858

　

(21)

1 774

　

－

　

－

　

(21)

1 774

3 075

　　

－

　　

－

3 075

２
１
ノ
9

7
1
4

一

５
２
８

　

ぐ

　　

－

　

(21)

４ 849

ある。

479

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

＿

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

Ｉ
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その１

　

国民総生産等

第161表

　

主要経済指標および

　

区

　　　　　　

分

　　

31年度

　

32年度
ﾄ

3年度
ﾚﾏﾇ度

　

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　　

92 929　　101 498　　103 947　　99 458

　

国

　　

民

　　

所

　　

得

　　

76 276　　82 858　　85 190　　81 441

　

ｼﾞﾆご瑠で器2二＞二

　

国内民間総資本形成

　　　

22 635　　　24 016　　　19 037　　　21 896

　

設

　　

備

　　

投

　　

資

　　

13 726　　16 932　　16 496　　L5 718

三亜畳語轟)゛゛

.

　

57.5

　　　　

∂7.タ

　　　　

66.7

　　　　

侭.Ｑ

　

Ｅ

　　　　　　

９

　

二度ﾄ２年度ﾄ3年゛ﾚず頂度

　　　　　　　　

増減率|指

　

数増減率指

　

数増減率指

　

数1増減率指

　

数

　

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　　

比∂

　　

幻

　

ﾀ.2

　

加2

　

2.j

　

j6

　　

－

　

100

　

国

　　

民

　　

所

　　

得

　　

註5

　　

94

　

∂.∂

　

102

　

2.∂

　

105

　　

－

　

100

　

齢こにごド:Ξバパパンコ

　　

：

　

二

　

ｙJT∵≒ごパビドユでバ2

　

:；

Ａ聶更浩蕩才数

　　

22.5

　　

卯

　

j∂.j

　

iO6A

　

j.∂

　

104

　　

－ツ
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地方財政計画等の推移

(単位

　

億円・％)

　

34年度

　

35年度

　

36年度

　

37年度
1

38年度　　39年度

－

　　

125 778　　　146 789　　　177 375　　　192 900　　　223 834　　　　　256 681

　　

100 488　　　119 997　　　142 138　　　157 469　　　182 655　　　　　205 225

　　

22 924　　　26 830　　　33 136　　　40 920　　　47 030　　　　　54 699

　　

10 626　　　12 666　　　15 750　　　19 241　　　22 350　　　　　26 224

　　

32 894　　　42 736　　　58 639　　　49 491　　　62 161　　　　　67 281

　　

21 702　　　30 727　　　40 867　　　38 284　　　41 427　　　　　48 479

　　　

∂0.j

　　　　

100.0

　　　　

jjﾀ.4

　　　　

j2ﾀ.3

　　　　

142.3

　　　　　　

166.∂

　

34年度、35年度

　

36年度

　

37年度

　

38年度

1

　

39

　

年

　

度
］

増減率丿旨数増減率|指数増減率指

　

数増減率指

　

数増減率

　

指

　

数

　

21.0

　

j2∂

　

16.7

　

j4∂

　

20.∂

　

j7∂

　

∂.∂

　

194

　

16.0

　

225

　　

μ.7

　　

25∂

’j∂.0

　

j23

　

19.4

　

j47

　

j∂.5

　

j75

　

10.8

　

四3

　

j∂.0

　

224

　　

12.4

　　

252

　

14.5

　

j26

　

17.0

　

j4∂

　

23.5

　

j∂2

　

23.5

　

225

　

14.9

　

2邱

　　

16.3

　　

30j

　　

9.∂

　

120

　

19.2

　

μ∂

　

24.3

　

j∂0

　

22.2

　

2j∂

　

ie.2

　

253

　　

17.3

　　

2ﾀ7

　

72.∂

　

150

　

29.タ

　

jﾀ5

　

37.2

　

2∂∂△15.61

　

22∂

　

25.6

　

2∂j

　　

∂.2

　　

∂07

　

31.6

　

jj∂

　

41.6

　

j!?5

　

33.0

　

2∂0

　

∂.∂

　

244

　

∂.2

　

2∂4

　　

17.0

　　

30∂

　

20.0

　

j25

　

24.

　

j5∂

　

jﾀ.4

　

j∂7

　

∂.

　

2Q2

　

10.1

　

222

　　

17.2

　　

2∂j

－481－



その２

　

予算および地方財政計画

第161表

　

主要経済指標および地方

　

区

　　　　　　　

分

　　　

31年度
1

　

32年度

　　

33年度

　

31采33壽度

国

　

の

　

一

　

般

　

会

　

計

　　

1 034 923　　1 137 465　　1 312 131　　1 161 506

財政投融資計画

　　

257 260　　　324 600　　　357 200 313 020 ，

地

　

方

　

財

　

政

　

計

　

画

　　

1 045 670　　1 147 115　　1 237 173　　1 143 319

う

　　

給

　　　

与

　　

費

　　

402 901　　443 566　　473 261 436 576 ，

　　

|

投資的経費

　　

277 418　　299 879　　330 087　　302 46口
ち

　　

うち普通建設事業費

　　　

185 434　　212 254　　243 286　　213 658

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　　

113000

　　

107000

　　

100000

　　

106 667

　　　　　　　　　　　　　

31年度

　

32年度

1

33年度
|

，麗⌒ｲ3篤

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

増減率指

　

数増減率指

　

数増減率指

　

数増減率指救

国

　

の

　

一

　

般

　

会

　

計

　　

2.j

　　

卵

　

ﾀ.9

　　

認

　

15.4

　

113

　　　　

j卯

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
財政投融資計画

　

△3.2

　

∂'2 26.2　j04 10.0　114　　　j滅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
地

　

方

　

財

　

政

　

計

　

画

　　

4.7

　　

92

　

ﾀ.7

　

j卯

　

7.∂

　

扨∂

　　　　

崩

う

　　

給

　　　

与

　　

費

　　

j.2

　　

ﾀ2

　

皿j

　

j02

　

∂.7

　

jO∂
＿　刎

　　　

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

△

　

j,4

　　

92

　

∂.j

　　

四

　

10.1

　

j卯

　　　　

10‘

ち

　

|

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＿

　　　

ｌ

　　　

うち普通建設事業費

　　　

－

　　

∂7

　

皿５

　　

四

　

14.6

　

114

　　　　

j厖

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　

△

　

1.2　106△

　

5.3

　　

jQQ△

　

∂.5

　　

94

　　　　　

m

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

（注）地方債計画欄の（

　

》は、特別地方債を含めたものである。また、（

　

）は。公
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財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

34年度

　

35年度

　

36年度

　

37年度

　

38年度

　　

39

　

年

　

度

　

1 419 248　　1 569-675　　1 952 776　　2 426 801　　2 850 008　　　　3 255 438

　　

431 000　　　482 600　　　605 500　　　711 400　　　864 700　　　　1 036 600

　

1 334 107　　1 538 155　　1 912 672　2 285 073　2 633 593　　　　3 138 127

　　

515 009　　　575 485　　　695 678　　　817 351　　　956 845　　　　1 095 339

　　

374 468　　　473 648　　　624 720　　　794 430　　　914 302　　　　1 149 779

　　

281 417　　　343 337　　　508 749　　　636 448　　　784 641　　　　1 010 830

　　　　　　　　　

C55 500》《200 0001》《245 000))り15 000》　《398 400》

　　　

H0 000　　　150 000　　　186 000　　　227 500　　　295 000　　　　　373 200

　　　　　　　　　　　

(350)

　

（800）

　

（1 200）　（1500）　　（1 700）

　

恥年度

1

35年度
1

36年度
1

　

37年度

　

38年度

　　

39

　

年

　

度

増減率指

　

数

丿

増減率指

　

数増減率指

　

数増減率指

　

数|増減率指

　

数増減率

　

指

　

数

　　

∂.2

　

j22

　

10.6

　

25

　

24.4

　

扨∂

　

24.3

　

2Qﾀ

　

17.4

　

245

　　

14.2

　　

2∂0

　

20.7

　

jj∂

　

12.0

　

j5

　

26.5

　

jﾀ∂

　

17.5

　

227

　

2j.

　

27

　　　

jﾀ.9

　　

331

　　

7.∂

　

117

　

15.3

　

j35

　

24.3

　

扨7

　

19.5

　

200

　

15.3

　

230

　　

jﾀ.2

　　

274

　　

∂.∂

　

jj∂

　

Ｈ.7

　　

1j2

　

2Q.タ

　

j5ﾀ

　

俘.

　

j∂7

　

17.1

　

2jﾀ

　　

14.5

　　

25j

　

13.4

　

j24

　

26.5

　

j57

　

52.9

　

2Q7

　

27.2

　

2∂j

　

15.1

　

∂Q2

　　

25.∂

　　

3∂0

　

15.7

　　

1J2

　

22.0

　

妬j

　

4∂.2

　

2j

　

25.1

　

2ﾀ∂

　

23.3

　

＆

　

加Q

　

/ｄμ1.4))＼
il46ti2∂圈）（□∂∂1122.剛収50))((2∂.り印可《部.剛）価御

i

　

’

　　　　

J∂.4

　

j召

　

24.0

　

j74

　

22.5

　

2j3

　

2!?.7

　

277

　　

26.5

　　

35Q

有林整備事業債で、公営企業金融公庫から貸し付けるものであって、外書きである．で、公営企業金融公庫から貸し付けるものであって、外書きである
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その３

　

決 算

第161表

　

主要経済指標および地

　

区

　　　　　　

分

　　

31年度
1

32年度

　

33年度

　

31~33がｌ

国の一般会計歳入

　　

1 232 514　1 399 858　1 453 747　1 362 040

国の一般会計歳出

　　

1 069 205　1 187 676　1 331 562　1 196 148

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

入

　　

1 250 979　　1407 888　　1504 250　　1387 439

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

出

　　

1 206 069　　1342 528　　1455 579　　1334 725

地

　　　

方

　　　

税

　　

449 924　　527 190　　543 932　　507 015

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　

638 603　　759 683　　800 380　　732 889

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　

599 053　　652 996　　701 784　　651 277

　　

人

　　

件

　　

費

　　

477 625　　561 028　　551 077　　514 910

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　

330 283　　398 470　　446 405　　391 719

　　

普通建設事業費

　　

244 641　　306 558　　343 247　　298 149

国と地方との歳出純計

　　

1 802 013　2 011 974　2 340 822　2 072 998

　

区

　　　　　　　　

分

　　　

31年度

　

32年度

　

33年度

　

31采33篤度

　　　　　　　　　　　

増減率指

　

数増減率指

　

数|増減率指

　

数増減率指数

国の一般会計歳入

　　

9.4

　

∂j

　

政∂

　

j卵

　

j.∂

　

107

　　

－

　

j00

国の一般会計歳出

　　

５.Q

　

∂∂

　

11.1

　

卯

　

12.1

　

Ill

　　

－

　

Ｊ

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

入

　　

11.3

　　

勿

　

12.5

　

102

　

∂.タ

　

j卵

　　

－

　

j叩

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

出

　　

∂.o

　　

知

　

11.3

　

101

　

∂.4

　

j四

　　

－

　

j叩

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

17.9

　　

∂ﾀ

　

17.2

　

j04

　

3.2

　

扨7

　　

－

　

朋

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　

13.3

　　

邱

　

jﾀ.Q

　

j(M

　

5.4

　

j卯

　　

一

　

朋

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　

∂.Q

　　

ﾀ2

　

ﾀ.Q

　

j∽

　

7.5

　

jo∂

　　　　

朋

　　

人

　　　

件

　　　

費

　　

4.9

　　

伺

　

∂.Q

　

j叩

　

∂.∂

　

j07

　　

－

　

胡

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　

5.∂

　　

∂j

　

20.6

　

j02

　

12.0

　

114

　　

－

　

朋

　　

普通建設事業費

　

11.3

　

∂･2＼25.3　jO∂　12.0　115　　－　胡

国と地方との歳出純計

　　

5.5

　　

∂7

　

11.7

　　

97

　

扨.3

　

113

　　　　　

j卯
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方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　

34年度

　

35年度
1

36年'度　37年度　38年度　　39年度

　　

1 597 213　　1 961 025　　2 515 932　　2 947 623　　3 231 214　　　　3 446 769

　　

1 495 040　　1 743 148　　2 063 468　　2 556 617　　3 044 292　　　　3 310 969

.・1 689 352　2 025 802　　2 511 550　　2 982 859　　3 397 659　　　　3 910 921

　　

1 623 883　　1 924 907　　2 391 080　2 887 366　　3 308 833　　　　3 821 968

　　　

61､0 937　　　744 236　　　906 475　　1 056 684　　1 212 860　　　　1 399 598

　　　

902 710　　1 091 391　　1 353 628　　1 574 936　　1 829 205　　　　2 109 212

　　　

767 024　　　879 153　　1 053 701　　1 235 519　　1 494 538　　　　1 732 327

　　　

601 021　　　704 586　　　832 604　　　996 891　　1 196 932　　　　1 394 003

　　　

520 484　　　640 451　　　836 108　　1 068 003　　1 159 894　　　　1 343 724

　　　

377 874　　　477 005　　　651 281　　　867 973　　　969 995　　　　1 149 499

　　

2 457 166　　2 863 233　　3 489 242　4 261 125　　4 962 845　　　　5 600 269

・

34 年度　35年度|　36年度　37年度　38年度　　39年度

増減率指

　

数増減率
|
指

　

数|増減率l指

　

数増減率指

　

数増減率指

　

数
|増減率|指

　

数

　　

9.9

　

H7

　

22.∂

　

144

　

2∂.3

　

j∂5

　

17.2

　

2圃

　

9.∂

　

237

　　　

∂.7

　　

253

　　

12.3

　

j25

　

扨.∂

　

j邸

　

j∂.4

　

275

　

2j.タ

　

2j4

　

jタ.j

　

255

　　

∂.∂

　　

277

　　

12.3

　

j22

　

19.9

　

j4∂

　

24.0

　

j∂j

　

j∂.∂

　

2j5

　

j3.タ

　

245

　　

15.1

　　

2∂2

　　

11.6

　

j22

　

j∂.5

　

144

　

2£2

　

179

　

2Q.∂

　

2j∂

　

14.6

　

24∂

　　

15.5

　　

2∂∂

　　

12.3

　

121

　

2j.∂

　

j47

　

2j.∂

　

j7ﾀ

　

j∂.∂

　

20∂

　

j4.∂

　

2∂9

　　

15.4

　　

27∂

　　

j2.∂

　

j23

　

20.9

　

M9

　

24.0

　

j∂5

　

16.3

　

2j5

　

16.1

　

25Q

　　

15.3

　　

2∂

　　

9.

　

jj∂

　

14.6

　

艮5

　

jタ.9

　

j∂2

　

17.3

　

jﾀQ

　

21.0

　

229

　　

15.9

　　

2∂

　　

9.j

　　

117

　

17.2

　

招7

　

j∂.2

　

j∂2

　

jﾀ.7

　

j94

　

20.1

　

232

　　

16.5

　　

27j

　　

j∂.

　

jお

　

23.0

　

扨4

　

30.5

　

2j∂

　

27.7

　

273

　

∂.6

　

29

　　　

j5.∂

　　

3g

　　

10.1

　

j27

　

2∂.2

　

扨0

　

56.5

　

2j∂

　

33.3

　

29j

　

jj.∂

　

a25

　　

j∂.5

　　

3∂

　　

5.0

　

jjﾀ

　

扨.5

　

扨∂

　

21.9

　

妬∂

　

22.1

　

20∂

　

扨.5

　

2お

　　

j2.∂

　　

270
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その４

　

租

　

税（決算）

第161表

　

主要経済指標および地

　

区

　　　　　　　

分

　　　

31年度
1

　

32年度

　　

33年度

　

31采33爽度

租

　　　　　　　　　　　

税

　　

1 536 698　　1 728 965　　1 734 750　　1 666 804

　

国

　　　　　　　　　　

税

　　

1 086 774　　1 201 775　　1 190 818　　1 159 789

　　

うち

　

法

　　

人

　　

税

　　　

259 808　　　364 066　　　308 320　　　310 731

　

地

　　　

方

　　　

税

　　

449 924　　527 190　　543 932　　507 015

　　

道

　

府

　

県

　

税

　　

185 116　　230 195　　227 382　　214 231

　　　

うち

　

法人事業税

　　　　

ｱ9 197　　　108 422　　　97 337　　　94 985

　　

市

　

町

　

村

　

税

　　

264 808　　296 995　　316 550　　292 784

　　　　　　　　　　　　

31年度

　　

32年度

1

　

33年度31~33年度

　

ｓ

　　　

９臨平ﾖ
ｕ÷al

謡手六手二万

；

租

　　　　　　　　　　　

税

　　

扨.∂

　　

92

　

12.5

　

j吋

　

0.＆　104

　　

－

　

j卯

　

国

　　　　　　　　　　

税

　　

16.0

　　

河

　

扨.∂

　

j(Ｍ△

　

Q.9

　

j卵

　　

－

　

j卯

　　

うち

　

法

　　

人

　　

税

　　

お.2

　　

∂4

　

如.j

　　

jj7△15.3

　　

卯

　　

一

　

100

　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

17.9

　　

邱

　

17.2

　

104

　

3.2

　

j07

　　

－

　

回

　　

道

　　

府

　　

県

　　

税

　　

25.9

　　

肪

　

24.4

　

j卵・j.2

　

1冊

　　

一

　

加

　　　

うち

　

法人事業税

　　

31.1

　　

お

　

お.9

　

114^ 10.2　jθ3　　－　閲

　　

市

　　

町

　　

村

　　

税

　　

13.0

　　

卯

　

12.2

　

101

　

∂.∂

　

jQ∂

　　

－

　

j卯
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